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がん研究国立 研 センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

第2国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項

1研 究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

高度先駆的医療の開発及び標準医療の確

立のため、臨床を指向した研究を推進し、優

れた研究・開発成果を継続的に生み出して

いくことが必要である。このため、センターに

おいて以下の研究基盤強化に努めること

① 研究所と病院等、センター内の連携強化

② 「革新的医薬品・医療機器創出のための

5か年戦略」(平成 19年 4月 26日 内閣府・

文部科学省・厚生労働省・経済産業省)に基

づく、産官学が密接に連携して臨床研究・実

用化研究を進める「医療クラスターJの形成

等、国内外の産業界、研究機関及び治験実

施医療機関等との連携

③ 研究。開発に係る企画及び評価体制の

整備

④ 効果的な知的財産の管理、活用の推進

第1国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ために取るべき措置

1研究。開発に関する事項

がんによる死亡者 (がんの年齢調整死亡率

(75歳未満))の減少、すべてのがん患者及

びその家族の苦席の軽減並びに療菱生活

の質の維持向上を実現するため患者アンケ

ート等により実憩を把握するとともにがん対策

に資する研究に取り組み、研究成果の社会

への選元を促進する。

未だ解明されていない難治がん等の原因

究明やがんの発生。進展・転移の機構解明

を推進し、先進医療として38め られるような高

度先駆的な予防・診断・治療技術を開発する

とともに、国内及び国際的な標準医療の確立

と改善に貢献するのみならず先駆的な医療

を世界に情報発信していく。

これらの研究等について世界をリードする

水準で実施していくための体制を充実する。

特に、病院においては、最新の知見に基づ

いた標準的治療の開発のみならず高度先駆

的ながんの診断・治療などの新しい医療技術

の臨床開発に取り組むための体制を整備す

る。

また、センターは、がん分野の基礎研究、

公衆衛生研究及び臨床研究(治験を含む。)

推進のために、研究の統括や調整を行う。そ

のための研究基盤猜 築・提供し、研究評価

とともに研究資源の適切な活用を図つてい

く。

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

①研究所と病院等、センター内の連携強化

研究の成果を臨床の実用化やがん対策に

つなげるために、研究所、がん予防・検診研

究センター、がん対策情報センター、病院が

高度専門性を有した上で、トランスレーショナ

ルリサーチの推進のために相互の機能の強

化と連携を図り、『先端医療開発推進会議』

及暑間凝[欝ま:鼻:こ識
ために取るべき措置      |

1.研究。開発に関する事項   |

(1)臨床を志向した研究・開発の推
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検診研究センター、がん対策情報ヤンター、

病院が高度専門性を有した上で、トランスレ

ーショナルリサーチの推進のために和 互の機

能の強化と連携を図るとともに、若手研究者

を中心とした人事交流を推進する。
|

臨床側が臨床面からの問題点を
婦

示し、臨

床側と基礎研究者がアイデアを出Ч合うこと
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ンスを年間6回以上開催する。  |
早期開発を目的とした企業との包

精
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に基づく研究活動の支援を通して、1基礎研

究部門と臨床研究部門の共同研列を継続・

発展させ、臨床試料の多角的な解析に基づ

く創薬シーズ探索研究や、新規パイオマーカ

ーによる個別化医療開発、がんの牢態解

明、新規治療・診断技術開発等に章する橋
:屋11争撃ti異高季112壇

IE儀
【

療技ぷ詔Xを笙に進め麗1画塀場轟「
発を推進するためのパイオバンク、与期探索

臨床研究センターなどの取組みを充実、発

展させ、がん研究開発のプレークスルーにつ

なげる。

これらの取り組みにより、基礎研究部門と臨

床研究部門及び疫学・公衆衛生研究部門の

間での新規共同研究を年間45件メ上実施

する。

第1国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する日標を達成するために取るべき措置

1研 究・開発 に関する事項

(1)臨 床を志向した研究・開発の推進

①研 究所と病院等、センター内の連携強化

ア トランスレーショナルリサーチを推進するための相互の機能強化と連携

○病院・早期・探索臨床研究センター・研究所の連携により、個別同意に基づくバイオバンク試料等を用いた遺伝子変具倹査(dint」 sequendng)を行い、

分子標的案を用いたがん個別化治療を行うためのFeaJЫ‖ty studyを開始した。

○病院・早期・探索臨床研究センター・研究所の連携により、RET融合肺がんに関する全国スクリーニングを行い、約400例の肺がん患者の遺伝子スクリーニ

ングを行い陽性例に対して、RET阻害薬の治療を開始した。

○「頭査内胚細胞腫グノム解析コンソーシアム」を設立し、全国規模の多施設共同研究体市1を通じて頭蓋内胚細胞腫の検体を脳腫瘍連携研究室に集中し、

グノム解析を行う体制を確立した。

○「日本小児分子脳腫瘍グループOPMNG)」 の設立にコアメンパーとして加わり、全国の小児脳腫瘍関連施設から検体を集め、脳腫瘍連携研究室において

小児脳腫瘍の分子診断を行う体制を構築した

O「高齢者膠芽腫に対するMCMTメ チル化を指標とした個別化治療多施設共同第Ⅱ相試験(ECGTRIALIJにおいて、術後迅速 MGMTメチル化検査を行う

センターとして参加した

○がん研究開発費・特別枠研究費で「基礎と臨床の橋渡しのための研究」を実施し、中央病院、東病院、研究所及び臨床開発センターの間での課題や解析

技術の共有、人材の交流を図つた。

〇研究所の人的資源・高額機器を効率的に活用するためのコアファシリティの実運用を継続し、78件の研究支援依頼を受け、ゲノム・エピゲノム・プロテオー

ム解析や動物実験・イメージング等を活用した研究の加速イヒを図つた。また、がんの個別化医療の実現のための pa●ent derlved xenograばPDDモデル作製

の基盤を整備した。

○研究所がん幹fIB胞分野と病院乳腺腫瘍内科、婦人腫瘍科、消化器科との共同研究 3件を行った

O研究所の組織改正を進め、バイオバンク支援部門、臨床薬理部門、all薬標的・シーズ評価部門、臨床ゲノム解析部P5、 パイオマーカー探索支援部Fり、パ

イオマーカー評価部門、パイオインフォマティクス部門から構成されるTR総合支援グループを新たに組織し、EPOC等 におけるdimcJ sOquendngや薬剤分

子イメージング、患者がん試料ゼノグラフト作成の支援を行つた。当該グループ員と臨床研究者でTRに関する定期的な意見交換を開始した

○中央病院遺伝相談外来におけるdinに J sequOndngに よる遺伝子検査の一部を先進医療等として研究所グノムコア・ファシリティーにおいて継続して実施

し、がんの遺伝医療に貢献するとともに、その基盤となる遺伝子型―表現型関連情報の蓄積を進めた。

○早期・探索臨床研究センター(EPOC)の 運営会議において、臨床部門と基礎研究/TR部門との情報交換を毎週開催した。また、柏・築地両キャンパスにお

いてdhlcJ sequendngの 結果解釈のためのエキスパートパネル等において、臨床・基礎研究部門間の議論を行った。



国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

等を定期的に開催し、世界的レベルでの革

新的医療・予防法の開発や標準医療の確立

に資する成果の継続的な作出を目指す。

025年度より早期・探索臨床研究センターを正式なセグメントとして独立させ、Phas● 1グループ、医師主導臨床試験支援グループ、TRグループを設置し、
F■ st h Human試 験、未承認薬を用いた医師主導治験、TRをそれぞれ推進した。

○柏キャンパスで基礎研究部門と臨床部門が具体的な共同研究について行うTRプロジェクトヵンファレンスを実施した(月 2回開催)。

○柏キャンパスでは遺伝子検査による個別化医療体制確立を目指した研究(ABC 8tudylを 継続的に実施し、がんの遺伝子変異とその臨床的意味づけ(治療

効果や予後との相関など)を継続的に検討するoxptt pandとその下支えをする 市ヽ rpmdを実施した。(それぞれ月2回開催)また、築地キャンパスにおい

ても同様の試験(To卜 GEAR試験)を開始した。

○次世代分子疫学コホート研究及びがんのリスク層別化診断と血液多層的オミックス解析による早期診断・スクリーニング用パイオマーカー開発研究におい

て、研究所と予防・検診研究センターとの共同研究を、肺がん・膵がん。口がん・大腸がん等、計約 10課題に関して展開した。

【リサーチ・カンファレンスの開催数】(目 標:年間 6回以上)

年度実績:8回 開催

イ 基礎研究部門と臨床研究部門間との共同研究

○新たに同定した胆道がんにおけるFGFR2融合遺伝子を対象としたFGFR阻害剤臨床試験に向けて、研究所・中央病院・EPOCが連携し、多施設共同研

究による融合遺伝子陽性症例スクリーニングのための基盤構築を進めた

○がん研究開発費「病院・予検センターとの連携強化及び研究支援のためのコアファシリティーの構築・運用」により、ゲノム、エピゲノム、トランスクリプトー

ム、プロテオーム解析を通じて18件の共同研究を実施した。

○がん研究開発費「遺伝子変異等の情報を活用した個別化医療開発のための基盤構築Jにより、中央病院、東病院、研究所及び臨床開発センター共同で

のEPOCにおける生検等微小試料を用いたdhid sequonch8体制の構築、稼働の支援を行つた また、既採取試料の解析を開始した。

O東病院臨床部門と臨床開発センターの基礎研究部門が共同して、ターグットシークェンスを用いたがん患者の遺伝子プロファイルを明らかにする遺伝子

解析研究(ABC study)を 開始した。

【基礎研究部門と臨床研究部門との共同研究件数】(目 標:新規共同研究件数 年間45件以上)

実施中件数 196件 (築地:129件 /柏 :67件)うち新規共同研究実施件数/74件 (築地:51件 /柏 :23件 )

ウ 着手研究者を中心とする基礎研究部門と臨床研究部門間での人事交流の推進

○ゲノム生物学研究分野において、肝胆膵内科のチーフレジデントを受け入れ、遺伝子帰昴研究を行つた。

O脳腫瘍連携研究分野において、脳脊髄腫瘍科のレジデントが研究を行い、原著論文 2報帯 表した。また東京大学・横浜市立大学の大学院生2名が任

意研究生として研究に従事している。

○エピグノム解析分野において、中央病院のチーフレジデント1名 、チーフレジデント出身者 2名 を受け入れた。

○遺伝子免疫細胞医学研究分野において、慶応大学連携大学院生である中央病院造血幹細胞移植科のレジデント2名を受け入れ、腫瘍の免疫抑制環境

打破に関する研究と、造血幹細胞移植による抗腫瘍免疫誘導機序に関する研究の指導を行った。

011菓プロテオーム研究分野において、がん研究開発費特任研究員を務めた着手臨床医が、中央病院で臨床医として研修を開始した。また、中央病院で



国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

②研究基盤の整備

センターが取り組むべき分野の研究基盤を

整備していくために、臨床試料及び情報を研

究に活用するための体制等を構築していく。

②研究基盤の整備

センター内バィオバンクを適切に運用し、研

究採血血液・病理凍結fE織等の収集・保管・

払い出しを実施し、カタログデータベース改

良に努め、研究推進に貢献する。

手術検体の新規保存件数を1,200件以上

とする。

内閣官房健康・医療戦略室、厚生労働省

等との密接な連携のもと、ナショナルセンター

やがん診療連携拠点病院等と協調し、オー

ルジャパンパイオバンクネットワーク構築を推

進する。

グノム・ェピグノム・プロテオーム解析のた

めのコア解析拠点の運用を継続し、更に発

展させるとともに、必要な見直しを行い、セン

ター内での研究体制の強化を推進する。

高速シークエンサーによる情報解析の方法

論開発を行い、国内有数のグノム情報解析

拠点として基盤構築を進める。

臨床医として研修 が、同研究分野で任意研修生とLTR研究を開始した

○がん患者病態生理研究分野において、中央病院緩和医療科をローテートするレジデント医師に対し、緩和医療に関する基礎医学セミナーを実施した(月

1回 )。

○東病院のレジデント・がん専門修練医8名を臨床開発センターの研究部門にローテーションさせた。

○分子病理分野において、頭顕部腫瘍科医長 1名 、肝胆膵内科医員 2名 、病理科チーフレジデント1名 、大腸外科チーフレジデント1名、肝胆膵外科チー
フレジデント2名 、肝胆膵内科チーフレジデント1名 、肝胆膵外科レジデント2名 の合計 10名が、研究所分子病理分野においてTR研究に従事し、7報の英
文論文を■1行し、その他の者は投稿中あるいは投箱準備中である。

O脳腫瘍連携研究分野において、脳脊髄腫瘍科のレジデントが研究を行い、原著論文2報を発表した。また東京大学・横浜市立大学の大学院生 2名 が任
意研究生として研究に従事している。

エ カSん医療のイノバーションの推進に資する研究・治療技術開発と、パイオバンク開発の推進

○がん研究開発費の新運営体市1(平成25年度～)において、がん研究開発費の運営方針が平成25年 12月 に決定された ノ`イオバンク等については、運
営方針において長期的視点で研究基盤として整備・維持することとされており、特に注力する領域にしている。

○運営方針に基づき、平成26年度がん研究開発事業において実施する研究課題の決定を行い、平成26年 4月 1日 から研究を開始した。

○がん研究開発費による研究開発の遂行を支援するため、平成26年度においてもがん研究特別研究員を 10名採用した。

②研究基盤の整備

ア センター内バイオバンク構築の推進

○バイオバンク調整委員会を計8回開催し、NCCバイオバンクの適切な運営並びにナショナルセンターバイオバンクネットワークプロジェクト(NCBN)事業推

進のための情報共有に努めた。

○センター内バイオバンクの適切な運営と研究者による試料利用を適切化するため、「バイオバンク運営規程」の改訂を行い、「研究所パイオバンク支援部門
パイオバンク事務室の保有する個人情報の保護に関する細則」を策定した。

○問診票データベース情報と、院内がん登録 HosCanRから抽出した情報をもとに、パイオバンクカタログデータベースHOsCanRパ イオバンクエディションの

開発・改良を継続した

○平成25年度には、パイオバンクの基盤となる包括的同意新体制(個別説明と文書による意思表示確認)が 3年 目となつた。

【同意取得割合 (セ ンター全体)】

894%(対 象患者数 33,372人 、同意患者数 29,828人 )

○包括的同意新体制に基づいて 7,485症例 (29,728バ イアル)の研究採血血液 (血Ю を新規にバイオバンクに受け入れ、1,202症例 (1,283バ イアル)を倫

理審査委員会の承認を受けて行われる研究に払い出した。払い出し症例数は前年度に比して約871%に増力日した。現有する研究採血血液検体は、22,383症

例 188,639ノ イ`アノのである。

○他機関のバイオバンク設立担当者・実務者、見学14件 82名 、取材 1件を受け入れた。また、バイオバンク体制整備に関する外部からの問い合わせ 11件
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国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

③臨床研究の推進のための中核機能の強

化

また、臨床研究の推進のために、センターで

行う臨床研究を支援する体制及び多施設共

同臨床研究の中核機能を担うためのデータ

③臨床研究の推進のための中核機能の強

化

早期・探索臨床研究センターを中心とし

て、早期・探索試験を行う先端施設ネットワー

クを構築し、医師主導治験などをさらに推進

に対応した。

01,536症 例 (7,866パ イアル)の病理凍結組織 (手術検体)を新規にバイオバンクに受け入れ、1,039症例 (1,810パ イアル)を倫理審査委員会の承認を受け

て行われる研究に払い出した。受け入れ症例数に対する払い出し症例数の割合は、約 6鑑であつた。現有する病理凍結組織検体は、16,322症例 (66,282

バイアル)である。

○平成 2125年度にバイオバンク試料の払い出しを受けて当センターの研究者が行つた研究の英文論文は、総計205報 (インパクトファクター合計 1148.81

点・被引用回数合計 2,298回 )であつた

O当センター職員は、NcBNの 倫理検討部会・中央研究倫理支援部門・情報インターフェース部会・検体システム部会・情報データベース部会等に部会員

等として参カロし、NCBN事業に貢献した。特に平成25年度には、NCBN中 央データベース管理部門の検索可能なカタログデータベースを公開し、産学官の

研究者による試料利活用の促進を図つた。

【手術検体の新規保存件数1(日 標:1,200件以上)

1,536件

イ オールジャパンパイオバンクネットワーク構築の推進

○健康・医療戦略推進本部が平成25年 12月 24日 に発表した「平成26年度医療分野の研究開発関連予算のポイント」に示されている各省連携施策の「5

疾病克服に向けたグノム医療実現化プロジェクトJの構成要素として、パイオバンクジャパン(BBJ)。東北メディカルメガバンク・理化学研究所等と並び、ナショ

ナルセンターパイオバンクネットワーク(NCBN)が 挙げられている。平成25年度は、これらの我が国を代表するパイオバンク・グノムョホート研究が共通に抱え

る課題の最たるものとして倫理的・社会的・法的課題(ELSI)に 注目し、複数の具体的なプロジェクトの中で、連携,協議する場を設置し、厚生労働科学研究費

補助金特別研究事業としての報告書・提言書をまとめた

ONCCとしてJl Japanの パイオバンクネットワーク構築に取り組む際の基盤は、NCBNである。ナショナルセンターパイオバンク運営協議会各部会等に参カロ

し、NCBN事業推進を継続した 具体的には、平成 25年末に公開が開始されたNCBN中 央データベース管理部門の検索可能なカタログデータベースを、

定期的に更新しつつ維持し、さらに論文発表や産学官との共同研究等パイオバンク活用成果も追カロして内容を充実させた 共同研究によらない試料等の分

餞(配布)のあり方・運営方針について素案を作成し、実施の是非を決定するための協議に提供した

ウ 情報基盤の構築とコア解析拠点の整備

○ゲノム・エピゲノム解析において、新たな情報解析手法の開発を進め、国際プロジェクトやセンター内ののべ23に亘るゲノム解析研究の支援を進めた エ

ピゲノム解析領域における融合遺伝子同定法の開発は、当センターにおける新規融合遺伝子発見 (RET,ROSl,FGFRめの起点となり、また全グノムパイサ

ルファイトシーケンスデータの専用マッピングツール BMapの 開発は、当センターにおける国際ヒトエピゲノムプロジェクトOHEC)の進行において重要な役割を

果たりし 更に次世代の情報解析に向けて、第 3世代シークエンサー、「京Jスパコンの活用、オーミックス横断型システム生物学的アプローチ、レファレンス

配列に参照しない解析手法など萌芽的なものも含め新しい情報解析手法の開発にも取り組んだ。

計 3名 の情報解析専門家を新たに雇用した

③臨床研究の推進のための中核機能の強化

ア 臨床研究支援体制及び多施設共同臨床研究の中核機能を担うためのデータセンター整備の推進

○多施設臨床試験支援センターは、JCOGおよび他の臨床試験グループとの共同試験のデータセンター/運営事務局として23研究班の医師主導臨床試験

を直接支援した。国内唯―の公的な臨床試験組織で重要な臨床課題に対して大規模比較試験を計画実施して、その成果を報告し、多くのガイドラインに成

果が採用されている。さらに、国内の主たる臨床試験グループとの共同作業で、有害事象報告や、臨床試験のモ‐タリング監査などの項目について共通の
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国立がん研究センター評価シート

中期目棟 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

センター等の整備を行う。

中期目標の期間中に、センターが直接的

又は間接的に支援した臨床試験について、

学会等が作成する診療ガイドラインに5件以

上採用されることを目指す。

平成21年度末現在、通算で肺痛 2件、胃

癌 6件、食道 7件、婦人科腫瘍 2件、乳癌 2

件と静器領域毎の偏りがあるが、今後、大

腸、肝胆膵、泌尿器、脳腫瘍、血液腫瘍等の

領域の強化を目指す。また、中期目標の期

間中に、センターが、直接的又は間接的に

実施する臨床研究実施機関の防間監査(科

学性・倫理性の確5B調査)について、都道府

県がん診療連携拠点病院の 20%、 地域がん

診療連携拠点病院の lllI以 上の実施を目指

す。

④産官学等との連携強化

「革新的医薬品・医療機器創出のための 5

か年戦略」等を踏まえ、国内外の大手・ベン

チャー企業等の産業界、先端研究施設、主

要がんセンター等と「医療クラスターJを形成

するとともに、それらを継続的に実施する

AROの構築を推進する。

臨床研究の推進のため、センターで行う臨

床研究を支援する体制及び多施設共同臨

床研究の中核機能を担うデータセンターを引

き続き運営する。

国内外の臨床試験グループと協調して、医

師主導大規模臨床試験を推進し、標準治療

の確立を推進する。

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議

会臨床試験部会の事務局として、がん診療

連携拠点病院における研究者主導臨床試

験に対する支援体制の基盤整備を図る。

センターが直接的又は間接的に支援した

臨床試験について、学会などが作成する診

療ガイドラインに1件以上採用されることを目

指丸

491理指針に対応する内部監査部門、先進

医療 Bおよび医師主導治験の他施設も含め

た監査部門の運用を行う。

センターが直接的又は間接的に支援する

臨床研究実施機関の肪問監査(科学性・倫

理性の確慇調勘 について、がん診療連携

拠点病院を中心に年間12医療機関以上の

監査を行う。

④産官学等との連携強化

産官学連携によるシーズの前臨床から早

期臨床開発を支援する体市Jを 引き続き整備

し、我が国の基礎研究成果を活かした医療イ

ノベーションを推進する。

システムを構築している。このような機能は、従来の多くの研究機構が十分な科学的基盤なしに実施され、十分な臨床成果を上げていない現状に対して、F~
向きに共通の臨床試験基盤を構築することができ、意義深い。

○多施設臨床試験支援センターは、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会の臨床試験部会に関与した。がん診療拠点病院の充実とともに、臨床試

験に積極的に参カロして、日常診療の質の向上を目指すことは実際的であり、効率的であるため、継続して検討を行つていく。

イ 学会等が作成する診療ガイドラインヘの採用

○センターが支援した臨床試験について、学会などが作成するガイドライン19件に採用された。

【ガイドラインヘの採用数】 (目 標:1件 以上)

・日本血液学会造血器腫瘍ガイドライン

・乳癌診療ガイドライン 治療編2013年版

・日本肺がん学会編 肺癌診療ガイドライン2013年版

・胃がん治療ガイドライン2014

・GIST診療ガイドライン2014

・大腸がん治療ガイドライン2014

・大腸ポリープ 診療ガイドライン2014

・日本消化器内視鏡学会胃癌に対するESD/EMRガイドライン

・日本消化器内視鏡学会内視銃診療における鎮静に関するガイドライン

・子宮体がんガイドライン2013年度版
。日本消化器内視鏡学会 大腸 ESDoEMRガイドライン

・膵・消化管神経内分泌腫瘍診療ガイドライン

・肝がん診療ガイドライン2013

・臓がん診療ガイドライン2013

・DlACNOSIS AND MANACEMENT OF LUNC CANCER 3RD ED

・NCCN Cuidelines,Lung Cancer Screening Version1 2014

・NcCN CuidOrnes,smaliCell Lung Cancer Version2 2014

・NCCN Cuidelines,Neuroendocrlne tulllor,Version2.2014

・NCCN Guideline,Non―Hodgkin's LymphOma,verslon 2 2013

ウ 臨床研究実施機関の訪問監査の実施

○多施設臨床

"験
支援センターは、国立がん研究センターが直接的または間接的に実施する臨床研究実施機関の防問監査を21医療機関に対して行つ

た。

【訪問監査医療機関数1(目 標 :年間12医療機関以上)

21医療機関

(高知医療センター、愛知県がんセンター中央病院、兵庫医科大学、関西労災病院、国立病院機構仙台医療センター、オL幌医科大学、函館厚生院函館

五稜郭病院、済生会横浜市南部病院、静岡県立総合病院、岐阜大学医学部、杏林大学医学部,岡山大学病院、二重大学医学部、埼玉医科大学国際医療

センター、国立がん研究センター東病院、市立伊丹病院、市立豊中病院、箕面市立病院、市立吹田市民病院、四国がんセンター、神戸大学医学部)

④産官学等との連携強化

ア 産官学連携による医療イノベーションの推進

O製薬会社より未承認薬の提供を受けて、製薬会社と連携しながら早期開発を実施するための医師主導治験 5試験を実施した。

○アカデミア発の新規抗がん剤に関して、製薬会社・大学などと共同で、医師主導治験 2試験、臨床試験 1試験を実施した。
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国立がん研究センター評価シート

中期 日標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

して先端的な臨床研究を推進するために、

産官学連携を支援する産官学連携オフィス

等の整備を行う。また、クラスター内での積極

的な共同研究推進のための協議の場の設定

及び早期臨床開発試験をつかさどるデータ

センターを整備する。

これにより、平成 21年度に比し、中期目標

の期間中に、共同研究件数、治験実施件数

及び国際共同治験実施数について各々5%
以上の増カロを目指す。

研究成果の実用イヒを目指した包格的な提

携契約を企業との間で締結するとともに、ポ

ストアライアンスマネージメントを推進する。企

業が実用化を目指さないが必要性の高い研

究テーマについては、アカデミアとの間で研

究連携を進める。

大学との間で医療機器開発に向けた医工

連携の取組を進め、ワークショップを開催す

る。

早期臨床開発を医師主導治験として実施

可能なデータセンター/モニタリング部門の

整備を継続し、製薬会社より未承認薬の提

供を受けて実施する早期開発やアカデミア

発の新薬を用いた医師主導治験を実施す

る。また、新規抗がん剤や新規内視鏡診断・

治療機器等のirst h hunanの 研究者主導の

臨床試験を実施する。

平成21年度に比し、共同研究件数を33%

以上、治験実施件数及び国際共同治験実

施件数を40%以 上増やす。

O医療機器メーカー、大学等と共同で、革新的医薬品・医療機器・再生医療促進事業に機能イメージング内視鏡の事業を継続して実施した。未承認医療機
器を用いた臨床研究を3試験実施した。

○産官学連携推進を目的として、第 3回がん新薬開発合同シンポジウム「がん新薬開発の新しい潮流:世界をリードする医療イノベーション実現に向けてJを

11月 29日 に開催した

○早期開発を活性化することを目的として、アストラゼネカ、ファイザーとの連携を進めてきた、今年度はこの枠組みにサノフィ、カレクセローノが追加され、開

発研究段階からの情報交換を行っている。メルクセローノとの連携については、9月 24日 に記者会見によるプレスリリースを行つた。

イ 研究成果の実用化を目指した企業・アカデミア間での包括的な提携の推進

○第一三共と連携では、センターから創薬様的に関する情報・アッセイ系を提供し、企業サイドでスクリー‐ングを行っている。これらの成果として、開発候補

化合物が得られ、共同開発段階に入ろうとしている。また、企業の創薬研究者とセンターの臨床医による意見交換を行い、臨床情報の基礎研究へのフィード
′`ックを実施している。

O診断領域では、新たにシスメックス社と癌領域の体外診断薬の共同開発を目指した連携契約を締結し、10月 28日 にブレス発表した。センター内で共同研

究テーマの募集を行い、双方のステアリングコミッティで協議の上、採択案件を決定し共同研究を実施することとなった また、双方の研究者が互いの施設を

訪間し、情報交換を積極的に進めている。

○島津製作所との連携でセンター内に企業のラボを設置し、10数名常駐する。これにより次世代医療分野と先端技術との融合により、がんの超早期診断や

創薬プロセス革新を目指した共同研究がカロ速している。その成果として分子イメージング技術を導入し悧 薬研究システムの実用化について、12月 18日 に

プレスリリースを実施した

O理化学研究所とは、卵巣がんの低分子化合物の阻害剤探索、急性骨髄性自血病治療案を目指した抗体の探索研究を実施しており、シード分子が得られ

ておりヾ リード分子の取得に向けた研究が進展している。

○産総研創薬分子プロフアイリングセターと、がん関連創薬 研究 成果の応用により、診断・治療方法の実用化を推進するための連続契約を締結し、7月

日に記者会見によるプレスリリースを行った 現在2テーマが共同研究として実施されている。

○創薬支援ネットワークの枠組みで、創薬支援戦略室との連携を進め、NCCの 11薬テーマ 3課題が支援を受けられることになつた

ウ 国際的な共同治験にも対応できる早期・探索臨床研究センターの整備

○早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援室に、データセンター/モ■タリング/治験調整事務局/安全性情報管理 メディカルライティング/プロジェクト
マネジメント/監査などの各種機能を整備し、多施設共同の医師主導治験を実施している。アジア協同の医師主導治験に対する具体的な準備を開始した。

工 早期臨床BH発試験をつかさどるデータセンターの整備

○早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援室(柏・集地両キャンパス)に、データセンター/モニタリング/治験調整事務局/安全性情報管鐵 メディカル

ライティング/プロジェクトマネジメント/監査などの各種機能を整備し、実際に多数の医師主導治験を実施した。

O医師主導治験および臨床試験に対して、Electnc Data Captu●ng System(EDCVlを COmputeHzod System vamttn(cSVlを 実施 した上で導入した。

た、同様に ChnlcJ Data Management systomを CSVを実施 した上で導入した
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中期日標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

⑤研究。開発の企画及び評価体制の整備

がん医療研究開発費による研究をはじめ、

我が国のがん対策の中核機関としての使命

を果たすための研究を企画し、評価していく

体制の強化を図るとともに、研究を支援して

いくための体制も充実させる。

⑤研究。開発の企画及び評価体制の整備

がん研究開発費等の研究費を用いて、がん

医療のイノベーシヨンに直結する研究を企画

するとともに、外部評価委員による客観的な

評価結果を研究費の配分に活かす。

我が国全体のがん研究の推進に向けて、

がん研究予算の獲得やがん研究政策立案

に積極的な働きかけを行う。

研究費を公的機関及び民間から広く獲得

するため、研究費の積極的な応募、獲得に

向け支援する。

研究費の道正使用を推進するため、不正

防止計画を着実に実行し、相談体制を充実

させるとともに、内部監査に加えモニタリング

を実施する.

○臨床試験に必要な情報を被験者の電子カルテからの抽出するシステムを構築した 電子カルテシステムの変更に対応するように修正する。

○今後の治験データの電子化に対応する為に、データベースおよびプロトコール等に対するCDISC対応を進めた。

○東病院薬剤部と協力し、薬物動態解析ソフトを導入し早期試験において薬物動態解析を実施する体制及び医師主導治験で用いる治験薬を一括管理 (お

よび各参加施設へ配布)する体制を整えた

○医師主導治験及び臨床試験のデータマネージメントを省力・低コストで実施するために、CRF(症 例報告書)電子化システムの構築を実施した。

オ 既存治験の受話契約複数年化及び治験経費の出来高算定の推進

○一部の企業治験の治験経費算出において、試験的にマイルストーンペイメント(目 標到達毎払い/時期到来毎払い)による方式を実施し、将来の治験経費

算出方法見直しの準備を進めた。

力 共同研究件数、治験実施件数及び国際共同治験実施数

【共同研究件数I(目 標:平成21年度比 33%増 :180件 以上)

年度実績:189件 (対 21年度 40%増 )

【治験実施件数】(目 標:平成21年度比 40%増 :359件 以上)

4FA実績:438件 (中央 :245件/東 :193件 )(対 21年度 71%増 )

【国際共同治験実施件数(治験実施件数の内数)】 (目 標:平成21年度比 40%増 :138件 以上)

年度実績 :185件 (中 央:100件 /東 :85件 )(対 21年度 87%増 )

⑤研究・開発の企画及び評価体制の整備

ア がん医療のイノベーションに直結する研究の企画

○がん研究開発費の新運営体制(平成25年度～)において、がん研究開発費の運営方針が平成25年 12月 に決定された。

○運営方針に基づき、平成26年度がん研究開発事業において実施する研究課題の決定を行い、平成26年4月 1日 から研究を開始した

イ 各種研究費への積極的な応募支援及び研究費の管理・監査体制の強化

〇平成26年度文部科学省科学研究費等の応募に向けて、若手研究者向けのセミナーを2回開催し、研究計画書の書き方などの技術修得を支援するととも

に、応募手続や注意事項についての説明会を開催した

O研究費(文部科学省科学研究費、厚生労働嗜科学研究費、科学技術振興機構受話研究費、新エネルギー・産業技術総合開発機構受託研究費、医薬基

盤研究所受話研究費等)の継続申請と新規申請の合計数は384件となり、高い応募数を維持した(平成24年度は385件 )。

○研究費適正経理管理室会議を4回開催し、平成24年 3月 策定の研究費不正使用防止計画の進捗状況について確認を行つた。

-7‐
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

⑥知的財産の管理強化及び活用推進

研究開発システムの改革の推進等による研

究開発能力の強化及び研究開発等の効率

的推進等に関する法律(平成20年法律第63

号)及び「知的財産推進計画Jを踏まえつ

つ、共同研究や受話研究等を推進するため

知的財産管理部門を設置し、マテリアル・リ

サーチツールの管理・提供体制の整備、所

有知的財産権の実施状況の追跡・管理、知

的財産関係書類等の管理強イヒ、研究者に対

する知財教育の実施、及び、上記研究を推

進するため、知的財産管理や契約行為等に

関する管理機能や研究者に対する相談支援

機能の充実を図る。

また.中期目標の期間中に、特許出願件数

とその内容が適切かどうかについて吟味し、

活用推進に至るシステムを作る。

⑥知的財産の管理強ィヒ及び活用推進

センターの高度な研究成果や研究資源と企

業が持つ革新的な技術を融合させることによ

り、世界をリードする製品開発を推進するた

め、企業との共同研究の円滑な実施に向け

て研究者を支援し、研究成果の実用化への

道筋をつける。企業との包括的な連携を推進

し、より積極的かつ効果的な研究成果の社

会選元を目指す。

外部の専門寿も活用ぬ 力`ら、研究成果を

知的財産面から目利きし、特許等の出願及

び維持を適切に判断するとともに、知的財産

管理システムの活用による業務の効率化、マ

テリアルを活用した産学連携の活性化、研究

者に対する知財教育の実施、研究者に対す

る相談支援機能の充実を図る。研究者等に

対する知的財産セミナーを年4回以上開催

する。

ウ 外部委員から成る評4両委員会による研究評価

○研究分野ごとの口演評価会(平成25年 12月 11日 ～16口 )と全研究課題の総合評価会(12月 20日 )を開催し、がん研究開発費事業の研究課題 (平成25

年度開始課題を除く、)について外部評価委員による中間評価を実施した

O平成25年度開始課題については、平成26年 2月 に害面による中間評価を実施した。

⑥知的財産の管理強化及び活用推進

ア 知的財産面から研究開発、事業化などの方針決定を支援する体制の構築

○特許庁の外郭団体からの、知的財産プロデューサーの派遣枠を継続し、多層的疾患オミックスによる創薬標的探索プロジェクトの研究成果の実用化戦略

を構築するとともに、専門的なアドバイスを得ている。

○東京大学TLoとの連携を継続し、特許調査、市場調査に関する日利き機能を活用して、事業化の可能性の高い発明を選択して、特許出願を行っている。

○医薬品開発データベースであるModTMCK、 htogntyと共に、特許調査を効率的に行うための特許調査データベース「NRIサイパーパテントデスク」を導

入して活用している。

○製薬企業経験者4名 と医療機器企業経験者 1名 を配し、事業に関する知議、経験を生かして、研究成果の実用化に向けた取り組みを行つている。うち3

名は博士号を取得しており医薬・生物領域の専門知織を有し、1名は弁理士試験に合格しており、知的財産の専門的な知識を有している。

イ 所有知的財産権の実施状況の追跡・管理

○ライセンス先の企業との実施契約を反映させた管理を行うことにより、実施状況の報告が適切に行われているかを確認できるようにした 平成 25年度のライ

センス収入は、平成24年度の2.4倍に増カロした。

ウ 知的財産関係書類等の管理の強化

○共同研究、特許出顧を管理するデータを見直し、的確なデータが迅速に得ら妨 ように改善した これにより件数管理、現状確認等の業務の精度と効率を

向上させることができている。また、書類のPDF化を進め検索が可能となり、共有フォルダにアクセスすることにより、必要書類を迅速に確認できるようにした。

①特許事務所との書類のやり取りをPEIF等 の電子化にすることにより、収納スペースの削減と情報への容易なアクセスを実現した

工 研究者に対する知財教育の実施

【研究者等に対する知的財産セミナー開催数】(目 標:4回以上)

産官学からの講師、および知財室内の講師により、5回開催した

1抗体の実用化開発、2特許明細書講座、3.創薬支援ネットワーク、4産学連携の阻書要因、6特許入門講座

オ 知的財産管理や契約行為等に関する相談支援機能の充実

○知的財産、産学連続分野に明るい弁護士と顧問契約し適切なアド′Чスが得られるようにしている。また派遣職員として、企業での法務経験を有する者を

配置し、法務について相談できる体制を構築している。

○製薬企業経験者 4名 と医療機器企業経験者 1名を配し、知財管理や契約に関する知識、経験を生かして、支援機能を充実させている。うち1名 は弁理士

試験に合格しており、より高度な知的財産の専門的な知識を有している。
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評価の視点
    |

【評価項目1臨床を志向した研究。開発の推進】

自己評定
 I  S  I

(総合的な評定)

・国の「早期・探索的臨床試験拠点」に選ばれたことを受けて、病院、研究所の早期開発部門を集約し

'早
期・探索臨床研究センター(EPOC)」 を4月 に設置した 画期的新薬を開発する臨床試験拠点とし

て、実用化に向けた臨床研究・治験実施の仕組みを構築し、日本から新しいがん医療の開発を進めて

いく。

・病院・早期・探索臨床研究センター・研究所の連携により、個別同意に基づくバイオバンク資料等を用

いた遺伝子変異検査(cHnlcd sequondng)を 行い、分子標的薬を用いたがん個別化治療を行うための

FOaJbl■ y studyを 開始した。

・国立がん研究センターのパイオバンクに集められた日本人胆管がん症例を対象として、高速シークエ

ンサーによつて発現している遺伝子の網層的解読(RNAシークエンス)を行い、新たながん遺伝子として

機能するFGFR2融 合遺伝子を2つ同定した。さらに細胞株を用いた実験により、がん遺伝子による細胞

増殖が2種類の低分子 FGFR阻害剤によつて選択的に阻害されたことを確認した さらにFGFR2融 合

遺伝子陽性のがん細胞を正確に診断する方法(分子診断法)についても開発した。以上の成果を

Hopatolow誌 に論文発表した。

・「頭菫内胚細胞腫グノム解析ヨンソーシアムJを設立し、全国規模の多施設共同研究体制を通じて頭蓋

内胚細胞題の検体を脳腫瘍連携研究室に集中し、ゲノム解析を行う体制を確立した。

・「日本小児分子脳腫瘍グループOPMNOJの 設立にコアメンパーとして加わり、全国の小児脳腫瘍関連

施設から検体雄 め、脳胆瘍連携研究室において小児脳腫瘍の分子診断を行う体制を構築した。

・診断領域では、新たにシスメックス社と癌領域の体外診断薬の共同開発を目指した連携契約を締結

し、10月 28日 にプレス発表した センター内で共同研究テーマの募集を行い、双方のステアリングコミッ

ティで協議の上、採択案件を決定し共同研究を実施することとなった また、双方の研究者が互いの施

設を防問し、情報交換を積極的に進めている。

・島津製作所との連携でセンター内に企業のラボを設置し、10数名常駐する。これにより次世代医療分

野と先端技術との融合により、がんの超早期診断や創薬プロセス革新を目指した共同研究がカロ速してい

る。その成果として分子イメージング技術を導入した創薬研究システムの実用化について、12月 18日 に

プレスリリースを実施した。

評 定

[数値目標]

【中期計画】

中期目標の期間中に、センターが直接的または間接的に支援した臨床試験について、学会等が

作成する診療ガイドラインに5件以上採用

【平成25年度計画】診療ガイドラインに1件以上採用

・センターが支援した臨床試験が診療ガイドライン19件に採用され、平成25年度計画目標(1件以上の

採用)、 中期計画目標(5件以上の採用)ともに大きく上回つた。

【中期計画】

センターが、直接的または間接的に実施する臨床研究実施機関の訪間監査(科学性・倫理性の

確認調査)について、都道府県がん診療連携拠点病院の 20%、 地域がん診療連携拠点病院の

10%以上実施

【平成25年度計画】

臨床研究実施機関の訪門監査 (科学性・倫理性の確認調査)14医療機関以上

・訪問監査(科学性・倫理性の確認調査)を実施した臨床研究実施機関は21医療機関であり、平成 25

年度計画目標(14医療機関以上)を大きく上回つた。

・都道府県拠点は22年度からの合計は 14病院で全都道府県拠点の275%、 地域拠点は合計30病院

で全地域拠点の87%であり、中期計画(都道府県拠点の20%、 地域拠点の 10%以上)の 目標達成に

向けて着実に進展した。

【中期計画】

平成21年度に比し、中期目標の期間中に、共同研究件数、治験実施件数及び国際共同治験実

・共同研究件数は対 21年 度比約 40%増 、治験実施件数は対 21年度比約 71%増 、国際共同治験実施

件数は対21年度比約 87%増となり、全て25年計画目標 (共同研究件数 :対 21年度 3比 3%増、治験
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施数について各 5々%以 上の増加

【平成25年度計画】共同研究、治験及び国際共同治験実施数 対21年度 10%以上の増加

実施件数、国際共同治験実施件数:対 21年度比 40%増 )を大きく上回つた
。上記により、中期計画目標 (平成 21年度対比 5%以上)を大きく上回つた。

【平成25年度計画】リサーチ・カンファレンスの開催数 年間6回以上 リサーチ・カンファレンスの開催数は8回であり、平成25年度計画目標(年間6回以上)を達成した。

I平成25年度計画】

基礎研究部門と臨床研究部門の共同研究の実施件数 45件以上

・基礎研究部門と臨床研究部F]と の共同研究の実績は76件 (全実施件数 :196件 )であり、平成25年度

計画目標

“

5件以上)を大幅に上回つた

【平成25年度計画】手術検体の新規保存件数 1,200件以上 ・手術検体の新規保存件数は 1,536件であり、平成25年度計画目標 (1,200件 以上)を大きく上回つた

[評価の視点]

・研究所と病院等が高度専門性を有した上で、トランスレーショナルリサーチの推進のために相互

の機能の強化と連携を図るとともに、世界的レベルでの革新的医療・予防法の開発や標準医療

の確立に資する成果の継続的な作出を目指しているか。

実績:○

・病院・早期・探索臨床研究センター・研究所の連携により、個別同意に基づくパイオバンク試料等を用

いた遺伝子変異検査(diic■ 6oquenchg)を行い、分子標的案を用いたがん個Bll化 治療を行うための

Feasbl■ y studvを 開始した

・研究所のfan改 正を進め、パイオバンク支援部門、臨床薬理部Fヨ、創薬標的・シーズ評価部Fり、臨床

グノム解析部門、パイオマーカー探索支援部門、パイオマーカー評価部門、パイオインフォマティクス部

門から構成さ妨 TR総合支援グループを新たに組織し、EPOC等 におけるohnた d sequOndngや薬剤

分子イメージング、患者がん試料ゼノグラフト作成の支援を行つた。当該グループ員と臨床研究者でTR

に関する定期的な意見交換を開始した

・センターが取り組むべき分野の研究基盤を整備していくために、臨床試料及び情報を研究に活

用するための体制等を構築している力、

実績 :○

・パイオバンク調整委員会を計 8回開催し、NCCバイオバンクの適切な運営並びにナショナルセンター

パイオバンクネットワークプロジェクト(NCBN)事 業推進のための情報共有に努めた

・センター内バイオバンクの適切な運営と研究者による試料利用を適切化するため、「パイオバンク運営

規程Jの改定を行い、「研究所パイオバンク支援部門パイオバンク事務室の保有する個人情報の保護に

関する細則Jを策定しに

・センターで行う臨床研究を支援する体制及び多施設共同臨床研究の中核機能を担うためのデ

ータセンター等の整備を行つているか。

実績:O

・多施設臨床試験支援センターは、JCOCおよび他の臨床試験グループとの共同試験のデータセンタ

ー腿 営事務局として23研究班の医師主導臨床試験を直接支援した 国内唯―の公的な臨床試験組

織で重要な臨床課題に対して大規模比較試験を計画実施して、その成果を報告し、多くのガイドライン

に成果が採用されている。さらに、国内の主たる臨床試験グループとの共同作業で、有害事象報告や、

臨床試験のモニタリング監杢などの項目について共通のシステムを構築している。このような機能は、従

来の多くの研究機構が十分な科学的基盤なしに実施され、十分な臨床成果を上げていない現状に対し

て、前向きに共通の臨床試験基盤を構築することができ、意義深い。

・「医療クラスター」を形成して先端的な臨床研究を推進するために、産官学連携を支援する産官

学連慎オフィス等の整備を行うとともに、クラスター内での積極的な共同研究推進のための協議の

場の設定及び早期臨床開発試験をつかさどるデータセンターの整備を行つている力、

実績:○

・早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援室に、データセンターノモニタリング/治験調整事務局/

安全性情報管野 メディカルライティング/プロジェクトマネジメント/監査などの各種機能を整備し、多施

設共同の医師主導治験を実施している。アジア協同の医師主導治験に対する具体的な準備を開始し
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国立がん研究センター評価シート

た。

・医師主導治験および臨床試験に対して、ElectoHc Datc Management system(EDCV)を COmputoHzed

System VJidatお n(CSV)を実施した上で導入した また、同様にChntJ Data Management systomを

CSVを実施した上で導入した。

・臨床試験に必要な情報を被験者の電子カルテから抽出するシステムを構築した 電子カルテシステム

の変更に対応するように修正する。

・東病院薬剤部と協力し、薬物動態解析ソフトを導入し早期試験において薬物動態解析を実施する体

制及び医師主導治験で用いる治験案を一括管理(および各参加施設へ配布)する体制を整えた。

・医師主導治験及び輪用試験のデータマネージメントを省力・低コストで実施するために、CRF(症 例報

告書)電子化システムの構築を実施した。

・がん対策の中核機関としての使命を果たすための研究を企画し、評価していく体制の強化を図

るとともに、研究を支援していくための体制も充実させているか。

実績:○

・研究分野ごとの口演評価会(平成25年 12月 11日 ～16日 )と全研究課題の総合評価会 (12月 20日 )

を開催し、がん研究開発費事業の研究課題 (平成25年度開始課題を除く。)について外部評価委員に

よる中間評価を実施した。

・平成25年度開始課題については、平成26年 2月 に書面による中間評価を実施した。

研究費(文部科学省科学研究費、厚生労働省科学研究費、科学技術振興機構受託研究費、新エネル

ギー・産業技術総合開発機構受託研究費、医薬基盤研究所受話研究費等)の継続申請と新規申請の

合計数は384件となり、高い応募数を維持した(平成25年度は385件).

・知的財産管理部門を設置し、マテツアル・リサーチツールの管理・提供体制の整備、所有知的財

産権の実施状況の追跡・管理、知的財産関係書類等の管理強化、研究者に対する知財教育の

実施、及び、上記研究を推進するため、知的財産管理や契約行為等に関する管理機能や研究

者に対する相談支援機能の充実を図つているか。

実績:○

・ライセンス先の企業との実施契約を反映させた管理を行うことにより、実施状況の報告が適切に行われ

ているかを確認できるようにした。平成25年度のライセンス収入は、平成24年度の24倍に増加した
。共同研究、特許出願を管理するデータを見直し、的確なデータが迅速に得られるよう改善した。これに

より件数管理、現状確認等の業務の精度と効率を向上させることができている。また、書類のPDF化 を進

め検索が可能となり、共有フォルダにアクセスすることにより、必要書類を迅速に確認できるようにした。

・産官学からの講師、および知財室内の講師により、研究者等に対して知的財産セミナーを5回開催し

た。

・知的財産、産学連携分野に明るい弁護士と顧問契約し適切なアドバイスが得られるようにしている。ま

た派遣職員として企業での法務経験を有する者を配置し、法務について相談できる体制を構築してい

る。

・製薬企業経験者4名と医療機器企業経験者 1名 を配し、知財管理や契約に関する知識、経験を生か

して、支援機能を充実させている。

・中期目標の期間中に、特許出願件数とその内容が適切かどうかについて吟味し、活用推進に

至るシステムを作成しているか。

実績 :○

・東京大学 TLOとの連携を継続し、特許調査、市場調査に関する日利き機能を活用して、事業化の可

能性の高い発明を選択して、特許 出願を行つている。

・医薬品開発データベースであるMedTMCK、 :ntegrtyと 共に、特許調査を効率的に行うための特許調

査データベース「NRlサイパーパテントデスク」を導入して活用している。

・特許権等の知的財産について、法人における保有の必要性の検討状況についての評価が行

われている力、 (政・独委評価の視点)

実績:○

・特許出願の事業化の可能性について、特許調査、市場調査を行い目利き機能を活用して、保有の必

要性があるかどうかを判断している。平成25年度については、18件の特許出願について保有の必要性

がないと判断した。
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・検討の結果、知的財産の整理等を行うことになった場合は、その法人の取組状況や進捗状況等

についての評価が行われているか。(政・独委平価の視点)

実績:○

・知的財産の整理等を行うことになつた場合は、職務発明審査委員会でその必要性について検討し、進

捗状況を確認している。その後、理事長により決定される。これらの報告を執行役員会ですること、並び

に監査(内部監査、外部監査)を受けることにより評価が行われている。

・特許権等の知的財産について、特許出願や知的財産活用に関する方針の策定状況や体制の

整備状況についての評価が行われているか。(政・独委評価の視点)

実績:○

・25年度の知的財産に関する管理、活用の方針については、職勝発明審査委員会、執行役員会、監査

において説明を行い、それぞれの会騰体での評価を受けている。

・実施許諾等に至っていない知的財産の活用を推進するための取組についての評価が行われて

いる力、 (政・独委評価の視点)

実績:○

・実施杵諾等に至つていない知的財産の活用を推進するため、創薬支援ネットワークの創薬支援戦略室

と連携し、創薬シーズのネットワークでの開発を行い、企業へのライセンスにつなげる等の対応を行って

いる。これらの取組みについては、職勝発明審査委員会、執行役員会、監査において脱1/Rを行い、それ

ぞれの会議体での評価を受けている。

‐12‐
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

(2)病院における研究。開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理

性、透明性をもつて円滑に実施するための基

盤の整備に努めること

(2)病院における研究・開発の推進

①臨床研究機能の強化

病院は臨床開発の様々な段階に対応するた

め、橋渡晰 究を含む臨床研究を行うための

診療体制等の整備を進める。

センターで実施される臨床試験の支援部門

の整備。強化を行うとともに、治験関連の体制

の充実を図る。

また、その推進のために、積極的に独立行

政法人医薬品医療機器総合働格役 の人事

交流を行つて確保された薬事・規制要件の専

F]家を含めた支援体制の基盤整備を行い円

滑な試験実施を進めるとともに、支援体制の

モデル化により国内他施設への普及を図る。

また、治験申請から症例登録 (F'st paJont

いまでの期間を平均 130日 以内とする。

(2)病 院における研究・開発の推進

①臨床研究機能の強化

世界トップレベルの治験を実施可能な体制を

整えた早期・探索臨床研究センターにより、

lrst h humanを含む第 1相試験や Pr● Of of

concopt試験などの早期開発試験を企業治験

や医師主導治験として実施するとともに、臨床

試験の支援部門の整備・強化を行い、治験関

連の体制の充実を図る。

臨床開発の様々な段階への対応を推進し、

トランスレーショナルリサーチを含む臨床研究

を行うための診療体制等の整備を進める。

薬事・規制要件に関する専門家育成のた

め、独立行政法人医薬品医療機器総合機構

等との人事交流を実施する。

これらの取り組みにより、治験申請から症例

登録 (FIrst pa‖ ent h)までの期間を平均 125

日以内に維持する。

(2)病院における研究。開発の推進

①臨床研究機能の強化

ア 臨床研究を行うための診療体制等の整備

○臨床lml研 究者と基礎研究者、公衆衛生研究者が一堂に会したディスカッションの場としてのリサーチ・カンファレンスを1～ 2ヶ月に1回開催し、緊

密な意見交換の機会として共同研究を活発化した。

○築地キャンパスにおいて、研究所と中央病院の合同による早期・探索臨床研究センターカンファレンスを定期的(月 2～ 3回 )に開催した。

○両キャンパスにおいて、基礎研究部門と臨床部門が具体的な共同研究について行うTRプロジェクトカンファレンスを実施している(築地キャンパ

ス:月 1回開催/柏キャンパス:月 2回開催)。

○両キャンパスにおいて、がんの遺伝子変異とその臨床的意味づけ(治療効果や予後との相関など)を継続的に検討するexpe■ pandと その下支

えをするinior pandを 開始した。(月 2回開催)

O築地キャンパスにおいて、複数の診療科の医師による診療科横断型 Phaso Iチームが、早期・探索臨床研究センター所属の先端医療科として発

足、定期的なカンファレンスを開始するとともに、進行固形癌患者を対象とした Phase l試験の本格稼働が開始された。

O柏キャンパスにおいて、各診療科から若手医師を選抜し、診療科横断的 PhasO lチ ーム構築に向けて合同回診・合同カンファレンスを実施した。

Oセンター内新着任職員向けにバイオバンクと包括的同意に関する説明会を1回開催し、164名 が参カロした (築地キャンパス106名・柏キャンパス

58名 )

○パイオバンク調整委員会を計8回開催し、NCCバ イオバンクの適切な運営並びにナショナルセンターバイオバンクネットワークプロジェクト

(NCBN)事 業推進のための情報共有に努めた。

○平成25年度には、パイオバンクの基盤となる包括的同意新体制(個別説明と文書による意思表示確認)が 3年目となった。

1同 意取得割合(センター全体)】

894%(対象患者数 33,372人 、同意患者数 29,828人 )

○柏キャンパスにおいても、リサーチ・コンシェルジェによる、全新患患者に対する初診手続きサポート(共通予診カードの記載補助、感染症検査の

脱明、質問対応、他)を開始し、平成25年度のセンター全体での新患患者サポート数は 13,199名である(築地キャンパス:8,206名 柏キャンノ玖 :

4,993名 )

OJCOC他 の多施設共同研究、自主研究の立案、実施を行い、臨床試験の推進に貢献した。

Oレジデントや若手医師に対して積極的に臨床試験に関する教育を実施し、プロトコール作成に参加させるようにした。

○中央病院。東病院臨床試験支援室にて治験に関する取り合わせ窓口を継続して実施した。

イ 臨床試験の支援部門の整備・強化と治験関連の体制の充実

○治験事務局を中央病院、東病院の治験管理室に配置することで、両病院の治験の管理及び支援体制を強化し、研究者及び治験依頼者の利l便

性を向上させた。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

②倫理性・透明性の確保

高度な倫理性・透明性が確保された臨床研

究等の実施を図るため、倫理審査委員会等

の機能を強化するとともに、主要な倫理指針

等について職員教育の充実を図る。

また、センターで実施している治験等臨床

研究について適切に情報開示するとともに、

センターを受診する患者への研究に関する説

明を組織的かつ効率的に行う体制や、患者・

②倫理性・透明性の確保

高度な倫理性・透明性が確保された臨床研

究等の実施と迅速な審査手続を担保するた

め、倫理審査委員会等の機能や運営の仕方

を継続的に点検し、改善、合理化を図る。

「臨床研究に関する倫理指針Jが研究機関

の長の責務として定める臨床研究に対する内

部監査を継続して実施する。

職員の研究活動に係るCOl管理のデータ

OCRCの 増員、CRCアシスタントの採用、治験専用の検体処理室・心電図測定室の整備、治験依頼者モニタリング専用室の増設などを実施し、治

験実施の支援体制を強化させた

○がん診療に関わる都内の主要な病院を訪間、当センターの早期臨床開発の実施体制を説明するとともに、患者紹介における協力依頼を実施し

た 。

○早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援室(柏・築地両キャンパス)に、データセンター/モニタリング/治験調整事務局/安全性情報管理〃

デイカルライティング/プロジェクトマネジメント/監査などの各種機能を整備し、実際に多数の医師主導治験を実施した

○早期・探索臨床研究セ″ ―の臨床試験支援室に、治験管理室とltBl途、研究者主導臨床試験専任 CRC部門が設置され、医師主導治験等の

支援を実施している。

○治験責任医師/協力者等に対するCCP教育セミナーを実施し、治験責任医師については試験を含めた露定制度を開始した。

○臨床試験に関する基礎およびアドバンスドコースの教育プログラムを継続的に実施し、生物統計に関しても教育コースを開始した

O生物統計部門を設置し、臨床試験/臨床研究に対するコンサルテーション体制を継続的に実施している。

ウ 薬事・規制要件に関する専門家育成のための人事交流の実施

○優秀な人材を持続的に確保する観点から、PMDAとの人事交流を実施するため研究員 1名を派遣した また、平成25年 7月 から薬剤師を派遣

した。PMDAとの定期的人事交流により、承8B申請関する専門委員、適応外、先進医療などの審査委員などでの貢献も大きく、研究者主導の臨床

治験、臨床研究の教育的、規制的対応にも協力している。

OPMDAよ り医師を新規採用して審査経験を生かして臨床研究等に貢献するようにした 当センターのスタッフやレジデントで希望者を募り、審査業

務を数年間経験した着手医師を採用し、治験や臨床試験などの具体的な計画や解釈、倫理的な視点などから指導的活動を行つている。医師主導

臨床試験や、先進医療での臨床試験の経験も蓄積されており、重要な機能を果たしている。

工 治験申請から症例登録までの期間

【治験申請から症例登録 (Flrst pationt in)ま での期間1(目 標:125日 以内)

平均1245日 (中 央病院:114日 /東病院:135日 )

②倫理性・透明性の確保

ア 倫理審査委員会等の機能の強イヒ

0審査の迅速化に向けて、研究許可申請 (新規申請)においては、2014年 1月 より、「指針道合性確33書 (研究者記載用)」 の提出を必須とした。

○研究倫理審査の効率化・迅速化を可能とする研究倫理審査システムの導入に向けて現在テスト対応中であり、平成20年 6月 より本格導入予定で

ある。

○臨床研究の内部監査を平成25年 4月 より本格稼働し、年間監査計画に基づき平成26年 3月 までに計22部門35研究課題の監査を実施しt
その結果は監査報告書として理事長等に提出した。また、四半期毎に監査結果をまとめ、指摘の傾向分析を行い、理事長等に報告した。

‐
14‐
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中期 目標 中期計画 25年度。年度計画 25年度の業務の実績

家族への研究に関する情報開示及び問い合

わせへの対応の体制等を整備する。

ベースを充実させるとともに、主要な倫理指針

等について研究倫理セミナーを年 3日以上開

催し、職員教育の充実を図る。

センターで実施している治験や臨床研究等

について、研究管理データベースを整備 、更

新するとともに、国民に対して研 究に関する情

報開示を適切に行う。

○今期、該当する臨床研究(先進医療 B)の監査は発生しなかった。先進医療 Bの指定が遅れたことによる、試験開始時期のずれ込みにより、監査

は来年度に予定している。

OJGOGの監査は、東病院において2013年 12月

係者に提出された。

日、11日 の2日 間に亘つて行われれ 監査の結果は同年 12月 27日 付にて理事長及び関

イ 主要な倫理指針等についての猥員教育の充実

〇「臨床研究に関する倫理指針」の説明や研究倫理と被験者保護等をテーマにした職員向け研究倫理セミナーを計3回開催した【総参加者数 :

636名】。

O研究における個人情報保護の基本概念や匿名化等の体制・仕組みをテーマにした職員向け個人情報保護セミナーを1回開催(平成26年 1月

10日 )したI参加者数,158名 】。また、当該内容のDVD上映会を実施した【参加者数:62名 】。全参加者数は、220名 。

O研究者単位でセミナー履修歴を管理するデータベースを引き続き作成している。

ウ 研究管理データベースの整備・更新

○羽成24年度に引き続き、倫理審査の進捗状況、研究課題の属性情報、研究者情報、研究の進捗情報などを管理するデータベースの充実を図

るとともに、研究倫理審査事務の電子化を図るため、研究倫理審査システムの構築を行つた(平成26年 6月 から本格稼働予定)。

工 研究に関する情報公開及び問い合わせ対応体制の整備

○ホームページでの治験情報/臨床試験情報の公開、公開情報に対する電話問合せ、問合せから受診までのコーディネートを引き続き実施した

O早期・探索臨床研究センターのHPにて、開発コンサルテーションに関する受付窓口をiE営した
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評価の視点
    |

【評価項目2病院における研究・開発の推進】

自己評定
 I  S  I

(総合的な評定)

・築地キャンパスにおいて、複数の診療科の医師による診療科横断型 Phas● Iチームが、早期・探索臨

床研究センター所属の先端医療科として発足、定期的なカンファレンスを開始するとともに、進行固形癌

患者を対象とした Phase I試験の本格稼働が開始された。

・早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援室に、治験管理室とは別途、研究者主導臨床試験専任

CRC ttF5が 設置され、医師主導治験等の支援を実施している。

・生物統計部門を設置し、臨床試験/臨床研究に対するコンサルテーション体制を継続的に実施してい

る。

・臨床試験に関する基礎およびアドバンスドコースの教育プログラムを継続的に実施し、生物続計に関し

ても教育コースを開始した
。優秀な人材を持続的に確保する観点から、PMDAとの人事交流を実施するため研究員 1名を派遣し

た。また、平成 25年 7月 から薬剤師を派遣した PMDAとの定期的人事交流により、承33申 請関する専

門委員、適応外、先進医療などの審査委員などでの貢献も大きく、研究者主導の臨床治験、臨床研究

の教育的、規制的対応にも協力している。

・臨床研究の内部監査を平成25年 4月 より本格稼働し、年間監査計画に基づき平成26年 3月 までに

計22部 F535研究瞑題の監査を実施した その結果は監査報告書として理事長等に提出した。また、四

半期毎に監査結果をまとめ、指摘の傾向分析を行い、理事長等に報告した。

・「臨床研究に関する倫理指針Jの説明や研究倫理と被験者保護等をテーマにした職員向け研究倫理

セミナーを計3回開催したI総参加者数:636名 】。

・研究における個人情報保護の基本概念や匿名化等の体制・仕組みをテーマにした職員向け個人情報

保護セミナーを1回開4VI(平成26年 1月 10口 )したI参加者数:158名 】。また、当該内容のDVD上映

会を実施した【参加者数:62名】。全参加者数は、220名。

評 定

[数値目標]

【中期計画】

中期目標の期間中に、治験申請から症例登録(First padent h)ま での期間を平均 130日 以内に

縮減する。

【平成 25年度計画】

治験申請から症例登録(Fttt patient in)ま での期間を平均 125日 以内に縮減する。

・治験申請から症例登録 (Flrst patに nt h)までの期間は平均1245日 となり、25年度計画目標(平均 125

日以内)を達成した。

・上記により、中期計画目標(平均 125日 以内)達成に向けて着実に進展した。

[評価の視点]

・実施される臨床総験の支援部門の整備・強化を行うとともに、治験関連の体制の充実を図り、橋

渡じ研究を含む臨床研究を行うための診療体制等の整備を進めているか。

実績:○

・臨床側研究者と基礎研究者、公衆術生研究者が一堂に会したディスカッションの場としてのリサーチ・

カンファレンスを 1～2ヶ月に1回開催し、緊密な意見交換の機会として共同研究を活発化した。

・両キャンパスにおいて、基礎研究部門と臨床部門が具体的な共同研究について行うTRプロジェクトヵ

ンファレンスを実施している(築地キャンパス:月 1回開催/柏キャンパス:月 2回開催)。

・両キャンパスにおいて、がんの遺伝子変異とその臨床的意味づけ(治療効果や予後との相関など)を継

続的に検討するoっo■ ,andと その下支えをする ■ヽor pandを開始した。(月 2回開催)

・早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援菫(柏・集地両キャンパス)に、データセンター/モ‐タリ

ング/治験調整事務局/安全性情報管Wメディカルライティング/プロジェクトマネジメント/監査などの各

種機能を整備し、実際に多数の医師主導治験を実施した

‐
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・臨床試験の支援部門の整備・強ィとを行うとともに、治験関連の体制の図遊実を図つている力、 実績:○

・早期・探索臨床研究センターの臨床試験支援室に、治験管理室とは別l途、研究者主導臨床試験専任

CRC部 門が設置され、医師主導治験等の支援を実施している。

・治験責任医師/協力者等に対するCCP教育セミナーを実施し、治験責任医師については試験を含め

た認定制度を開始した

・臨床試験に関する基礎およびアドバンスドコースの教育プログラムを継続的に実施し、生物統計に関し

ても教育コースを開始した。

・生物統計部F5を設置し、臨床試験/臨床研究に対するコンサルテーション体制を継続的に実施してい

る。

・薬事・規制要件の専門家を含めた支援体制の基盤整備を行い、円滑な臨床試験実施を進める

とともに、支援体制のモデル化により国内他施設への普及を図つているか。

実績:○

・優秀な人材を持続的に確保する観点から、PMDAとの人事交流を実施するため研究員 1名 を派遣し

た。また、平成25年 4月 から薬剤師を派遣した。PMDAとの定期的人事交流により、承認申請関する専

門委員、適応外、先進医療などの審査委員などでの貢献も大きく、研究者主導の臨床治験、臨床研究

の教育的、規制的対応にも協力している。

・PMDAより医師を新規採用して審査経験を生かして臨床研究等に貢献するようにした 当センターのス

タッフやレジデントで希望者を募り、審査業務を数年間経験した着手医師を採用し、治験や臨床試験な

どの具体的な計画や解釈、倫理的な視点などから指導的活動を行つている。医師主導臨床試験や、先

進医療での臨床試験の経験も蓄積されており、重要な機能を果たしている。

・倫理審査委員会等の機能を強化するとともに、倫理指針等について職員教育の充実を図って

いるか。

実績:O

・審査の迅速化に向けて,研究許可申請 (新規申請)においては、2014年 1月 より、「指針適合性確認書

(研究者記載用)Jの提出を必須とした。

・臨床研究の内部監査を平成25年 4月 より本格稼働し、年間監査計画に基づき平成26年 3月 までに

計22部門35研究課題の監査を実施した その結果は監査報告書として理事長等に提出した。また、四

半期毎に監査結果をまとめ、指摘の傾向分析を行い、理事長等に報告した。

・JGOGの監査は、東病院において2013年 12月 10日 、11日の2日 間に二つて行われた。監査の結果

は同年 12月 27日 付にて理事長及び関係者に提出された。

・「臨床研究に関する倫理指針Jの説明や研究491理 と被験者保護等をテーマにした職員向け研究倫理

セミナーを計3回開催した【総参加者数:636名】。

・センターで実施している治験等臨床研究について適切に情報開示するとともに、センターを受

診する患者への研究に関する説明を行う体制や、患者・家族への研究に関する情報開示及び間

い合わせへの対応の体制等の整備を行つている力、

実績:○

・ホームページでの治験情報/臨床試験情報の公開、公開情報に対する電話問合せ、問合せから受診

までのコーディネートを引き続き実宛しれ

・早期・探索臨床研究センターのHPにて、開発コンサルテーションに関する受付窓口を運営した

‐17-
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ

重点的な研究・開発の推進

これら研究基盤の強化により、詳細を別紙

に示した研究・開発を着実に推進すること。

(3)担 当領域の特性を踏まえた戦略的かつ

重点的な研究・開発の推進

がん対策基本法とがん対策推ile基 本計画

を踏まえ、がんによる死亡者の減少、すべて

のがん患者及びその家族の苦痛の軽減並び

に療菱生活の質の維持向上を実現するため

のがん対策に資する研究に積極的に取り組

む。

具体的な方針については別紙1のとおり、

(3)担 当領域の特性を踏まえた戦略的かつ

重点的な研究・開発の推進

がん対策基本法とがん対策推進基本計画

を踏まえ、がんによる死亡者の減少、すべて

のがん患者及びその家族の苦痛の軽減並び

に療菱生活の質の維持向上を実現するため

のがん対策に資する研究に積極的に取り組

む。未だ解明されていない難治がん等の原因

の究明や本態解明に繋がる研究を推進し、高

度先駆的な予防・診断・治療技術の開発に資

する成果悧 出する。

具体的な方針については別紙1のとおり。

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

○引き続き、がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療姜生活の質の維持向上を実現するためのがん対

策に資する研究に積極的に取り組んt

O未だ解明されていない難治がん等の原因の究明や本態解明に素がる研究を推進するとともに、臨床検体を用いた幅広い評価系を構築すること

により、高度先駆的な予防・診断・治療技術の開発に資する成果を創出した 主な例としては、肺がんの patlent der市 ed xenogr訛 (PDX)パネルの構

築を開始した

‐18‐
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

担当領域の特性を踏まえた戦略的・重点的な

研究・開発の推進(別紙)

1.重点的な研究。開発戦略の考え方

がんは単一の疾患ではなく、その原因、宿

主背景因子、本態となる遺伝子異常、病憩、

病期及び治療応答性等において極めて多様

な様相を呈することが明らかにされている。そ

の罹患率及び死亡率を抑制するためには、

基礎研究、公衆衛生研究及び臨床研究の各

分野において高度先駆的な研究・開発を展

開するとともに、これら3大分野の有機的な連

携に基づく、我が国における総合的研究戦略

として推進することが極めて重要である。

このため、がんの原因・本態解明、予防・診

断・治療法の基盤となる技術の開発等基礎研

究の成果を、公衆衛生研究及び臨床研究に

応用し、より優れた予防・診断・治療法の開発

に結びつけるとともに、公衆衛生研究及び臨

床研究において見出された疑間、仮説を基

礎研究の課題として積極的に取り上げる等、

双方向性の橋渡晰 究槌 めていく必要があ

る。

また、これら研究の方向性及びその成果を

的確に評価するためにはまず、がんの実態を

把握し、分析する研究が欠かせない。つい

で、発生したがんに対する高度先駆的診療技

術の開発、日本人のがん罹患率を低減させう

る一次予防法の開発、検診等早期発見による

二次予防法の科学的評価と開発が求められ

る。さらに、このようにして開発されたがんの予

防・検診・診断・治療法の均てスノイとを図るため

の研究及び対策を展開する必要がある。

センターにおいては、これらの研究課題に

ついて、センター内各部門の連携ほもとより、

国内外の医療機関、研究機00、 学会等との一

層の連携を図り、総合的な取り組みを進めて

いくこと。

その実施にあたっては、中期計画におい

て、主な研究成果に係る数値目標を設定する

など、センターが達成すべき研究成果の内容

とその水準を明確化及び具体化すること。

担当領域の特性を踏まえた戦略的・重点的な

研究・開発の推進(別紙1)

1.重点的な研究。開発戦略の考え方

がん対策基本法とがん対策推進基本計画

を踏まえ、がん対策に資する研究に積極的に

取りf■み、世界をリードする研究成果を継続

的に創出するとともに、その成果の社会への

選元を促進する。

その実現に向け、病院と研究所の連携をよ

り強化し、企業や国内外の大学、学会等のア

カデミア機関との産官学連携の一層の推進を

図りつつ、がんの原因。本態解明の基礎研究

から予防及び診断・治療技術の革新的開発

を目指した橋渡晰 究や早期臨床開発試験

を積極的に推進する。

さらにセンターが中心的に支援・コントロー

ルし、がん診療拠点病院等を中心とした多施

設共同臨床試験を展開し、新しい標準治療

の開発と国内への普及を積極的に推進する。

早期の開発から標準化を目指した基礎・臨床

研究をセンターが主体的に展開し、世界のが

ん医療に大きく貢献する成果をあげるよう、総

合的に研究を推進する。

また、疫学研究等による日本人のエビデン

スの収集や、がん医療の質的向上に資する

研究、情報発信手法の開発に関する研究等

に取り組み、その成果を活用していくことによ

り、がん医療の均てん化に寄与する。

具体的には、中期目標の期間中に、センタ

ー全体として、10件以上のがん対策の推進に

大きく貢献する願著な成果をあげることを目

指す。

担当領域の特性を踏まえた戦略的・重点的な研究・開発の推進

1重点的な研究・開発戦略の考え方

ア 研究開発のための企業、大学、学会等との連携

○企業との連携

・共同研究

研究内容により、大手製薬企業、医療機器企業、中小企業、ベンチャー等と戦略的な連携を進めている。外資系企業を含む大手製薬企業とは、
臨床開発を進めるためのトランスレーショナルリサーチとして、病理検体を用いた共同研究が複数行なわれており、早期・探索臨床研究と連動した

研究が嗜業化している。第一三共とのFll薬 初期からの連携は、開発候補化合物が得られつつある。診断領域では、新たにシスメックス社と連携契

約を締結し、癌領域の体外診断薬の共同開発の連携を10月 28日 にプレス発表した。また島津製作所とは、質量分析計を基盤とした医薬品開発の

トランスレーショナルリサーチの分野で連携を進め、その成果として分子イメージング技術を導入した創薬研究システムの実用化について、12月 18

日にプレスリリースを実施した。

○大学・研究機関との連携

・38の共同研究について、大学・公的研究機関と新規に契約した。

・がんlll制遺伝子p53を標的とした新規抗がん剤のfll製 :東京大学、東京理科大学
。白金製剤の薬理効果増強作用を目的とした医薬品の開発:理化学研究所

・血中循環がん細胞の検出及び解析法の開発 :産業技術総合研究所 等

・平成24年度から開始している当センターのレジデント・職員を対象とした新たな連携大学院制度の平成25年度入学者数 慶應義塾大学 6名 (合

計 13名 )、 順天堂大学 13名 (合計 36名 )となり、リサーチマインドを持つた。臨床医の育成を進めた。
・上記にカロえ、東京医科歯科大学大学院の中に、国立がん研究センターが新たに講座を設置するという新たな連携協力を平成25年 4月 より開始
した。

イ 研究成果全般に関する指標

研究成果については、関連学会において発表を行うと共に、論文として積極的に公表.平成 25年 に発行された国立がん研究センターの研究者
が著者又は共著者である英文論文総数は、Wob oFSdonceによる検索ベースで642件 (平成24年は601件)であり、これらの被引用総数は平成 26

年 7月 31日 時点で 1,683件 (引 用率 262)。 また、642件のうち、掲載された雑誌のインパクトファクーが15以上の論文数は18件。

・日本国内の主な医学系研究機関との比較(Wob oF Sdonceに よる集計)

く論文数>(直近5年間の累計)

臨床医学(CHJcJ Moddne)分 野※全体で見ても、論文数は主要大学に次ぐ。腫瘍学(oncobrylで は、最多。

く被引用数※※>(直近5年間の累計)

臨床医学(Clhたd Meddne)分 野※全体で見ても、被引用数は東京大学、大阪大学及び京都大学に次いで4番 目。

腫瘍学(oncdogy)で は、最多。

※ Web oFSdencoに収載されている論文は、臨床医学(Chnlc」 Meddne)な ど22の 主要分野に分類されると共に、腫瘍学(oncdogyl等 の詳細なタ

グ付けが行われている。

※※ 被引用数は、公開した論文が Web of Knowledge製 品データベースの他の論文で引用されている回数

※※※ 有力医学部を有する大学、がんセンター及び主ながん研究機関について集言L
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国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期 計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

2具体的方針

(1)疾 病に着日した研究

① がんの原因、発生・進展のメカニズムの解

明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、

分子・細胞からlE体に至るものまでを研究対

象にすることにより、がんの原因、発生。進展

のメカニズムを解明し、予防・診断・治療への

応用の糸口となる研究を行う。

2具 体的方針

(1)疾 病に着日した研究

① がんの原因、発生・進展のメカニズムの解

明

ア カ
'ん

の原因解明に資する研究の推進

がん発生の要因に関して、ゲノム・ェピゲノ

ム解析、様々なゲノム修飾に関する綱羅的解

析、発がん動物モデルを用いた研究成果をも

とに、外的な環境要因(食事、喫煙、ウィルス・

細菌感染、職業環境等)、 生活習慣病や炎症

などの内的環発要因及び遺伝的な発がん要

因の解明に取り組む。

生活習慣病や炎症等に起因するがんの発

生・成立に関して主導的な役割を果たしてい

る分子機構の解明に取り組む。

発がん感受性の分子機繕を解明し、その知

見に基づく新しい予防法の開発を目指す。

2具 体的方針

(1)疾 病に着 日した研究

① 力ζんの原因、発生・進展のメカニズムの解

明

ア カζんの原因解明に資する研究の推進

がん発生のリスク要因に関して、グノム・ェ

ピゲノム解析、発がん動物モデルを用いた研

究成果をもとに、外的、内的環境及び遺伝的

な発がん要因や発がん感受性の分子機構の

解明に取り組む。

生活習慣病や炎症等に起因するがんの発

生・成立に関して主導的な役割を果たしてい

る要因とその分子機構の解明に取り組む。ウ

ィルス発がんの分子機構の解明をさらに深め

るとともに、がんゲノム情報に基づいた諄器特

異的な発がん要因の同定を進める。

具体的方針

(1)疾病に着日した研究

① がんの原因、発生。進展のメカニズムの解明

ア がんの原因解明に資する研究の推進

O肺腺がんのグノム解析により、RET遺伝子融合の発生には複数の誤つたDNA切 断修復機隋が関わることを見出した。また、ドライパーがん遺伝

子変異陰性の肺腺がんにBRGlクロマチンタンパク質欠損が頻発することを見出しな

○国際共同研究(日 本、英国、米国、ドイツ、フランス、スペイン、オーストラリアの 7カ国が参加〉において、30種類のがんから7.042例のがんグノム

データを収集し、総計約500万個(4,938,362個 )の体細胞突然変異を用いて、各がん種においてどのような体細胞突然変異パターンの組み合わせ

がどの程度貢献しているか、について解析を行つた。その結果、1)がんにおける体細胞変異のパターン抽出から、全部で22種類のパターンを発見

しれ また、2)既知の発がん要因に加え、新たな要因としてAPOBEC遺伝子群の異常によるものが認められた

今回の研究結果から、発がん要因の異なるさまざまながんにおける突然変異パターンの分類が可能になり,今 後発がん物質への暴露に関する疫

学データや発がんモデル動物を活用することによって、それぞれのがんにおける発がん要因を推定していくことが可能になると考えられる。本解析

結果は、発がんの分子機構の解明のみならず科学的エビデンスに基づくがん予防のための基礎的な知餓基盤となることが期待される。本研究成果

は、Naturo誌 に発表された (当 センターからのプレスリリース、読売。毎日新聞並びにNHKニュースにて報道)

○慢性炎症によるDNAメチノイヒ異常の誘発にTETの 発現抑制が関与している可能性を示しれ

O生活習慣病や炎症等に起因するがんの促進要因に関する研究の一環として、膵臓発がんモデルマウスにおいてAgouJ遺伝子がマクロファー

ジヨロニー刺激因子 (M― CSFlによるマクロファージ活性化を介して発がんを促進することを示した。

O扁平上皮がんの発生初期においてp63ががん遺伝子として、NOTcHlががん抑制遺伝子として機能する分子機構を解明した

O汎用性のあるヒト正常上皮幹細胞の堵養法ならびに不死化法を確立した

O希少がんの遺伝要因解明に向けた多施設共同研究体制の構築及び試料収集においては、単一医療機関では症例数が少ないために研究が進

みにくい希少がんの遺伝要因解明のために、多施設共同研究体制を構築し、症例試料の収集を開始した。また、全ゲノムシークェンス時代の臨床

遺伝学研究におけるグノム解析結果の報告のあり方などの倫理的・社会的問題に対応し、多施設・多疾患共有型の統一プロトコールと説明・同意

文書を策定し、国立がん研研究センター研究倫理審査委員会の承認を得れ

OMieapノックアウトマウスと大腸がんモデルマウスとの交配により、MIo`pヘテロ欠失型の大腸がんモデルマウスの作成に成功した。このマウスは、

MI。
`p正

常型に比べ頭著な寿命の短縮を示した このことから、Mbapを介したp53によるミトコンドリアの健常な品質維持は大腸腫瘍の発生・進展を

抑制する新しいがん抑制機能である可能性が示された

OMleapノックアウトマウスとp21ノ ックアウトマウスとの交配により、Mieap/p21グ ブルノックアウトマウスの作成に成功しれ 本マウスの解析から、がん

抑制遺伝子,53のがん抑制機能の極めて本質的なメカニズムが明らかになる可能性が高い。

○翻訳後修飾のポリADトリボシル化経路の主要分子であるPAR卜 1は、相同組み換え修復過程に重要な二本償 DNA切 断のond resecuOn制 御

に関わることを見い出し、グノムの不安定性抑常1に機能することが示唆された。

〇我が国の代表研究チームとして国際ヒトエピゲノムコンソーシアム (IHEC)に参画し、肝・大腸等消化器の正常上皮細胞等を手術検体より純化し、
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国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

イ がんの発生・進展のメカニズムに関する研

究の推進

がんが多様性を獲得し、進展・浸潤・転移

する過程、及び、治療抵抗性を獲村 る分子

機構を、がん細胞側と宿主側の両方の観点

から統合的に解明する事を目指す。

ウ がんの本態解明の研究の推進

がん本態の特性薇 々な検討により解明

し、有効な治療標的の同定につなげる。

分子病理学的解析を基盤としたがんの病理

学的診断・分類等に関する研究槌 めるとと

もに、がんにおけるグノム・エピゲノム異常並

びに不安定性、出A及び蛋自質発現の変化

と、治療応答性等との関係の解明に取り組

む。高精度診断ヤーカー開発のためのグノ

ム・プロテオミクス等の新たな診断技術の開発

に取り組む。各種がんに特徴的な細胞周期・

信号伝達系・分化・細胞死プログラムの制御

異常の解明、がん組織及び担がん個体にお

ける代謝系・内分泌系の異常の解明、がんに

おける幹細胞、転移・浸潤を規定するがん細

胞側・宿主側の要因とそれらの相互作用の解

明、がんにおける間質及び脈管系の役割の

イ がんの発生・進展のメカニズムに関する研

究の推進

がんが進展・浸潤・転移する過程及び治療

抵抗性の獲得に関与するがん細胞側或いは

がんの微小環境等の宿主側の因子につい

て、次世代シークエンス技術等の最新ゲノム

解析や網羅的エピゲノム解析、がん幹細胞に

注目した解析等を用いて同定し、その分子機

構の解明を進める。

ウ がんの本態解明の研究の推進

膵・胆道・肺・胃がん、骨内腫等におけるグ

ノム・エピゲノム異常並びに不安定性、RNA

及び蛋白質発現の変化を明らかにし、転移・

浸潤能の獲得やがん幹細胞の機能維持のメ

カ‐ズムの解析、治療応答性等との関係の解

明に取り組むことにより、各種がんの特性を規

定するがん細胞側・宿主allの要因を同定す

る。

高轟度診断ヤーカー開発のためのグノム・

プロテオミクス等の新たな診断技術の開発に

取り組む。民間企業と共同で早期肺がんの転

移・再発、患者の予後を予測できるパイオマ

ーカーの実用化を推進する。

多層的オミックス解析によるがん・白血病等

の創薬標的探索に関して、特に、難治がん並

びに希少がんに対する研究体制を一層強イヒ

全ゲノムパイサルファイトシークエンス・クロ チン免疫沈降―シークエンス・酬 Aシークエンスを行い、データベース公開を準備した。

イ がんの発生・進展のメカニズムに関する研究の推進

〇次世代がん研究戦略推進プロジェクト「悪性脳腫瘍克服のための新規治療標的及びバイオマーカーの創出における頭蓋内胚細胞腫嘉の遺伝

子解析」において、合計198例の頭蓋内と精巣胚細胞腫に対し全エクソームシークエンスを中心とした網羅的遺伝子変異解析を行い,MAPK筆シ

グナル伝達系の異常が高頻度に見られることを発見しれ

○大腸がん転移抑制に働く小分子RNAの機能解析を目的に、機能スクリーニングにより以前同定したマイクロRNAの機能解析を行い、その下流タ

ーグットの一つがMAPK関連キナーゼである事、及びキナーゼ特異的な抑制化合物の投与により、大腸がん細胞の肝転移が抑制される事を示し

た。

○ヒト正常膵管上皮細胞、胆管細胞、rll嚢細胞に4つのがん遺伝子の発現誘導により人工がん幹細胞を誘導できる系を樹立した。

OMEF細胞及び大腸がん細胞株を用いて、p53及び Mbap制御性ミトコンドリア品質管理機構は低酸素状態で活性化し、ミトコンドリアからの活性

酸素種(ROS)の 発生を防御していることが明らかとなった ヒトがん細胞の微小環境に於いては、p53の 変異やMbapのプロモーターメチル化によつ

て、低酸素環境下に於いて、この機能が高頻度に不活性化され、不良なミトコンドリアの蓄積とそこ力も産生される高いレベルのROSが 、がんの増

殖・浸潤・転移に極めて重要な役割を果たしている可能性が示唆された。

ONon― cOdng RNA遺伝子でありがんにおいて異常発現を示すH19遺伝子は、マウスES細胞においてがん化などの異所環境下での発現が誘導

されると、胚細胞から栄姜膜細胞系譜への分化のスイッチとして機能することを見いだ助L

ORNA依 存性 RNAポ リメラーゼがM期特異的に形成されることを見出し、M期特異的RNA依存性 RNAポ リメラーゼが、がん幹細胞の機能維持に

重要であることを見出した また、RNA依存性 RNAポリメラーゼ阻害剤の候補物質を4種類同定した。

○非小細胞肺がんなどで活性化した Ras― Erk経略の下流で CDCPl蛋 自質が発現誘導さ妨 ことが、転移、浸渭能の獲得に関わることを示しれ

ウ がんの本態解明の研究の推進

0100例の膵がんにおける既知のac`onabb遺伝子異常のスクリーニングを開始した。また、ドライバーがん遺伝子変異陰性の肺腺がんにBRGlク

ロマチンタンパク質欠損が頻発することを見出し、BRMメ TPasoが合成致死治療標的であることを見出した。

○国際共同研究(ICCC並 びにTCCAlに より肝細胞がんにおける大規模なゲノム解析を進め、治療標的を含めた新規ドライパー変異の包括的な同

定を行なつた

○テロメラーゼの逆転写酵素であるTERTのプロモーター領域の点突然変異がグリオーマにおいて最も頻度の高い遺伝子異常であることを発見し、

特に乏突起F43胞腫と膠芽腫において発生機序とのかかわりを示した。

○胃がんのクリ‐カルシークエンスにより、既知の分子標的をもたない胃がんが多数存在することを明らかにした。

○ 膵臓がんの本態解明の一環として膵臓発がん過程においてMUClが発現上昇と細胞内′核内移行の2相性の発現変化を示すことを明らかにし

た。

OJCOCでの放射線治療による急性および晩期有害事象に関わる遺伝子多型解析研究の登録を完了し、まずは急性期有害事象と遺伝子多型と

の相関解析を行う。



国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

② がんの実態把握

各種がん登録による我が国のがんの罹患、

転帰その他の状況等の実態及びその推移の

把握、疫学研 究によるがんのリスク・予防要因

の究明等、がんの実態IEEに資する研究を

推進する。

解明に取り組む。

また、がん及びがん治療における瞳瘍免疫

の特性の解明に関する基礎研究を積極的に

推進し、診療標的としての可能性を検討す

る。その他、生命科学の新しい進展 に伴い、

高度先駆的がん診療開発に贅する基礎的研

究の積極的な展開に取り組む。

がんの実態把握

がん登録の推進によるがんの実態把握

がん登録を推進し、がんの罹患、転帰など

の実態とその推移を把握するために、登録対

象の範囲や予後調査の方法等を含めた実施

体制の標準化と連携体制について検討を行

う。さらに、正確ながん統計情報の整備に向

けたがん登録の課題を検討する。

また、がん登録から収集されたデータを用い

て、がん医療の地域間格差の把握と分析に

関する研究等の解析を行う。

がん診療連携拠点病院等において実施き

れる院内がん登録及び都道府県において実

施される地域がん登録等より、がん対策情報

センターに収集されたデータを用いて、全国

的な傾向や課題などを分析・評価する。また、

国と県のがん対策計画の企画・評価における

②

し、6ナショナルセンターのパイオバンクとも連

携を取りつつ、多施設共同研究体での臨床

試料の解析を推進し,臨床・病理情報との関

連解析に基づく創薬標的候補探索を進める。

網羅的エピグノム解析により、がんの単発・

多発の区別、がんのリンパ節転移の予測、化

学療法奏効性の予測などに有用なDNAメチ

ル化マーカーの分離を推進する。

日本発の医薬品や個別化医療技術のFll

出のため、高速シークエンサー等の技術革新

に伴う大量のゲノム情報を高速かつ高精度に

解析する。大型計算機並びに人的資源の確

保を含めた情報基盤を構築し、我が国におい

て臨床的に重要又は特徴的ながんについ

て、生検標本などの微量な病理検体を含めた

全エクノン椰析を体系的に行い、診断・治療

の分子標的探索を継続する。

放射線治療の急性・晩期有害事象に関わる

遺伝子多型解析研究を多施設研究として実

施し、グノムワイドの遺伝子を対象にさらなる

研究の推進及び症例集積を図る。

② がんの実態把握

ア がん登録の推進によるがんの実態把握

がん登録を推進し、がんの罹患、転帰など

の実態とその推移を把握するために、登録の

内容や予後調査の方法等を含めた実施体制

の標準化と連携体制について引き続き検討を

行う。

正確ながん統計情報の整備に向けて、がん

登録の精度評価を行い、効率的なデータの

収集及び適切な情報利用が可能な体制整備

について検討する。

がん登録法制化の進行状況を踏まえ、地域

がん登録・院内がん登録システムの整備・支

援を行う。

○胃がん症例約50例において、約70%の症例でp53及びMLapによるミトコンドリア品質管理機構の異常が生している可能性が示された

Oがん研究開発費「支持療法の開発と標準化のための研究」により、platdet― act市 ath8僣ctor(PAF)の 阻害薬が、モルヒネよりも強力かつ長時間に

わたりがん性疼痛ならびに抗がん剤による神経障害性疼痛を抑制することを動物モデルで証明し、同薬物の国内、国際特許を申請、成立させた

O翻訳後修飾のポリADトリポシル化を行うPARPの阻書剤はエビジェネティック制御を作用点としてサイレンシングされたがん抑制遺伝子の発現を

回復させてがん細胞増殖阻書に働くことを見いだした

○がん抑制遺伝子のARFに よる細胞の不死化の防御効果を解析し、ARFも p53と 同様、ヒストンH2AXレ ベルを抑制する制御に関わり、これによつ

て細胞を静止状態に誘導し、細胞を不死化から防御していることを見出した

○外部研究機関との共同研究としてホウ素中性子線捕捉療法(BNCT)の 細胞モデル系においてトランスクリプトーム及びプロテオーム解析を行い、

細胞死に伴い変動する分子を複数同定し,BNCTの治療奏功性との関連の検討の準備を進めた。

O神経芽題においてALK蛋 自質のエンドサイトーシスによる分解に関わるFLOTl蛋 自質を見出し、その発現低下がALKシグナル増強を介して

予後不良に関わることを明らかにした

○肺腺がんの発生について、重喫煙者の慢性閉塞性肺疾患を背景とする経路・軽喫煙者において炎症を背景とせず悪性度の高いがんを生じる経

路、喫煙の寄与の少ない経路、それぞれに特徴的なDNAメチル化プロファクレが、前がん段階で既に生じていることを示した。

ORNA― シークエンス解析で腎淡明細胞がんにおける新規融合遺伝子26個を同定した。

○手術検体から胆道がん異種移植片を樹立し、共同研究機関とともに癌幹細胞性獲得の分子機構の解明を進めた。

② 力
`ん

の実態把握

ア カζん登録の推進によるがんの実態把握

○がんの罹患、転帰などの実想とその推移をIEaするために、実施体制の標準化と連携体制を強力に推進し、高レベルでの標準化(40県での標

準 DBS利 用)、 精度向上(33県の精度基準達成)、 がん統計作成の即時性向上(全国値推計 1年繰り止げ)を達成した。

0がん登録推進法案について、厚生労働省がん対策・健康増進課及び参議院法制局との協議・意見交換を継続的に実施し、法律の成立に寄与し

た

〇院内がん登録から収集されたデータを用いて、がん医療の地域間格差の把握と分析に関する研究等の解析を行つた

0397拠点病院およびそれ以外の155都道府県推薦病院 (準拠点病院)から2011年 診断例について院内がん登録全国集計データを約67万件 (う

ち、拠点病院約 58万件)を収集。施設別情報を含めた集針報告書を作成・公表した。

0397拠点病院から2012年診断例について院内がん登録全国集計データを6,133,377万件収集した 都道府県推薦病院(拠点に準する病院)

236施設から152,746件のデータ収集を行つた。

○中央サーパーヘのデータ集積を行うネットワーク型院内がん登録ソフトウェアの実証的運用を行った
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国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

又穫 する。

がんの原因究明に基づく予防法の研究開

発

動物実験や大規模コホート研究等の疫学

研究を実施することにより、がんの発生に関わ

る環境。生活習慣等外的要因、加齢・遺伝素

因等内的要因,及びそれらの相互作用を解

明するなどに取り組み、がんのリスク・予防要

因究明のための基礎的研究を推進する。

基礎的研究及び疫学研究などの知見に基

づき有効ながん予防法の開発を行う。

がんの原因究明に基づく予防法の研究開

発

動物実験や大規模コホート研究等の疫学

研究を実施することにより、がんの発生に関わ

る環境要因、高脂血症や糖尿病等の生活習

慣関連の外的要因、加齢・遺伝素因等の内

的要因を複数同定し、それらの相互作用の解

明に取り組み、がんのリスク・予防要因究明の

ための基礎的研究を推進す乙 特に、肺及び

肝・胆道系がんの発がんに関わる環境及びゲ

ノム要因の解明を強力に推進する。新規コホ

ート研究の本調査を開始する。

アジア人に好発するECFR変異がんへの罹

患リスクを規定する遺伝子群に関する全ゲノ

ム関連解析を継続する。

国際共同研究により、アジア人肺腺がんリス

クを規定する遺伝子座を探索する。

エビジェネティック異常の抑制によるがん予

防の原理の確立や、エビジェネティック変化を

指標とした発がん高リスク群捕捉の可能性の

検討を行う。

O地域がん登録については、事業実施 47都道府県中、37県 (2009年症例)及び31県 (2010年症例)より罹患データの提出(2009年 は総人口の

637%、 2010年は総人口の612%をカバー)を研究班が受け、33県データ(総人口の561%カ バー)に基づく2009罹患数・率全国値推計及び 30

県データ(総人口の501%カ パー)に基づく2010年 罹患数・率を行つた。また、20035年 生存率集計から、最新のがん患者5年有病数を推計し、そ
の結果を報告書としてまとめ、全国の関係機関に配布した。

イ がんの原因究明に基づく予防法の研究開発

O多目的コホート研究における迫跡、おょび成果の公表は順調に進捗し、すでにがんのリスク・予防要因に関する8編の論文(前年は8編)を学術
誌に掲載した。

O国際的に発がん物質と評価されていると素について、日本人が食事から摂取するレベルにおいてリスクと関連するかどうかを検討したところ、全が
んにおいては関連が見られなかったものの、喫煙男性の肺がんのリスク上昇との関連を観察した。その他、肥満に関連する血中アディポネクチン濃

度が高いほど肝がんのリスクが上がることを示し、アディポネクチンは肝機能が低下すると上昇するために、肝がんのリスクマーカーとなっている可能

性などを示した。

○次世代の研究基盤構築のための新たな大規僕分子疫学コホート研究(次世代多目的コホート研究)において、秋田県横手地域・長野県佐久地

域・高知県中央東地域などにおいて調査を行い、今年度は調査票ベースで約 8,000名の参カロを得て、約 8,300名から血液など生体試料の収集を

行った(平成23年度からの累積で調査票回答者が約 48,000名 、うち生体試料提供者が約 22,300名 )。

O文部科学省「社会システム改革と研究開発の一体的推進Jによる「大規模分子疫‐ ホート研究の推進と統合」において、茨城県筑西地域および

高知県安芸地域にて約 2,500名 の調査を行い、大規鎮分子疫学コホート研究プロトコールの適用性の検証を行った。

○既に 10万 人帰慎の参カロを得ている文部科学省科研費による大規模分子疫学コホート研究であるJ―MICC研究との統合解析を可能にするため

に、「データー統合のための妥当性研究」として255人を対象に約 1年間に及ぶ調査を実施し、その問 2名 が脱落、計 253名 が調査を完了した。
J MICC研究からは5地域分のデータを収集し、合わせて計367人のデータに基づきキャツプレーション方程式を作成、RR、 および調査票から得ら

れる栄養素データに適用することにより将来の統合解析が可能であることを示した

O大規模分子疫学コホート研究におけるゲノム解析プロトコールの提言のために、JPHC研究のDNA検体を用いて、サプロホートのゲノム綱羅的

SNP解析 (約 1,000例 )、 がん症例の遺伝的多型解析 (約 4,000例 )、 糖尿病の遺伝的多型解析 (約 1,600例 )を行つた。

Oオーダーメイド医療実現化プロジェクトとの共同研究から、多目的コホート研究のサプロホートのうちグノム網羅的 SNP解析が未実施だつた約
10,000例の遺伝的多型情報を得て、多目的コホー研 究でケース・コホート研究を行う基盤が構築される見込みである。

○大規模コホート研究以外の疫学研究として、症例対照研究や断面研究のデザインによる疫学研究を行い、がんのリスク・予防要因に関する4編の

論文を学術誌に掲載した。

○国際コンソーシアム研究、国際共同研究への参カロを通して、6編の論文を学術誌に掲載し、特にアジア人における乳がんリスクに関連する遺伝子

多型の同定に貢献した。

○バイオバンク試料を用い、より規模を拡大して、アジア人に好発するECFR変異がんへの罹患リスクを規定する遺伝子群に関する全ゲノム関連解

析を行つた。また、国際コンソーシアムlLCCO,FLcCAに 参画し、アジア人肺腺がんリスクを規定する遺伝子座の探索研究を行った。

○国際共同研究(ICCC並 びにTCCAlに よ明干細胞がんにおける大規模なゲノム解析を進め、人種特異的なゲノム変異パターンの同定を行なっ

た。
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中期 日標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

③ 力
`ん

の本態解明に基づく高度先駆的医

療、標準医療の向上に資する診断・治療技術

及び有効ながん予防・検診法の開発の推進

がんに対する高度先駆的な予防法、検診を

含む早期診断法及び治療法の開発に資する

研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療法に対する

多施設共同研究等による有効性の比較等、

標準的診断及び治療法の確立に資する研究

並びに有効ながん検診法の開発に資する研

究を推進する。

がん患者に対する緩和医療の提供に関す

る研究及び地域医療等との連携による療姜

生活の質の向上と普及に関する研究を行うと

ともに、地域ぐるみの在宅医療を含めた医療

システムのモデル開発を行う。

また、高度先駆的な予防・診断・治療法の開

発の基盤となる、バイオリソースや臨床情報の

収集及びその解析を推進する。

③ 力
`ん

の本態解明に基づく高度先駆的医

療の開発、標準医療の向上に資する診断・治

療技術・診断機器の開発及び有効ながん予

防・検診法の開発

ア 有効ながん予防法の研究開発

科学的根拠に基づき、発がん性やがん予

防の有効性の評価を行うとともに、基礎的研

究の知見に基づく新しい予防法の開発を行

う。

介入研究等により、予防法の有効性に関す

る検証を行う。

イ 最先端技術等を応用した革新的な検診手

法の研究開発

画像技術等医用工学の現場への導入を目

③ 力
'ん

の本態解明に基づく高度先駆的医

療の開発、標準医療の向上に資する診断・治

療技術・診断機器の開発及び有効ながん予

防・検診法の開発

有効ながん予防法の研究開発

科学的根拠に基づき、発がん性やがん予

防の有効性の評価を引き続き実施する。

lARCのモノグラフにおいてヒトヘの発がん性

が確実とされている要因について、日本人の

エビデンスを系統的に整理するとともに、より

確かなエビデンスを構築するため、糖尿病保

有とがんとの関係などについてプール解析を

進める。

大腸発がん促迪機構の解明、non― codhg

RNAの発現制御による新たながん予防に関

する検討、第3世代シークエンサーによる

DNA修飾全体像(DNAアグクトーム)の解明と

発がん要因との関連について研究を進める。

イ 最先端技術等を応用した革新的な検診手

法の研究開発

CT― cdonOgraphyや 乳房断層撮影装置に

○大腸がん転移抑制に働く小分子RNAの機能解析機能スクリーニングによう以前同定したマイクロRNAの機能解析を行い、その下流ターグットの

一つがMAPK関連キナーゼである事、及びキナーゼ特異的な抑制化合物の投与により、大腸がん細胞の肝転移が抑制される事を示した。

O ttLが んの発生に関わる外的。内的環境要因の同定をめざし、動物モデルを用いて若齢期の高脂肪食摂取が乳腺におけるシグナル伝達、転写

活性化因子の活性化を介して発がん促進に関与する可能性があることを示した。

O陽子線治療のラインスキャニング照射法の開発を進め、くびれターグットに即した最適化システムの導入と前立腺癌に対する最適な線量計算法と

線量分布を確立し、臨床応用の準備を完了した。

○陽子線治療の有効性確立のため、切除可能肝細胞癌に対する多施設共同臨床試験実施のコンセプトを作成し、JCOCでの審査に提出した。併

せて共通プロトコールによる陽子線治療を可能にする、陽子線治療の標準化を、国内陽子藤治療施設へのアンケート調査と訪門嗣査により行つ

た。

③ 力:んの本態解明に基づく高度先駆的医療の開発、標準医療の向上に資する診断・治療技術・診断機器の開発及び有効ながん予防・検診法の

開発

ア 有効ながん予防法の研究開発

○科学的根拠に基づき、発がん性やがん予防の有効性の評価をIIき続き実施した。受勁喫煙、縁茶、コーヒー、食パターン、ホルモン補充療法と

子宮・卵巣がんについて文献のレビューを行い、コーヒーは子富内膜がんに予防的である「可能性あり」、他は「データ不十分Jと判定した。また、服

薬歴(椿尿病治療薬・レチノイド)と肝がんについても子データ不十分」と判定した。すでに判定を終えている内と大腸がん、構尿病とがんとの関連に

ついてそれぞれ刊行論文メタ解析、コホートプール解析の結果を踏まえ、判定の見直しを行い、赤肉と大腸がんは「可能性あり]、 精尿病と全がんお

よび大腸がんについて、「可能性ありJと判定した このように、エビデンスの確からしさを専門家による一定基準に基づき評価することで、知識が体

系イヒされ、実行に移すための基礎資料としての意義を持つ。

○エビデンスに基づいたがん予防法ガイドライン「日本人のためのがん予防法Jについて運動指針の改訂を踏まえて目標量の記述を改訂した。この

ように、エビデンスや各種指針の更新を踏まえて「日本人のためのがん予防法」を専Fl家により定期的に見直し、常に最新のガイドラインとして国民
へ発信することを可能としている。また、wobにおいて複数の生活習慣項目の入力により自己のがんリスクが算出されるシステムについて、昨今の

PC環境の変化を受けて従来のパソコン版に加えてタプレット版を構築中で、誰もが簡易にがん予防を実践するためのツールとしての機能を担つて

いる。2編のレビュー論文、3編のプール解析論文が受理された プーリング参加コホートを現行の8コホートから拡充する予定であり、手続きを開始

した。その上でプール解析を推し進める。精度が良く、脱得力とパワーを併せ持つ結果を創出するための基盤として必須である。

Oスナネズミモデルを用いてDNAルレチル化剤によリピロリ苗誘発胃がんが抑制されることを示した。

○肺がん・未分化型胃腺がんについて、グノム網羅的関連解析により同定した、疾患関連遺伝子多型のうち、内外の研究グループによる検証が重

ねられた信頼性の高いものを複数選択し、累積罹患率を算出した。安定した確率を提供する遺伝素因に基づき、日本人のリスク層別化が可能であ

ること、さらに生活習慣・環境要因を組み合わせることで、個Bll化 がん予防を実現する上で有用な高危険度群の捕捉につながることを示した。

イ 最先端技術等を応用した革新的な検診手法の研究開発

○がん予防・検診研究センターにおけるがん検診に関するアニュアルレポートを作成し、その中で平成 16年 2月 1日 ～平成24年 3月 31日 まで

のがん検診データを収集・解析し、高精度のがん検診の検診結果を取りまとめた
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

指す。

生活習慣、家族歴・既往歴、健康の状態や

新規パイオマーカー等の情報に基づき、重点

的に検診受検勧奨すべき対象者を同定する

方法の検討を行う。

ウ 本態解明に基づく高度先駆的ながんの診

断・治療法の基礎技術の開発研究

産官学連携体制を積極的に構築し、臨床

医学と基礎研究を直接結びつける橋渡晰

究の推進を行う。

特に至適な臨床導入を目指した新規分子

標的治療薬などの抗がん剤や免疫・fln胞・遺

伝子療法などの基礎的研究、ドラッグ・デリパ

リーシステム(DDS)や遺伝子・核酸医薬のベ

クター・デリバリーシステムに関する基礎的研

究、薬物療法の個別化に資する基礎的研

究、がん診療に有用な再生医学の基礎的検

討、放射線診断・治療の基礎となる放射線生

物学的研究、生体イメージングを含めた新し

い放射線診断・治療の基礎的研究、緩和医

療の技術開発・至道化や精神腫瘍学の科学

的基盤の構築に資する基礎的研究などを積

極的に展開する。

おける検査法の検討や診断手法の有用性の

検討を進める。がん高危険度群の設定のた

め、検診受診者におけるがん罹患とがん既往

歴、がん家族歴、喫煙歴等との関連を特定の

がんについて検討する。検診対象者を絞り込

むため、がん予防・検診研究センターでの検

診発見がんのデータを収集し、解析を行う。ま

た、超高精細CT(拡大CT)の開発と臨床応

用について検討する。

ウ 本態解明に基づく高度先駆的ながんの診

断・治療法の基礎技術の開発研究

産官学連携体制を積極的に構築し、臨床医

学と基礎研究を直接結びつけるトランスレー

ショナルリサーチを推進する。特に至適な臨

床導入を目指した新規分子標的治療薬など

の抗がん剤や免疫・細胞・遺伝子治療、がん

幹細胞を標的としたがん根絶療法などの基礎

的研究を積極的に展開する。

ドラッグデリバリーシステム(DDS)や核酸デリ

パリーシステムの基礎研究を推進する。また、

生検等の微小試料を用いた臨床ゲノム解析

(Chnた J sequendnglの方法論および体制を

確立し、システムの稼働を目指す。

放射線生物学的研究や、がん幹細胞の生

体内分子イメージングを含めた新しい放射線

診断・治療の基礎的研究を臨床部門と共同で

展開し、臨床応用を視野に入れた検討を進め

る。陽子線の照射部位確認システムの開発な

ど放射線医学物理分野での研究を展開す

る。スキャニング技術の臨床導入を図り、陽子

線治療のより高精度化を進めて、臨床での有

効性の確立と適応拡大に向けた研究を行う。

薬物療法の個別化に資する基礎的研究と

その臨床応用を積極的に展開する。新たな診

断法の開発を目指して、食道がん化学放射

線治療の予知医療開発に関する企業との共

同研究を継続し、より強固な分類器の開発を

進める。治療抵抗性例の治療薬開発を目指

した分子標的探索研究も推進する。治療効果

予測のバイオマーカー探索のための網羅的

○大腸がん てCT― cdonography(CTC)の 普及を図るため、CTCの検査法の検討を行った。CTCの単独コニスに関して前処置法を

変えることにより午前でも午後でも検査が受けられるようにし、検診としてのCTCをルーチン化した。今年度は午前コース(総合含む)186件、午後コ

ース(単独)131件、合計317件を実施した。

○乳房断層撮影装置(TomOsyntheds)の有用性を検討する目的で、中央病院の乳腺外科との連携で手Lがん患者に検査を施行し、T¨ wnthOds

における検査の最道化を行い、乳がん検診での実施に向けての基盤整備を行つた

〇肺がんcT検診においては、肺のすリガラス陰影を8年間に亘り経過観察し、すリガラス陰影の変化をパターン分類した。これにより、CT検診で

発見されたすリガラス陰影の治療方針を構築することが可能となつた。

○拡大 CT装置については広範囲の領域の撮影が可能な2号機が完成し、その臨床評価研究を開始した

ウ 本態解明に基づく高度先駆的ながんの診断・治療法の基礎技術の開発研究

○生検等の微小試料を用いた臨床ゲノム解析(クリニカル・シークエンシング)の変異検出・アノテーション・レポーティングアルゴリズムを開発りL
病院・早期・探索臨床研究センター・研究所の連携により、Experパ ネル会議を組織し、クリニカル・シークエンシングに基づくがん個別化治療を行

うためのFeadbl■ y studyを 開始した。

○ドライパーがん遺伝子変異陰性の肺腺がんにBRGlク ロマチンタンパク質欠損が頻発することを見出し、BRM ATPaseが 合成致死治療標的であ

ることを見出した 製薬企業との特異的阻害剤のスクリーニングに着手した

OTNIKキナーゼを標的とした大腸がん治療薬の開発 h宙voで抗腫瘍活性を示し、代謝安定性に優れる臨床候補化合物NCB-0846を 得た。

○個別化がん医療を目指した新規肺腺がんパイオマーカーの早期臨床開発:免疫組織染色とFISH(Fhoresconce h sLu HybH洲 zatbn)を組み合

わせることで、簡便にACTN4の遺伝子増幅を検出する方法を考案し、2施設の独立した3コホート(Coho■ sl-0合計 1201例 で、ACTN4の遺伝子

増幅が病期I期の肺腺癌の再発予測パイオマーカ~であることを検証した。

○血漿 ApoAnアイソホームを用いた膵がん診断法:従来より報告している膵がんの腫瘍マーカーが、片方のペプチド鎖のC末よリアミノ酸1個が欠

失したアポリポA2のヘテロダイマーであることを突き止めた。多施設共同の臨床研究で1314例の検体を解析し、病期 I期を含めてAUC(Area

Undre Curvo)値 09以上の精度で膵がんが検出できることを検証した

○グリオーマにおいてTERTプロモーター点突然変異により発現克進したTERTを標的とした治療の開発を開始した。

○独自に同定した腎細胞がん固有のCpGア イランドメチル化形質 (CIMPlマーカー遺伝子を用いて腎細胞がんの予後診断法を開発し、特許 2件

を出願した (PCT/JP2013/62650・ 特願 2014-044943)。

○ゲノム・エピゲノム・トランスクリプトーム・プロテオーム統合解析で、CIMP陽性腎細胞がんの治療標的となる分子経路を同定し、同経路阻害剤の

奏効性を腎がんf41胞株モデル等で検証している。

ODNAメチル化で発現制御され肺腺がんの治療棟的候補3分子を同定した。

○胆道がん全体での国内年間罹患者は約 2万人、死亡者数は 18万人という膵がんに次いで予後の悪い難治がんである。全世界的に見ると頻度

の低い希少がんと位置づけられているため、大規模な臨床試験を実施することが難しく、有効な治療法も十分には確立していない。国立がん研究

センターのバイオバンクに集められた日本人胆管がん症例を対象として、高速シークエンサーによつて発現している遺伝子の網羅的解読(RNAシ

ークエンス)を行い、新たながん遺伝子として機能するFGFR2融合遺伝子を2つ同定した。さらに細胞株を用いた実験により、がん遺伝子による細
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

遺伝子角旱析を行う多施設共同試験を行う。

緩和ケアの基礎研究を発展させる緩和医療

の技術開発・至適化やモルヒネ抵抗性がん性

腹膜炎や 口内炎 による痛みの鎮痛とその症

状コントロールに関する作用メカニズム解析を

進め、臨床部門と共同で臨床研究を開始す

る。作成したがん悪液質モデルを用いて、症

状緩和薬のスクリーニングを行い、見出された

薬物の作用機序を明ら力ヽ こする。

胞増殖が2種類の低分子 FGFR阻害剤によって選択的に阻害されたことを確認した。多数検体における検証実験の結果、肝内胆管がんの約 14%

で、FGFR2融合遺伝子を検出し、肺がんや大腸がんにみられるKRAS遺伝子や BRAF遺伝子の変異とは相互ツト他的であつた。さらにFGFR2融

合遺伝子陽性のがん細胞を正確に診断する方法(分子診断法)についても開発した 以上の成果をHepatdoα 誌に論文発表した

O新たな免疫療法として、造血幹細胞移植と免疫遺伝子治療の複合療法の基礎開発を行っている。マウスモデルを用いて、自家造血幹細胞移植

により、腫瘍内のリンパ管形成因子の発現上昇を介して腫瘍内の制御性 T細胞が抑制され、免疫抑制性環境が解除される新たな機序を見出した。

リンパ管形成と免疫抑制が生体内で関連することをはじめて示したものであり、新たな免疫療法の開発に結び付く可能性がある。

○宿主の免疫をlll制する制御性T細胞は、細胞表面に発現しているケモカインレセプターccRを 5介して腫瘍内に集嬢すること、および、制御性T

細胞の機能を抑制する抗 GITR抗体が、CCR5の発現を低下させることに」り、制御性 T細胞の胆瘍内へ侵入を阻害し、腫瘍免疫を誘導する新た

な機序を見出した 制御性 T細胞を標的とする新たな免疫療法の開発に結び付く重要な発見である。

○腫瘍標的溶解ウイルスの基礎開発として、膵がんfIB胞株を用いて探索・同定した踵瘍標的型アデノウイルスベクターが、実際のヒト膵がん標本に

おいても感染性と腫瘍溶解効果が著しく上昇することを明らかとした このことは、我々の踵瘍標的化戦略が有効であることを実肛しており、今後、固

形がんに対する様的化腫瘍溶解ウイルス療法の臨床展開を図る上で重要な知見である。

○陽子線治療のラインスキャニング照射法の開発を進め、くびれターグットに即した最適化システムの導入と前立腺癌に対する最適な線量計算法と

線量分布を確立し、臨床応用の準備を完了した。

○陽子線治療の有効性確立のため、切除可能肝細胞癌に対する多施設共同臨床試験実施のコンセプトを作成し、JCOGでの審査に提出した。併

せて共通プロトコールによる陽子線治療を可能にする、陽子線治療の標準化を、国内陽子線治療施設へのアンケート調査と訪問調査により行つ

た。

O医療ビッグデータ時代の到来を見据えた個別化医療推進のため、ゲノム遺伝子検査の結果と臨床データの格納および情報処理を行う高性能計

算機を導入し、データベースの整備を進めた。

○ゲノム遺伝子検査のための、独自のパイオインフォマティクス・ソフトウェアを開発し、実際の検査に適用した。このソフトウェアは、次世代シークエ

ンサー・データを処理して、検体試料の点突然変異、挿入欠失、遺伝子融合、コピー数変異を検出するものである。

○厚労科研費第3次対がん戦略研究事業「がん治療の副作用軽減ならびにがん患者のQOL向上のための漠方薬の臨床応用とその作用機構の

解明Jにおいて、胃がん接種悪液質発症モデルを用いて、同モデルでは食思促進ペプチド、グレリンの抵抗性 (グレリンが効かない)が生じているこ

とを明らかにし、さらに漢方案「六君子湯」がグレリンシグナルを改善することでグレリン抵抗性を改善することを見出した。

○がん研究開発費「がん患者の緩和医療法の開発と多施設共同研究システムの構築に関する研究Jにおいて抗がん剤および放射線治療を行う患

者の多くが脈える国内炎について、味覚、食感を変えずに痛み神経のみを抑制する新たな薬剤の基礎研究および臨床研究に向けた前臨床研究を

行つた

○複数の製薬企業と共同で「新たな作用機構を有するオピオイド蜘庸薬Jの開発を行つた

O治療前食道がん患者生検のマイクロアレイデータから化学放射線療法に対する感受性サプタイプB、 非感受性サプタイプ DおよびF3を同定し、

純枠なBサプタイプの5年生存率が75%であることを明らかにした。この感受性サプタイプBについては、企業との連携により安価な体外診断薬の開

発に移行した。またB以外の症例の多くは2つの異なる上皮―間質転換信号伝達経路が働いており、既に企業が開発した分子標的薬の適用拡大を

目指し、非臨床試験へ進行した。その中で、さらに上皮―間質転換が顕著なサプタイプDや F3についても分子標的薬の開発へ進める計画である。

遺伝子発現プロファクレを基にした内因性サプタイプ分類はいくつかのがん種で報告されているが、オーダーメイド医療に貢献できているのは、現

在のところ手Lがんに限られており、食道扁平上皮がんでのこの成果は重要である。
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国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

工 わが国における臨床試験の推進に資する

研究の実施

化学療法、放射線療法、手術及びそれらを

組み合わせる集学的治療の新たなよりよい標

準治療及び標準診断法を開発する多施設共

同臨床試験(主として第Ⅱ相試験～第Ⅲ相試

験:後期治療開発)における中央支援機構を

担うことを通して、各種がんの標準治療の進

歩に貢献する。

多施設共同臨床試験等の支援を通して、規

制要件、研究倫理、臨床研究方法論の教育

と普及、治療効果や毒性の共通判定規準の

わが国における臨床試験の推進に資する

研究の実施

化学療法、放射線療法、手術及びそれらを

組み合わせる集学的治療の新たなよりよい標

準治療及び標準診断法を開発する多施設共

同臨床試験 (主として第 Ⅱ相試験～第Ⅲ相試

験 :後 期治療開発)における中央支援機構を

担うことを通じて、各種がんの標準治療の進

歩に貢献する。

多施設共同臨床試験等の支援を通じて、規

制要件、研究倫理、臨床研究方法論の教育

と普及、治療効果や毒性の共通判定規準の

○抗がん剤 PARP阻害剤の薬力学マーカー測定系の至適化に関して民間企業との共同研究を行い、臨床試験で検証を進めた。

○がん細胞においてがん抑制遺伝子のARFあ るいは,53変異によるヒストンH2AX高発現はDNA複製ストレスを誘導するタイプの抗がん剤に対

する高感受性に関連することを見出した。

○がん細胞において放射線治療の増感の標的となる候補遺伝子クラスターを網羅的スクリーニング系により複数同定した

○ホウ素中性子線捕捉療法(3NCT)の細胞モデル系においてクロマチン結合タンパク質であるHMGBlレベルが細胞外に漏出し上昇することを

ELISA系で見いだし、BNCT応答のマーカーとしての意議の検証を進めた。

○来年度導入予定の新規ホウ素中性子線捕捉療法システムの生物特性試験の細Flt及び動物実験系の至適化を進めた。

○新規抗がん剤候補としてのポリADトリボシノイヒの主要な分解酵素であるPARC阻害剤の構造最適化を外部研究機関との共同研究としてさらに

進め、前臨床試験の準備を行い、特lT出願の準備を進めた。

OSPECT核種 To 991nで標識した低酸素イメージングプロープの開発研究を進め、hv市。イメージングが可能なものに対して特許出願を行つた。

○骨内腫の術前化学療法の奏効性を予測するパイオマーカーの実用化のための共同研究を民間企業と開始した

○消化管門質腫瘍の術後再発を予測するパイオマーカーの検証実験を推進した

○肝fIB胞がんの術後早期再梯に相関する核内因子の機能解析と検証実験を推進した。

○転移性骨腫瘍、内腫、腎がんについてパイオマーカーおよび治療標的の探索を推進した。

○遺伝性腫瘍、あるいは若年性・家族性・多発重複がん症例など、強い遺伝素因の関与が疑われる症例に対して、中央病院総合内科遺伝相談外

来と連携して、研究所コア・ファシリティーにおいて臨床グノム・遺伝子検査を提供して遺伝子型―表現型関連に関する知見を集積し、予防医療の基

盤となる情報の構築を継続した。また、大学との共同研究により、家族性胃がんの生殖細胞系列の全エクソーム解析を行い、遺伝子の機能等の情

報に基づき、原因遺伝子の候補と考えられる遺伝子リストを得た。

工 わが国における臨床試験の推進に資する研究の実施

○多施設臨床試験支援センターでは、各種がんの標準治療を開発するための多施設共同臨床試験を管理した。

・平成26年 3月 現在、登録中36試験、追跡中31試験、準備中16試験の計83試験を管理

・平成25年度の患者登録数は 2,590例で、昨年度の 3,030例の 85511

0多施設臨床試験支援センターでは、規制要件、研究倫理、臨床研究方法論の教育と普及、治療効果や毒性の共通判定規準の作成と普及、有

害事象報告システムや施設訪間監査による臨床試験の科学性と倫理性を担保する体制構築の支援と普及、そのための方法論の研究を行つた。

・医師・CRC向けのJCOG臨床試験セミナー入門編を実施した(JCOC内 72名 、JCOG外 18名 参カロ)。 【平成25年 9月 1

・研究事務局となる着手医師を対象にJCOC臨床試験セミナー中級編を実施した(101名参カロ)【平成 25年 8月 】

・適応外使用薬の適応拡大を目的とする先進医療 B制度下のJCOG試験2試験の準備を支援した。うち1試験(JCOCllll)は 9月 に患者登録を

開始した。

・JCOC、 WJOG、 JALSG、 JGOG、 JPLSC、 J CRSUの 6つの臨床試験グループのデータセンターとの間で、有害事象報告規準と報告書式ののレ

ープ横断的な共通ガイドライン案を作成した。続いて、施設訪問監査の共通ガイドライン作成に着手した。



国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

作成と普及、有害事象報告システムや施設訪

問監査による臨床試験の科学性と倫理性を

担保する体制構築の支援と普及、及びそのた

めの方法論の研究を行う。

オ 有効ながん検診法の研究開発

有効な検診を高い質で行えるよう、有効性

評価及び精度管理に関する研究を推進する

とともに、死亡率減少が実現できる検診システ

ムを開発する。

力 がん患者の療養生活の質を尊重するがん

医療の提供体制の整備に資する研究開発の

推進

作成と普及、有害事象報告システムや施設訪

問監査による臨床試験の科学性と倫理性を

担保する体制構築の支援と普及、及びそのた

めの方法論の研究を行う。

オ 有効ながん検診法の研究開発

科学的根拠に基づく検診ガイドラインの作

成について検討するとともに、検診の有効性

評価及び精度管理に関する研究を推進す

る。

がん検診の受診率向上のため、効果的な受

診樹奨体制と勧奨法について検討するととも

に、検診提供体制や任意型検診も含めた検

診体制の在り方について検討する。

力 がん患者の療養生活の質を尊重するがん

医療の提供体制の整備に資する研究開発の

推進

○早期・探索臨床研究センター臨床試験支援室にて、独自のEDCシステム、WOb登 録システムの継続的な開発・運用を行い、Web登録システムに

関しては Eouropian SOdety OF Medcd OncOlogyに て発表を行つた。

○早期・探索臨床研究センター臨床試験室にて、EDCお よびデータベース、プロトコールに関するCDISC対応を開始した

○厚生労働省の医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬のアクセス充実対策事業を受話し、わが国での拡大アクセスプログラム/コ ンパッショネ
ートユースのモデル事業を厚生労働省審査管理際、製薬協などの業界団体などと協議しながら開始した

オ 有効ながん検診法の研究開発

○有効な検診の科学的根拠を明らかにし、検診ガイドライン作成を推進した
。乳がん検診ガイドライン・ドラフトを公表し、公開フォーラム、パブリックコメント募集を行つた これらの意見をもとに追加修正を行い、平成 26年 3月

に確定版を完成する

・口がん検診ガイドライン・ドラフトを公表し、公開フォーラム、パプリックコメント募集を行つた これらの意見をもとに追加修正のために、追加検索を
行った

○がん検診の有効性評価の個EIJ研 究を行った
。大腸内視鏡検査による大腸がん検診のラングム化比較試験を推進し、累積リクルート数は6512人となった。
・胃内視鏡検診の有効性評価のための無作為割付けなしの比較対照試験を推進しリクルートを行い、平成25年 9月 8日 まで 1200人 を登録した。

次年度以降も弓|き続き、リクルートを行う予定である。
・症例対照研究を完了し、日内視銑検診により胃がん死亡率が30%減少することを確認した

○有効な検診を高い質で行うための精度管理に関する研究を推進した
。市区町村で行われている精度管理について、最新(平成25年度)の状況を調査し、分析/評価結果を選元した。
・都道府県(がん部会)で行われている精度管理について、最新(平成25年度)の状況を調査し、分析/評価結果を選元した。
・構造指標であるがん検診チェックリスト(平成20年厚労省作め の修正案を作成した(厚労省検討会へ提出)。

・市区町村へのヒアリング等の調査を行い、市区町村や都道府県が精度管理向上に取り組む際に有用な「精度管理向上指導マニュアル」を作成
た。

・厚労省の全国市町ヽ のがん検診標準化受診率の計算等の作業を支援しており、平成23年度の受診率を公表した(平成26年 3月 終了予定)。

Oがん検診の受診率向上のため、効果的な受診勧奨法を検討した
・自治体のがん検診の受診率の向上に必要な受診勧奨体制整備状況の実態(平成25年度)を明らかにした

Oがん検診の受診率向上のため、検診提供体制も含めたがん検診体制の在り方を検討した。
・秋田市における職域のがん検診実態調査を完了した
。保険者、職域、産業医対象調査をもとに、保険者によるがん検診提供利点と課題雄 討した
・韓国及び台湾のがん検診提供体制との比較検討を行い、医療保険による予防給付の可能性を検討し、その問題点を整理した。
・がん検診受診率向上のための、検診提供体制への提言と課題を検討した。

力 がん患者の療養生活の質を尊重するがん医療の提供体制の整備に資する研究開発の推進

〇セカンドオピニオンの分析を踏まえつつ、がん患者の療費生活の質の向上を目指し、病院としての緩和ケアの提供体制を評価していく方法を検

討し、73個からなる評価項目案を作成した
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国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

外来通院治療などの安全でかつ効率的・

効果的な実践と普及のための研究開発を行

う。

苦痛のないがん治療のため、早期からの緩

和ケアの導入による副作用の対策や症状緩

和の臨床研究を推進するとともに、がん患者

のQOLの 向上に資する緩和ケアや精神心理

的ケアを、切れ日なく効果的に提供するた

め、入院から在宅療姜への移行を見据えた緩

和ケアの提供体制を開発する。

さらに、地域医療(在宅医療など)・ 福祉との

連携によるがん患者・家族支援のモデルの開

発を行うことにより、通院治療から在宅ケアに

至る切れ日のない効果的な治療体制とその

支援体制を構築する。

キ がんの原因。本態解明研究の基盤整備・

構築と活用

病院の診療や臨床試験から生み出さ局 診

療情報並びに臨床試料をデータベース及び

パイオリソースバンクとして整備し、他施設との

共同研究への供与も含め、広くがん対策に資

する研究に活用する。

がん治療地域医療連携の中で医療情報の

適切な伝達を目標として、基本必須内容を含

む電子カルテ内で作成可能な紹介状フォー

マットの開発を進める。

がん患者の療菱生活の質の改善を目標とし

て、抗悪性腫瘍案で高頻度な有害事象の一

つの脱毛を減少するため、頭部冷却装置の

臨床試験を通院治療において実施する。

セカンドオピニオンの内容等の分析を通じ

て、がん医療の課題を明確にし、がん患者の

療を生活の質の向上も含めたがん医療の提

供体制の在り方についての検討を進める。

キ カ
`ん

の原因・本態解明研究の基盤整備・

構築と活用

病院の診療や臨床試験から生み出される

診療情報並びに臨床試料をデータベース及

びパイオリソースバンクとして整備し、カタログ

データベースの充実を図りつつ試料を適切に

管理して、手術検体等を新規に受け入れ、倫

理審査委員会が承認した研究のために適切

なパイアル数を払い出し、トランスレーショナ

ルリサーチを推進する。

包括的同意のバイオバンク構築を継続・発

展させる。特にNCBN(Nat10nal Center

Bbbank Network)の 構成員として、他の

NadOnd Centerに おけるバイオバンク事業と

連携を取りつつ、我が国のEll薬・個別化医療

等の医学研究・生命科学研究を支えるan

Japanの基盤構築に貢献する。

0再発防止や QOL向上に資する要因の検討など、がん患者の療菱生活の質の向上のためのエビデンスを提供するために、乳がん患者コホート研
究への患者登録を継続し、年度末までに累計 3,400人を超える登録を得た。

○予後予測指標の多施設 (在宅・緩和ケア病棟・緩和ケアチーム)検証試験に参カロ、当センターの研究倫理審査委員会で承認され、忠者登録を終
了した。

○オーストラリアのPJHat市 e Care CIHcd Studos CdhbOrat市 e(PaCCsC)が 中心になって行われているアジア太平洋地域での緩和ケアにおける薬
物療法の副作用・効果に関する観察研究である R3が d phama00● 」hnce m pJHatlve caro(緩 和ケアにおける迅速な薬物療法の目J作用・効果に関
する観察研究)に参加し、患者 10名 を登録した。

o国立高度専門研究センターによる東日本大震災からの医療の復興の資する研究において「被災地に展開可能ながん在宅緩和医療システムの

構築に関する研究」に昨年度から継続して取り組んだ。

○外来に通院する患者家族に対して、在宅での療姜を支援する予防的なコーディネーションプログラムの実施可能性試験に取り組んだ。

○高齢者の在宅療養を支援するために、外来・在宅療姜中の患者のADL、 lADL調査を継続している。

○東病院全入院患者を対象に、せん妄のリスク評価を実施し、ハイリスク患者に対しては予防的対応を含めたせん妄対策をおこなうプログラムを開

始した。

○外来化学療法を施行された患者の療菱を支援し、有害事象を減少させることを目的とした、「外来イヒ学療法ホット・ラインJを実施した。490症例が

利用した

○現に患者に提供されている外見ケアの情報とその質に関する全国調査や、医療者が提供する外見ケアプログラムの影響に関する臨床研究など

を開始した。             .

キ がんの原因・本想解明研究の基盤整備・構築と活用

○パイオバンク調整委員会を計8回開催し、NCCバイオバンクの適切な運営並びにナショナルセンターバイオバンクネットワークプロジェクト

(NCBN)事業推進のための情報共有に努めた

○センター内バイオバンクの適切な運営と研究者による試料利用を適切化するため、「バイオバンク運営規程」の改訂を行い、「研究所パイオバンク

支援部門バイオバンク事務室の保有する個人情報の保護に関する細則」を策定した。

○間診栗データベース情報と、院内がん登録HosCanRか ら抽出した情報をもとに、バイオバンクカタログデータベースHOscanRパ イオバンクエディ

ションの開発・改良を継続した。

○平成25年度には、パイオバンクの基盤となる包括的同意新体制 (個別説明と文書による意思表示確認)が 3年目となった

【同意取得割合 (セ ンター全体)】

89儡 (説明患者数 33,372人 、同意患者数 29,828人 )

○包括的同意新体制に基づいて7,485症例 (29,728バ イアル)の研究採血血液 (血漿)を新規にバイオバンクに受け入れ、1,202症例 (1,283バ イ

アル)を倫理審査委員会の承認を受けて行われる研究に払い出した 払い出し症例数は前年度に比して約 871%に増加した。現有する研究採血血

液検体は、22,383症例 (88,639バ イアル)である。
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

「新成長戦略(基本方針)J(平成21年 12月

30日 間議決定)においては、ライフ・イノベー

ションによる健康大国戦略として、革新的な医

薬品、医療・介護技術の研究開発・実用化の

促進が求められている。

この趣旨を踏まえ、がんに関する研究成果

等を安全かつ速やかに臨床現場へ応用する

ために、医薬品及び医療機器の治験(適応拡

大を含む。)、 特に高度に専門的な知識や経

験が要求される等実施に困難を伴う治験、臨

床研究の実現を目指した研究を推進する。

また、海外では有効性と安全性が検証され

ているが、国内では未承認の医薬品、医療機

器について、治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成21年度に比し、中期目標

の期間中に、臨床研究実施件数 (倫理委員

会にて承認された研究をいう。)及び治験(製

造販売後臨床試験も含む。)の実施件数の合

計数の5%以上の増カロを図ること。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

ア 高度先駆的ながんの診断・治療など臨床

開発の推進

基礎的研究成果や最先端技術を応用した

新しい医療技術(診断・治療・緩和)の早期臨

床開発を行う。

具体的には、グノムやプロテオミクスを応用

した高精度診断マーカー、最先端イメージン

グ技術やナノテクノロジーを応用した新しい回

像診断技術など診断技術及びがんの本態解

明に基づいた分子標的治療薬など新規薬物

療法、遺伝子・細胞・免疫治療、新たな放射

線治療法、機能温存手術や再生医療技術な

どを用いた新しい外科手術手技の開発、新し

い緩和医療技術や精神腫瘍学的介入法など

の臨床開発を産官学連携のもとセンター全体

で積極的に推進し、世界の臨床開発拠点の

一翼を担う。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

正常組織・前がん病変組織細胞等も積極的

に受け入れ、培養・不死化し、がんの原因・本

態解明研究に役立てる。

センターで行う動物実験を支援する体制を

整備する。

他のナショナルセンターや東Jメディカルメ

ガバンク等の国家プロジェクトとしてのパイオ

バンク事業との連携を強化し、がんに限らず

医学系研究。開発全般を推進するオールジャ

パンパイオバンクネットワーク構築を推進す

る。

ア 高度先駆的ながんの診断・治療など臨床

開発の推進

がんの本態解明に基づいた分子標的治療

薬など新規案物療法、遺伝子・細胞・免疫治

療、新たな放射線治療法、機能温存手術や

再生医療技術などを用いた新しい外科手術

手技の開発、新しい緩和医療技術や精神腫

瘍学的介入法などの臨床開発を産官学連携

のもとセンター全体で積4E的に推進する。

治療の個別化を図り、最適な医療を提供す

るための、分子標的薬等の早期臨床試験を

含む臨床研究を推進する。ゲノムやプロテオ

ミクスを応用した高精度診断ヤーカー開発

や、病院の臨床研究星 携した薬理ゲノム研

究を推進する。エピゲノム解析等に基づく、が

ん発生リスク評価指標を、徴量検体で高感度

で安価に施行できるようにし、多施設共同検

証を進め、企業と連携してキット化・臨床検査

としての実用化を目指す。

低酸素イメージングを用いた新たな内視鏡

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

〇他機関のバイオバンク設立担当者・実務者、見学 14件 82名 、取材 1件を受け入れた。また、バイォバンク体制整備に関する外部からの問い合
わせ H件に対応した。

01,536症 例 (7,866バ イアノいの病理凍結組織 (手術検詢 を新規にバイオバンクに受け入れ、1,039症例 (1,810バ イアノいを倫理審査委員会の承
認を受けて行われる研究に払い出した。受け入れ症例数に対する払い出し症例数の割合は、約 68%であった。現有する病理凍結組織検体は、
16.322症例 (66′ 282パイア′のである。

○平成2125年度にバイオバンク試料の払い出しを受けて当センターの研究者が行った研究の英文論文は、総計205報 (インパクトファクター合計
114881点・被引用回数合計 2,298回 )であつた。

○ 当センター職員は、NCBNの倫理検討部会・中央研究倫理支援部門・情報インターフェース部会・検体システム部会・情報データベース部会等
に部会員等として参加し、NCBN事業に貢献した 特に平成25年度には、NCBN中央データベース管理部門の検索可能なカタログデータベースを
公開し、産学官の研究者による試料利活用の促進を図った。

○研究所コア・ファシリティーの一環として、平成 25年度は動物実験支揚機能の高度化を進めた 具体的には肺がん・膵がん等の難治がんや、骨
軟部屋瘍・脳題瘍等の希少がんのxonogra■ パネルの作製と、遺伝子編集技術の応用による遺伝子改変マウス作製技術を導入・確立した。

○我が国を代表するパイオバンク・グノムコホート事業における偶発的所見や研究結果の開示の問題、産学官の研究者への試料・情報の分餞のあ
り方、パイオバンクの国際規格化の動きへの対応、包括的同意のあり方などのELSIについて、NCBN、 パイオバンクジャパン(BBJ)、 東北メディカル
メガバンクの関係者による協議の場を、複数のプロジェクトの中で設けた。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

ア 高度先駆的ながんの診断・治療など臨床開発の推進

○新たな内視鏡診断機器、内視鏡治療機器、早期開発臨床試験の実施による臨床開発を産官学連携のもとセンター全体で積極的に推進した。

○企業と協力し、内視鏡治療用デパイスの開発を進め、2つの内視鏡治療用デバイスが市販されている。さらに、そのデパイスに改良をカロえ、薬事
を取得、市販化に向けて検討を進めている。今後は薬事未承認の治療デバイスを利用したPhase l内視鏡センターとしての役割を検討する。

○国内で増え続ける大腸癌罹患率の抑制に向け、将来性・患者受容性が期待できる検査法として「大腸カプセル内視銚Jを 日本で初めて導入し、
多施設共同拭験を完遂し、さらに3施設での治験が全て終了した 薬事承IBされ、2014年 1月 に保険収載された。

○大腸ポリープ切除後の経過観察に関する多施設共同前向きラングム化比較試験(RCT)の登録と登録後 3年の経過観察を約 4,000名全例完了
し、データ解析が完了した。2014年 5月 のアメリカ消化器病学会(DDりで膵演発表が予定されており、英諄論文化を開始している。

○東京女子医大先端生命医科学研究所(TWiNS)と共同研究計画を締結し、細胞シートを用いた内視鏡による癌の再生医療の実施に向け、研究
グループを組織した。2014年度内の臨床試験開始に向けプロトコールの作成を開始した

○島津製作所と共同で開発を進めているイメージング質量分析装置を用いて、抗がん剤(未承認薬)の標的腫瘍への到達度を評価する臨床試験

を開始した。

O定量性にすぐれ、体液検体等への適用に適し、病院検査部に導入可能なエピゲノム診断専用機器を、企業と共同開発している。

○病院・早期・探索臨床研究センター・研究所の連携により、Expe■ パネル会議を組織し、dittcJ 8oquOnclngに 基づくがん個別化治療を行うため
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

診断機器やより安全性を高めた内視鏡治療

機器等の最先端イメージング技術やナノテク

ノロジーを応用した新しい画像診断技術の開

発を進める。さらに、大腸カプセル内視鏡の

来事承認・保険収載に向けた交渉を進める。

製薬会社などから未承弼薬の提供をうけ

て、早期開発を共同して行うための医師主導

治験等、早期開発臨床試験の実施による臨

床開発を産官学連携のもとセンター全体で積

極的に推進する。

臨床と基礎部門が共同して、ターゲットシー

クエンスを用いた遺伝子プロファイルの解析、

細胞株の樹立など、抗がん剤の開発に必要と

なるトランスレーショナルリサーチを目的とした

臨床試験を実施する。

のfOeSbl,studソ を開始りL

O日 本人肺がん手術組織からの細胞株樹立を開始した。

○独立行政法人産業技術総合研究所分子プロファイリングセンターと包括的な協定を結び、以下に挙げるような倉1薬研究における連携強化を進め

た。

【all薬 研究】

1がん基礎研究部門から生まれた新規標的シーズに対する創薬開発 (インシリコ分子設計、分子プロファイリングによる標的至適化)

2迅速な臨床試験への導入に向けた新規開発化合物の検討 (分子プロファイリングによる対象がん種の層別化)

3既存薬物の最適化に関する研究 (インシリコ分子設計)

【分子プロファイリング・医療機器新技術開発】

4タンパクアレイ技術を用いた網羅的なタンパク修飾研究基盤構築

5パイオバンク試料を用いたオミックスデータ情報解析による新規シーズの探索

OSRし 社との共同研究で、膠芽腫の予知因子であるMCMTメチルイヒの検査を行うための新たなPyrOsequendngア ッセイを開発した

○骨軟部内腫を対照したインターフェロンβ遺伝子治療の臨床研究実施計画に関して、国立がん研究センター遺伝子治療研究審査委員会での

審議を受け承認を得た。

○アカデミア発の新規抗がん剤に関して、製薬会社・大学などと共同で、6rst h mmの医師主導治験を1試験、第 11相試験を1試験実施した。

○製薬企業から未承認の抗がん剤の提供を受けて実施する医師主導治験について、5試験実施した。

○アカデミア発の抗がん剤、未承認医療機器および適応外医薬品を用いて行う先進医療 Bで実施するものを含めた臨床試験を4試験実施した。

O新薬開発等に関する薬事戦略相談を3件実施した。

○非小細胞肺がんの遺伝子プロファイルに関する大規模スクリーニングの体制を整備し、消化管がん、胆道がんなどでも体制整備を開始した

〇柏キャンパスにおいて、次世代シークエンサーなどを用いた遺伝子プロファイルを明らかにする遺伝子解析研究を継続して実施し、築地キャンパ

スでも新たに開始した

○がん研究開発費「がん患者の緩和医療法の開発と多施設共同研究システムの構築に関する研究」において、抗がん剤および放射線治療時に多

くの患者が発症する国内炎を、味覚、食感を変えずに痛み神経のみを抑制する新規薬物を見出し、臨床開発に向け基礎研究、前臨床研究を行つ

た。

○胃がんの術後再発を予知する臨床検査用高感度腹腔洗浄液ミニチップを企業と連携で完成し、PMDAへの薬事申請を行つた。PMDAの指示に

より、申請書を改善後、再申請する運びとなった。このチップで陽性だつた例は、細胞診陽性例と同様に外科的切除では80%が 再発するため、術前

化学療法などの集学的治療が必要である。また、審査腹腔鏡時の洗浄液を調べることによって術前化学療法の効果をモニターすることができる。本

年は、2011年から集めたこれらの洗浄液にチップ解析を適用した。日本での体外診断薬の開発は極めて少なく、PMDAへの相談件数でも年に数

件であり、DNAチップによるマルチマーカーでの診断薬の開発はこれが最初である。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

(2)均てん化に着日した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進

関係学会等との連携を図り、臨床評価指標

の開発並びに診断・治療ガイドライン等の作

成及び普及に寄与する研究を推進する。

がんに対する医療を担う高度かつ専門的な

技術を持つ人材育成を図るため、系統だつた

教育・研修方法の開発を推進する。

イ 国内未承認の医薬品・医療機器治験等臨

床研究の推進

がんの診断・治療などの臨床開発を行う上

で必須である早期開発治験や国際共同治

験、医師主導治験などを積極的に実施し、世

界のがん医療の開発拠点の一翼を担う。

これらにより、平成21年度に比し、中期日標

の期間中に、臨床研究実施件数 (倫理委員

会にて承認された研究をいう。)及び治験(製

造販売後臨床試験も含む。)の実施件数の合

計数の5%以上の増カロを目指す。

(2)均 てん化に着日した研究

① がん医療の質的向上・均てん化のための

研究開発の推進

ア カ
'ん

医療の質の管理の推進に贅する研

究の実施

がん医療の質を評価する信頼性・妥当性の

ある指標の開発を行う。

がん医療の均てん化に資するがん医療の提

供体制や全国レベルでの医療機関の連携体

制のあり方について検討するとともに、がん医

療の質を管理する方策として、効果的な画像

診断支援、病理診断支援、放射線品質管

理、画像レファレンスデータベースの構築等

に関する研究。開発を行う。

関係学会等と連携し、EBMを踏まえた診

断・治療ガイドライン等の作成に寄与する。

イ 国内未承認の医薬品・医療機器治験等臨

床研究の推進

がんの診断・治療などの臨床開発を行う上

で必須である早期開発治験や国際共同治

験、医師主導治験などを積極的に実施し、世

界のがん医療の開発拠点の一翼を担う。

(2)均 てん化に着日した研究

① 力tん医療の質的向上・均てん化のための

研究開発の推進

ア カ1ん医療の質の管理の推進に資する研

究の実施

がん医療の質を評価する信頼性・妥当性の

ある指標の開発を行うとともに、効率の良い測

定方法を検討する。

コンサルテーション症例の中からユーザー、

コンサルタントの承諾を得られた例について、

個人情報保護対策を講した後、典型症例や

ビットフォールになる症例、教育的症例、難し

い症例を整理し、臨床、病理情報を付加して

画像をデジタル化し、教育・研究用レファレン

スデータベースとして公開するための検討を

進める。

がん医療の質を管理する方策として、コンサ

ルテーションを継続的に実施するための方策

を探り、依頼症例をデータベース化して登録・

公開する円滑な方法を検討する。

がん診療連携拠点病院等における緩和ケ

アの質の向上をめざし,緩和ケアの提供体制

について評価する方法についての検討を進

イ 国内未承認の医薬品・医療機器治験等臨床研究の推進     ~~~
O未承認の医薬品・医療機器等を用いて早期開発を実施する早期・探索臨床研究センターを設立し、先端医療科、臨床試験支援室、TR分野、免
疫療法開発分野、先端医療開発支援室などの整備を行った。

【早期開発治験】

165件 (中 央:89件 /東 :76桐

【国際共同治験】

185件(中 央:100件 /東 :85件 )

【医師主導治験】

23件 (中 央:12件 /東 :11件 )

I臨床研究実施件数及び治験の実施件数の合計数1

1,407件 (築地:844作 /柏 :559件 /EPOC:4件 )

・臨床研究(倫理審査委員会にて承8Bされた研究)実施件数 969件 (中 央:599件 /東 :366件 /EPOC“ 件)

・治験(医師主導治験・製造販売後臨床試験袷 む)実施件数 438件 (中 央:245件 /東 :193件 )

(2)均てん化に着日した研究

① がん医療の質的向上・均てん化のための研究開発の推進

ア カ`ん医療の質の管理の推進に資する研究の実施

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会で呼びかけ、全国のがん診療連携拠点病院180施設から20H年に診断された、口・

大腸・乳腺・肺・肝臓・前立腺癌・乳腺の症例の院内がん登録とリンク可能な形でDPC(EFデータ)を収集した

O昨年度開発・実施した、大腸がんにおけるがん診療体制調査について、結果に基づいて、項目の更新を行い、更新版について、再調査を実施し

た

Oがん医療の質を管理する方策として、コンサルテーションを継続的に実施するための方策を探り、依頼症例をデータベース化して登録・公開する
方策を検討し、がん診療画像レファレンスデータベースの内容充実を図つた (日 本語公開登録数計300例、VSによる病理アトラス公開やトレーニ

ング用コンテンツ公開は6件 )

○がん拠点病院の緩和ケア提供体制に関するPDCAサイクルの構築を目指した拠点病院同士によるピアレビュー方法の検討を進めた

0日 本版クィットライン(禁煙電話相談事業)のあり方についてクィットラインパネルの意見を参考に検討し、都道府県行政担当者ならびに、がん拠点
病院に対して、禁煙支援体制、特に、クィットラインの設置状況と問題点について調査した。現場のニーズに基づいて、クィットライン実施マニュアル
のドラフトを作成した

○がん専門病院におけるがん患者を対象とした禁煙支援体制の構築について、パイロット事業(禁煙外来の設置)を行い、クリニカルパス、治療薬
の選定、担当者の養成、入院中の支援、退院後の追跡、患者及び医療者双方への啓発方法などの問題点を抽出した
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

② 情報発信手法の開発

がんに対する正しい理解を促進し、患者・家

族に対する支援の質を向上させるため、医療

従事者及び患者。国民への啓発手法の研究

を推進する。

人材育成に関する研究の推進

全国のがん医療の均てん化の推進に資す

るよう、専「目的にがん医療に従事する者を育

成するための研修プログラムや、各地域でが

ん医療について指導的な役割を担う者を育

成していくための研修の方法について検討す

る。

② 情報発信手法の開発

ア がん医療の均てん化に資する医療者向け

情報の提供方法等の開発

医療者向け情報について、コンテンツの効

率的な収集・維持体制や提供方法に関する

研究を行う。

イ 患者 。国民等へのがん医療・がん研究に

対する理解を支援する方法の開発

患者・家族 。国民等に対して、がんの予防、

早期発見、診断、治療、がん研究に関する知

識や情報を集積してわかりやすく提供するこ

とに関する研究に取り組む。

める。

イ 人材育成に関する研究の推進

全国のがん医療の均てん化の推進に資す

るよう、専門的にがん医療に従事する者を効

果的に育成する研修のあり方を検討するとと

もに、研修効果を測定する評価尺度の開発を

進める。

② 情報発信手法の開発

ア がん医療の均てん化に資する医療者向け

情報の提供方法等の開発

日本癌治療学会、日本臨床腫瘍学会、日

本医療機能評価機構医療情報サービス

Mhas、 各種がん関連専門学会とがん診療ガ

イドラインの公開体制のあり方に関する検討を

行う。

イ 患者・国民等へのがん医療・がん研究に

対する理解を支援する方法の開発

がんと共生できる社会作りについての国民

的合意の形成に向けて、医療経済、社会保

障、生命倫理等の研究分野との連携を図り、

総合的なアプローチの手法開発について検

討する。

患者・家族・国民等に対して、がんの予防、

早期発見、診断、治療、がん研究に関する知

識や情報を集積してわかりやすく提供するこ

とに関する研究に取り組む。

がんの患者会の情報を収集し、患者会デー

タベースを構築するとともに、公開基準につい

て、検討する。

イ 人材育成に関する研究の推進

○全国で進められている「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会Jにおいて、一般的に実施されているプログラムに対して、がん専門医を

対象とした新規の研修プログラムを開発し、これまでに開発してきた研修効果を測定する評価方法を活用し、新規研修プログラムの有用性について

の検FIを進めた。

○がん相談支援センターの相談員研修会を各地域で継続的に実施するための検討素材として、相談事例 DVDを含む研修パッケージの作成を行
つた。

② 情報発信手法の開発

ア カSん医療の均てん化に資する医療者向け情報の提供方法等の開発

○がんの診療ガイドライン作成・公開に関連している日本癌治療学会、 日本医療機能評価機構医療情報サービス Mhds、 各種がん関連専門学会

メンパーによる検討会を実施し、がん診療ガイドラインの公開体制に関する意見交換を実施した。I平成25年 10月 9日 】

○研究班で作成した「リンパ浮腫 保存的治療基本パス」が、2014年版リンパ浮腫診療ガイドラインに掲載された。

○「がん専門相談員のためのWObサ イトJを作成し、基礎研修会ではカパーされていない各種がんの講義内容の動画配信を行った。

イ 患者。国民等へのがん医療・がん研究に対する理解を支援する方法の開発

○がん情報サービス(Wob)の アンケート調査およびがん情報サービスサポートセンター(電話相談窓口)に寄せられる情報を解析し、がん情報サー

ビス(W●b)上の情報の提示方法、誘導方法を検討し、改善すべき情報の検討を行つた。

○希少がんに関する情報提供方法について、がん登録部門とともに検討を開始した

O情報が届きにくい国民への効果的ながん情報普及啓発方法の検討の一環として、ラジオドラマ(音声)コ ンテンツの作成を行っキ。

○患者会の情報の収集について、現況報告をもとにがん診療連携拠点病院相談支援センターと連携のある患者会からの情報収集方法について

検討を開始した 今後、継続的かつ定期的に更新する患者会の基礎情報をデータベースとして作成する予定。

○がん情報や相談支援センターの活用状況の全国の実態を把握する方法について、評価方法の検討を開始。

○『がんと就労JQ&A改 定に向けた患者 50名・企業関係者5社調査を実施した。

○職種月1研修カリキュラム/教材4種 (産業医・産業看護職・治療医・相談支援員向け)を開発し、治療医を除く3種のカリキュラムのパイロット研修を5

回実施し、効果評価を行つた。

○治療医向け「がん患者就労支援マニュアル」コンテンツを作成。

○「病院関係者向け―働くがん患者支援における社労士等との連携マニュアル」の開発に向けて、社労士等を導入している医療機関 7ヵ所のヒアリ

ングを動 した。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

ウ がん予防及びがん検診の普及等に関する

研究の推進

科学的根拠に基づいたがん予防の推進に

資する研究を行う。

科学的根拠に基づいたがん検診の普及の

方法について検討するとともに、評価を行う。

ウ がん予防及びがん検診の普及等に関する

研究の推進

科学的根拠に基づいたがん検診ガイドライ

ンの作成方法及びその普及について検討し、

ガイドラインの作成とその定期的な屏価・更新

に向けた検討を行う。

自治体担当者や検診従事者へ情報提供や

支援を実施し、都道府県におけるがん検診の

質の均てんイとを検討する。

0小学生向け学習漫画として学研「がんのひみつJを作成し、全国すべての国公私立小学校 (姜母学校、聾学校を含む)23′ 500校、公立図書館
3,000館に寄贈した 25年度中に、自治体予算により101自 治体、約 4,000冊の増漏Jを行つた。

ウ がん予防及びがん検診の普及等に関する研究の推進

○研究班により策定した「日本人のためのがん予防法」については、がん情報サービスを通じての情報提供を行つているが、内容を最新に保つため

の改lrを実施した。

○大学生に対する禁煙・防煙普及のための研究として、研究班ウェプサイトとFac● bookを作成した。また、野菜摂取量。身体活動量増加については

中年期の独居男性に対して効果的な普及方法を検討した。小学生を対象にがんの正しい知破を普及するために、学研まんがでよくわかるシリーズ
「がんのひみつJを作成し、小学校図書館、市町村図書館へ寄贈した。

O科学的根拠に基づいたがん検診ガイドラインの作成方法及びその普及について検討し、ガイドラインの作成とその定期的な評価の更新に向けた

検討を行った
。国際標準に基づく、ガイドライン更新方法に関する情報を収集りし

・科学的根拠のレビューを担当する専門機関の確立に向け、胃がん検診ガイドラインでは文献レビューとガイドライン作成部Fり を分離し、胃がん検

診ガイドラインを作成した

○都道府県におけるがん検診精度管理の質の均てん化について検討した。
・都道府県がん検診指導者を対象とした全国研修会 (平成 26315開催)について、コンテンツを作成した
・昨年度の全国研修会の効果を、協議会の活動状況により評価、公表した。
・各都道府県の検診体制の晨題と対応策を分析した(平成26年 3月 )。

・がん検診指導者、行政担当者、がん検診従事者へのサポート体制の構築について検討を開始した。

○受診者に対し個別の情報提供(がん検診の不和l益に関する情報を含む)の、受診率に対する影響を検討した

○がん検診受診率向上に関して、普及のための以下の研究を行つた
。個別勧奨。再勧奨のためのリーフレット「5がんJ「乳がんJ「大腸がんJ「子宮頚がんJを作成した
・都道府県担当者向けワークショップ・市町村研修会を7回開催した
・自治体担当者向けに受診勧奨資材や情報提供を行う研究班ホームページを開段した。

・モデル都道府県・市町村を設定し、受診率向上のための介入を行った
。年度末の検診期間終了をもつて、モデル都道府県・市町村における受診率向上効果の評価を行つた

工 科学的根拠に基づく政策提言の実施に資する研究の推進

○がん対策の進捗管理指標を策定するために、分野別施策については、74名 の研究協力者を得て3回デルファイ法による検討と最終検討会を行

い、91指標 (44構造指標を含む)を策定した。また、全体目標については7つのフォーカスグループインタピューとアンケートによる検討を行い、19

指標案を策定した。

Oこれまでのがん対策における緩和ケアの効果について質的、量的に評価していくための研究を開始した

○都道府県レベルでのがん拠点病院のPDCAサイクルの構築のモデルとして、がん拠点病院の緩和ケア提供体制について相互訪間によるビアレ

ビュー方法の検討を開始りL
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

工 科学的根拠に基づく政策提言の実施に

資する研究の推進

科学的根拠に基づく政策提言の在り方、手

法について検討する。

工 科学的根拠に基づく政策提言の実施に

資する研究の推進

今後のがん対策に関して、科学的根拠に

基づく効果的な政策提言ができるよう検討を

進める。

たばこ政策への政策提言のための科学的

根拠の収集方法の開発と実施を行い、統合

化と可視化を進め、たばこ政策提言に資する

情報データベースをシステム構築する。政策

推進エンジンとしての、ライプストリーミング番

組の制作・配信については、さらに関係団体

との連携を強化し、全国の禁煙推進団体のネ

ットワークハプとしての機能を果たすよう努め

る。

○がん診療連携拠点病院に関する基礎的データを整理し、厚生労働省に提供し、新たながん診療連携拠点病院制度について検討していく際に活

用された。

○たばこ政策への政策提言のための科学的根拠を収集し、統合化と可視化を行うためのレポジトリのプロトタイプを作成し、たばこに関する3万件の

統計データを収載し、分析しれ

○たばこに関する科研費データベースにより、研究債域と研究主体のマッピングを行うとともに、たばこ産業からの研究助成に関するデータベースを

作成し、たばこ産業による科学研究への介入状況を明らかにした。

○新規たばこ製品に関する政策提言を日本学術会議として行うための、基礎情報の収集と統合を行つた。

OソーシャルメディアをはRした政策推進エンジンとしてのストリーミング番組配信を通じて、国と地方の行政担当者、NGO、 アカデミア、議員の連携

強イヒ方法を検討した。

06NC(ナショナルセンター)たばこ共同調査研究事業を開始し、重点領域として、予防、治療、提言について、各センターの専門領域を活かし、か

つ6NCと して新たな研究領域を開拓する合意を形成した。

○利益相反と企業連携に関するプレ調査として、研究者、学会・学術雑誌、研究機関を対象とした実態調査を行った
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えた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進】

(総合的な評定)

・国際共同研究(日 本、英国、米国、ドイツ、フランス、スペイン、オーストラリアの 7ヵ国が参カロ)におい

て、30種類のがんから7042例のがんグノムデータを収集し、総計約500万個(4,938,362個 )の体細胞

突然変具を用いて、各がん種においてどのような体細胞突然変異パターンの組み合わせがどの程度貢

献しているか、について解析を行つた。その結果、1)がんにおける体細胞変異のパターン抽出から、全

部で22種類のパターンを発見した。また、2)既知の発がん要因に加え、新たな要因としてAPOBEC遺

伝子群の異常によるものが認められた

今回の研究結果から、発がん要因の異なるさまざまながんにおける突然変曇パターンの分類が可能

になり,今 後発がん物質への暴露に関する疫学データや発がんモデル動物を活用することによって、そ

れぞれのがんにおける発がん要因を推定していくことが可能になると考えら妨 。本解析結果は、発がん

の分子機構の解明のみならず科学的エビデンスに基づくがん予防のための基礎的な知静基盤となるこ

とが期待される。本研究成果は、Nature誌 に発表された。

・がん登録推進法案について、厚生労働省がん対策・健康増進課及び参議院法制局との協議・意見交

換を継続的に実施し、法律の成立に寄与した。

・個別化がん医療を目指した新規肺腺がんバイオマーカーの早期臨床開発 免疫組織染色とFISH

(Fluoresconco h●■u HybHdレ a`On)を組み合わせることで、簡便にACTN4の遺伝子増幅を検出する方

法を考案し、2施設の独立した3ヨホート(Coho■613)合計 1201例 で、ACTN4の遺伝子増幅が病期 I

期の肺腺癌の再発予測パイオマーカーであることを検証した。

・従来より報告している膵がんの題瘍マーカーが、片方のペプチド鎖のC未よリアミノ酸1個が欠失したア

ポリポA2のヘテログイマーであることを突き止めた 多施設共同の臨床研究で1314例 の検体を解析し、

病期I期を含めてAUC IArea Undre CurvO値 09以上の精度で膵がんが検出できることを検証した

・遺伝性層瘍、あるいは若年性・家族性・多発重複がん症例など、強い遺伝素因の関与が疑われる症例

に対して、中央病院総合内科遺伝相談外来と連携して、研究所コア・ファシリティーにおいて臨床グノ

ム・遺伝子検査を提供して遺伝子型―表現型関連に関する知見を集積し、予防医療の基盤となる情報の

構築を継続した また、大学との共同研究により、家族性胃がんの生殖細胞系列の全エクソーム解析を

行い、遺伝子の機能等の情報に基づき、原因遺伝子の候補と考えられる遺伝子リストを得た。

・国内で増え続ける大腸癌罹患率の抑制に向け、将来性・患者受容性が期待できる検査法として「大腸

カプセル内視鏡Jを 日本で初めて導入し、多施設共同試験を完遂し、さらに3施設での治験が全て終了

した 薬事承認され、2014年 1月 に保険収載された。

・全国で進められているrがん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会メこおいて、一般的に実施さ

れているプログラムに対して、がん専門医を対象とした新規の研修プログラムを開発し、これまでに開発

してきた研修効果を測定する評価方法を活用し、新規研修プログラムの有用性についての検証を進め

た。

・希少がんに関する情報提供方法について、がん登録部門とともに、ワークショップを開催し検討を開始

した また、院内がん登録のデータから診療実績病院検索システムを開発し、相談支援センターで希少

がん患者の受診先案内を可能とした
。小学生向け学習漫画として学研「がんのひみつ」を作成し、全国すべての国公私立小学校 (養母学

校、■学校を含む)23,500校 、公立図書館 3,000館に寄贈した 25年度中に、自治体予算により101自

治体、約 4,000冊の増刷を行つた

・がん対策の進捗管理指標を策定するために、分野別施策については、74名 の研究協力者を得て3回

デルファイ法による検討と最終検討会を行い、91指標 (44構造指標を含む)を策定した。また、全体目標

については7つのフォーカスグループインタピューとアンケートによる検討を行い、19指標案を策定し

た。
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[数値目標]

【中期計画】

・中期目標の期間中に、センター全体として、

な成果をあげる。

10件 以上のがん対策の推進 に大きく貢献する頭著

①肺腺がんのグノム解析により、RET遺伝子融合の発生には複数の誤ったONA切嚇 機構が関わる

ことを見出した。また、ドライバーがん遺伝子変異陰性の肺腺がんにBRClクロマチンタンパク質欠損が

頻発することを見出した

②テロメラーゼの逆転写酵素であるTER「 のプロモーター領域の点突然変異がグリオーマにおいて最も

頻度の高い遺伝子異常であることを発見し、特に乏突起細胞腫と膠芽腫において発生機序とのかかわり

を示した。

③次世代がん研究戦略推進プロジェクト「悪性脳腫瘍克服のための新規治療標的及びパイオマーカー

の創出における頭査内胚細胞腫瘍の遺伝子解析Jにおいて、合計 198例の頭菫内と精巣胚細胞腫に対

し全エクソームシークエンスを中心とした網羅的遺伝子変異解析を行い、MAPK等シグナル伝達系の具

常が高頻度に見られることを発見した。

①RNA依 存性RNAポ リメラーゼがM期特異的に形成されることを見出し、M期特異的RNA依 存性RNA
ポリメラーゼが、がん幹細胞の機能維持に重要であることを見出した。また、RNA依存性 RNAポリメラー

ゼ阻害剤の候補物質を4種類同定した。

⑤がん抑all遺伝子のARFによる細胞の不死化の防御効果を解析し、ARFも p53と同様、ヒストンH2AX
レベルを抑制する制御に関わり、これによつてf41胞 を静止状態に誘導し、細胞を不死化から防御してい

ることを見出した。

⑥国際コンソーシアム研究、国際共同研究への参加を通して、6編の論文を学術誌に掲載し、特にアジ

ア人における乳がんリスクに関連する遺伝子多型の同定に貢献した

【中期計画】

平成21年度に比し、中期目標の期間中に、臨床研究実地件数(倫理委員会にて承認された研

究をいう。)及び治験(製造販売饉臨床― 含む、)の実施件数の合計数の5%以上の増加

・臨床研究及び治験の実施件数(合計数)は 1.308件であり、対21年度比56%増であり、中期計画目標

(対 21年度 5%以上増)を大きく上回つた。

[評価の視劇

・研究・開発を推進するため、企業、大学、学会等との連携を図つているか。

○企業との連携

・研究内容により、大手製薬企業、医療機器企業、中小企業、ベンチャー等と戦略的な連携を進めてい

る。外資系企業を含む大手製薬企業とは、臨床開発を進めるためのトランスレーショナルリサーチとし

て、病理検体を用いた共同研究が複数行なわれており、早期・探鵜 床研究と運動した研究が活発化し

ている。第一三共との創薬初期からの連携は、開発候補化合物が得られつつある。診断領域では、新た

にシスメックス社と連携契約を締結し、癌領域の体外診断薬の共同開発の連携を10月 28日 にプレス発

表した また島津製作所とは、質量分析計を基盤とした医薬品開発のトランスレーショナルツサーチの分

野で連携を進め、その成果として分子イメージング技術を導入した洵l薬研究システムの実用化につい

て、12月 18日 にプレスリリースを実施した。

○大学・研究機関との連携

・38の共同研究について、大学・公的研究機関と新規に契約した

・がん抑制遺伝子p53を標的とした新規抗がん剤の倉1製 :東京大学、東京理科大学

。白金製剤の薬理効果増強作用を目的とした医薬品の開発:理化学研究所

・血中循環がんfIB胞 の検出及び解析法の開発:産業技術総合研究所 等

・平成24年度から開始している当センターのレジデント・職員を対象とした新たな連携大学院制度の平

成25年度入学者数 慶應義塾大学 6名 (合計 13名 )、 順天堂大学 13名 (合計 36名 )となり、リサーチ

マインドを持っれ 臨床医の育成を進めた。

・上記にカロえ、東京医科歯科大学大学院の中に、国立がん研究センターが新たに講座を設置するという

新たな連携協力を平成 25年 4月 より開始した。
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・当該研究センターの研究者がコレスポンディング・オーサーである論文の被引用総数がどのよう

に推移しているか。

実績:○

研究成果については、関連学会において発表を行うと共に、論文として積極的に公表。平成25年 に発

行された国立がん研究センターの研究者が著者又は共著者である英文論文総数は、Web oFSdenceに

よる検索ベースで642件 (平成24年は601件)であり、これらの被引用総数は平成26年 7月 31日 時点

で 1,683件(引 用率26"。 また、642件のうち、掲載された雑誌のインパクトファクーが 15以 上の論文数

は18件。

・がんの原因解明に資する研究の推進に取り組んでいる力、 実績:○

・Mioapノ ックアウトマウスと大腸がんモデルマウスとの交配により、Mbapヘテロ欠失型の大腸がんモデ

ルマウスの作成に成功した このマウスは、Mbap正常型に比ぺ頭著な寿命の短縮を示した このことか

ら、Ml“pを介したp53によるミトコンドリアの健常な品質維持は大腸腟瘍の発生・進展を抑制する新しい

がん抑制機能である可能性が示された

・がん抑制遺伝子のARFによる細胞の不死化の防御効果を解析し、ARFも p53と 同様、ヒストンH2AX

レベルを抑制する制御に関わり、これによつて細胞を静止状態に誘導し、細胞を不死化から防御してい

ることを見出した

・がんの発生・進展のメカニズムに関する研究の推進に取り組んでいるか。 実績:○

・次世代がん研究戦略推進プロジェクト「悪性脳腫瘍克服のための新規治療標的及びパイオマーカーの

創出における頭査内胚細胞饉瘍の遺伝子解析」において、合計198例の頭査内と精巣胚細胞腫に対し

全エクソームシークエンスを中心とした綱羅的遺伝子変異解析を行い、MAPK等シグナル伝達系の異常

が高頻度に見られることを発見した。

・大腸がん転移抑制に働く小分子RNAの機能解析を目的に、機能スクリーニングにより以前同定したマ

イクロRNAの機能解析を行い、その下流ターゲットの一つがMAPK関連キナーゼである事、及びキナー

ゼ特異的な抑制化合物の投与により、大腸がん細胞の肝転移が抑制される事を示した

・がんの本態解明の研究の推進に取り組んでいるか。 実績:○

・がん研究開発費r支持療法の開発と標準化のための研究Jにより、platdet act市 athg Lctor(PAF)の

阻書薬が、モルヒネよりも強力かつ長時間にわたりがん性疼痛ならびに抗がん剤による神経障害性落痛

を抑制することを動物モデルで証明し、同薬物の国内、国際特許を申請、成立さ七し

・100例の膵がんにおける既知のacuonable遺伝子異常のスクリーニングを開始した また、ドライパーが

ん遺伝子変異陰性の肺腺がんにBRClクロマチンタンパク質欠損が頻発することを見出し、

BRM ATPaseが 合成致死治療標的であることを見出した

。がん登録の推進によるがんの実態把握に取り組んでいるか。 実績:O

・がんの罹患、転帰などの実態とその推移を把握するために、実施体制の標準イヒと連携体制を強力に推

進し、高レベルでの標準化 (40県での標準 DBS利用)、 精度向上(33県の精度基準達成)、 がん続計作

成のEp時性向上(全国値推計 1年繰り上げ)を達成した

・がん登録推進法案について、厚生労働省がん対策・健康増進課及び参議院法制局との協議・意見交

換を継続的に実施し、法律の成立に寄与した

・397拠点病院およびそれ以外の155都道府県推薦病院(準拠点病院)から2011年診断例について院

内がん登録全国集計データを約67万件 (うち、拠点病院約 58万件)を収集。施設別情報を含めた集計

報告書を作成。公表した
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・397拠点病院から2012年診断例について院内がん登録全国集計データを6,133,377万件収集した。

都道府県推薦病院(拠点に準ずる病院)236施設から152,746件のデータ収集を行った
。地域がん登録については、事業実施47都道府県中、37県 (20o9年症例)及び31県 (2010年症例)よ

り罹患データの提出(2009年 は総人日の 637%、 2010年は総人日の512%をカバー)を研究班が受

け、33県データ(総人日の561%カ バー)に基づく2009罹患数・率全国値推計及び30県データ(総人口

の50.1%カ バー)に基づく2010年罹患数・率を行つた。また、20o3-5年 生存率集計から、最新のがん患

者 5年有病数を推計し、その結果を報告書としてまとめ、全国の関係機関に配布した。

・がんの原 因究明に基づく予防法の研究開発 に取り組んでいる力、 実績:○

・国際的に発がん物質と評価されているヒ素について、日本人が食事から摂取するレベルにおいてリスク

と関連するかどうかを検討したところ、全がんにおいては関連が見られなかつたものの、喫煙男性の肺が

んのリスク上昇との関連を観察した。その他、肥満に関連する血中アディポネクチン濃度が高いほど肝が

んのリスクが上がることを示し、アディポネクチンは肺機能が低下すると上昇するために、肝がんのリスク

マーカーとなつている可能性などを示した
。国際コンソーシアム研究、国際共同研究への参カロを通して、6編の論文を学術誌に掲載し、特にアジア

人における乳がんリスクに関連する遺伝子多型の同定に貢献した。

・パイオバンク試料を用い、より規模を拡大して、アジア人に好発するECFR変異がんへの罹患リスクを

規定する遺伝子群に関する全グノム関連解析を行つた また、国際コンソーシアムILCCO,FLCCAに参

画し、アジア人肺腺がんリスクを規定する遺伝子座の探索研究を行つた。

・有効ながん予防法の研究開発 に取り組んでいるか。 実績:○

・エビデンスに基づいたがん予防法ガイドライン「日本人のためのがん予防法」について運動指針の改

rを踏まえて目標量の記述を改lrした このように、エビデンスや各種指針の更新を踏まえて「日本人の

ためのがん予防法Jを専門家により定期的に見直し、常に最新のガイドラインとして国民へ発信すること

を可能としている。また、webにおいて複数の生活習慣項目の入力により自己のがんリスクが算出される

システムについて、昨今のPC環境の変化を受けて従来のパソコン版にカロえてタブレット版を構築中で、

高 が簡易にがん予防を実践するためのツールとしての機能を担っている。2編のレビュー論文、3編の

プール解析論文が受理された。プーリング参カロコホートを現行の8コホートから拡充する予定であり、手

続きを開始した。その上でプール解析を推し進める。精度が良く、説得力とパワーを併せ持つ結果を創

出するための基盤として必須である。

・スナネズミモデルを用いてDNA脱メチル化剤によリピロリ菌誘発胃がんが抑制さ局 ことを示した。

。最先端技術等を応用した革新的な検診手法の研究開発に取り組んでいるか。 菊隣:○

・大腸がん検診の一環としてCT― cO10nography(CTC)の普及を図るため、CTCの検査法の検討を行つ

た。CTCの 単独コースに関して前処置法を変えることにより午前でも午後でも検査が受けられるようにし、

検診としてのCTCをルーチン化した。今年度は午前コース(総合含む)186件、午後コース(単独)131

件、合計 317件を実施した。

・乳房断層撮影装置(Tomosynthed3)の 有用性を検討する目的で、中央病院の手L腺外科との連携で乳

がん患者に検査を施行し、TomOsynthes■ における検査の最適化を行い、乳がん検診での実施に向け

ての基盤整備を行つた。

・肺がん CT検診においては、肺のすリガラス陰影を8年間に亘り経過観察し、すリガラス陰影の変化を

パターン分類した。これにより、CT検診で発見されたすリガラス陰影の治療方針を構築することが可能と

なった。
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・本態解明に基づく高度先駆的ながんの診断・治療法の基礎技術の開発研究に取り組んでいる

か 。

実績:○

.免疫組織染色とFISH(Fluorescence h stu Hybndza●on)を組み合わせることで、簡便にACTN4の遺

伝子増幅を検出する方法を考案し、2施設の独立した3コホート(Cohois 1 3)合計 1201例で、ACTN4

の遺伝子増幅が病期l期の肺腺痛の再発予測パイオマーカーであることを検肛した。特定の遺伝子

(ACTN4)に 異常がある肺がん患者は死亡する危険性が10倍以上高く、こうした患者に手術後に抗がん

剤治療をすれば再発を防げる可能性がある。

・発見が難しく、毎年 3万人が死亡する膵がんを血液検査で早期の内に見つける診断法を開発した。従

来より報告している膵がんの目瘍マーカーが、片方のペプチド鎖のC末よリアミノ酸1個が欠失したアポリ

ポA2のヘテロダイマーであることを突き止めた 多施設共同の臨床研究で1314例の検体を解析し、病

期 I期を含めてAUC IArea Untte Curvめ値 09以上の精度で膵がんが検出できることを検証した

・遺伝性層瘍、あるいは若年性・家族性・多発重複がん症例など、強い遺伝素因の関与が疑われる症例

に対して、中央病院総合内科遺伝相談外来と連携して、研究所ヨア・ファシリティーにおいて臨床グノ

ム・遺伝子検査を提供して遺伝子型―表現型関連に関する知見を集積し、予防医療の基盤となる情報の

構築を継続した また、大学との共同研究により、家族性胃がんの生殖細胞系列の全エクソーム解析を

行い、遺伝子の機能等の情報に基づき、原因遺伝子の候補と考えられる遺伝子リストを得た

・わが国における臨床試験の推進に資する研究の実施に取り組んでいるか。 実績:○

・多施設臨床試験支援センターでは、各種がんの標準治療を開発するための多施設共同臨床試験を管

理した
。平成26年 3月 現在、登録中36試験、追跡中31試験、準備中16試験の計83試験を管理

・平成 25年度の患者登録数は 2,590例で、昨年度の 3,030例の855%

。多施設臨床試験支援センターでは、規制要件、研究倫理、臨床研究方法綸の教育と普及、治療効果

や毒性の共通判定規準の作成と普及、有害事象報告システムや施設訪問監査による臨床試験の科学

性と倫理性を担保する体制構築の支援と普及、そのための方法論の研究を行つた

1)医師・CRC向 けのJCOG臨床試験セミナー入門編を実施した(JCOG内 72名 、JCOC外 18名 参

加)。 【平成25年 9月 】

2)研究事務局となる着手医師を対象にJCOG臨床試験セミナー中級編を実施した(101名 参カロ)【平成

25年 8月 】

3)適応外使用薬の適応拡大を目的とする先進医療 B制度下のJCOC試験2試験の準備を支援した

うち1試験(JCOGllll)は 9月 に患者登録を開始した。

4)JCOG、 WJOG、 JALSC、 JGOG、 JPLSG、 J―CRSUの 6つの臨床試験グループのデータセンターとの

間で、有害事象報告規準と報告書式のグループ横断的な共通ガイドライン案を作成した 続いて、施設

訪間監査の共通ガイドライン作成に着手した

。厚生労働省の医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬のアクセス充実対策事業を受話し、わが国

での拡大アクセスプログラム/コ ンパッショネートユースのモデル事業を厚生労働省審査管理課、製薬協

などの業界団体などと協議しながら開始した。

・有効ながん検診法の研究開発に取り組んでいるか。 実績:O

・がん検診の有効性評価の個別研究を行つた

1)大腸内視鏡検査による大腸がん検診のランダム化比較試験を推進し、累積リクルート数は6512人

となつた

2)胃 内視鏡検診の有効性評価のための無作為割付けなしの比較対照試験を推進しリクルートを行い

平成25年 9月 8日 まで1200人を登録した 次年度以降も引き続き、リクルートを行う予定である。

3)症例対照研究を完了し、胃内視鏡検診により胃がん死亡率が30%減少することを確認した
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・がん患者の療姜生活の質を尊重するがん医療の提供体制の整備に資する研究開発の推進に

取り組んでいるか。

実績 :○

・セカンドオピニオンの分析を踏まえつつ、がん患者の療養生活の質の向上を目指し、病院としての緩

和ケアの提供体制を評価していく方法を検討し、73個からなる評価項目案を作成した。

・回立高度専門研究センターによる東日本大震災からの医療の復興の資する研究において「被災地に

展開可能ながん在宅緩和医療システムの構築に関する研究Jに昨年度から継続して取り組ん亀

・東病院全入院患者を対象に、せん妄のリスク評価を実施し、ハイリスク患者に対しては予防的対応を含

めたせん妄対策をおこなうプログラムを開始した。

・外来化学療法を施行された患者の療姜を支援し、有害事象を減少させることを目的とした、「外来化学

療法ホット・ラインJを実施した 490症例が利用した。

・現に患者に提供されている外見ケアの情報とその質に関する全国調査や、医療者が提供する外見ケ

アプログラムの影響に関する臨床研究などを開始した

・外来に通院する患者家族に対して、在宅での療養を支援する予防的なコーディネーションプログラム

の実施可能性試験に取り組んだ。

・がんの原因。本態解明研究の基盤整備・構築と活用に取り組んでいるか。 実績:○

・当センター職員は、NC」 Nの倫理検討部会・中央研究倫理支援部門・情報インターフェース部会・検体

システム部会・情報データベース部会等に部会員等として参加し、NCBN事業に貢献した。特に平成 25

年度には、NCBN中 央データベース管理部門の検索可能なカタログデータベースを公開し、産学官の

研究者による試料利活用の促進を図つた。

・研究所コア・フアシリティーの一環として、平成25年度は動物実験支援機能の高度化を進めた 具体

的には肺がん・膵がん等の難治がんや、骨軟部腫瘍・脳腫瘍等の希少がんの xonogrartパネルの作製

と、遺伝子編集技術の応用による遺伝子改変マウス作製技術を導入。確立した。

・我が国を代表するパイオバンク・グノムヨホート事業における偶発的所見や研究結果の開示の問題、産

学官の研究者への試料・情報の分腋のあり方、パイオバンクの国際規格化の動きへの対応、包括的同

意のあり方などの EL割 について、NCBN、 パイオバンクジャバン(BBJ)、 東北メディカノリガバンクの関係

者による協議の場を、複数のプロジェクトの中で設けた。

・高度先駆的ながんの診断・治療など臨床開発の推進に取り組んでいる力ゝ 実績:○

。国内で増え続ける大腸癌罹患率の抑制に向け、将来性・患者受容性が期待できる検査法として・「大腸

カプセル内視鏡Jを 日本で初めて導入し、多施設共同試験を完遂し、さらに3施設での治験が全て終了

した。薬事承認され、2014年 1月 に保険収載された。

・島津製作所と共同で開発を進めているイメージング質量分析装置を用いて、抗がん剤 (未承認薬)の

標的腫瘍への到達度を評価する臨床試験を開始した。

・胃がんの術後再発を予知する臨床検査用高感度腹腔洗浄液ミニチップを企業と連携で完成し、PMDA
への薬事申請を行つた PMDAの指示により、申請書を改善後、再申請する運びとなつた。このチップで

陽性だつた例は、細胞診陽性例と同様に外科的切除では80%が再発するため、術前化学療法などの集

学的治療が必要である。また、審査腹腔鏡時の洗浄液を調べることによつて術前化学療法の効果をモニ

ターすることができる。本年は、2011年から集めたこれらの洗浄液にチップ解析を適用しに 日本での体

外診断薬の開発は極めて少なく、PMDAへの相談件数でも年に数件であり、DNAチップによるマルチマ

ーカーでの診断薬の開発はこれが最初である。



国立がん研究センター評価シート

・国内未承認の医薬品・医療機器治験等臨床研究の推進に取り組んでいるか。 実績:○

・未承認の医薬品・医療機器等を用いて早期開発を実施する早期・探索臨床研究センターを設立し、先

端医療科、臨床試験支援室、TR分野、免疫療法開発分野、先端医療開発支援室などの整備を行つ

た。

I早期開発治験1165件 (中 央:89件/東 :76件 )【国際共同治験】185件 (中 央:10o件 /東 :85件 )

【医師主導治験123件 (中 央:12件 /東 :11件 )

【臨床研究実施件数及び治験の実施件数の合計数】

1,407件 (築地:844件 /柏 :559件 /EPOC:4件 )

・臨床研究(倫理審査委員会にて承認された研究)実施件数 969件 (中央:599件 /東 :366件

/EPOC:4件 )

・治験(医師主導治験・製造販売後臨床試験希 む)実施件数 438件 (中 央:245件 /東 :193件 )

・がん医療の質の管理の推進に資する研究の推進に取りl■■でいるか。 実績:○

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会で呼びかけ、全国のがん診療連携拠点病

院 180施設から20H年に診断された、胃・大腸・乳腺・肺・肝臓・前立腺癌・乳腺の症例の院内がん登録

とリンク可能な形で DPC(EFデータ)を収集した

・がん医療の質を管理する方策として、コンサルテーションを継続的に実施するための方策を探り、依頼

症例をデータベース化して登録・公開する方策を検討し、がん診療画像レファレンスデータベースの内

容充実を図った (日 本語公開登録数計300例、VSによる病理アトラス公開やトレーニング用コンテンツ

公開は6件 )

・人材育成に関する研究の推進に取り組んでいる力、 実績:○

・全国で進められている「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会Jにおいて、一般的に実施さ

れているプログラムに対して、がん専門医を対象とした新規の研修プログラムを開発し、これまでに開発

してきた研修効果を測定する評価方法を活用し、新規研修プログラムの有用性について検証を進めた
。がん相談支援センターの相談員研修会を各地域で継続的に実施するための検討素材として、相談事

例 DVDを含む研修パッケージの作成を行つた

・がん医療の均てん化に資する医療者向け情報の提供方法等の開発に取り組んでいるか。 実績:○

・がんの診療ガイドライン作成・公開に関連している日本癌治療学会、 日本医療機能評価機構医療情

報サービス Mhds、 各種がん関連専門学会メンパーによる検討会を実施し、がん診療ガイドラインの公

開体制に関する意見交換を実施した。I平成25年 10月 9日 】
。「がん専門相談員のためのWobサイトJを作成し、基礎研修会ではカパーされていない各種がんの睛

義内容の動画配信を行つた。

・患者・国民等へのがん医療・がん研究に対する理解を支援する方法の開発に取り組んでいる

か 。

実績:○

・希少がんに関する情報提供方法について、がん登録部門とともにワークショップを開催し検討を開始し

た また、院内がん登録のデータから診療実績病院検索システムを開発し、相談支援センターで希少が

ん患者の受診先案内を可能とした

。小学生向け学習浸画として学研「がんのひみつ」を作成し、全国すべての国公私立小学校 (姜母学

校、聾学校を含む)23,500校 、公立図書館 3,000館に寄贈した 25年度中に、自治体予算により101自

治体、約 4,000冊の増刷を行つた
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・がん予防及びがん検診の普及などに関する研究の推進に取り組んでいるか。 実績:○

・大学生に対する禁煙・防煙普及のための研究として、研究班ウェプサイトとFacobookを 作成した。ま

た、野菜摂取量・身体活動量増加については中年期の独居男性に対して効果的な普及方法を検討し

た 小学生を対象にがんの正しい知識を普及するために、学研まんがでよくわかるシリーズ「がんのひみ

つ」を作成し、小学校図書館、市町村図書館へ寄贈した。

・がん検診受診率向上に関して、普及のための以下の研究を行った。

1)個別勧奨・再勧奨のためのリーフレット「5がん」「乳がん」「大腸がん」「子宮頭がん」を作成した。

2)都道府県担当者向けワークショップ・市町村研修会を7回開催した

3)自 治体担当者向けに受診勧奨資材や情報提供を行う研究班ホームページを開設した

4)モデル都道府県・市町村を設定し、受診率向上のための介入を行った。

5)年度末の検診期間終了をもつて、モデル都道府県・市町村における受診率向上効果の評価を行っ

た。

・科学的根拠に基づく政策提言の実施に資する研究の推進に取り組んでいる力、 実績:○

・がん対策の進捗管理指標を策定するために、分野別施策については、74名 の研究協力者を得て3回

デルファイ法による検討と最終検討会を行い、91指標 (44構造指標を含む)を策定しれ また、全体目標

については7つのフォーカスグループインタビューとアンケートによる検討を行い、19指標案を策定し

た
。たばこ政策への政策提言のための科学的根拠を収集し、統合化と可視化を行うためのレポジトリのプロ

トタイプを作成し、たばこに関する3万件の統計データを収載し、分析した。

・ソーシャルメディアを活用した政策推進エンジンとしてのストリーミング番組配信を通じて、国と地方の行

政担当者、NGO、 アカデミア、議員の連携強化方法を検討した
。6NC(ナショナルセンター)たばこ共同調査研究事業を開始し、重点領域として、予防、治療、提言につ

いて、各センターの専門領域を活かし、かつ6NCと して新たな研究領域を開拓する合意を形成した。

・利益相反と企業連携に関するプレ調査として、研究者、学会・学術雑誌、研究機関を対象とした実態調

査を行つた
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

2医 療の提供に関する事項

我が国におけるがんに対する中核的な医

療機関として、がん対策推進基本計画に掲げ

られた、「がんによる死亡者の減少J及び「す

べてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減

並びに療姜生活の質の維持向上Jと いう目標

を達成するため、国内外の知見を集約し、高

度先駆的医療の提供を行うこと。

また、がんに対する医療の標準化を推進す

るため、最新の科学的根拠に基づいた医療

の提供を行うこと。

2.医療の提供に関する事項

がん征圧のための中核機関として、科学と

信頼に基づいた最良のがん医療を推進して

いくことにより、がん対策基本法の基本理念と

して掲げられた「科学的知見に基づく適切な

がんに係る医療の提供J及 び「がん患者本人

の意向を十分尊重してがんの治療方法等が

選択される体制整備」の実現を図るとともに、

がん対策推進基本計画の全体目標として定

められた「がんによる死亡者の減少」及び「す
べてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減

並びに療養生活の質の維持向上Jの達成に

貢献する。

臨床研究による研究開発に取り組む上で

も、患者の安全を最優先にした医療の提供を

行う。医療の提供に当たつては、最新の知見

に基づいた標準的がん医療を実践するととも

に、がん医療を行う医療機関等と連携し、が

ん患者の意向及び利便性に配慮した適切か

つ良質な医療が提供できる体制を構築する。

また、人材の育成と情報の発信にも資する

開発的な医療と最新の標準的な医療を提供

できる診療体制を整える。

(1)高 度先駆的な医療、標準化に資する医療

の提供

① 高度先駆的医療の提供

我が国のがん医療を主導する医療機関とし

て、高度先駆的医療を率先して導入し、他の

がん専門病院と連携して、医師主導治験や高

度医療評価制度の臨床試験により評価すると

ともに、高度先駆的医療の標準化が見込める

場合は、国内主要研究施設と連携して、臨床

試験により評価し、普及を図る。

開発的な医療を安定した状態で提供するた

めの診療体制を整備する。特に、全身状態が

低下した患者に対する治療の安全性を向上

させるため、総合内科や集中治療の体制を強

化するとともに、地域の総合病院とも連携し

て、高度先駆的医療の提供を行う。

2医 療の提供に関する事項

(1)高 度先駆的な医療、標準化に資する医療

の提供

①高度先駆的医療の提供

我が国のがん医療を主導する医療機関とし

て、高度先駆的医療を率先して導入し、他の

がん専門病院と連携して、医師主導治験や先

進医療 Bの臨床試験により評価するとともに、

高度先駆的医療の標準化が見込める場合

は、国内主要研究施設と連携して、臨床試験

により評価し、普及を図る。

開発的な医療を安定した状態で提供するた

めの診療体制を整備する。特に、全身状懲が

低下した患者に対する治療の安全性を向上

させるため、総合内科や集中治療の体制を強

化するとともに、地域の総合病院とも連携し

て、高度先駆的医療の提供を行う。

病院と研究所の連携により、腫瘍組織や非

がん部組織、体液等のグノム・プロテオーム等

の解析による治療の個別化を図り、最適な医

療を提供するための臨床研究を推進する。

国内主要研究施設と連携し、新規医薬品・

医療機器の医師主導治験及び先進医療 Bの

臨床試験を展開し、最先端の医療を提供する

とともに、先進的な医療機器を使用できる環

境を整える。

2医 療の提供に関する事項

(1)高 度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供

①高度先駆的医療の提供

ア 高度先駆的医療の提供

○国立がん研究センターのみで受けられる高度先駆的な治療として、以下の治療を実施した。

眼踵瘍科・放射線治療科 ・眼内腫瘍に対するルテニウム小線源治療

眼腫瘍科   ・網膜芽細胞踵瘍に対する選択的眼動脈注入

頭頚部内科・放射線治療科  ・鼻腔がんに対する導入化学療法→化学療法同時併用する陽子線療法

顕顕部外科・食道外科 ・頭顕部がんと胸部食道がんの同時切除

頭頸部外科  ・化学放射線治療後局所再糖症例に対する外科治療

形成外科   ・悪性腫瘍切除後Jの難治性療孔(尿道直腸疫、直腸腱療、食道皮膚疫など)に対する再建術
・放射線骨壊死に対する再建術

乳腺外科   ・化学療法後局所進行乳癌に対するセンチネルリンパ節生検

大腸外科   ・局所高度進行がんに対する集学的治療(放射線治療と化学療法を併用したn00adⅢvant治療)

・直腸がん局所再発に対する●ooa中lVant治療と拡大根治切除手術

・従来人工肛門となつていた肛門管にか力%直腸がんに対するneoadルvant治療と肛門温存手術
・高解像度 MRl所見に基づく根治性とQOL機能温存を両立させる直腸がん手術
・骨盤内悪性腫嶽 原発・再発)に対する根治性とQOLの両立を目指した機能温存再建手術・治療、

特に骨盤内蔵全摘(TPDを回避し得る手術

・クリップや針状針子を用いた傷が残らない腹腔鏡下肛門温存手術

食道外科   ・食道粘膜下腫瘍に対する胸腔鏡と内視鏡を併用したハイプリッド切除術

胃外科    ・通常胃全摘となる症例に対する噴門側胃切除 (自 律神経温存・空腸間置)

・早期目がんに対する腹腔鏡下幽門保存胃切除(幽門下動静脈温存・自律神経温存)

・微小腹膜転移を有する高度進行日がんに対する術前補助化学療法
・局所高度進行胃がんに対する術前補助化学療法と傍大動脈リンパ飾郭清

内視鏡科・消化管内視鏡科 ・食道がん治療後難治性良性狭窄に対する生分解性ステント留置術

内視鏡科   ・麻酔科管理下による治療困難早期がんに対する粘膜下層剥離術(ESD)

消化管内視鏡科 ・食道がんに対するフォトフリンを用いた光線力学的療法

骨軟部腫瘍科・リハビリテーション科  ・骨軟部腫瘍に対するMR/CT画像装置を利用した画像支援手術

血液腫瘍科  ・縦隔原発ぴ唆ん性大細胞型 B FIB胞リンパ腫に対する強力化学療法(卜coDO冷 M/R― IVAC療湖

小児踵瘍科  ・神経芽腫に対するエビジェネティック治療

総合内科・歯科・がん救急科・網膜芽細胞腫の遺伝子診断

放射線治療科 ・限局性前立腺がんに対する陽子線治療の寡分割照射

○先進医療への取り組み

中央病院

・網膜芽細胞腫の遺伝子診断

・パクリタキセル静脈内投与、カルボプラチン静脈内投与及びベパシズマプ静脈内投与の併用療法

(これらを三週間に一回投与するものに限る)による維持療法再発卵巣がん、卵管がんまたは原発性腹膜がん

・術後のホルモン療法及び S■ 内服投与の併用療法 原発性乳がん

(エストログン受容体が陽性であって、HER2カ S陰性のものに限る)

・乳がんラジオ波焼灼療法
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

病院と研究所の運携により、腫題組織や非

がん部組織、体液等のグノム・プロテオーム等

の解析による治療の個別イヒを図り、最適な医

療を提供するための臨床研究を推進する。

国内主要研究施設と連携し、新規医薬品・

医療絆 の医師主導治験及び高度医療評価

制度での臨床試験を展開し、最先端の医療

を提供するとともに、先進的な医療機器を使

用できる環境を整える。

・食週がんの根治的治療がなされた後の良性食道狭窄に対する生分解性ステント留置術                     ~
・成人T細胞自血病・リンパ腫に対するインターフェロンα/ジドプジン併用療法

東病院

・脳腫瘍(原発性のみ)、 頭蓋底腫瘍(脊索腫・軟骨肉腫など)、 頭頭部腫瘍、肺がん、肝細胞がん、転移性肝がん

(単発で他の部位に転移がないもの)、 骨軟部内腫、前立腺がんなどを適応対象とした陽子線治療

・原発性乳がんに対する術後のホルモン療法及びSl内服投与の併用療法、原発性乳がん

(エストログン受容体が陽性であって、HER2が 陰性のものに限る。)

・肺がんに対するペメトレキセド静脈内投与およびシスプラチン静脈内投与の併用療法、

肺がん(扁平上皮肺がんおよび小細胞IIIがんを除き、病理学的見地から完全に切除されたと判断されるものに限る)

・食道がんの根治的治療がなされた後の難治性の良性食道狭窄に対する生分解性ステント留置術

・早期乳がんに対する、経皮的乳がんラジオ波焼灼療法 早期乳がん(長径が1 5cln以 下のものに限る。)

・成人T細胞自血病リンパ腫に対する、インターフェロンα皮下投与及びジドブジン経口投与の併用療法

成人T細胞自血病リンパ腫(症状を有するくすぶり型又は予後不良因子を有さない慢性型のものに限る。)

イ 開発的な医療を安定した状態で提供するための診療体制の整備

○早期・探索臨床研究センターを正式セグメントとして設立し、臓器横断的 Phase lチ ームである先端医療科を東病院・中央病院それぞれに設置し

た。また、両キャンパスの先端医療科の連携を進め、治験の共同受託、合同カンファレンスなどを進めた。

○ 開発的医療の基盤となる診療体制として,引き続き多角的な患者ケアを可能とする診療環境の整備を充実させる 具体的には,併存疾患(糖尿

病,腎不全,循環器疾患等)をもつ患者,重症イヒした患者に対応できる集学的診療体制の構築に努力する。

ウ 治療の個別化

○非小細胞肺がんの遺伝子プロファイルに関する大規模スクリー‐ングの体制を整備し、消化管がん、胆道がんなどでも体制整備を開始した。

○柏キャンパスにおいて、次世代シークエンサーなどを用いた遺伝子プロファイルを明らかにする遺伝子解析研究を継続して実施し、築地キャンパ

スでも新たに開始した

O個別同意に基づくパイオバンク試料等を用いた遺伝子変異検査(dhにd sequendng)を行い、分子標的薬を用いたがん個別化治療を行うための

おasわ‖ty studyを開始した

ORET融合肺がんに関する全国スクリーニングを行い、約400例の肺がん患者の遺伝子スクリーニングを行い陽性例に対して、RET阻害薬の治療

を開始した。

○新たに同定した胆道がんにおけるFGFR2融 合遺伝子を対象としたFGFR阻害剤臨床試験に向けて、多施設共同研究による融合遺伝子陽性症

例スクリーニングのための基盤構築を進めた。

○がん研究開発費「遺伝子変異等の情報を活用した個別化医療開発のための基盤構築Jにより、EPOCにおける生検等微小試料を用いたdhicJ

sequendng体制の構築、稼働の支援を行った。また、既採取試料の解析を開始した。

○ターゲットシークエンスを用いたがん組織の体細胞遺伝子変異プロファイルを明らかにすることで、個別化された分子標的治療確立を目指す遺伝

子解析研究(ABC study)を 開始した。
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中期 日標 中期計画 25年度 。年度計画 25年度の業務の実績

②医療の標準化を推進するための、最新の

科学的根拠に基づいた医療の提供

最新の科学的根拠に基づいた医療を安定

した状態で提供するための診療体制を整え、

稀少がん及び難治がんを含めた各種がんの

標準的治療の実践に取り組む。

②医療の標準化を推進するための、最新の

科学的根拠に基づいた医療の提供

最新の科学的根拠に基づいた医療を安定

した状態で提供するための診療体制の整備

を進める。標準医療、開発的医療の位置づけ

を整理するとともに、診療科ごとの診療方針等

を記載したEBMに基づく診療マニュアルの整

備・改訂を検討する。

標準イヒを進めるに当たつては、資源的制約

を踏まえ、良質の医療を広く普及し、継続的

に供給するための適切ながん医療のあり方に

ついて検討する。

○「高齢者膠芽腫に対するMCMTメチル化を指標とした個別化治療多施設共同第Ⅱ相試験(ECGTRIAD」 において、術後迅速MCMTメチル化検

査を行うセンターとして参加した。

○治療前食道がん患者生検のトランスクリプトームデータから、化学放射線療法後の予後を予測する分子プロファイルを同定するとともに、非感受

性サプタイプに個別化された創薬標的候補を見出した。

○胃がんの術後再発を予知する臨床検査用高感度腹腔洗浄液ミ‐チップを企業と連携で完成し、PMDAへの薬事申請を行つた。このチップで陽
性だった例は、細胞診陽性例と同様に外科的切除では 80%が 再発するため、術前化学療法などの集学的治療が必要であると考えられ、治療の個

月1化の指標となる。また、審査腹腔鏡時の洗浄液を調べることによつて術前化学療法の効果をモニターすることができる。本年は、2011年から集め

たこれらの洗浄液にチップ解析を適用した

○骨肉腫の術前化学療法の奏効性を予測するパイオマーカーの実用化のための共同研究を民間企業と開始した。

O消化管間質腫瘍の術後再発を予測するパイオマーカーの検証実験を推進した

○ドライパーがん遺伝子変異陰性の肺腺がんにBRGlク ロマチンタンパク質欠損が頻発することを見出し、BRM ATPas● が合成致死治療標的であ

ることを見出した 個別化治療開発を目指し、製薬企業との特異的阻書剤のスクリーニングに着手した

OグリオーマにおいてTERTプロモーター点突然変異により発現克進したTERTを標的とした個別化治療の開発を開始した。

○中央病院遺伝相談外来における遺伝学的検査の一部を先進医療等として実施し、個人の遺伝的リスクに個別化されたサーベイランス等の早期

診断の実施、術式選択や synthetに bth」tyを誘導する化学療法の臨床試験へのlla介 など、遺伝性腫瘍の個月1化治療推進に貢献した

工 国内主要研究施設と連携した医師主導治験及び高度医療評価制度での臨床試験の展開

○国内主要施設との共同で、先進医療制度(先進医療 B)(1日 高度医療評価制度)を利用する臨床試験及び医師主導治験の実施又は実施準備を

進めれ

【医師主導治験】

23薇中央:12件 /東 :11件 )

②医療の標準化を推進するための、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供

ア 標準的な診療方針の成文化等による標準的治療の実践

○国立がん研究センター中央病院における診療は,各学会で既に示されている診療ガイドラインに準拠した標準治療を行っており,それらは基本

的にEBM(根拠に基づく医療)ベースである 当院は,これらガイドライン創出のためのエビデンス作りを臨床試験を通しておこない,またガイドライ

ン策定そのものに深く関与することで,EBMに基づくがん医療を実践している。
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評価の視点    |

【評価項目4高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供】

自己評定

(総合的な評定)

・国立がん研究センターのみで受けられる高度先駆的な治療として、眼内腫瘍に対するルテニウム小線

源治療をはじめとした26種類の治療を提供しブLまた、先進医療として、早期乳がんに対する、経皮的

乳がんラジオ波焼灼療法をはじめとした、9種類の治療を提供した。

・平成25年 1月 に開始した遺伝子ネットワーク(LC―SCRUM J8pan)に より、病院・早期・探索臨床研究セ

ンター・研究所が連携してRET融合肺がんに関する全国スクリーニングを行い、約 670腱の登録を行つ

た 陽性例に対し、世界に先駆けて新規分子標的治療薬の第■相臨床試験(医師主導治験)を開始し

た。また、胆道がん、大腸がんにおいてもスクリーニングのための全国ネットワークを同様に構築し、治験

の早期実現を目指している。

・平成25年 1月 に開始した遺伝子診断ネットワーク(LC SCRUM― Japan)に より、病院、早期・探索臨床

研究センター、研究所が連携して国立がん研究センターで発見されたRET融合肺がんに関する全国ス

クリーニングを行い、約670例の登録を行つた。陽性例に対し、世界に先駆けて新規分子標的治療薬の

第コ相臨床試験 (医師主導治験)を開始した。

評 定 |    |

[評価の視点]

・開発的な医療を安定した状想で提供するための診療体制を整備している力、

実績:○

・早期・探索臨床研究センターを正式セグメントとして設立し、臓器横断的Phase Iチームである先端医療

科を東病院・中央病院それぞれに設置した。また、両キャンパスの先端医療科の連携を進め、治験の共

同受託、合同カンファレンスなどを進めた
。開発的医療の基盤となる診療体制として,引き続き多角的な患者ケアを可能とする診療環境の整備を

充実させる 具体的には,併存疾患(精尿病,腎不全,循環器疾患等)をもつ患者,重症化した患者に

対応できる集学的診療体制の構築に努力する。

・病院と研究所の連携により、グノム・プロテオームなどの解析による治療の個別化を図るととも

に、最適な医療を提供しているか。

実績:〇

・がん研究開発費「遺伝子変具等の情報を活用した個別化医療開発のための基盤構築Jにより、EPOC

における生検等微小試料を用いた dinicd sOquendng体 制の構築、稼働の支援を行つた。また、既採取

試料の解析を開始した

・胃がんの術後再発を予知する臨床検査用高感度腹腔洗浄液ミニチップを企業と連携で完成し、PMDA
への薬事申請を行つた このチップで陽性だつた例は、細胞診陽性例と同様に外科的切除では 80%が

再発するため、術前化学療法などの集学的治療が必要であると考えられ、治療の個別化の指標となる。

また、審査腹腔鏡時の洗浄液を調べることによつて術前化学療法の効果をモニターすることができる。本

年は、2011年から集めたこれらの洗浄液にチップ解析を適用した。

・グリオーマにおいてTERTプロモーター点突然変異により発現先進したTERTを標的とした個別化治療

の開発を開始した。

・基本的に手術例のがん関連遺伝子の塩基配列決定を「先進医療コンソーシアム(仮称)Jを組織

することにより行い、将来のグノム解析に基づくがん医療の実現の基盤を創つているか。

実績:○

・個別同意に基づくバイオバンク試料等を用いた遺伝子変異検査(dinにJ soquondng)を行い、分子標

的薬を用いたがん個別化治療を行うためのおaJЫ Hty studyを開始した。

・RET融合肺がんに関する全国スクリーニングを行い、約670例の肺がん患者の遺伝子スクリーニングを

行い陽性例に対して、RET阻害薬の治療を開始した。

・新たに同定した胆道がんにおけるFGFR2融 合遺伝子を対象としたFGFR阻害剤臨床試験に向けて、

多施設共同研究による融合遺伝子陽性症例スクリーニングのための基盤構築を進めた。
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・新規医薬品・医療機器の医師主導治験及び高度医療評価制度での臨床試験を展開し、最先

端の医療を提供しているか。

実績:○

・国内主要施設との共同で、先進医療制度(先進医療 B)(1日高度医療評価制度)を利用する臨床試験

及び医師主導治験の実施又は実施準備を進めた。

【医師主導治験】

23件 (中 央 :12件 /東 :110

。最新の科学的根拠に基づいた医療を安定した状態で提供するための診療体制を整え、各種が

んの標準的治療の実践に取り組んでいる力、

実績 :○

・国立がん研究センター中央病院における診療は,各学会で既に示されている診療ガイドラインに準拠

した標準治療を行つており,それらは基本的にEBM(根拠に基づく医療)ベースである。当院は,これら

ガイドライン創出のためのエビデンス作りを臨床試験を通しておこない,またガイドライン策定そのものに

深く関与することで,EBMに基づくがん医療を実践している。
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国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

患者・家族に必要な説明を行い、情報の共

有化に努めることにより、患者との信頼関係を

構築し、また、患者・家族が治療の選択、決定

を医療者とともに主体的に行うことができるよう

支援することに加え、チーム医療の推進、入

院時から地域ケアを見通した医療の提供、医

療安全管理体制の充実、客観的指標等を用

いた医療の質の評価等により、患者の視点に

立った良質かつ安心な医療の提供を行うこ

と。

緩和医療については、がん患者とその家族

が質の高い療菱生活を送ることができるよう、

治療の初期段階から緩和ケアを提供できる体

制を整備すること。

(2)患 者の視点に立った良質かつ安心な医

療の提供

①適切な治療選択の支援

患者。家族が適切な治療を医療者とともに主

体的に選択、決定できるよう、病態に応じた説

明文書の提供など正確でわかりやすい診療

情報の提供に努める。

また、患者自身のセカンドオピニオン外来受

診や家族による医療相談を円滑に進めるため

に、支援体制を整備する。

(2)患者の視点に立った良質かつ安心な医

療の提供

①適切な治療選択の支援

患者・家族が適切な治療を医療者とともに

主体的に選択、決定できるよう、説明文書など

の充実を図り、病態に応した正確で分かりや

すい最新の情報を提供するよう努めるととも

に、病院における診療実績の情報開示を進

める。

がん相談支援センターやがん相談対話外

来の活動を通じて、セカンドオピニオンを含め

た患者・家族の幅広い相談に対応する。

がん相談対話外来を含めたセカンドオピニ

オンの実施件数を2,400件以上とする。

(2)患者の視点に立った良質かつ安,さな医療の提供

①適切な治療選択の支援

ア 正確でわかりやすい診療情報の提供

○下記コメディカル外来を実施した。

築地キャンパス

・リンパ浮腫外来〈週1回)(200件 )

・ストマケア外来(平 日毎日)(1230件 )

・造血幹細胞移植後フォローアップ外来(週 4回 :月 ～木、9ЮO～ 13100)(378件 )

柏キャンパス

・手術準備外来(平 日毎日)(423件 )

・ストマ外来(平 日毎日)(1,075件 うち新患 165件 )

・薬剤師外来(平 日毎日)(3,834件 )

・外科の初診患者の持参薬確認(抗凝固薬のチェック)(平 日毎日)(3,131件 )

○下記の患者教室等を実施した。

築地キャンパス

・膵がん・胆道がん教室(定例週 1回)(38口 開催・のべ122人参カロ)

・乳がん術後ポディイメージ教室 (定例月1回→6月 から月2回)(16回開催。のべ83人参カロ)

・脳腫瘍家族テープル(定例月 1回)(8回開催・のべ23人参カロ)

・栄養教室(定例週1回)(49回開催・のべ73人参加)

・リマンマルーム(月 1回→H月 から乳がん術後ボディイメージ教室に合併)(7回開催・のべ2人参カロ)

・リンパ浮腫教室 (月 3回 )(37回開催・のべ 155人参カロ)

・抗がん剤治療教室(週 1回)(48回開催・のべ65人参カロ)

・よりみち相談室 (週 1回)(51回開催・のべ89人参カロ)

・術前オリエンテーション(週 5回)(215回 開催・のべ38人参カロ)

柏キャンパス

・膵がん教室(1回/2か月)(6回開催 のべ 51名 参加)

・リンパ浮腫教室(1回/月 )(12回開催 のべ 106名 参加)

・がん予防のための健康料理教室(3回 /年)(3回 開催 のぺ 121名 参カロ)

・柏の葉料理教室(2回/月 )(24回 開催 のべ 267名 参加)

○平成25年 4月 に、手術や抗がん剤、放射線などがんにかかわる外見の問題について、正しく、最新の治験を提供し、研究・教育・臨床を通じて患

者がいつもと同じ生活を送れるように支援するために「アピアランス支援センター」を開設した。

・コスメティックインフォメーション(定例月2回→7月 から定例週 2回)(89回開催・のべ387人参カロ)

・男性限定外見相談(7月 から定例月1回)(9回開催・のべ 16人参加)

・個別相談(新規161件・のべ476件 )

・自由相談時間(月 曜日～木曜日12時～13時 )(のべ651人来室対応)

○「がん患者さんの暮らしが広がるアイデア展 2013」 を平成25年 6月 29日 (土 )に開催 (一般参加者:550人 、協賛企業 9社 )

○がんの規をもつ子どものサポートグループCLIMB(全 6回シリーズ)を平成25年 7～8月 に開催(参カロ者 :6人 )。

○患者・家族へのサポートプログラム「がんを知つて歩む会」(4回シリーズ)



国立がん研究センター評価シート

中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

②患者参カロ型医療の推進

患者からの生の声・意見をプライパシーに配

慮しつつ、院内に掲示する。また、定期的な

患者満足度調査や日常的な患者・家族の意

見収集を行い、診療内容や業務の改善に活

用する。

②患者参加型医療の推進

患者・家族からの意見収集を継続して行

い、収集した意見を患者サービス向上委員会

で検討し、診療内容や業務の改善を図る。ま

た、患者からの生の声・意見をプライパシーに

配慮しつつ院内に掲示する。定期的な患者

満足度調査について、内容の充実を図る。

・第 51回セッション開催 :平成 25年 5～6月 (参加者:15人 )

・第 52回セッション開催 :平成25年 10～ 11月 (参加者 :19人 )

・平成 17年度以降の参加者 (修了者)対象「がんを知つて歩む会同窓会」開催 :平成25年 9月 24日 (参カロ者 :63人 )

○「がん患者のための国がん東病院レシピ」(平成25年 9月 発行)を出版。がん症状別料理レシビを紹介し全国に向け情報を発信した。

イ 診療実績の情報開示

○ 各診療科の診療実績はホームページ、年報、annuJ repo■ に開示し、必要に応じて適宜更新・改lrし 、再診の診療情報を提供した

ウ セカンドオピニオンを含めた患者・家族の幅広い相談への対応

○相談支援センターにおいて、がん患者やその家族が抱える疑間、不安や悩みを伺い、必要な支援を行い、対面及び電話による相談支援を実施
した。医療に直接かかわる相談以外にも、がん患者が抱える就労に関する問題や経済的な問題への支援などについて幅広く対応した

O中央病院相談支援センターでは、厚生労働嗜のモデル事業に基づき、東京都と連携し、ハローヮークの「就労支援ナどゲーター」とともに、新た
なモデル開発を目指したがん患者の就労支援に取り組みを開始した。

Oがん患者や家族の支援として、「膵がル・胆道がん教室J「乳がん術後ボディイメージ教菫」「脳腫瘍家族テープノ均「がんの親をもつ子どものサポ
ートグループCLIMBJを継続して開催した

Oがん患者や家族の支援体制の充実を目的に、東京都中央区譴 携し、ホームヘノ″ ―ヾ向けのワークショップを開催した。(「がん患者への食事の

支援J2013年 5月 25日 、22名 参カロ)

Oがん患者の家族や遺族の抱える精神心理的苦痛の軽減を目的とする専門外来である「家族ケア外来」にて、家族や遺族の支援に取り組ん札

【がん相談対話外来を含めたセカンドオピニオンの実施件数】(日 標 :2,400件以上)

3,165件 (中央:1,626件、東:1,539件 )

②患者参加型医療の推進

ア 患者からの意見収集と院内掲示

○診療に関する患者からの質望については,患者の声として収集し,これは患者サービス向上委員会でレビューを行つている 特に診療に関する

意見については,診療各科に内容を回覧し,改善点がないかどうかの検討を行つている 結果については,掲示板に掲載し,患者に理解をもとめて

いる

イ 患者満足度調査の内容の充実

○平成26年 3月 に平成25年度の患者満足度瞬査を行つた また、調査結果を従来より有用に活用するため、平成24年度に実施した調査の集計

結果について施設としての評価を加えたものを内部サーパーに掲載して職員への周知を図つた。



国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

oチーム医療の種運

緩和ケア・栄姜サポート・感染対策・外来化

学療法・褥療対策など専門的知識・技術を身

につけた多職種からなる医療チームによる医

療の支援活動を充実させる。他分野のチーム

設置 (周 術期管理)も検討する。

また、疾患毎に診断医・外科医・内科医を中

心として行つている診療方針の検討会(キャン

サー・トリートメント・ポード)については放射線

治療医や薬剤師・看護師など参カロ者の拡充

を図り、質の向上に努める。

④入院時から緩和ケアを見通した医療の提

供

患者のQOL向 上を図るため、入院診療か

ら外来診療への移行を進めるとともに、切れ

日なく適切な医療を提供できるよう、入院診療

と外来診療を統合的に管理できる診療体制を

構築する。

がん医療を行う医療機関等との連携促進を

図り、良好な継続医療の提供に努める。

具体的には、中期目標の期間中に、外来化

学療法実施数について年間 38,000件以上

(延べ数)に増加することを目指す。

また、院外を含めてより多くの相談支援を行

うために、「がん患者・家族総合支援センタ

ーJを本来業務と位置づけ強化するとともに、

今後―層重要となる患者会・遺族ケアに関す

る取組を一層強化する。

υテーム医療の確燿

緩和ケア・栄養サポート・感染対策・外来化

学療法・褥癒対策・周術期管理などの専門的

知識・技術を身につけた多職種からなる医療

チームによる医療の支援活動について、多職

種医療チームとそれに対応する委員会の連

携を強めて、多職種医療チームが円滑に活

動できる環境を整える。

疾患ごとの診療方針の検討会については、

画像及び病理診断医・外科医・内科医のほ

か、放射線治療医・薬剤師・看護師など多様

な職種の参加を得て、質の向上に努める。

栄養サポートチーム全体での目標症例数を

1,350件、カロ算件数を4700件以上とするなど

充実を図る。

口腔ケアについて日本歯科医師会と連携し

たシステムを構築し、充実を図る。

④入院時から緩和ケアを見通した医療の提

供

患者のQOL向 上を図るため、診療科単位

の組織の下で、入院診療から外来診療へ切

れ日なく適切な医療を提供できるようにする。

地域緩和ケア連携のための定期的カンファ

レンスの開催や入院中から在宅までを見据え

たクリ‐カルパスの作成により、がん医療を行

う医療機関等との連携促進を図るとともに、良

好な継続医療の提供に努める。

外部の医療機関のがん診療体制に関する

情報を収集・データベース化して他の医療機

関と共有し、医療連携を推進する。

これらの取り組みにより、外来化学療法実施

数(延ぺ数)を 39,000件以上とする。

oテーム医療の確運

ア 多職種の医療チームによる医療支援活動の充実と活動環境の整備

○緩和ケアチーム、栄養サポートチーム、感染症対策チーム、褥療対策チーム、外来化学療法チーム、周術期管理チームなど専門的知識・技術を

身に付けた多職種からなる医療チームによる医療の支援活動を実施した。

○緩和ケアチームの関わつた診療件数のうち、がん治療実施中から緩和ケアが開始された割合が、中央病院 62(569/914)%、 東病院 75

(564/752)%、 全体では68%と 、早期からの緩和ケアの実施が高い割合で維持されている。

【緩和ケアチームの症例数】(目 標:1,400件以上)

1,666件 (中央914件、東752件 )

【栄養サポートチームの活動実施件数】(目 標:症例数 1,350件以上、カロ算件数 4,700件以上)

症例数 1,358件 (中 央889件、東 469件)加算件数 5,103件 (中 央4316件、東 787件 )

イ 診療方針検討会への参カロ者の拡充と質の向上

○診療方針検討会についてはがん専門診療施設の特性を活かし、分野ごとに職種横断的な検討会を行うように再編成した結果、質の高い議論が

安定して行われるようになった

④入院時から緩和ケアを見通した医療の提供

ア 入院診療と外来診療を統合的に管理できる診療体制の構築

○東病院において、がんと診断された時からの患者・家族に対する適切な支援の提供を目的にサポーティプケアセンターを立ち上げる準備を行うと

ともに、看護部により試験的に肺がん患者への初診時からの支援を開始した。平成26年度に向けてサポーティプケア室の組織図、組織規程の作成

を行つた。

○ 外来部門で看護師によるllu看護の体制整備にかかる土台作りを行つた。

イ がん医療を行う医療機関等との連携促進

O外部医療機関に関するデータベースの情報を更新するとともに、外部向けの医療連携に関するホームページについても情報を更新し、地域の医

療機関との連携体制をよリー層推進した

○がん医療を行う地域の医療機関等との連携促進を図るため、在宅緩和ケア関連したカンファレンス等を開催した。

【中央 9回 (444名 )東 5回 (389名 )計 9回開催 計833名 が参加】

○地域連携の促進のための関係機関のメーリングリストを充実した。【中央 195名 、東 92名 、合計 287名 が参カロ】

○緩和ケアチームが介入した患者のうち、転院または在宅緩和ケアに移行時に、転院先または訪問診療を担当する医師に対して診療情報提供書

と電話による情報交換を行い、転院や在宅移行後も切れ日のない緩和ケアの提供に努めた。【53件 】

OICTによる情報共有システムを用いた地域連携モデルの実施可能性の検討に関する研究プロトコールを作成中である。研究倫理審査委員会承

認後、患者登録を開始し、50名 の患者登録を行った。
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国立がん研究センター評価シート

中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

⑤安全管理体制の充実

医療安全管理を統括、監督する体制を構

築し、医療事故の報告の有無に関わらず、定

期的に病院の各部門に対し安全管理に必要

な事項を調査するとともに対策を立案し、各

⑤安全管理体制の充実

医療安全管理を統括・監督する体制を充

実するために、具体的な行動パターン、分析

手順、マニュアル等を構築し、医療安全体制

の不備を是正する。また、インシデント及びア

ウ 外来化学療法

【外来化学療法実施数】(目 標:39,000件以上)

51,217件 (中 央病院:25,371件 東病院:25,846件 )

工 「がん患者・家族総合支援センターJの取り組み

○次年度より、当事業を柏市に移崚するため調整を行い、次年度より柏地域医療連携センターの業務の移饉を決定した 柏市とは業務に33する党

書を取り交わしれ 当センターは 2月 末に閉所した

【相談件数】698件 (2月 末でがん患者・家族総合支援センター閉所)

【各種患者・家族支援プログラム参加者】

・サポートグループ 計20回 のべ85名  ・柏の葉料理教室 計21回 のべ 237名  ・グリーフケア 計 11回 のべ 81名

・乳腺新茶話会 計5回 のべ 50名  ・健康料理教室 計2回 のべ72名  ・がん患者・家族サポートプログラム 計4回 76名

オ 患者会・遺族ケアに関する取組の強化

○がんの親をもつ子どものサポートグループCLIMB(全 6回シリー約 を平成25年 7～8月 に開催 (参加者 :6人 )。

○患者・家族へのサポートプログラム「がんを知つて歩む会J(4回シリーズ)

・第 51回セッション開催 :平成 25年 5～ 6月 (参カロ者 :15人 )

・第 52回セッション開催 :平成 25年 10～ 11月 (参加者 :19人)

。平成 17年度以降の参加者 (修 了者)対象「がんを知つて歩む会同窓会」開催 :平成 25年 9月 24日 (参加者 :63人 )

○家族のみ対象のサポート実施 :脳E瘍家族テープル(定例月 1回)(8回開催・のぺ 23人参加 )

○中央病院内の患者会との情報共有や意見交換を行う「患者会連絡会 Jを開催するとともに、病院の患者支援の活動を定期的にメールで患者会に

連絡する体制を整えた。

○がん患者の家族や遺族の抱える精神心理的苦痛の軽減を目的とする専門外来である「家族ケア外来Jにて、家族や遺族の支援に取り組ん鳳

○前年度に引き続き、「脳腫瘍家族テープルJ「がんの規をもつ子どものサポートグループ CLIMB」 を実施した。

○中央病院及び東病院で亡くなつた患者の慰霊祭を開催するとともに、割検に協力いただいた患者に対する感謝状の交付式を昨年に引き続き開

催した。

・中央病院【平成25年 10月 15日 中央プロッサム】 。東病院【平成25年 9月 26日 さわやかちば県民プラザ】

⑤安全管理体●lの充実

ア 医療安全管理を統括監督する体制の構築

〇医療安全管理を統括・監督する体備1を充実するために、具体的な行動パターン、分析手順、マニュアル等を構築し、医療安全体制の不備を是正

した。また、インシデント及びアクシデントの集計調査結果に基づき、効果的な業務改善を推進するとともに、その成果を検証することを通して、医療

安全に対する職員の認識を強化した。
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

部門に対して助言、働告、指導を行う。

医療安全管理担当は、関係法令、指針等に

則つて、各部門における医療安全に関わる管

理体制の編成、日常的な医療安全の管理業

務、医療事故等の発生時における初動対応

と危機管理等を続括する。

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評価

患者の視点に立った良質かつ安心な医療

の提供を行うため、センターで提供する医療

について、客観的指標等を用いた質の評価

を行う。

クシデントの集計調査結果に基づき、効果的

な業務改善を推進するとともに、その成果を

検証することを通して、医療安全に対する職

員の認識を強化する。

各部署の医療安全に関わる管理体制の編

成、日常的な医療安全の管理業務、医療事

故等の発生時における初動対応と危機管理

等について検証し、必要な改善を行う。

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評価

患者の視点に立つた良質かつ安心な医療

の提供を行うため、センターで提供する医療

について、客観的指標等を用いた質の評価

を行う。

ホ中央。東病院合同医療安全講習会3国開催(TV中 継)、 他に、中央病院は6回 。東病院は8回開催 ~
→ 必須受講条件である2回受講率:中央病院995%、 東病院 765%

イ 医療安全管理担当による医療安全管理業務の統括

○各部署の医療安全に関わる管理体制の編成、日常的な医療安全の管理業務、医療事故等の発生時における初動対応と危機管理等について

検lEし、必要な改善を行つた

【中央病院】

→改善事項について「平成 25年度インシデント事例集Jと して、全45事象をまとめ、職員へ周知した。

個々の事象について、事例・対策・マニュアル等の対策記載場所の項目でまとめた。

薬剤 14事象、ドレーンチュープ 6事象、検査・食事 8事象、

治療・手術・処置 6事象、転倒・転落 4事象、その他 7事象

今後も、年度毎の改善事項を「インシデント事例集Jとして作成し、職員へ周知する。

【東病院】

→前年度より、麻薬・向精神薬の管理体制について対応が不十分な点があったため、「麻薬運用マニュアルJを改訂し、内服麻薬自己管理の運用

手順も統一した。また、紛失時の対応フローチャートを作成したことにより、報告が迅速に行われ、捜索に多職種で協力して当たり、早期発見、

要因の解明・対策検討を行うことができている。

このような経緯から「平成25年度インシデントレポート事例集Jには、麻薬に関する報告を指示から実施に至る作業手順でまとめ院内で起きやす

い事象について注意喚起した

来年度は、中央病院のように周知事項の場所を明確にした事例集を作成したい。

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評価

ア 客観的指標等を用いた質の評価

○病院機能評価に向けて予備審査を行つた。【平成25年 9月 19日・20日 】

○病院機能評価を受診した 【中央病院 :平成26年 3月 10日・11日 東病院:平成26年 3月 13日・14日 】評価結果は以下の通り。

・中央病院 S評価:9項 目 A評価:70項 目 B評価 :8項 目

・東病院 S評価:7項 目 A評価:72項目 B評価 :7項 目

二次医療圏などの基幹的病院、もしくは二次医療圏を越えて専門的・高度な医療を提供する病院を主とする「一般病院 2Jで病院機能評価を受診

した82病院の中で、東病院は総合3位、中央病院は総合 6位であつた。

(評価と独自に数値化 (S評価:3点 、A評価:2点 、B評価:1点、C評価 :0点 )し、平均点数を算出した場合)
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評価の視点    |
【評価項目5患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供】

自己評定

(総合的な評定)

・平成25年 4月 に、手術や抗がん剤、放射線などがんにかかわる外見の問題について、正しく、最新の

治験を提供し、研究・教育・臨床を通じて患者がいつもと同じ生活を送れるように支援するために「アピア

ランス支援センターJを開設した
。「がん患者さんの暮らしが広がるアイデア展 2013」 を平成25年 6月 29日 (土 )に開催。 (一般参加者 :

550人、協賛企業9わ
。「がん患者のための国がん東病院レシピJ(平成25年 9月 発行)を出版。がん症状別料理レシピを紹介

し全国に向け情報を発信した

・がん患者や家族の支援体制の充実を目的に、東京都中央区と連携し、ホームヘルパー向けのワーク

ショップを開催した (「がん患者への食事の支援J2013年 5月 25日 、22名 参カロ)

・中央病院相談支援セ″ ―では、厚生労働嗜のモデル事業に基づき、東京都と連携し、ハローワーク

の「就労支援ナビゲーター」とともに、新たなモデル開発を目指したがん患者の就労支援に取り組みを開

始した

・診療に関する患者からの要望については,患者の声として収集し,これは患者サービス向上委員会で

レピューを行っている 特に診療に関する意見については,診療各科に内容を回覧し,改善点がないか

どうかの検討を行つている 結果については,掲示板に掲載し,患者に理解をもとめている。

・病院機能評価を受診した 【中央病院:平成26年 3月 10日・11日 東病院:平成26年 3月 13日・14

日】二次医療田等の基幹的病院、もしくは二次医療圏を越えて専門的・高度な医療を提供する病院を主

とする「一般病院 2Jの枠組みにおいて病院機能評価を受審した82病院のなかで、東病院は総合 3位、

中央病院は総合 6位となつた。

評価結果は以下の通り。

・中央病院 S評価:9項 目 A評価:70項目 B評価:8項 目

・東病院 S評価:7項目 A評価:72項目 B評価:7項目

評 定

【平成25年度計画】

がん相談対話外来を含めたセカンドオピニオンの実施件数について2,400件以上

。がん相談対話外来を含めたセカンドオピニオンの実施件数は3,165件となり、平成 25年度計画目標

(2,41111件 以上)を大きく上回り達成した

【平成25年度計画】

栄菱サポートチーム全体での目標症例数について1,350件以上、加算件数について4,7oo件 以

上

・栄姜サポートチーム全体での症例数は 1,358件、カロ算件数は5,103件となり、それぞれ平成25年度計

画目標 (症例数:1,350件以上、加算件数:4,700件以上)を上回つた

【中期計画】

中期目標の期間中に、外来化学療法実施数について年間 381000件 以上に増加

【平成25年度計画】

外来化学療法実施数について年間 39,000件 以上

・外来化学療法実施件数は 51,217件 (対 21年度 383%増 )となり、平成25年度計画目標(39,000件以

上)及び中期計画目標 (38,Ollll件 以上)を大きく上回り達成した。

[評価の視点]

・患者・家族が適切な治療を医療者とともに主体的に選択、決定できるよう、正確でわかりやすし

診療情報の提供に努めているか。

実績:○

・前年度に引き続き、膵がん・胆道がん教室等の患者教室やリンパ浮腫外来やストマケア外来等のコメ

ディカル外来を実施した

・手術や抗がん剤、放射線などがんにかかわる外見の問題について、正しく、最新の治験を提供し、研
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究・教育・臨床を通じて患者がいつもと同じ生活を送れるよう支援するために「アピアランス支援センタ

ーJを開設した。

・「がん患者さんの暮らしが広がるアイデア展 2013Jを 平成25年 6月 29日 (土 )に開催した (一般参カロ

者:550人 、協賛企業 9社 )

・「がん患者のための国がん東病院レシピJ(平成25年 9月 発行)を出版。がん症状別料理レシピを紹介

し全国に向け情報を発信した。

・セカンドオピニオン外来受診や家族による医療相談を円滑に進めるために、支援体制を整備し

ている力、

実績:○

・相談支援センターにおいて、がん患者やその家族が抱える疑間、不安や悩みを伺い、必要な支援を行

い、対面及び電話による相談支援を実施した。医療に直接かかわる相談以外にも、がん患者が抱える就

労に関する問題や経済的な問題への支援などについて幅広く対応した。

・がん患者や家族の支援体制の充実を目的に、東京都中央区と連携し、ホームヘルパー向けのワーク

ショップを開催した (「がん患者への食事の支援」2013年 5月 25日 、22名 参カロ)

・がん患者の家族や遺族の抱える精神心理的吉痛の軽減を目的とする専門外来である「家族ケア外来J

にて、家族や遺族の支援に取り組んだ。

・患者からの生の声・意見を院内に掲示するとともに、患者満足度調査や日常的な患者・家族の

意見収集を行い、診療内容や業務の改善に活用しているか。

実績:O
・診療に関する患者からの要望については,患者の声として収集し,これは患者サービス向上委員会で

レピューを行つている 特に診療に関する意見については,診療各科に内容を回覧し,改善点がないか

どうかの検討を行つている 結果については,掲示板に掲載し,患者に理解をもとめている。

・平成26年 3月 に平成25年度の患者満足度調査を行つた。また、調査結果を従来より有用に活用する

ため、平成24年度に実施した調査の集計結果について施設としての評価をカロえたものを内部サーパー

に掲載して職員への周知を図つた。

・専門的知識・技術を身につけた多職種からなる医療チームによる医療の支援活動を充実させる

とともに、他分野のチーム設置 (周 術期管理)も検討しているか。

実績:O

・緩和ケアチーム、栄菱サポートチーム、感染症対策チーム、褥着対策チーム、外来イヒ学療法チーム、

周術期管理チームなど専門的知餓・技術を身に付けた多職種からなる医療チームによる医療の支援活

動を実施した

・疾患毎に診断医・外科医・内科医を中心として行っている診療方針の検討会 (キャンサー・トリー

トメント・ポード)については放射線治療医や案剤師・看護師など参加者の拡充を図り、質の向上

に努めている力、

実績:○

・診療方針検討会についてはがん専門診療施設の特性を活かし、分野ごとに職種債断的な検討会を行

うように再編成した結果、質の高い議論が安定して行われるようになった

・患者のQOL向 上を図るため、切れ目なく適切な医療を提供できるよう、入院診療と外来診療を

統合的に管理できる診療体制を構築しているか。

実績:0

・外来部門で看護師による継続看護の体制整備にかかる土台作りを行つた。

・東病院において、がんと診断された時からの患者・家族に対する適切な支援の提供を目的にサポーテ

ィプケアセンターを立ち上げる準備を行うとともに、看護部により試験的に肺がん患者への初診時からの

支援を開始した 平成26年度に向けてサポーティプケア室の組織図、組織規程の作成を行つた。
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・がん医療を行う医療機関等との連携促進を図り、良好な継続医療の提供に努めているか。 実績iO
・がん医療を行う地域の医療機関等との連携促進を図るため、在宅緩和ケア関連したカンファレンス等を

開催した。【中央 9回 (444名)東 5回 (389名 )計 9回 開催 計833名 が参加】

・緩和ケアチームが介入した患者のうち、転院または在宅緩和ケアに移行時に、転院先または訪問診療

を担当する医師に対して診療情報提供書と電話による情報交換を行い、転院や在宅移行後も切れ目の

ない緩和ケアの提供に努めた 【53件 】

・より多くの相談支援を行うために、「がん患者・家族総合支援センター」を本来業務と位置づけ強

化するとともに、患者会・遺族ケアに関する取組を強化している力、

実績:○

・中央病院内の患者会との情報共有や意見交換を行う「患者会連絡会Jを開催するとともに、病院の患

者支援の活動を定期的:リールで患者会に連絡する体制を整えた

・がん患者の家族や遺族の抱える精神心理的苦痛の軽減を目的とする専門外来である「家族ケア外来J

にて、家族や遺族の支援に取り組んだ。また、前年度に引き続き、「脳腫瘍家族テープルJ「がんの親を

もつ子あ のサポートグループCLIMBJを 実施した

・中央病院及び東病院で亡くなつた患者の慰霊祭を開催するとともに、割検に協力いただいた患者に対

する感謝状の交付式を昨年に引き続き開催した。

・中央病院【平成25年 10月 15日 中央プロッサム】 。東病院:平成25年 9月 26日 さわやかちlf

県民プラザ】

・医療安全管理を統括、監督する体制を構築し、病院の各部門に対し安全管理に必要な事項を

調査するとともに対策を立案し、各部門に対して助言、勧告、指導を行つているか。

実績:○

・医療安全管理を統括・監督する体制を充実するために、具体的な行動パターン、分析手順、マニュア

ル等を構築し、医療安全体制の不備を是正した また、インシデント及びアクシデントの集計調査結果に

基づき、効果的な業務改善を推進するとともに、その成果を検証することを通じて、医療安全に対する職

員の認識を強化した。

・医療安全管理担当は、関係法令、指針等に則つて、各部門における医療安全に関わる管理体

制の編成、管理業務、医療事故等の発生時における初動対応と危機管理等を統括しているか。

実績:○

・各部署の医療安全に関わる管理体制の編成、日常的な医療安全の管理業務、医療事故等の発生時

における初動対応と危機管理等について検証し、必要な改善を行った

I中 央病院】改善事項について「平成 25年度インシデント事例集Jとして、全45事象をまとめ、職員へ周

知した

【東病院】「麻薬運用マニュアルJを改rし、内服麻薬自己管理の運用手恥 統一した。また、紛失時の

対応フローチャートを作成したことにより、報告が迅速に行われ、捜索に多職種で協力して当たり、早期

発見、要因の解明・対策検討を行うことができている。このような経緯から「平成25年度インシデントレポ

ート事例集」には、麻薬に関する報告を指示から実施に至る作業手順でまとめ院内で起きやすい事象に

ついて注意喚起した。

・患者の視点に立った良覺かつ安心な医療の提供を行うため、センターで提供する医療につい

て、客観的指標等を用いた質の評価を行つている力、

実績:○

・病院機能評価を受診した 二次医療圏等の基幹的病院、もしくは二次医療圏を越えて専門的・高度な

医療を提供する病院を主とする「一般病院 2Jの枠組みにおいて病院機能評価を受審した82病院のな

かで、東病院は総合3位、中央病院は総合 6位となった

中央病院 S評価 :9項 目 A評価 :70項 目 B評価:8項 目

東病院 S評価:7項 目 A評価:72項目 B評価:7項目
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中期 目標 中期計画 25年度。年度計画 25年度の業務の実績

(3)その他医療政策の一環として、センター

で実施すべき医療の提供

①がん患者に対する緩和医療の提供と療養

生活の質の向上

がん患者とその家族が質の高い療姜生活を

送ることができるよう、がん患者が必要とする

緩和医療や精神心理的″ を幅広く提供で

きるよう治療初期からの介入を目指す。これを

実践するために、多職種による緩和ケアチー

ムを強化し、中期目標の期間中に、緩和ケア

チームの関わる症例数について年間 1,500件

以上に増加することを目指す。

また、外部の医療機関などとの共同診療体

制の構築に努めるとともに、相談支援センタ

ーの充実を図る。

(3)その他医療政策の一環として、センター

で実施すべき医療の提供

①がん患者に対する緩和医療の提供と療養

生活の質の向上

がん患者とその家族が質の高い療菱生活

を送ることができるよう、がん自体による苦痛

や治療に伴う苦痛の緩和、治療初期からの精

神症状への介入など、がんの診断及び治療

開始時からの緩和ケアに関する情報提供を

行い、がん患者及び家族の緩和ケアヘのアク

セスを向上させる。案物による症状緩和のみ

ならず、抗がん剤治療、外科治療あるいは

IVR等を用いた緩和医療を積極的に導入し、

その評価を行う。

多職種による緩和ケアチームを強化し、緩

和ケアチーム全体での目標症例数を1,400件

以上とする。

未會有の高齢化を迎える我が国において、

持続可能ながん医療を提供するため、在宅

医療の推進に関する国の政策と一体となり、

終末期における在宅医療の推進に資する取

り組み雄 める。

合併症のあるがん患者に対する治療が適切

に行えるよう、総合内科の体制を整えるととも

に、循環器疾患、糖尿病、腎臓病等に関する

院内教育を充実する。

がん患者に対するリハピリテーションを実施

するとともに、リハビリテーションに関する院内

教育を充実する。

日本歯科医師会との共同事業を推進すると

ともに、がん連携歯科医院の登録数増カロ、が

ん患者の連携歯科医院への紹介患者数の増

カロ、がん治療における歯科支持療法の均て

ん化のための活動を実施する。

(3)その他医療政策の一環として実施すべき医療の提供

①がん患者に対する緩和医療の提供と療養生活の質の向上

ア 治療初期からの緩和ケア

○緩和ケアチームの関わった診療件数のうち、がん治療実施中から緩和ケアが開始された割合が、中央病院 62(569/914)%、 東病院 75

(564/752)%、 全体では6鍋と、早期からの緩和ケアの実施が高い割合で維持されている。

07月 1日 以降、中央病院の全初診患者を対象に、痛みの有無と程度、気持ちのつらさについて共通外来予診カートによるアンケートと、痛みなど

のつらい症状の緩和や心のケアに関する診療が受けられる旨の情報提供を行つている。

○緩和ケア外来 (中 央病院)受診中の患者に対しての電話相談体制(緩和ケアホットライン)を整備し、痛み等の症状への対応、薬剤の副作用、体

調不良、不安など幅広い相談に対応できる体制を整備し、外来での緩和ケア提供体制の質の向上を図つた。(電話相談件数 183件 のぺ 278件 )

○多職種参カロによりる緩和ケアチームカンファレンスを157回開催し、2,159人の職員が参カロした 【中央87回 959名 東70回 1200名 参カロ】

【緩和ケアチームの症例数】(目 標 :1,400件以上)

1,666件 (中央914件、東 752件 )

イ 総合内科の取り組み

○がん患者の多くが糖尿病や腎臓病、心臓病など他の慢性疾患を抱えている。これまでのがん対策やがん診療においては、がん以外の併存疾患

の影響についてはほとんど着目されていなかった。しかし、実際には糖尿病などの存在はがん治療にも大きな影響を及ぼし、さらにがん治療が糖尿

病や腎臓病を誘発することも少なくない。がん患者やその家族が質の高い療養生活を送ることができるようにするためには、がん治療のステージに

合わせて併存疾患の適切なマネジメントが提供されることが不可欠である。

○循環器内科専門医2名・腎腋内科専門医 1名・感染症内科専門医1名・糖尿病専門医2名 の体市1で、入院中の患者のコンサルテーションはもち

ろん、その後の外来通院治療中のフォローアップにも対応。約3,000名 のがん患者のサポートを行つた。

○血液透析も実施できるようになり、維持透析中の患者のがん治療にも対応助に

○平成23年 4月 より開始した東病院での糖尿病外来を継続(平 日午後連日)。 糖尿病合併症例のコンサルテーションと外来フォローを実施してい

る。院内での講演や各病棟での勉強会を企画・実施し、院内での糖尿病診療レベル向上を目指した

ウ リハビリ科の取り組み

○理学療法士と作業療法士は、主に骨軟部腫瘍科の術後リハビリや、脳脊髄腫瘍科の術前術後リハピリを実施した。また、病棟に対して術後リハビ

リについての勉強会を行い、患者会でも講演を実施した。

○言輌療法士は脳脊髄腫瘍科と頭頚部腫瘍科の入院・外来リハビリを実施し、熊下リハビリに関する講演を実施した

【患者延人数】平成25年度 542名 (総請求額:31,871,350円 )

工 がん患者の口腔ケア

○がん治療開始前から口腔合併症の予防に取り組み、がん治療中の経口摂取を支援することで治療の完遂率を上げる歯科支持療法を主たる業務
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

②療養生活の質の向上

患者教室等を継続して開催するとともに、実

施内容や方法の評価を行う。患者会連絡会を

定期的に開催し情報交換槌 めるほか、患

者・家族へのサポートプログラム「がんを知つ

て歩む会Jや「がんを知って歩む会同意会Jを

開催する。

相談支援センターにおいて、がん患者やそ

の家族の療菱生活の質の向上に資するよう、

多様なニーズに対する対面及び電話での個

人相談を行うとともに、患者や家族に対するサ

ポートプログラムを実施する。

ポランティアの活動紹介、募集、研修や懇規

会の開催等を通じて、がん患者の療菱生活の

質の向上につながるポラ″ ィア活動を支援

する。

生涯のうちに国民の2人に1人ががんにな

る時代を迎える中、がんに関する正しい知職

を国民に普及するとともに、がん患者が抱える

生活上の不便さを軽減する工夫等を紹介し、

がんを恐れず身近な病気として向き合う社会

づくりに向けた取り組みを推進する。

として実施した。またレジデントや看護師を中心に、がん患者の口腔ケアについて

○日本歯科医師会との協同事業「がん患者の日腔を支える医科歯科連携事業」を推進した

1)関東圏での連携事業を継続、連携歯科医院と患者の情報を共有し口腔ケアを依頼した
2)関東圏以外の全国の地域においても、日本歯科医師会と協同して均てん化講習会の開催を講師派遣などの面から支援した

Oがん医療における医科と歯科の連携推進についての全国普及に向けた取り組みを行つれ

1)日 本歯科医師会が厚生労働省の委託を受け、昨年度に当院で作成した「全国共通がん医科歯科連携講習テキスト・DVD」 を用いて、新たに
全国でがん医科歯科連携の購習会を開催する事業を行うにあたり、がん対策情報センターと協同して支援を行つた

②療姜生活の質の向上

ア 療菱生活の質の改善に資する情報提供

○下記コメディカル外来を実施した

築地キャンパス

・リンパ浮腫外来(週 1回)(200件 )

・ストマケア外来 (平 日毎日)(1,230件 )

・造血幹細胞移植後フォローアップ外来(週 4回 :月 ～木、9ЮO～ 1■ 00)(378件算定)

柏キャンパス

・手術準備外来(平 日毎日)(423件 )

・ストマ外来 平日毎日)(1,075件 うち新患 165件 )

・案剤師外来(平 日毎日)(3,834件 )

・外科の初診患者の持参薬確認 (抗凝固薬のチェック)(平 日毎日)(3,131件 )

○下記の患者教室等を実施した。

築地キャンパス

・膵がん・胆道がん教室(定例週 1回)(38回開催・のべ122人参カロ)

・乳がん術後ポディイメージ教童 (定例月1回→6月 から月2回)(16回開催・のべ83人参加)

・脳腫瘍家族テープル(定例月1回)(8回開催・のべ23人参加)

・栄養教室 (定例週 1回)(49回開催。のべ73人参加)

。リマンマルーム(月 1回→11月 から乳がん術後ポディイメージ教室に合併)(7回 開催。のぺ 2人参加)

・リンパ浮腫教室 (月 3回)(37回開催・のべ 155人参加)

・抗がん剤治療教室(遇 1回)(48回開催。のべ65人参加)

・よりみち相談室(週 1回)(51回開催・のぺ89人参カロ)

・術前オリエンテーション週 5回)(215回 開催・のぺ38人参加)

柏キャンパス

・膵がん教室(1回/2か月)(6回開催 のべ 51名 参加)

・リンパ浮腫教室(1回 /月 )(12回開催 のぺ 106名 参加)

・がん予防のための健康料理教室(3回 /年)(3回 開催 のべ 121名 参加)

・柏の葉料理教菫(2回 /月 )(24回 開催 のべ 267名 参カロ)

○平成25年 4月 アピアランス支援センター開段。

・コスメティックインフォメーション(定例月2回→7月 から定例週 2回)(89回開催。のべ387人参加)

・男性限定外見相談(7月 から定例月1回)(9回開催・のぺ 16人 参加)

・個別相談 (新規161件・のべ476件 )
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

・目自相験時間 (月 曜日～木曜日12時～13時 )(のべ651人来室対応)

○「がん患者さんの暮らしが広がるアイデア展 2013」 を平成25年 6月 29日 (土 )に開催。 (一般参カロ者 :550人 、協賛企業 9社)

○患者・家族へのサポートプログラム「がんを知って歩む会J(4回シリーズ)

・第51回セッション開催:平成25年 5～ 6月 (参加者 :15人 )

・第52回セッション開催:平成25年 10～ 11月 (参カロ者 :19人 )

・平成 17年度以降の参カロ者(修了者)対象「がんを知って歩む会同窓会J開催:平成25年 9月 24日 (参カロ者 :63人 )

イ 外部の医療機関のがん診療体制に関する情報のデータベース化

○外部医療機関に関するデータベースの情報を更新するとともに、外部向けの医療連携に関するホームページについても情報を更新し、地域の医

療機関との連携体制をよリー層推進した。

○地域連携病院に対してr国がん東ニュース」を3回発行し、地域連携パスを動かす体制の構築を推進した。

○辻仲病院との術後化学療法の診療連携を開始した。

ウ 相談支援センターの業務内容の充実

○相談支援センターにおいて、がん患者やその家族が抱える疑間、不安や悩みを伺い、必要な支援を行い、対面及び電話による相談支援を実施

した 医療に直接かかわる相談以外にも、がん患者が抱える就労に関する問題や経済的な問題への支援などについて幅広く対応した

O中央病院相談支援センターでは、厚生労働省のモデル事業に基づき、東京都と連携し、ハローワークの「就労支援ナビゲーターJとともに、新た

なモデル開発を目指したがん患者の就労支援に取り組みを開始した

○がん患者や家族の支援として、「膵がん・胆道がん教室」「乳がん術後ポディイメージ教室」「脳腫瘍家族テープル」「がんの親をもつ子どものサポ

ートグループCLIMBJを継続して開催した

Oがん患者や家族の支援体制の充実を目的に、東京都中央区と連携し、ホームヘルパー向けのワークショップを開催した。(「がん患者への食事の

支援J2013年 5月 25日 、22名 参カロ)

エ ポランティア活動

○中央病院・東病院ともに、ポランティア研修・ボランティアコンサート・ボランティアミーティングを実施した。

○ボランティア活動が円滑にいくようマニュアルを整備し亀

○院内感染防上の観点から、ポランティアの方々の流行性ウイルス疾患の抗体価検査及びjII部 レントゲン撮影を実施した。
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評価の視点
    |

【評価項目6その他医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供】

自己評定

(総合的な評定)

・緩和ケアチームの関わった診療件数のうち、がん治療実施中から緩和ケアが開′台された割合が、中央

病院62(569/914)%、 東病院 75(564/752)%、 全体では68%と 、早期からの緩和ケアの実施が高い割合で

維持されている。

・循環器内科専門医2名・腎臓内科専門医 1名・感染症内科専門医1名・糖尿病専門医2名 の体制で、

入院中の患者のコンサルテーションはもちろん、その後の外来通院治療中のフォローアップにも対応。

約3,000名 のがん患者のサポートを行った。

・理学療法士と作業療法士は、主に骨軟部腫瘍科の術後リハビリや、脳宥髄題瘍科の術前術後リハビリ

を実施した また、病棟に対して術後リハピリについての勉強会を行い、患者会でも講演を実施した

・外部医療機関に関するデータベースの情報を更新するとともに、外部向けの医療連携に関するホーム

ページについヽ 情報を更新し、地域の医療機関との連携体制をよリー層推進した。

・中央病院相談支援センターでは、厚生労働省のモデル事業に基づき、東京都と連携し、ハローワーク

のr就労支援ナビゲーター」とともに、新たなモデル開発を目指したがん患者の就労支援に取り組みを開

始した

評 定

【中期計画】

・中期目標の期間中に、緩和ケアチームの関わる症例数について年間 1,500件以上に増加

【平成25年度計画】

・緩和ケアチームの関わる症例数について年間 1.400件以上

・緩和クアチームの関わった症例数は 1,666件であり、平成 25年度目標(1,400件)を大きく上回り達成

し、同時に中期計画目凛 (1,500件以上)を昨年同様上回つた。

[評価の視点]

・がん患者が必要とする緩和医療や精神心理的ケアを幅広く提供できるよう治療初期からの介入

を目指すとともに、これを実践するために、多職種による緩和ケアチームを強化している力、

実績:○

・緩和ケアチームの関わつた診療件数のうち、がん治療実施中から緩和ケアが開始された割合が、中央

病院62(569/914)%、 東病院 75(564/752)%、 全体では6昴と、早期からの緩和ケアの実施が高い割合で

維持されている。

・7月 1日 以降、中央病院の全初診患者を対象に、痛みの有無と程度、気持ちのつらさについて共通外

来予診カートによるアンケートと、痛みなどのつらい症状の緩和や心のケアに関する診療が受けられる旨

の情報提供を行っている。

・緩和クア外来(中央病院)受診中の患者に対しての電話相談体制(緩和ケアホットライン)を整備し、痛

み等の症状への対応、薬剤の副作用、体調不良、不安など幅広い相談に対応できる体制を整備し、外

来での緩和ケア提供体制の質の向上を図つた。(電話相談件数 183件 のべ 278件 )

・外部の医療機関などとの共同診療体制の構築に努めるとともに、相談支援センターの充実を図

つている力、

実績:0

・外部医療機関に関するデータベースの情報を更新するとともに、外部向けの医療連携にD8するホーム

ページについヽ 情報を更新し、地域の医療機関との連携体制をよリー層推進した。

・相談支援センターにおいて、がん患者やその家族が抱える疑間、不安や悩みを伺い、必要な支援を行

い、対面及び電話による相談支援を実施した 医療に直接かかわる相談以外にも、がん患者が抱える就

労に関する問題や経済的な問題への支援などについて幅広く対応した。

・中央病院相談支援センターでは、厚生労働省のモデル事業に基づき、東京都と連携し、ハローワーク

の「就労支援ナビグーターJとともに、新たなモデル開発を目指したがん患者の就労支援に取り組みを開

始した
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中期 目標 中期計画 25年度。年度計画 25年度の業務の実績

人材育成は、センターが医療政策を牽引

する上で特に重要なものであることから、セン

ターが国内外の有為な人材の育成拠点となる

よう、がんに対する医療及び研究を推進する

にあたリリーダーとして活口できる人材の育成

を行うとともに、モデル的な研修及び講習の

実施及び普及に努めること。

3人材育成に関する事項

(1)リ ーダーとして活躍できる人材の育成

がん領域の医療や研究におけるリーダーと

して国内外を問わず活口できる人材を育成す

るために、レジデント制度・がん専門修練医制

度をはじめとする専門教育制度の充実を図

る。

チーム医療を構成する人材を姜成するため

医師以外の職種にも対応した制度として発展

させる。また、こうした専門家教育にかかわる

部門の充実を図る。

(2)モデル的研修・講習の実施

がん対策推進基本計画に基づき、がん医

療の均てん化を推進することを目的として、地

域で中核的にがん医療に携わつているがん

3人材育成に関する事項

(1)リ ーダーとして活躍できる人材の育成

がん領域の医療や研究におけるリーダーと

して国内外を問わず活躍できる人材を育成す

るため、レジデント制度・がん専門修練医制度

をはじめとする専門教育制度の充実を図る

Tumor Board、 NCC Un市 orSty、 リサーチ・カ

ンファレンスなどの講義やカンファレンスを活

用し、研究・診療に関する知識に触れる機会

を充実させる。

連携大学院制度を利用して勤務しながらの

学位取得を積極的に進める。

チーム医療を構成する人材姜成の充実を図

るとともに、必要に応じて中央病院と東病院と

の交流研修を推進する。

(2)モ デル的研修・講習の実施

がん医療の均てん化を推進することを目的

として、地域で中核的にがん医療に携わつて

いるがん診療連携拠点病院の医療従事者等

3人材育成に関する事項

(1)リ ーダーとして活躍できる人材の育成

ア 専門教育制度の充実

○がん診療に関する専門医を育成するためのレジデント・がん専門修練医制度を引き続き運営している。薬剤師についてはこれまでの薬剤師レジデ

ント制度にカロえてがん専門修練薬剤師制度を創設し、多様な要望に応えられるようにした。

○がん診療の重要な問題について最新の情報を提供するために毎月開催しているNCC Un市erdtyを拡充し、外部講師の招聘や医療安全確演会と

の連携講義なども行つた。

○治験・臨床研究を主導できる人材を育成するための体市1を構築し、平成24年度から柏キャンパスで開始したがん臨床研究セミナーを築地キャンパ

スでも定期的に開催するようにした。

〇臨床側と基礎研究者が一堂に会したディスカッションの場としてのリサーチ・カンファレンスを継続的に開催した。

○臨床研究に携わる者の人材育成として、センター内にとどまらず、日本全国の研究者等に対し、臨床研究教育のためのeJearnhgの提供

(ht,〃 lCRwobわ/)を行った。同サイトに対し、今年度 5,800人以上、累計 28,000人の登録を得た。今年度に20本の新規コンテンツを配信し、14回

のセミナーを開催した

○他大学大学院の研究者を受け入れるための連携大学院のほかに、センターのレジデント・職員を対象とした連携大学院協定を慶應大学、順天堂

大学と結んで平成24年度から運用を開始している。平成25年度は慶應大学大学院に6名、順天堂大学大学院に 13名 が進学した

○柏キャンパスにおいて基礎研究部門と臨床部門が共同で実施するTRカンファレンスを継続的に実施した。(2回 /月 )

〇臨床試験に関する基礎及びアドバンスドコースの教育プログラムを開始した。

○生物統計に関する教育プログラムおよび相談窓口を設置した。

イ 専門家教育にかかわる部門の充実

○臨床試験支援室や生物統計部門など治験や臨床研究にかかわる専門性の高い教育や支援を行う部門を創設した。

○常勤医師を対象としたがん薬物療法専門医取得のための研修プログラムを開始した

○柏キャンパスにおいて、日本看護協会認定・がん緩和ケア認定看護師教育課程研修を7月 に開講 (が ん専門医療機関によつて設置されたものとし

ては全国で2番 目)し 、第1期 生として 12名 受講した。(8か月間・平成 26年 3月 修了)

○コミュニケーション講習会 (2回 /年開催 (看護部 実績 :31名参カロ)及びがん看護公開講座 (1回 /年開催 実績 :81名 参加)を開催した

(2)モデル的研修・講習の実施

Oがん診療連携拠点病院等の医師、看護師、薬剤師、がん化学療法チーム、緩和ケアチーム、診療放射線技師、臨床検査技師、相談支援センター

相談員、院内がん登録実務者、地域がん登録行政担当者・実務者を対象とした専門研修を実施した。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

診療連携拠点病院の医療従事者等を対象に

専門的な技能向上のための研修を企画・調

整し実施する。

具体的には、医師 (身体担 当及び精神担

当)・ 薬剤師・看護師を対象にした緩和ケア、

化学療法等のチーム研修や相談支援センタ

ー相談員、院内がん登録実務者研修等、セ

ンター外の医療従事者等を対象とした研修プ

ログラムの種類を毎年 16種類以上提供し、中

期 目標の期間中に、同研修プログラムの延ペ

受講者数について、4,500人 以上に増カロする

ことを目指す。

を対象に専門的な技能向上のための研修を

企画・調整 し実施する。

がん医療の指導者の育成に資する研修プロ

グラムの種類を21種類以上提供し、同研修プ

ログラムの延ぺ受講者数を、平成 18年度から

の累計で 4,400人 以上とする。

【センター外の医療従事者等を対象とした指導者の育成を目的とした研修プログラム数I~~   ~
28種類/目 標 21種類以上

【研修プログラムの受講者数】

平成 18年度から累計で 5,007名 (平成25年度の受講者数 1,119名 )/目 標平成 18年度から累計 4,400名以上

・緩和ケアの基本教育のための都道府県指導者研修  ・精神腫瘍学の基本教育のための都道府県指導者研修

がん化学療法医療チーム指導者養成研修 ・がん診療連携拠点病院緩和ケアチーム指導者菱成研修

・抗がん剤治療調剤に携わる薬剤師(指導者)講義研修  ・抗がん剤治療調剤に携わる薬剤師 (指導者)実技研修
・がん看餞専門分野(指導者)講義研修(放射線療法看護コース)・ がん看護専門分野(指導者)講義研修(緩和ケアコース)

・がん看謹専門分野講義研修(化学療法看護コース)・ がん看護専門分野講義研修(がん患者の退院支援。在宅療法支援コース)

・がん看護専門分野(指勒 実地研修 (化学療法看餞コース)・ がん看護専門分野(指導者)実地研修(緩和ケアコース)

・がん看餞専門分野〈指導者)実地研修 (放射線療法看餞コース)・ ELNEcJコ アカリキュラム指導者養成研修

がん看護研修企画・指導者を成研修 がん看護領域認卸 師サポート研修
・がん看護研修企画・指導者フォローアップ研修  ・がん看護研修企画・指導者 (実地研修)フォローアップ研修
・がん診療に従事する臨床検査技師指導者研修(超音波コース)・がん診療に従事する臨床検査技師指導者研修 (細胞診コース)

・がん診療に従事する診療放射線技師指導者研修 (治療コース)・がん診療に従事する診療放射線技師指導者研修(診断ヨース)

・相談支援センター相談員指導者フォローアップ研修(実践報告)・相肢支援センター相談員指導者フォローアップ研修 (「働くことJを支えるために)

・相談支援センター相談員指導者研修 (フ ァシリテーションスキル/研修計画)・院内がん登録実務指導者研修

・院内がん登録実務指導者継続研修 ・院内がん登録実務指導者修了者研修

O新たに、都道府県がん対策担当者向けの研修の開催し、32都道府県から延ぺ 110名の参加があった。 (9分野の講義とがん対策の評価に関する

ワークショッカ

○相談支援センター相談員研修会の実施 :

1)基礎研修(1)(2)(3)、 指導者研修会、指導者フォローアップ研修会

2)指導者フォローアップ研修会では、がんの就労支援をテーマに行い、各都道府県で利用できる動画を含む研修ヨ″ ンツの作成を行つた。

○院内がん登録実務者研修会の実施

1)初級者研修、中級者研修、指導者研修、初級修了者研修に加え、指導者継続研修、院内がん登録導入を考える施設向けに導入研修を実施。
2)指導者継続研修として、地域で研修を行う指導者に、個511に講義等をレビューする形の研修を行つた

○医療スタッフのためのがん患者の外見ケアに関する教育研修会(基礎編)の実施

全国がん診療連携拠点病院から多職寵95名 の参加(80名定員/183名 応募)があった。
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評価の視点    |
【評価項目7人材育成に関する事項】

自己評定

(総合的な評定)

・がん診療に関する専門医を育成するためのレジデント・がん専門修練医常J度を引き続き運営している。

薬剤師についてはこれまでの薬剤師レジデント制度に加えてがん専門修練薬剤師制度を創設し、多様

な要望に応えられるようにした
。臨床研究に携わる者の人材育成として、センター内にとどまらず、日本全国の研究者等に対し、臨床研

究教育のための。■earnhgの 提供(httpノカCRweb lp/)を 行った 同サイトに対し、今年度 5,800人以上、

累計 28,000人の登録を得た 今年度に20本の新規コンテンツを配信し、14回のセミナーを開催した

・日本看護協会認定・がん緩和ケア認定看護師教育課程研修を 7月 に開講 (が ん専門医療機関によつ

て設置されたものとしては全国で2番 目)し 、第 1期生として 12名 受講した (8か月間・平成26年 3月

修了)

・がん診療連携拠点病院等の医師、看護師、薬剤師、がん化学療法チーム、緩和ケアチーム、診療放

射線技師、臨床検査技師、相談支援センター相談員、院内がん登録実務者、地域がん登録行政担当

者・実務者を対象とした専門研修を実施した。

・相談支援センター相談員研修会の実施 :

1)基礎研修(1)② (3)、 指導者研修会、指導者フォローアップ研修会

2)指導者フォローアップ研修会では、がんの就労支援をテーマに行い、各都道府県で利用できる動

画を含む研修コンテンツの作成を行つた。

・院内がん登録実務者研修会の実施

1)初級者研修、中級者研修、指導者研修、初級修了者研修に加え、指導者継続研修、院内がん登録

導入を考える施設向けに導入研修を実施。

2)指導者継続研修として、地域で研修を行う指導者に、個別に講義等をレビューする形の研修を行つ

た。

・医療スタッフのためのがん患者の外見ケアに関する教育研修会 (基礎編)の実施

全国がん診療連携拠点病院から多職種95名 の参カロ(80名 定員/183名 応募)があつた。

評定

[葬師直目厠

【中期計画】

センター外の医療従事者等を対象とした研修プログラムの種類を毎年 16種類以上提供

【平成 25年度計画】研修プログラム 21種類以上

・センターで提供した研修プログラムは 28種類となり、平成 25年度計画目標 21種類以上を達成し、中

期計画目標 (毎年 16種類以上)も 昨年同様達成した

【中期計画】

・中期目標の期間中に、研修プログラムの延ぺ受講者数について、平成 18年度からの累針で

4,500人以上に増加

【平成25年度計画】研修プログラムの延ぺ受講者数 平成 18年度からの累計で4,400人以上

・平成 18年度からの累計は5,007人となり、平成25年度計画目標(累計で4,400人以上)を達成、中期

計画目標 (累計で4,500人以上)の達成に向けて着実に進展した。

[評価の視劇

・がん領域の医療や研究におけるリーダーとして活躍できる人材を育成するために、専門教育制

度の充実を図つているか。

実績:○

・がん診療に関する専門医を育成するためのレジデント・がん専門修練医制度を引き続き運営している。

薬剤師についてはこれまでの薬剤師レジデント制度に加えてがん専門修練薬剤師制度を創設し、多様

な要望に応えられるようにした。

・がん診療の重要な問題について最新の情報を提供するために毎月開催しているNCC U‖ ver● tyを拡

充し、外部講師の招聘や医療安全講演会との連携講義なども行つた。

・臨床研究に携わる者の人材育成として、センター内にとどまらず、日本全国の研究者等に対し、臨床研
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究教育のためのeJearingの提供(httpプ /1CRweb ip/)を 行つた。同サイトに対し、今年度 5,800人以上、

累計 28,000人の登録を得た。今年度に20本の新規コンテンツを配信し、14回のセミナーを開催した。
・日本看護協会認定・がん緩和ケア認定看護師教育課程研修を7月 に開校し、第 1期生として 12名 受

講した。(8か月間・平成 26年 3月 修了)

・チーム医療を構成する人材を養成するため医師意外の宿主にも対応した制度として発展させる

とともに、専門家教育にかかわる部門の充実を図つている力、

実績:○

・臨床試験支援室や生物統計部門など治験や臨床研究にかかわる専門性の高い教育や支援を行う部

門を創設した

・常勤医師を対象としたがん薬物療法専門医取得のための研修プログラムを開始した

・地域で中核的にがん医療に携わつているがん診療連携拠点病院の医療従事者等を対象に専

門的な技能向上のための研修を企画・調整し実施しているか。

実績:O
・がん診療連携拠点病院等の医師、看護師、薬剤師、がん化学療法チーム、緩和ケアチーム、診療放

射線技師、臨床検査技師、相談支援センター相談員、院内がん登録実務者、地域がん登録行政担当

者・実務者を対象とした専門研修を実施した。

・新たに、都道府県がん対策担当者向けの研修の開催し、32都道府県から延ぺ 110名 の参加があっ

た  (9分 野の障義とがん対策の浮価に関するワークショッカ
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中期 目標 中期計画 25年度 。年度計画 25年度の業務の実績

4医療の均てん化と情報の収集・発信に関

する事項

センター及び都道府県がん診療連携拠点

病院等間のネットワークを構築し、高度先駆

的医療の普及及び医療の標準化に努めるこ

と。

4医療の均てん化と情報の収集・発信に関

する事項

(1)ネットワーク構築の推進

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議

会を毎年開催し、全国の都道府県がん診療

連携拠点病院等と、がん医療、相談支援・情

報提供、院内がん登録等について、意見交

換や情報共有を行う。

がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断

コンサルテーション、病理診陣 ンサルテーシ

ョン、放射線治療品質管理・安全管理体制確

立の支援及び放射線治療スタッフヘの技術

指導等を実施するとともに、中期目標の期間

中に、病理診陣 ンサルテーションの件数に

ついて年間250件以上に増カロすることを目指

す。

4.医療の均てん化と情報の収集・発信に関

する事項

(1)ネットワーク構築の推進

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議

会、並びに同協議会臨床試験部会、がん登

録部会および情報提供・相談支援部会を開

催し、センターと都道府県がん診療連携拠点

病院との連携を進める。

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議

会に緩和ケア部会(仮称)を設置し、緩和ケア

センターを含む、拠点病院における緩和ケア

について、意見交換・意見集約・提言を行う。

プロック別相談支援フォーラムを開催し、地

域の相談支援センターのネットワーク構築を

推進する。

がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断

コンサルテーション、病理診断コンサルテーシ

ョン、放射線治療品質管理・安全管理体制確

立の支援として放射線治療品質管理物理品

質保肛 Qudty AssurancO支 援、臨床試験

QA評価を引き続き行うとともに、放射線スタッ

フヘの技術指導等を行う。病理診断コンサル

テーションの目標件数を年間300件以上とす

る。

教育的なコンサルテーション症例をデータ

ベースとして公開する仕組みづくりを進めると

ともに、コンサルテーションに利用しているオ

ンラインシステムを臨床試験に応用する検討

を進める。           4

4医療の均てん化と情報の収集。発信に関する事項

(■ )ネットワーク構築の推進

①都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会の開催

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を開催し、新たながん診療連携拠点病院についての意見を集約し「がん診療連携拠点病院制度の

関する提案」を提出した(8月 1日 )

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会を開催し、平成24年度にとりまとめた相談支援センターの機能、業務、名称

等について、情報提供・相談支援部会としての意見・提案を報告書にとりまとめ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を通じて、厚生労働

省・がん診療提供体制の在り方に関する検討会に向けた提案を行つた。【平成25年 4月 ～6月 】

○平成24年度に全国拠点病院に対して行つたアンケート結果で最も関心事の高かつた相談件数のカウント方法の定義について、情報提供。相談支

援部会として具体的な検討を行うために、各都道府県での取り組み例の収集を開始した。

`平

成25年 11月 ～平成26年 3月 】

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会を開催し、院内がん登録全国集計の利用について検討した

○同がん登録部会データ利用審査委員会を開催し、集計データの利用について、10件の利用申請を審議した。

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 緩和ケア部会を発足し、新たな制度である緩和ケアセンターや緩和ケア研修会の運営方法等につ

いて意見交換を行つた。(12月 9日 )

○全国で21施設が参カロする「多地点合同メディカル・カンファレンス」の運営方法を見直し、プログラムの充実とともに参カロ者数の増加を得た。

O北関東,信越プロックおょび東海・北陸プロックの情報提供・相談支援フォーラムを開催し、県内の相談支援センターのネットワークを構築を促進す

るとともに、県境を越えた連携について、意見交換・情報共有を行つた I平成25年 8月 、平成25年 10月 】また地域主体のプロックフォーラムの継続

開催方法の検討として、第2回情報提供・相談支援フォーラム及び情報交換会を九州・沖縄プロックで実施した。【平成26年 2月 】

②がん診療連携拠点病院等に対する技術指導ならびにコンサルテーション等の実施

○がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断コンサルテーション(79件 )を実施した。

○臨床試験の画像中央判定支援として、画像診断コンサルテーション・システムを活用し画像データ収集・内容確認を実施した。

○がん診療連携拠点病院等に対し、病理診断コンサルテァション(434件 )を実施し、病理コンサルテーション症例の中から教育的症例を公開した

○がん診療連携拠点病院等に対し、放射線治療品質管理・安全管理体制確立の支援として、放射線治療品質管理(物理品質保証(Qudity

AssurancO支 援(71件 )、 臨床試験 QA評価(35441及 び拠点病院への訪間(12件 )による技術指導を実施した。

【病理診断コンサルテーション件数1(目 標1年間300件以上)

434件
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

情報発信にあたつては、医療従事者や患

者・家族ががんに関して信頼のおける情報を

分かりやすく人手できるよう、国内外のがんに

関する知見を収集、整理及び評価し、科学的

根拠に基づく診断及び治療法等について、

国民向け及び医療機関向けの情報提供を行

うこと。

(2)情 報の収集・発信

全国において適切ながん対策が実施される

よう、がんに関連する情報を収集、整理及び

評価し、発信する。また、そのために必要な体

制を整備する。

患者・家族・国民に対し、がんの予防、早期

発見、診断、治療及び療養に関する科学的

根拠のあるがん関連情報やがん診療連携拠

点病院の診療実績情報等を、ホームページ

「がん情報サービス(一般の方へ
)」 、冊子、患

者必携、講演会等を通して、発信する。発信

情報の作成に当たつては、がん対策情報セン

ター「患者・市民パネルJの協力を得て行い、

また患者の視点に立った情報提供を進める。

医療者に対して、診療ガイドライン、がんの

臨床試験情報 がん診療画像レファレンスデ

ータベース、パスデータベース、がん研究情

報データベース等の情報を「がん情報サービ

ス(医療関係者の方へ
)、 (がん診療連携拠点

病院の方へ)Jよ り発信する。

がん情報サービス利用者の背景、満足度等

を確認する仕組みを導入し、利用状況を確認

する。有餞者、医療関係者、がん患者、家族

の代表で構成される「がん対策情報センター

運営評議会Jの意見に基づきサービスの改善

を行つていく。

がん診療連携拠点病院等において実施さ

れる院内がん登録及び都道府県において実

施される地域がん登録等の実施状況を把握

し、がん対策情報センターにデータを収集し、

集計・発信を行うとともに、予後調査などの転

帰情報の収集を支援する。

地域がん登録、院内がん登録の登録項目

の標準イとを促進する。また、地域がん登録実

施県を増カロさせるために、地域がん登録の標

準方式の設定、標準方式に準拠したシステム

開発・配布、登録実務担当者の教育研修など

を通じて、未実施県での導入に際して技術的

支援を行う。

このため、中期目標の期間中に、院内がん

登録実地調査について、合計 130施設以上、

全ての都道府県での実施を目指す。また、中

期目標の期間中に、地域がん登録訪問調査

(2)情 報の収集場 信

患者必携「がんになつたら手にとるガイド」

及び「もしも、がんが再発したら一本人と家族

に伝えたいこと」の普及・展開を進めるととも

に、rがんになつたら手にとるガイドJの改訂を

行う。

がん情報サービスに掲載する各種がんの解

説の更新を行う。

がん情報サービスに関するアンケート調査

を実施し、課題の抽出を行い、改善を図るとと

もに、患者・市民パネルの協力を得て、新規コ

ンテンツの企画検討、作成、レピューを実施

する。

「がん対策情報センター外部意見交換会」

を開催し、がん対策情報センターの活動につ

いて意見をいただき、意見に基づいた改善を

図る。

サパイパーシップ支援研究部を新たに設置

し、外部の有餞者によるがんサパイパーシッ

プ意見交換会(仮約 を行い、がんサパイパー

シップのあらゆるトビックを拾い上げ、支援の

実際について情報収集・発信を実施する。

ビジネスパーソン向け就労支援啓発コンテ

ンツを作成。公開する。

がん診療連携拠点病院推廊書・現況報告

書等の情報を元に、「がん情報サービス病院

を探すJを改修し、情報の充実を図るととも

に、より見やすい情報提供を行う。

がんの情報をより広く普及させるため、民間

企業との協業を推進す為

都道府県におけるがんに関する情報の普及

体制について、医療・福祉介護・行政関係者

の構成と連携ネットワークの現況を把握し、地

域におけるがん患者の療菱生活の質の向上

に資する情報提供ネットワークの強化を支援

する。

地域がん登録、院内がん登録の登録項目

の標準化を促進するとともに、地域がん登録

の標準方式の普及、これに準拠したシステム

開発・配布、登録実務担当者の教育研修など

を通じて、都道府県や医療施設等での導入

及び運用に対する技術的支観を行う。

がん登録法制化の進行状況を考慮しつつ、

(2)情報の収集・発信

①がんに関連する情報の収集・発信体制の整備

02011年 に作成した「患者必携 がんになつたら手にとるガイド」の改釘版「患者必携 力`んになつたら手にとるガイド普及新版」を作成し、出版した。

○働く世代に向けたがん情報としてビジネスパーソン向けのwebサイトに「がん夕共にIlく まず一歩前へ」として提供されていた情報を書籍用に編集
し、『わたしも、がんでした。がんと共に生きるための処方箋』を出版した。

○がんの冊子 17種類(4ヽ児がん16種 (更新)+肺切除前後のリハビリテーション )を PDFファイルで公開した

Oがん情報サービス各種がんの情報において、20種類のがん(膵議がん、子宮項がん、前立腺がん、腎細胞がん、小児がん16種)について、情報
を更新し、タプ形式に変更した。

○病院を探すのページを更新し、がん診療連携拠点病院の情報に関して、専門医療職から探す検索機能、セカンドオピニオンの対応状況や、患者
さんやご家族が話り合うための場、がんに関する専門外来の段置状況をがん種別、都道府県別に一覧で参照できる機能などを新たに実装した。

O病院を探すのページに、2013年 2月 に新たに指定された小児がん拠点病院の情報を追加し、病院情報を検索しやすくした。

02014年 2月 に国立成育医療研究センター共に「小児がん中央機関Jの指定を受け、小児がんに関する情報のサイトの構築に向けた情報収集、情
報作成を行つた。

○センター発行のがんの冊子をがん診療連携拠点病院が安価で購入できる「がん情報サービス刊行物発注システム」をより活用しやすくするために
100冊単位から50冊単位で発注できるようにし、年 4回の発注合計でのぺ588施設より、862千冊部(4期分合計)の受注を受け、拠点病院等に供

給した システム利用の登録施設数は、352施設から471施設と119施設増加し、発注施設鶴 112施設から170施設と昨年度から大幅な増カロがあ
つた 施設カパー率も、都道府県拠点46/51施設 (9021)、 地域拠点252/346施設(72.8り 、その他の登録施設も172施設と2011年度実績に比べ、
27倍に増加した

○堺市立健康福祉プラザ視党・聴覚障害者センターと連携し、がんの冊子54編 について着手し、20編 について、パソコンν ブレット端末6Pad、

Llfo TOuchなど)、 スマートフォン、視覚障害者用ポータプルレコーダー(プレクストークなど)などで再生できるデジタル録音図書(DAISY)版 を作成し

た。

O民間企業(NKSJひまわり生命、第一生命、アフラック、住友生命)との間で締結したがん情報普及に関する包括的連携に関する協定に基づき、が

ん情報普及のための啓発資料の作成、一般向けがん情報講演会(9月 札幌、11月 福岡)への協力などを実施した。

O患者・市民パネル検討会を5月 、12月 に開催し、「がん登録Jに関する情報への期待、「がん情報サービスおよび病院を探すJの情報の見やすさや

改善案について、意見交換を行った。

○がん情報サービスの新規作成・更新にあたり、患者・市民パネルによるレビューを実施し、患者にとってわかりやすい情報の作成を行った。

○各都道府県等が発信している地域のがん情報について、平成 24年度に作成した全国統一フォーマットのポータルページをさらに充実させるため

に、「たばこ対策Jおよび「がんと就労Jに関する情報の追カロを行い、各都道府県情報の可視化と情報発信の充実を促した

O「がん診療連携拠点病院院内がん登録全国集計 2011年全国集計報告書Jを公開した。

Or全国がん罹患モニタリング集計(2009年罹患数・率報告)J、
「全国がん罹患モニタリング集計(2010年罹患数・率報告)」 を公開した。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

について、全ての都道府

施することを目指す。

FE蠣かん登録および院内かん登録の生国集

計システムの開発・運用を検討していく。

院内がん登録実地調査を10県 31施設以上

で、地域がん登録訪問調査を17県以上で実

施して、地域がん登録等の実施状況を把握

し、がん対策情報センターにおいてデータを

収集、集計、発信する。

診療報酬請求情報等の収集の仕組みを構

築するとともに、情報を統合する事で得られる

診療の評価指標を検討する。

○「公的会議で取り上げられた国内未承認薬の情報Jを更新した。

○第 5回外部委員意見交換会を開催し、がん対策情報センターの活動についての意見を伺い、活動の参考にした。【平成 25年 4月 25日 】

○「がんと仕事のQ&A」 をがん対策情報センターHPで公開した。資料発注システムを通して全国に 12,000冊を供給した。

○昨年度作成した「日本人のためのがん予防法」を広く国民が活用できる情報にするために、全国の保健医療従事者等が配布や普及しやすい「日

本人のためのがん予防法Jのパンフレットの作成を開始した。

②がんサバイパーシップ支援関連情報の充実

○「がんと仕事のQ&A」 をがん対策情報センターHPで公開するとともに、資料発注システムを通じて 12,000部を全国に供給しれ

○がんサバイパーシップ関連トビックに関するワークショップ型学習イベント「公民館カフェJを実施。26年度内に4回開4rlし、のべ160名の一般市民・

医療者・企業関係者・行政担当者が参カロ。

○地方におけるがんサパイパーシップ啓発を目的として、地方医療機関との共催でワークショップ型学習イベント「ご当地カフェJを実施。1月 に沖縄

県(浦添市)と宮城県(石巻市)で開催し、約 100名 の一般市民・医療者・企業関係者・行政担当者が参カロ。

③がん情報普及/周知・広報・ネットワークづくり

○全国統一番号の電話応対窓日の名称をより利用しやすい名称にするために7月 に「患者必携サポートセンター1から「がん情報サービスサポートセ

ンターJに改め、ちらし「知れば安心がん情報Jなどを介して、がん情報サービスサポートセンターの電話番号の周知に努め、2013(平成 25)年度は、

1359件の相談に対応しれ 相談対応件数は、月あたり件数は、平成24年度 60件から平成25年度は、H3件と約 19倍に増加した。

○メディア関係者との関係構築や情報交換のために実施しているメディアセミナー全 10回 を開催し、平成25年度は、さらに地域のメディア関係者向

けの学習素材としての情報提供のために、全 10回の講演内容のテキスト化を実施した。平成 25年度は、正規参加者とビカ ーを含めてのべ 173名

の参カロがあつた。

○がん情報および相談支援センター普及と普及支援の活動のために、がん相談支援センターのロゴを作成し、相談員基礎研修受講者に対してロゴ

パッチの配布 (拠点病院の基礎研修修了者約 2100名 )し、院内外からがん相談支援センターの紹介を行う名刺サイズのがん相談支援センター窓ロ

紹介のカードサンプルを作成し、拠点病院(397カ所)に配布した。

○企業連携によるがん情報の普及啓発ルートの拡大として、拠点病院の情報更新したチラシの配布(第一生命)512,000部 、「働く世代のがん情報

(生涯設計ジャーナル)」 2191000枚配布、市民講演会への出演(集客 1,285名 )、 フィナンシャル・プランナーとの情報交換(NSJKひまわり生命)、 がん

の一般情報を取りまとめた冊子の配布 (269,800冊 )、 動面によるがん情報ツール作成 (住友生命)、 地域相談支援フオーラムヘの後援 (アフラック、住

友生命)等により、関係強化とがん情報普及、相談支援センターの周知の強化を実施した

○政策推進エンジンとしての、ライプストリーミング番組 (Tobacco Free*Japan TV)を 通じて、たばこ政策に関する国と地域の推進団体の連携強化を

行つた。

‐
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

④地域がん登録等の実施状況の把握

○地域がん登録については、研究班に提出された37県 (2009年症例)及 び31県 (201o年症例)の罹患データから、基準を満たす33県 (2009年 )

及び30県 (201o年 )データに基づき2009年及び2010年の罹患数・率全国値推計を行い、結果を報告書を全国の関係機関に配布した。

○院内がん登録については、2011年症例データを収集 (拠点397施設、県推薦 155施設、拠点 :584,122症例、県推薦 :89086症 例)に関する報告
書(施設別集計綸 む)を作成し、拠点病院他に配布・公表した また、397拠点病院および県推薦施設236施設から2012年症例データを収集 (約

62万症例および約 15万症例)し、報告書の公表に向けた作業を行つた。

○中央サーパーヘのデータ集積を行うネットワーク型院内がん登録ソフトウェアの実証的運用を行った。

⑤地域がん登録、院内がん登録の登録項目の標準化

○地域がん登録の標準登録様式と院内がん登録の標準登録様式の共通化を図るべく、双方の改定案を策定した上で、前者は地域がん登録関係者
において協議し、後者は拠点病院院内がん登録の登魚様式改定手続を進めるよう厚生労働省健康局がん対策・健康増進際に政策提案した

○がん登録で利用される国際疾病分類―腫瘍学の改訂版を、厚生労働省統計情報部と共同編集し、登録現場でのニードに合致した分類を提示し
た

⑥地域がん登録未実施県での導入に向けた技術的支援

○地域がん登録事業実施全県において、地域がん登録標準方式の運用を継続支援した

○研究班で開発し、平成 22年度に国立がん研究センターに醸渡された地域がん登録の標準システムを保守・改修し、各県へのシステム導入・保守
を支援する業務を継続した(標準システム利用県は前年度より3県増え、40県となった)。

⑦院内がん登録実地調査及び地域がん登録訪間調査

【院内がん登録実地調査】(目 標:10県 31施設以上)

10県 31施設に対して実施した。

【地域がん登録訪問調査】(目 標:17県以上)

17県に対して実施した

③拠点病院院内がん登録予後調査支援

○厚生労働省の委

“

事業にて、予後調査推進事業を行い、236拠点病院か酌 143万件の住民票照会を行つた
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評価の視点    |
【評価項目8医療の均てん化と情報の収集・発信に関する事項】

自己評定

(総合的な評定)

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会を開催し、平成24年度にとりま

とめた相談支援センターの機能、業務、名称等について、情報提供・相談支援部会としての意見・提案

を報告書にとりまとめ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を通じて、厚生労働省・がん診療提

供体制の在り方に関する検討会に向けた提案を行つた。【平成25年 4月 ～6月 】

・北関東・信越プロックおよび東海・北陸プロックの情報提供・相談支援フォーラムを開催し、県内の相餃

支援センターのネットワークを構築を促進するとともに、県境を越えた連携について、意見交換・情報共

有を行つた。【平成25年 8月 、平成25年 10月 】また地域主体のプロックフォーラムの継続開催方法の

検討として、第2回情報提供・相談支援フォーラム及び情報交換会を九州・沖縄プロックで実施しれ 【平

成26年 2月 】

・全国で21施設が参カロする「多地点合同メディカル・カンファレンス」の運営方法を見直し、プログラムの

充実とともに参カロ者数の増カロを得た。

・がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断コンサルテーション(79441及 び病理診断コンサルテーショ

ン(434件 )を実施し、病理コンサルテーション症例の中から教育的症例を公開した。

・2014年 2月 に国立成育医療研究センター共に「Jヽ児がん中央機関Jの指定を受け、小児がんに関する

情報のサイトの構築に向けた情報収集、情報作成を行つた
。民間企業(NKSJひまわり生命、第一生命、アフラック、住友生命)との間で締結したがん情報普及に関

する包括的連携に関する協定に基づき、がん情報普及のための啓発資料の作成、一般向けがん情報

講演会(9月 札幌、11月 福岡)への協力などを実施した。

・がんサバイパーシップ関連トビックに関するワークショップ型学習イベント「公民館カフェJを実施。26年

度内に4回開催し、のべ160名 の一般市民・医療者・企業関係者・行政担当者が参加。

・地方におけるがんサパイパーシップ啓発を目的として、地方医療機関との共催でワークショップ型学習

イベント「ご当地カフェ」を実施。1月 に沖縄県(浦添市)と富城県(石巻市)で開催し、約 100名 の一般市

民・医療者・企業関係者・行政担当者が参加。

・がん情報および相談支援センター普及と普及支援の活動のために、がん相談支援センターのロゴを作

成し、相談員基礎研修受講者に対してロゴパッチの配布(拠点病院の基礎研修修了者約 2100名 )し、

院内外からがん相談支援センターの紹介を行う名刺サイズのがん相談支援センター窓口紹介のカード

サンプルを作成し、拠点病院(397カ所)に配布した。

・地域がん登録については、研究班に提出された37県 (2009年症例)及び31県 (2010年症例)の罹患

データから、基準を満たす 33県 (2009年 )及び30県 (2010年 )データに基づき2009年及び2010年の

罹患数・率全国値推計を行い、結果を報告書を全国の関係機関に配布した。

・院内がん登録については、2011年症例データを収集 (拠点397施設、県推席 155施設、拠点:584,122

症例、県推薦:89086症 例)に関する報告書(施設別集計を含む)を作成し、拠点病院他に配布・公表し

た。また、397拠点病院および県推薦施設236施設から2012年症例データを収集 (約 62万症例および

約 15万症例)し、報告書の公表に向けた作業を行つた

・厚生労働省の委IE事業にて、予後調査推進事業を行い、236拠点病院から約 143万件の住民票照会

を行つた

評定

[数値目標]

【中期計画】

中期目標の期間中に、病理診断コンサルテーションの件数について年間250件以上に増カロ

【平成 25年度計画】病理診断コンサルテーションロ標件数 300件以上

・病理診断コンサルテーション件数は434件であり、中期計画 (年間250件以上)及び平成25年度計画

目標(300件 以上)を大きく上回り達成した。
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【中期計画】

中期目標の期間中に、院内がん登録実地調査について合計 130施設以上

全ての都道府県で実施

【平成 25年度計画】院内がん登録実地調査 10県 31施設以上

・院内がん登録実地調査を10県 31施設において実施し、平成25年度計画目標 (10県 31施設以上)

を上回つた。

・上記により、中期計画の日標数値 (合計 130施設以上、全ての都道府県で実施)の )達成に向けて着

実に進展した

I中期計画】

・中期目標の期間中に、地域がん登録訪問調査について、全ての都道府県に防問調査を実施

【平成25年度計画】地域がん登録訪間調査 17県以上

・地域がん登録肪間調査を17県で実施し、平成25年度計画目標 (17県以上)を上回り、中期計画目標

(全ての都道府県での実施)の達成に向けて着実に進展した

[評価の視点]

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を毎年開催し、がん医療、相談支援・情報提供、

院内がん登録等について、意見交換や情報共有を行つているか。

実績:○

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を開催し、新たながん診療連携拠点病院についての意

見雄 約し「がん診療連携拠点病院制度の関する提案Jを提出した(8月 1日 )

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供。相談支援部会を開催し、平成24年度にとりま

とめた相談支援センターの機能、業務、名称等について、情報提供。相談支援部会としての意見・提案

を報告書にとりまとめ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を通じて、厚生労働省・がん診療提

供体制の在り方に関する検討会に向けた提案を行つた I平成 25年 4月 ～6月 】

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会を開催し、院内がん登録全国集計の利用

について検討した 同がん登録部会データ利用審査委員会を開催し、集計データの利用について、10

件の利用申請を審儀した
。都道府県がん診療連携拠点病院連絡協麟会 緩和ケア部会を発足し、新たな制度である緩和ケアセ

ンターや緩和ケア研修会の運営方法等について意見交換を行つた (12月 9日 )

・がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断コンサルテーション、病理診断コンサルテーション、

放射線治療品質管理・安全管理体制確立の支援及び放射線治療スタッフヘの技術指導等を実

施しているか。

実績:○

・がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断ヨンサルテーション(79件 )を実施した

・臨床試験の画像中央判定支援として、画像診断コンサルテーション・システムを活用し画像データ収

集・内容確認を実施助L
・がん診療連携拠点病院等に対し、病理診断コンサルテーション(434件 )を実施し、病理コンサルテーシ

ョン症例の中から教育的症例を公開した。

・がん診療連携拠点病院等に対し、放射線治療品質管理・安全管理体制確立の支援として、放射線治

療品質管理(物理品質保証(Quauty A88urmCO)支援(71件 )、 臨床試験 QA評価(35441及び拠点病院ヘ

の訪問(12件 )による技術指導を実施した。

・全国において適切ながん対策が実施さオ略よう、がんに関連する情報を収集、整理及び評価

し、発信するとともに、そのために必要な体制を整備しているか。

実績:○

・センター発行のがんの冊子をがん診療連携拠点病院が安価で購入できる「がん情報サービス刊行物

発注システムJをより活用しやすくするために100冊単位から50冊単位で発注できるようにし、年 4回の

発注合計でのぺ588施設より、862千冊部(4期分合計)の受注を受け、拠点病院等に供給した システ

ム利用の登録施設数は、352施設から471施設と119施設増加し、発注施設数も112施設から170施

設と昨年度から大幅な増加があつた 施設カパー率も、都道府県拠点46/51施設(902%)、 地域拠点

252/346施設(728%)、 その他の登録施設も172施設と2011年度実績に比べ、27倍に増加した

・堺市立健康福祉プラザ視覚・聴覚障害者センターと連携し、がんの冊子 54編 について着手し、20編 に

ついて、パソコンやタプレット端末 (lPad、 Llお Touchなど)、 スマートフォン、視党障害者用ポータブルレ

コーダー(プレクストークなど)などで再生できるデジタル録音図書(DAISY)版 を作成した。
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・民間企薬(NKSJひまわり生命、第一生命、アフラック、住友生命)との間で締結したがん情報普及に関

する包括的連携に関する協定に基づき、がん情報普及のための啓発資料の作成、一般向けがん情報

講演会(9月 札幌、■月福岡)への協力などを実施した。

・2014年 2月 に国立成育医療研究センター共に「小児がん中央機関」の指定を受け、小児がんに関する

情報のサイトの構築に向けた情報収集、情報作成を行つた

・がんの予防、早期発見、診断、治療及び療養に関する科学的根拠のあるがん関連情報やがん

診療連携拠点病院の診療実績情報等を、ホームページ等を通して、発信しているか。

実績:○

・各都道府県等が発信している地域のがん情報について、平成24年度に作成した全国統一フォーマッ

トのポータルページをさらに充実させるために、「たばこ対策Jおよび「がんと就労Jに関する情報の追カロ

を行い、各都道府県情報の可視化と情報発信の充実を促した。

・「がんと仕事のQ&AJをがん対策情報センターHPで公開した。資料発注システムを通じて全国に

12,000冊を供給した。

・昨年度作成した「日本人のためのがん予防法」を広く国民が活用できる情報にするために、全国の保

健医療従事者等が配布や普及しやすい「日本人のためのがん予防法」のパンフレットの作成を開始し

た。

・病院を探すのページを更新し、がん診療連携拠点病院の情報に関して、専門医療職から探す検索機

能、セカンドオビニオンの対応状況や、患者さんやご家族が隔り合うための場、がんに関する専門外来

の設置状況をがん種別、都道府県別に一覧で参照できる機能などを新たに実装した。また、2013年 2月

に新たに指定された小児がん拠点病院の情報を追カロし、病院情報を検索しやすくした。

。発信情報の作成に当たっては、がん対策情報センター「患者・市民パネル」の協力を得て行うと

ともに、患者の視点に立った情報提供を進めている力、

実績:○

・患者・市民パネル検討会を5月 、12月 に開催し、「がん登録Jに関する情報への期待、「がん情報サー

ビスおよび病院を探す」の情報の見やすさや改善案について、意見交換を行った。

・がん情報サービスの新規作成・更新にあたり、患者・市民パネルによるレビューを実施し、患者にとつて

わかりやすい情報の作成を行った

・医療者に対して、診療ガイドライン、がんの臨床試験情報 力:ん診療画像レファレンスデータベ

ース、パスデータベース、がん研究情報データベース等の情報を「がん情報サービス(医療関係

者の方へ
)、 (がん診療連携拠点病院の方へ)Jよ り発信している力、

実績 :○

。「がん診療連携拠点病院院内がん登録全国集計 2011年全国集計報告書」を公開した。

・「全国がん罹患モニタリング集計 (2009年罹患数・率報告 )J、 「全国がん罹患モニタリング集計 (2010年

罹患数・率報告)Jを公開した。

・がん情報サービス利用者の背景、満足度等を確認する仕組みを導入し、利用状況を確偲すると

ともに、有織者、医療関係者、がん患者、家族の代表で構成される「がん対策情報センター運営

評議会」の意見に基づきサービスの改善を行っているか。

実績:○

・がん情報サービス各種がんの情報において、20種類のがん(膵臓がん、子宮頸がん、前立腺がん、腎

細胞がん、小児がん16種)について、情報を更新し、タプ形式に変更した。

・病院を探すのページを更新し、がん診療連携拠点病院の情報に関して、専門医療職から探す検索機

能、セカンドオピニオンの対応状況や、患者さんやご家族が語り合うための場、がんに関する専門外来

の設置状況をがん種別、都道府県別に一覧で参照できる機能などを新たに実装した。

・病院を探すのページに、2013年 2月 に新たに指定された小児がん拠点病院の情報を追カロし、病院情

報を検索しやすくした。

・患者・市民パネル検討会を5月 、12月 に開催し、「がん登録Jに関する情報への期待、「がん情報サー

ビスおよび病院を探すJの情報の見やすさや改善案について、意見交換を行つた。

・がん情報サービスの新規作成・更新にあたり、患者・市民パネルによるレビューを実施し、患者にとつて

わかりやすい情報の作成を行つた。
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・院内がん登録及び地域がん登録等の実施状況を把握し、がん対策情報センターにデータを収

集し、集計・発信を行うとともに、予後調査などの転帰情報の収集を支援しているか。

実績:〇

.地域がん登録については、研究班に提出された37県 (2009年症例)及び31県 (201o年症例)の罹患

データから、基準を満たす33県 (2oo9年 )及び30県 (2010年 )データに基づき2009年及び2010年の

罹患数・率全国値推計を行い、結果を報告書を全国の関係機関に配布した。

・院内がん登録については、2011年 症rF」データを収集 (拠点397施設、県推薦 155施 設、拠点:584,122

症例、県推薦 :89086症 例)に関する報告書(施設別集計を含む)を作成し、拠点病院他に配布・公表し

た。また、397拠点病院および県推薦施設236施設から2012年症例データを収集 (約 62万症例および

約 15万症例)し、報告書の公表に向けた作業を行つた

・厚生労働省の委託事業にて、予後調査推進事業を行い、236拠点病院から約 14.3万 件の住民票照会

を行つた

・地域がん登録、院内がん登録の登録項 目の標準化を促進するとともに、地域がん登録実施県を

増加させるために、地域がん登録の標準方式の設定、標準方式に準拠したシステム開発・配布、

登録実務担当者の教育研修などを通じて、未実施県での導入に際して技術的支援を行つている

力、

実績:○

・地域がん登録の標準登録様式と院内がん登録の標準登録様式の共通化を図るべく、双方の改定案を

策定した上で、前者は地域がん登録関係者において協議し、後者は拠点病院院内がん登録の登録様

式改定手続を進めるよう厚生労働省健康局がん対策・健康増進屎に政策提案した。

・がん登録で利用される国際疾病分類―腫瘍学の改訂版を、厚生労働省統計情報部と共同編集し、登

録現場でのニードに合致した分類を提示した。

・地域がん登録事業実施全県において、地域がん登録標準方式の運用を継続支援した

・研究班で開発し、平成 22年度に日立がん研究センターに崚渡された地域がん登録の標準システムを

保守・改修し、各県へのシステム導入・保守を支援する業務を継続した(標準システム利用県は前年度よ

り3県増え、40県となった)。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

5国 への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づ

き、かつ、医療現場の実態に即したものにす

るため、科学的見地から専門的提言を行うこ

と。

5国 への政策提言に関する事項

我が国のがん対策が、より強固な科学的根

拠を持ち、かつ、がん患者を含めた国民の視

点に立った実情に即したものになるよう、世界

の科学技術の動向、研究成果やその有効

性、社会情勢、社会的要請等を踏まえ、科学

的根拠に基づいた専門的な政策提言を行う。

また、科学的根拠に基づいた政策提言機能

を実施するための組織を構築する。

5国 への政策提言に関する事項

我が国のがん対策が、より強固な科学的根

拠を持ち、かつ、がん患者を含めた国民の視

点に立ったものとなるよう、がん診療連携拠点

病院等との連携の下にがん医療の実歯把握

を行うとともに、世界の科学技術の動向、研究

成果やその有効性の把握・評価に努め、科学

的根拠に基づいた専門的な政策提言を行う。

特に、都道府県がん診療連携拠点病院連

絡協醸会情報提供・相談支援部会におい

て、拠点病院として、持つべき情報提供・相談

支援機能について意見をまとめ、厚生労働省

検討会等に提案していくよう努める。

5国への政策提言に関する事項

(1)科学的根拠に基づいた専門的な政策提言

OJSTパイオサイエンスデータベースセンター (NBDC)の人材育成分科会委員として、情報解析分野における人材育成に向けた戦略策定に貢献し

た。

○厚生労働省が推進した第3次対がん総合戦略 (が ん臨床研究事業及び推進事業を含む)の約 8年半経過時点において、事業全体を総括し、併

せて研究事業の基本的な国際比較を行つた。その結果に基づき、平成26年度からの新たな総合的がん研究戦略への提言を行い、報告書「がん研

究の今後のあり方についてJ(平成25年 5月 )としてまとめた この報告書はその後、厚労・文科・経産省合同の「今後のがん研究のあり方に関する

有融者会議Jでも報告され、平成25年 8月 9日 に公開された有識者会議の報告書の基盤的資料の一つとして、大きな影響を与えた。その有識者

会議報告書の内容の一部は、平成26年度の厚労科研費の公募等にも反映されている。

○厚生労働省第7回がん検診の在り方に関する検討会(平成25年 7月 )に、開発費研究班の成果を踏まえ、「がん検診提供体制が受診率に及ぼ

す影響要因についてJについて発表した

○がん登録推進法案について、厚生労働省がん対策・健康増進課及び参議院法制局との協議・意見交換を継続的に実施し、法律の成立に寄与し

た。

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を開催し、新たながん診療連携拠点病院についての意見を集約し「がん診療連携拠点病院制度の

関する提案Jを提出した 【平成25年 8月 1日 】

○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会を開催し、平成24年度にとりまとめた相談支援センターの機能、業務、名

称等について、情報提供・相談支援部会としての意見・提案を報告書にとりまとめ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を通じて、厚生労

働省・がん診療提供体制の在り方に関する検討会に向けた提案を行つた。【平成25年 4月 ～6月 】

○がん研究センタニが主体となつて開催してきた都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会が、国による協議会として拠点病院の整備指針に記

載された。

○全がん(成人病)センター協議会において、平成26年度診療報酬改定に関するがん専門医療機関としての提案書を取りまとめ保険局長に提出

した。【平成25年 6月 】

○希少がんに関する国内の専門家による「希少がん対策ワークショップJを開催し(平成26年 2月 )、
「希少がん対策ワークショップ報告書」としてまと

め、公開するとともに、関係者に配布した。【平成26年 3月 】

(2)政策提案を恒常的に実施する組織の構築

○がん対策情報センターにがん政策科学研究部を設置し、米国の大学院で学位を取得し関連分野の研究経験のある者2名 (部長 1名 (ヘルスサ

ービス博士)および研究員(疫学修士))を配置し、客観的データの収集・分析体制を構築開始した。

○禁煙支援に関する専門的知識と経験を有する4名 の専門家と厚生労働省たばこ対策専門官による「クィットラインパネルJを設置し、日本版クィット

ライン(禁煙電話相談)事業に関する第1回パネル報告書を完成した。

○クィットラインパネルを拡大したタバコフリーパネルについて検討を開始した。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

6.その他我が国の医療政策の推進等に関す

る事項

(1)公 衆衛生上の重大な危害への対応

公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生

しようとしている場合には、国の要請に応じ、

迅速かつ適切な対応を行うこと。

(2)国 際貢献

我が国におけるがんに対する中核的機関と

して、その特性に応じた国際貢献を行うこと。

6そ の他我が国の医療政策の推進等に関す

る事項

(1)公衆衛生上の重大な危害への対応

国の要請に対しては積極的な対応を行う。

また、災害や公衆衛生上重大な危機が発生

し又は発生しようとしている場合には、がん医

療 に関する範囲内にて、可能な限り適切な対

応を行う。

(2)国 際貢献

わが国のがん対策の中核機関として、知的

支援体制を整え積極的に国際貢献を図つて

いく。そのため、がんの研究・医療。政策に係

る国際的団体への買献をはじめとして、研究

開発や政策形成等における国際連携に積極

的に参カロ・参画するとともに、二国間等での研

究等協力を推進していく。

6そ の他我が国の医療政策の推進等に関す

る事項

(1)公衆衛生上の重大な危書への対応

国の要請に対しては積極的な対応を行う。

また、災害や公衆衛生上重大な危機が発生

し又は発生しようとしている物 合には、がん医

療に関する範国内にて、可能な限り適切な対

応を行う。

(2)国 際貢献

わが国のがん対策の中核機関として、がん

の研究。医療・政策に係る国際的団体への貫

献をはじめとして、研究開発や政策形成等に

おける国際連携に積極的に参加・参画すると

ともに、各国主要がんセンター・大学等との研

究等協力を推進する

国際貢献として、各国からの視察、研修、患

者の受け入れを推進する。

6その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

(1)公衆衛生上の重大な危害への対応

①災害や公衆衛生上重大な危機が発生した場合の対応

○現状に則した防災マニュアルの改正を行い、災害時の行動がスムーズに行えるよう整備を行えるよう整備した。

○新型インフルエンザ等発生時における診療継続計画の検討を開始し、平成 26年度前期に策定予定。

○火災や災害時に備え、自衛消防隊の消火訓練や総合防災ヨ1練を実施した。

○環境に広く存在するセレウス菌による感染症発生時には、他の医療機関の参考ともなるよう記者会見で注意喚起を図り、センターの対策を紹介し

た また、メディアからの取材申込みにも対応し、感染制御室の取り組みを紹介、感染対策の啓発にも取明しし規

(2)国 際貢献

①国際貢献・国際連携

○米国の国立がん研究所と研究協力に関する覚書締結の準備を進め、平成 26年 4月 に締結された。

ONCCから将来を担う若手育成を目指し、サポート体制を構築。平成 25年度は、医師ふたりをアメリカがん研究所 (NCI)に派遣した。

○アジアがんセンター総長会議(ANCCA)に出席し、たばこ撲滅を目指す宣言をアジアがんセカ ー総長連名で出すことを決議した。

○海外からの研修、視察の受入れを行つた。(任意・受託研修 95人、見学者 146人、視察対応 10件 76人 対象期間:平成25年 1月 ～12月 )

ONECが タイにて進めている、経済産業省事業「平成25年度 日本の医療機器・サービスの海外展開に関する調査事業」にNCCが 医学の面で協

力した。

○国際共同治験への参加 :製薬企業による国際共同試験へ積極的に参加し、重要な臨床試験成績の構築に貢献した

【国際共同治験実施件数】年度実績 :185件 (中央:100件 /東 :85件 )

○多施設臨床試験支援センターが支援しているJCOC試験のうち以下の2試験を国際共同研究として実施した
。日韓共同:JCOG0705(治癒切除不能進行日癌に対する胃切除術の意義に関するラングム化比較第Ш相試験)

。日米共同:JCOG1018(高齢切除不能進行大腸癌に対する全身化学療法に関するランダム化比較第Ⅲ相試験)

OJCOCの 2試験に加え、lRClとの小腸癌述語補助療法(BALLAD)な どの国際共同研究者主導臨床試験への参カロ、症例登録、計画書作成を行

つた

○多施設臨床試験支援センターが支援しているJCOG試験における放射線治療の品質管理/品質保証を国際標準準拠で行うため、IAEA

(Internatlonal Atomlc Enorguy Agency)、  AdvIImcod Technology Conso■ ium(ATC)、  Quality Assurmco Revlow Centor(QARC)等 からなる、がん

臨床試験における放射線治療の品質管理/品質保証の国際ハーモナイゼーショングループ(Gbb」 Quity Assurance of R3daJOn Therapy

Harlnonsauon croup)に JCOCと して加盟し、情報共有に努めており、JCOG試験における放射線治療の安全性・有効性の確保を行つている。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

〇消化管内視鏡検査、治療の褥外での露演、冥技指導:上部、下部消化管腫場に対する早期診断及び EMR、 ESDの 内視鏡治療の実践につい

て、各国を訪問して講演や実技指導を行うとともに、海外からの研修生を積極的に受け入れて教育を行つた。(内視蜻研修、見学者数50人 対象

期間:平成25年 1月 ～12月 )

O Fedortton oFAden C‖ Hc■ Oncology(FACO)へ の参画 平成25年 9月 CSCO(中 国癌治療学会)Annud Mcethgに 合わせ,FACOの第 1

回の学術集会が開催され、当センターからも参加し、今後の運営に関して討論に参加した。平成26年 1月 には国際共同研究として胃癌をテーマに

実働する。

○国際共同研究(Ada Cohor Cons。 ■mm:ACC)に参画し、コホート研究の統合解析により、内と死亡、喫煙と死亡、BMIと膵がん、BMIと循環器疾

患死亡などとの関連を明らかにしブLまた、11月 にACC会議を東京において主催した(年 1回の会議)。 さらに、事務局機能が、米国 Fred

Hutchinson Cancer Resoorch Centerか ら、予防研究部へ移転することになり、その準備を進めている。

○国際共同研究(Harvard Podh8 PrOjOct)に 参画し、野菜・果物と手Lがんリスクには関連がないことを明らかにした。

○国際共同研究(Atta Breast Cancor Consordum)に 参画し、アジア人における乳がんリスクに関連する新たな遺伝子多型の同定した

O代表世話人の一人として、The 4th JCA― AACR Spodd Jdnt COnferenco the Ltest advances h 80stic cancor rosoarchを 癌学会とAACRの joht

conお rencoと して開催した

○オーストラリアの P」‖at市e Care Chntd Studes Conaborat市 o(PaCCsC)が 中心になって行われているアジア太平洋地域での緩和ケアにおける薬

物療法の副作用・効果に関する観察研究である Rロメd phamacOЙ 」ianCO m pdlht市 e caro(緩 和ケアにおける迅速な薬物療法の副作用・効果に関

する観察研究)に参加し、当センターの研究倫理審査委員会で承認され、患者登録を継続中。

○日本癌学会国際シンポジウム Cancer Nanomeddneを主催し、日本、台湾、シンガポールでのNanomeddneの国際治験に貫献した

○国際的なリンパ管侵襲、静脈侵襲の判定基準を作成するため Internatbnd study『 oup oF Ыood and lymphatt vessd hvttionを形成して判定

一致率の検討を行っている。

OEpendylnoma Consensus Mooung(ハ ィデルベルグ、H25年 7月 )に参カロし、Ependymoma(上衣腫)におけるパイオマーカー検索の国膠 夕解析

に日本として参加することで合意した。

○がん研究振興財団と協力して、国際がん研究シンポジウムを開催し、世界の代表的ながん研究専門施設(米国、カナグ、フランス、峰国、シンガ

ポール、タイ)における国際的な対がん戦略に関して情報を交換し、国際貢献を図つた。

○「抗がん剤投与時の味覚障害の成因解明とその対処法Jの研究において、タイ国立がん研究センター、および複数のタイ国立大学との共同研究

で、味覚障害の原因および味覚障害の予防、治療に関する日―タイ共同研究セミナーを立ち上げ、昨年度はタイで、本年度は日本(国立がん研究

センター、築地)にてセミナーを行つた。

OHuman PrOteomo Organizatbn(HUPO)が主催する抗体データベースであるAn■bod_based Protein capturo Commiteeに co― chttrと して参カロ

し、データ登録のガイドラインの作成に貢献した。

○スウェーデンのカロリンスカ研究所と抗体を用いたタンパク質の翻訳後修飾の網羅的解析を実施した。

○中国の夏旦大学と消化管問質腫瘍の共同研究を行い、術後再発を予測するバイオマーカーの検証実験に着手した。肝細胞がんに関しても共同

研究を行い、組織アレイを用いたプロテオーム解析により、早期再発に関わる核内因子を網羅的に解析した。
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

〇がん患者の味覚障害に関する患者の実態調査を 2国 間の共同研究 (日 本―タイ)として行つた 口内炎によるQOL低下を予防するための基礎研

究を開夕台した。

○フィンランド国立労働衛生研究所、国立国際医療研究センターとの共同セミナー「タパコフリーフィンランド2040への行程」を行い、フィンランドの

がん政策及びたばこ政策について学ぶ機会を設け、タバヨフリーフィンランドとの連携について協議した。

○たばこと健康WHO指定研究協カセンターの新規契約申請を行つた

OWHOたばこ規制枠組条約締約国会議専門家会合に招聘された。

○アジア太平洋クィットラインネットワークに加盟し、ワークショップに招聘され、日本のクィットライン構築への助言を受けれ

○国際対がん連合(UICC)日 本委員会との連携で、アジアのたばこ対策・がん教育活動に協力した

O米国 NCI、 FDAのたばこ対策部門へのコンサルテーションを行った。

OWHO― FiCネットワーク会議に日本協カセンターの一員として参カロし、ICD(国 際疾病分類)の改善(Upd試 o)に協力した。

OICD-11策 定に関する腫瘍に関連アドバイザリー・グループ(Nooplasm TAC)の メンパーとして、ICD-11の βパージョンの作成作業に従事した。

○国際がん研究パートナーシップ(lCRPlに 、国立がん研究センターがん研究開発費としての参加を継続し、米国国立癌研究所 (NCI)を はじめ、欧

米を中心とする海外のがん研究費配分機関との情報・意見交換を行い、我が国のがん研究戦略のあり方の検討の参考とした その一部は、厚生労

働科学研究費補助金指定研究(研究代表者:堀 田知光)による「第3次対がん総合戦略全体の報告と評価に関する研究Jの報告書の中に、国際分

析結果として記載した

○国際ヒトエピゲノムコンソーシアム OHEC)に 、 (CRESTlの 支援を受けて我が国の代表研究チームとし

て参画している。国際科学運営委員会 lSSC・ 各種ワークグループ。年次総会 (於ベルリンのにおいて、解析手技とデータ共有プラットフオームの国際

標準化に貢献した CREST/1HECチ ームのホームページを公開し、国内外の研究者ならびに国民への情報発信に努めている。
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評価の視点

【評価項目9国への政策提言に関する事項、その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

(公衆衛生上の■大な危害への対応、国際貢献)】

自己評定
    I      S      I

(総合的な評定)

・厚生労働省が推進した第3次対がん総合戦略(が ん臨床研究事業及び推進事業を含む)の約 8年半

経過時点において、事業全体を総括し、併せて研究事業の基本的な国際比較を行つた。その結果に基

づき、平成 26年度からの新たな総合的がん研究戦略への提言を行い、報告魯「がん研究の今後のあり

方についてJ(平成 25年 5月 )としてまとめた。この報告書はその後、厚労。文科・経産省合同の「今後の

がん研究のあり方に関する有敵者会議Jでも報告され、平成 25年 8月 9日 に公開された有識者会議の

報告書の基盤的資料の一つとして、大きな影響を与えた。その有識者会議報告書の内容の一部は、平

成26年度の厚労科研費の公募等にも反映されている。

・がん登録推進法案について、厚生労働省がん対策・健康増進課及び参議院法制局との協議・意見交

換を継続的に実施し、法律の成立に寄与した。

・がん対策情報センターにがん政策科学研究部を設置し、米国の大学院で学位を取得し関連分野の研

究経験のある者 2名 (部長 1名 (ヘルスサービス博士)および研究員(疫学修士))を配置し、客観的デー

タの収集・分析体制を構築開始した
。米国の国立がん研究所と研究協力に関する覚書締結の準備を進め、平成26年 4月 に締結された

・国際共同研究(Ada Coho■ Cons。 ■ヽ m:ACC)に参画し、コホート研究の統合解析により、内と死亡、

喫煙と死亡、BMIと膵がん、BMIと 循環器疾患死亡などとの関連を明らかにした また、H月 にACC会
議を東京において主催した(年 1回の会議)。 さらに、事務局機能が、米国 FЮd Hutchnson Cancor

ResOarch Conterか ら、予防研究部へ移転することになり、その準備を進めている。

・NCCから将来を担う着手育成を目指し、サポート体制を構築。平成 25年度は、医師ふたりをアメリカが

ん研究所(NCDに派遣した。

・海外からの研修、視察の受入れを行つた (任意・受託研修 95人 、見学者 146人、視察対応 10件

76人 対象期間:平成25年 1月 ～12月 )

・NECがタイにて進めている、経済産業省事業「平成25年度 日本の医療機器・サービスの海外展開に

関する調査事業」にNCCが 医学の面で協力した
。消化管内視鏡検査、治療の海外での講演、実技指導:上部、下部消化管腫瘍に対する早期診断及び

EMR、 ESDの 内視鏡治療の実践について、各国を訪問して購演や実技指導を行うとともに、海外からの

研修生を積極的に受け入れて教育を行つた。(内視鏡研修、見学者数50人 対象期間:平成25年 1月

～12月 )

評 定

[評価の視点]

・世界の科学技術の動向、研究成果やその有効性、社会情勢、社会的要請等を踏まえ、科学的

根拠に基づいた専門的な政策提言を行つているか。

実績:○

・がん登録推進法案について、厚生労働省がん対策・健康増進課及び参議院法制局との協議・意見交

換を継続的に実施し、法律の成立に寄与した。

・JSTパ イオサイエンスデータベースセンター (NBDC)の人材育成分科会委員として、情報解析分野に

おける人材育成に向けた戦略策定に貢献した。

・厚生労働省が推進した第3次対がん総合戦略(がん臨床研究事業及び推進事業を含む)の約 8年半

経過時点において、事業全体を総括し、併せて研究事業の基本的な国際比較を行つた。その結果に基

づき、平成 26年度からの新たな総合的がん研究戦略への提言を行い、報告書fがん研究の今後のあり

方についてJ(平成25年 5月 )としてまとめた。この報告書はその後、厚労・文科・経産省合同の「今後の

がん研究のあり方に関する有識者会議」でも報告され、平成25年 8月 9日 に公開された有融者会議の

報告書の基盤的資料の一つとして、大きな影響を与えた。その有識者会議報告書の内容の一部は、平

成26年度の厚労科研費の公募等にも反映されている。

・厚生労働省第 7回がん検診の在り方に関する検討会(20137)に 、開発費研究班の成果を踏まえ、「が

ん検診提供体制が受診率に及ぼす影響要因について」について発表した。
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・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を開催し、新たながん診療連携拠点病院についての意

見を集約し「がん診療連携拠点病院制度の関する提案」を提出した。

・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会を開催し、平成 24年度にとりま

とめた相談支援センターの機能、業務、名称等について、情報提供・相談支援部会としての意見・提案

を報告書にとりまとめ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を通して、厚生労働省・がん診療提

供体制の在り方に関する検討会に向けた提案を行つた

・科学的根拠に基づいた政策提言機能を実施するための組織を構築しているか。 実績:○

・がん対策情報センターにがん政策科学研究部を設置し、米国の大学院で学位を取得し関連分野の研

究経験のある者 2名 (部長 1名 (ヘルスサービス博士)および研究員 (疫学修士))を配置し、客観的デー

タの収集・分析体●lを構築開始した。

・禁煙支援に関する専門的知融と経験を有する4名 の専門家と厚生労働省たばこ対策専門官による「ク

ィットラインパネル」を設置し、日本版クィットライン(禁煙電話相談)事業に関する第1回パネル報告書を

完成した

・国の要請 に対して、積極的な対応を行うとともに、災害や公衆衛生上重大な危機が発生し又は

発生しようとしている場合 には、がん医療に関する範囲内にて、可能な限り適切な対応を行ちてい

るか。

実績:○

・環境に広く存在するセレウス菌による感染症発生時には、他の医療機関の参考ともなるよう記者会見で

注意喚起を図り、センターの対策を紹介した また、メディアからの取材申込みにも対応し、感染制御室

の取り組みを紹介、感染対策の啓発にも取り組んだ。

・わが国のがん対策の中核機関として、知的支援体制を整え積極的に国際貢献を図つていくた

め、研究開発や政策形成等における国際連携に積極的に参加・参画するとともに、二国間等で

の研究等協力を推進しているか。

実績:○

・NCCから将来を担う着手育成を目指し、サポート体制を構築。平成25年度は、医師ふたりをアメリカが

ん研究所(NCDに派遣した。

・海外からの研修、視察の受入れを行つた (任意・受託研修 95人 、見学者 146人、視察対応 10件

76人 対象期間:平成25年 1月 ～12月 )

・NECがタイにて進めている、経済産業省事業「平成25年度 日本の医療機器・サービスの海外展開に

関する調査事業Jに NCCが 医学の面で協力しL
。消化管内視鏡検生、治療の海外での講演、実技指導 :上部、下部消化管風瘍に対する早期診断及び

EMR、 ESDの 内視鏡治療の実践について、各国を防問して講演や実技指導を行うとともに、海外からの

研修生を積極的に受け入れて教育を行つた (内視鏡研修、見学者数50人 対象期間:平成25年 1月

～12月 )

・国際がん研究パートナーシップ(ICRPlに 、国立がん研究セカ ーがん研究開発費としての参カロを継続

し、米国日立癌研究所(NCDを はじめ、欧米を中心とする海外のがん研究費配分機関との情報・意見交

換を行い、我が国のがん研究戦略のあり方の検討の参考とした。その一部は、厚生労働科学研究費補

助金指定研究(研究代表者 :堀 田知光)による「第3次対がん総合戦略全体の報告と評価に関する研

究」の報告書の中に、国際分析結果として記載した。

・国際共同研究(Ada Cohoi Conso■■
“
:ACC)に 参画し、コホート研究の統合解析により、内と死亡、

喫煙と死亡、BMlと膵がん、BMIと循環器疾患死亡などとの関連を明らかにした また、11月 にACC会

議を東京において主催した(年 1回の会議)。 さらに、事務局機能が、米国 FrOd HutcHnson Cancor

Roseerch Centerか ら、予防研究部へ移転することになり、その準備を進めている。
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中期 目標 中期計画 25年度。年度計画 25年度の業務の実績

第3業務運営の効率化に関する事項

1効 率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上及びガバナンスの強化を目

指し、かつ、効率的な業務運営体制とするた

め、定期的に事務及び事業の評価を行い、

役割分担の明確化及び職員の適正配置等を

通じ、弾力的な組織の再編及び構築を行うこ

と。

総人件費については、センターの果たすべ

き貨割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的

な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律(平成 18年法律第47号)や「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針

2006」 (平成 18年 7月 7日 関醸決定)に基づ

いて人件費改革に取り組むとともに、給与水

準に関して国民の理解が十分得ら妨 よう必

要な説明や評価を受けるものとすること。

その際、併せて、医療法(昭和23年法律第

205号 )及び診療報酬上の人員基準に沿つた

対応を行うことはもとより、国の制度の創設や

改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療

の推進のための対応や医療安全を確保する

ための適切な取組を行うこと。

また、独立行政法人に関する制度の見直し

の状況を踏まえ適切な取組を行うこと。

第2業務運営の効率化に関する目標を達成

するために取るべき措置

1効率的な業務運営に関する事項

(1)効率的な業務運営体制

センターとしての使命を果たすことができるよ

う組織内の企画立案、調整、分析機能を高め

るとともに、人的・物的資源を有効に活用し、

ガパナンスの強化を目指した体制を構築す

る。

さらにセンターの使命に応じて、より効率的

に成果を生み出せるよう、各部門の再編を行

う。

総人件費については、センターの果たすべ

き役割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的

な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律(平成 18年法律第47号 )に基づ

き平成22年度において1%以上を基本とする

削減に取り組み、「経済財政運営と構造改革

に関する基本方針 2006」 (平成18年 7月 7

日閣議決定)に基づき、人件費改革の取組を

平成23年度まで継続するとともに、給与水準

に関して国民の理解が十分得られるよう必要

な説明や評価を受けるものとする。

その際、併せて、医療法(昭和23年法律第

205号 )及び診療報酬上の人員基準に沿つた

対応を行うことはもとより、国の制度の創段や

改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療

の推進のための対応や医療安全を確保する

ための適切な取組を行う。

また、独立行政法人に関する制度の見直し

の状況を踏まえ適切な取組を行う。

①副院長複数制の導入

特命事項を担う副院長の設置を可能とする

とともに、副院長の役割と院内での位置付け

を明確化する。

②事務部門の改革

事務部門については、配置を見直し、効率

的・効果的な運営体制とする。

第2業務運営の効率化に関する目標を達成

するために取るべき措置

1効率的な業務運営に関する事項

(1)効 率的な業務運営体制

センターとしての使命を果たすことができる

よう、組織内の企画立案、調整、分析機能を

高めるとともに、人的・物的資源を有効に活用

し、ガバナンスの強化を図る。

①冨1院長複数制の導入

病院部門においては、複数の副院長による

役割分担の下に病院経営の効率的な運用を

推進するとともに、診療科長制度の下に中央

病院と東病院が同一の診療方針に基づき診

療に当たる体制を構築する。

②事務部門の改革

事務部門においては、センターの使命に員ロ

した業務改善に積極的に取り組む人材を育

成するため、事務職員を対象に問題把握や

企画能力の向上並びにスキルアップに資する

研修を年 4回以上実施するとともに、関連す

る事務の集約化を進め、事務作業の効率化

を図る。

第2業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置

1効 率的な業務運営に関する事項

(1)効率的な業務運営体制

①副院長複数制の導入

○複数の副院長による役割分担の下に、病院経営の効率的な運用を引き続き継続した。
・中央病院 :診療担当、教育担当、研究担当、医療安全担当

・東病院:診療・経営担当、教育・研究担当、医療安全管理担当

②事務部門の改革

ア 事務部門の配置見直し

○事務組織の効率的・効果的な執行体制を構築するため、専門職を配置した 【平成25年 4月 】

【配置ポスト】

総務専門職(総務部、事務部)、 管理専門職、経理専門職 (財務経理部、事務部)、 労務専門職、監査専F月 職

○企画戦略局の機能強化のため、広報室及び国際交流室を移管し広報企画室・国際戦略室とした。【平成25年 4月 】

○事務以外の部門についても、より効率的な成果を創出するため、下記の通り再編等を行った。

1)早期・探索臨床研究センターを設立し、First h Human試 験、未承認薬を用いた医師主導治験、TRをそれぞれ推進した。(H2541)
2)手術や抗がん剤、放射線などがんにかかわる外見の問題について、正しく、最新の治験を提供し、研究・教育・臨床を通じて患者がいつもと同

じ生活を送れるように支援するためにアピアランス支援センターを開設した。(H2541)

3)客観的データの収集・分析体制を構築することを目的とし、がん対策情報センターにがん政策科学研究部を設置した。(H2541)
4)がん経験者・家族等のQOの向上に向けた知見を創出するため、がん対策情報センターにがんサパイパーシップ支援研究部を設置した

(H254.1)

5)より効率的な業務運営のため、がん予防・検診研究センターの部門を再編し、新たに疫学研究部、保健政策研究部及び検診部を設置した

(H2561)

6)臨床試験/臨床研究に対するコンサルテーション体制を継続的に実施するため、生物統計部門を設置した。(H2571)
7)研究所の組織改正を進め、バイオバンク支援部門、臨床薬理部門、創薬標的・シーズ評価部門、臨床ゲノム解析部門、バイオマーカー探索支

援部門、パイオマーカー評価部門、パイオインフォマティクス部門から構成されるTR総合支援グループを新たに組織し、EPOC等 における

dhical sequonchgや 薬剤分子イメージング、患者がん試料ゼノグラフト作成の支援を行つた。(H2571)

8)希少がんに対する最新・最適な診療・研究において中心的役割を果たし、実際の希少がん診療を通して希少がん医療の問題点を明らかにし、

希少がん対策を推進することを目的とし、希少がん対策室を設置した。(H25.121)

9)がんと診断された時からの患者。家族に対する適切な支援の提供を目的にサポーティプケア室を設置の準備を進めた。(H264.1設 置)

10)研究支援機能の集約を目的とし、研究支援センターの設立準備を進めた。(H26716設 置)

イ 事務職員を対象にした研修の実施

○事務職員を対象とした SD(スタッフデベロップメント)研修を開催し、企画立案能力の開発等について職員のスキルアップを 図つた

【事務職員を対象とした研修】(目 標:年 4回以上)

年度実績:8回

5月 15日 公文書管理に係る講義
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中期 目標 中期 計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

6月 26日 講演 (パ ワーハラスメント・セクシャルハラスメント問題)

7月 5・ 6日 6NC問題解決グループディスヵッション (病院経営を科学する:問題解決スキル向上プログラム)

9月 5・ 6日 全国大学職員SD研修会

9月 9日 係長試験プレゼンテーションスキル

2月 7・ 8日 6NC研修

2月 17日 接遇研修講演会

2月 21日 業績評価フォローアップ研修

○公文書管理に係る障義において、外部講師を招き公文書管理法における公文書の管理について学ん規

○パワーハラスメント・セクシュアルハラスメント問題についての講演では、顧問弁護士に講演していただき、主に管理者に問題点を周知した

○初の試みとなる6NC事務職員のSD研修について、参加型合同研修 (問題解決強化研0を開催した。(2回 :平成25年 7月 、平成26年 2月

金・±2日 間)

○平成23年度から参カロしている全国大学職員 SD研修会に、去年に引き続き4名が参カロした。

○係長試験プレゼンテーションスキルにおいて、係長試験を受ける5名 による模擬プレゼンを実施した

ウ 事務の集約化と効率化の推進

○給与明細のメール配僣を促進し、業務の効率化を図つた (築地地区 94.6%、柏地区76.7%)

〇年末調整について業務委託を行い業務の効率化を図つた。

○就業管理システムを導入し、柏地区の勤務実績等業務を集地地区で一部実施する等効率化を図つた。
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評価の視点    |
【評価項目10効率的な業務運営体制】

自己評定 S _劃
(総合的な評定)

・複数の副院長による役割分担の下に、病院経営の効率的な運用を引き続き継続した。

・事務組織の効率的・効果的な執行体制を構築するため、専門職を配置した。(H2541)

【配置ポスト】総務専門職(総務部、事務部)、 管理専門職、経理専門職 (財務経理部、事務部)、 労務

専門職、監査専門職

・企画戦略局の機能強化のため、広報室及び国際交流室を移管し広報企画室・国際戦略室とした。

(H2541)

・その他部門についてもより効率的な成果を倉1出するため、下記の通り再編等を行つた。

1)早期・探索臨床研究センターを設立し、Flrst ln Human試 験、未承13薬を用いた医師主導治験、TR

をそれぞれ推進した。(H2541)

2)手術や抗がん剤、放射線などがんにかかわる外見の問題について、正しく、最新の治験を提供し、

研究・教育・臨床を通じて患者がいつもと同じ生活を送れるように支援するためにアピアランス支援

センターを開設しれ (H254.1)

3)客観的データの収集・分析体制を構築することを目的とし、がん対策情報センターにがん政策科学

研究部を設置した。(H2541)

4)がん経験者・家族等のQOの向上に向けた知見を倉J出するため、がん対策情報センターにがんサ

パイパーシップ支援研究部を設置した。(H2541)

5)よ り効率的な業務運営のため、がん予防・検診研究センターの部門を再編し、新たに疫学研究部、

保健政策研究部及び検診部を設置した。(H2561)

6)臨床試験/臨床研究に対するコンサルテーション体制を継続的に実施するため、生物統計部 F号 を

設置した。(H2571)

7)研究所の組織改正を進め、パイオバンク支援部門、臨床薬理部門、創薬標的・シーズ評価部F日 、

臨床ゲノム解析部門、パイオマーカー探索支援部門、パイオマーカー評価部門、バイオインフォマ

ティクス部門から構成されるTR総合支援グループを新たに組織し、EPOC等 におけるdhおJ
sequondngや薬剤分子イメージング、患者がん試料ゼノグラフト作成の支援を行った。(H2571)

8)希少がんに対する最新・最適な診療・研究において中心的役割を果たし、実際の希少がん診療を

通して希少がん医療の問題点を明らかにし、希少がん対策を推進することを目的とし、希少がん対

策室を設置した (H25121)

9)がんと診断された時からの患者・家族に対する適切な支援の提供を目的にサポーティプケア室を設

置の準備を進めた (H2641設置)

10)研究支援機能の集約を目的とし、研究支援センターの設立準備を進めた (H26.7.16設置)

・就業管理システムを導入し、柏地区の勤務実績等業務を築地地区で一部実施する等効率化を図つ

た。

評定

[評価の視点]

・センターとしての使命を果たすことができるよう組織内の企画立案、日整、分析機能を高めるとと

もに、人的・物的資源を有効に活用し、ガパナンスの強化を目指した体制を構築しているか。

実績:○

・SD(スタッフデベロップメント)研修を 8回開催し、事務職員を対象に企画立案能力や企業会計などに

関するスキルアップを図つた。

・ガパナンスの強化を目指し、法人の経営に関する重要事項を審議するため理事会を毎月開催した。
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・センターの使命に応じて、より効率的に成果を生み出せるよう、各部門の再編を行つているか。 実績:○

・早期・探索臨床研究センターを設立し、Fist h Human試験、未承認薬を用いた医師主導治験、TR

をそれぞれ推進した。(H2541)

・手術や抗がん剤、放射線などがんにかかわる外見の問題について、正しく、最新の治験を提供し、

研究・教育・臨床を通じて患者がいつもと同じ生活を送れるように支援するためにアピアランス支援

センターを開設した (H2541)

・客観的データの収集・分析体制を構築することを目的とし,がん対策情報センターにがん政策科学

研究部を設置した。(H2541)

・がん経験者・家族等のQOの向上に向けた知見を創出するため、がん対策情報センターにがんサ

パイパーシップ支援研究部を設置した。

・企画戦略局の機能強化のため、広報室及び国際交流菫を移管し広報企画室・国際戦略室とした。

(H254.1)

。事務組織の効率的・効果的な執行体制を構築するため、専門職を配置した (H2541)

【配置ポスト】総務専門職 (総務部、事務部)、 管理専門職、経理専門職 (財務経理部、事務部)、 労務

専門職、監査専門職

・より効率的な業務運営のため、がん予防・検診研究センターの部門を再編し、新たに疫学研究部、

保健政策研究部及び検診部を設置した (H2561)

・臨床試験/臨床研究に対するコンサルテーション体制を継続的に実施するため、生物統計部門を

設置した (H25.71)

・研究所の組織改正を進め、パイオバンク支援部門、臨床薬理部門、創薬標的・シーズ評価部門、

臨床ゲノム解析部門、パイオマーカー探索支援部門、パイオマーカー評価部門、パイオインフォマ

ティクス部門から購成されるTR総合支援グループを新たに組織し、EPOC等 におけるdhic」

soquondngや薬剤分子イメージング、患者がん試料ゼノグラフト作成の支援を行つた (H2571)
・希少がんに対する最新・最適な診療・研究において中心的役割を果たし、実際の希少がん診療を

通して希少がん医療の問題点を明らかにし、希少がん対策を推進することを目的とし、希少がん対

策室を設置した (H25121)

・がんと診断された時からの患者・家族に対する適切な支援の提供を目的にサポーティプケア室を設

置の準備を進めた (H26.41設 置)

10)研究支援機能の集約を目的とし、研究支援センターの設立準備を進めた (H26716設 置)

・総人件費改革取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるかどうかについて、法人の取

組の適切性について検証が行われているか。また、今後、削減日標の達成に向け法人の取組を

促れ のとなつているか。(政・独委評価の視点)

実績:△

・高度先駆的医療の開発・普及・提供の人材確保などの必要性を踏まえ、診療部F日 で医師及び看護師

を噌員していることから、削減目標の達成はなされていない。

・総人件費改革は進んでいるか。(厚労省評価委評価の視点) 実績:○

・総人件費改革は平成23年度まで毎年1%相 当の人件費削減を独立行政法人に義務づけている行政

改革推進法及び閣議決定に基づいたものであるため、当該年度までで終了しているものであるが、平成

25年度以降についても高度先駆的医療の開発・普及・提供の人材確保などの観点から、診療部門での

医療職の適正数を勘案しながら必要最小限の職員数で運営している状況である。また、技能職につい

ては欠員不補充として人件費抑制に努めている状況である。

‐
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・国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進のための対応や医療安

全を確保するための適切な取組を行つているか。

実績:○

・理事長自らが業務内容や業務量の実態を精査した上で、人員が不足している部門には適任者を採用

した。

・独立行政法人化以降、任期付き常動制度の活用等により、常勤職員を292名 増員した。(平成25年度

36名 の増員)

・独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏まえ適切な取jtaを行つているか。 実績:○

・「独立行政法人の事務事業の見直し方針J等を踏まえ、ガバナンス体制の強化の為の体制の構築、業

務運営の効率化、内部統制の強化、取,1関係の見直し等に関する適切な取り組みを実施している。

・国家公務員の再就職者のポストの見直しを図つてい初 、(厚労省評価委評価の視点) 実績:○

・現状では国家公務員からの再就職については出向者を除き、国家公務員退職者の受け入れポストは

特に設置していない。

・独立行政法人職員の再就職渚の非人件費ポストの見直しを図つているか。(厚労省評価委評価

の視点)

実績 :○

・外部研究費等を用いた雇用を行つている非人件費ポストについては、特段独立行政法人職員の再就

職渚 として受け入れるためのポストは設置していない。

・特命事項を担う副院長の設置を可能とするとともに、副院長の役割と院内での位置付けを明確

イヒしている力、

実績:○

・複数の副院長による役割分担の下に、病院経営の効率的な運用を行つた。

・中央病院:診療担当、教育担当、研究担当、医療安全担当

。東病院 :診療・経営担当、教育・研究担当、医療安全担当

・事務部門については、配置を見直し、効率的・効果的な運営体制となっている力、 実績:○

・事務組織の効率的・効果的な執行体制を構築するため、専門職を配置した。

【配置ポスト】総務専門職(総務部、事務部)、 管理専門職、経理専門職(財務経理部、事務部)、 労務専

門職、監査専門職
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

センターの効率的な運営を図るため、以下

の取組雄 めること。

① 給与水準について、センターが担う役割

に留意しつつ、適切な給与体系となるよう見

直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購

入費用の適正化

③ 一般管理費(退職手当を除く。)につい

て、平成21年度に比し、中期目標期間の最

終年度において15%以上の削減

④ 医薬未収金の発生防止及び徴収の改善

並びに診療報酬請求業務の改善等収入の確

保

(2)効 率化による収支改善

センターとしての使命を果たすための経営

戦略や毎年の事業計画を通じた経営管理に

より収支相償の経営を目指すこととし、5年間

を累計した損益計算において、経常収支率

が100%以 上となるよう経営改善に取り組む。

①給与制度の適正化

給与水準等については、社会一般の情勢

に適合するよう、民間の従業員の給与等を踏

まえ、業務の内容・実績に応じたものとなるよ

う見直す。

②材料費の節減

医薬品、医療材料等の購入方法、契約単価

の見直しにより、材料費率の抑制に努める。

③一般管理費の節減

平成21年度に比し、中期目標の期間の最

終年度において、一般管理費(退職手当を除

く。)について、15%以上節減を図る。

(2)効 率化 による収支改善

センターとしての使命を果たすための経営

戦略や事業計画を通じた経営管理により、経

常収支率が 100%以上となるよう引き続き経

営改善に取り組む。

①給与制度の適正化

給与水準等については、センターの使命を

果たす上で必要な人材確保に支障が生眈

いよう配慮するとともに、社会一般の情勢に適

合するよう、民間の従業員の給与等を踏ま

え、業務の内容。実績に応じたものとなるよう、

見直しについて検討する。

②材料費の節減

材料費の抑制を図るため、医療材料につい

ては預託型SPDの運用を継続する。医薬品

については市場価格の把握を踏まえ、6ナシ

ョナルセンター共同調達やセンター単独調達

を進める。

③一般管理費の節減

一般管理費(退職手当を除く)については、

入札対象外についても、購入伺い等の際の

業者相見積による価格比較を徹底するととも

に、センター全体の電気・ガス消費量の無駄

をなくし、経費節減の徹底を図る。

電子カルテ等の情報システム(保守・運用含

む。)の更新に当たり、IT専門コンサルタント

(2)効率化による収支改善

○センターとしての使命を果たすための経営戦略や事業計画を通じた経営管理により目標達成に取り組んだが、電子カルテ更新や診療棟移転な

どの特殊要因の費用が多くかかつたため目標を達成することができなかった。

○経営効率化 WGを設置し、全 5回の会議を行い来年度以降の収支改善に向けて報告書を取りまとめた。

I経常収支率】(目 標:100%以 上)

98%

①給与制度の適正化

○中央病院と東病院における地域手当格差について、法人運営の一体化を推進してガバナンスの更なる向上を図るため「医療研究連携加算Jを

増額した

○東京都の最低賃金の引き上げに伴い簡易的な業務を行う非常勤職員給与規虐を改正した。(平成25年■0月 )

○非常勤職員単価について、新たにがん専門修練薬剤師を導入するにあたり単価の設定を行った。また、医学物理士や事務助手等有資格者に対

して単価の見直しを図つた (平成26年 3月 、施行は平成26年4月 )

○人事システム改革に伴い、医師・研究員の役職任期制導入の給与表の改正として新たな基本年俸表について制定した。(平成26年 3月 )

②材料費の抑制

○預託型 SPDの運用継続により、医療材料の調達について23年度調達価格に比して24年度よりも107ポイントのコスト削減ができた。

【平成24年度分 23年度比 3.87%削減 △約 66,387千 円】

【平成25年度分 23年度比 494%削減 △約 90,257千 円】

○医薬品・試薬等については、6ナショナルセンター及び国立病院機構との共同入札(2年契約の2年 目の価格交渉)を実施し、事務の効率化と経

費節減を図つた

【医薬品】平成 24・ 25年度分 8,906契約品目のうち当センター分 1,211品 目

I試薬】 4,651品 目のうち当センター分492品 目

③一般管理費の節減

○一般消耗品(事務用品等)の調達に当たっては、少額随意契約の単価契約から、より競争性のある一般競争入札を実施し、コスト削減を図つた

10A機器外7品種 1,207品 目 391%削減 △約 2,065千 円】

調達担当者へのコスト意識の徹底の継続と無駄の排除を図るため、物品等の請求理由についての確認を徹底した。

O複写機については、電子複写機による複写サービスの供給(包括契約)方式を導入し、平成 25年 7月 より開始した

(統一メーカーによるスケーノリリット、最新機種による低電力消費等のコスト削減が図られた。)
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

④建築コストの道正化

建築単価の見直し等を進めるとともに、コスト

削減を図り、投資の効率化を図る。

⑤収入の確保

医業未収金については、新規発生の防止

に取り組むとともに、定期的な支払案内等の

督促業務を行うなど回収に努めることやクレジ

ットカード払いの導入等により、平成21年度

に比して(※)医薬未収金比率の縮減に取り

組む。

また、診療報酬請求業務については、院内

のレセプト点検体制の確立等により適正な診

療報酬請求事務の推進に努める。

※平成21年度(平成20年 4月 ～平成 22

年 1月 末時点)医薬未収金比率0.12%

を導 入 し、別 挙 田・例 呆 円
―

ア ム情 染 ヽ競

争性の確保等により、一月の費用削減を図

る。

④建築コストの適正化

建築単価の見直し等、建築コストの削減に

取り組む。

⑤収入の確保

診療報酬の上位基準の取得・維持に努める

とともに、外来患者数、病床稼働率、手術件

数等の病院収入に関する指標の管理を行

しヽ 状況に応じた適切な対応を図る。

診療報酬請求業務については、院内のレセ

プト点検体制の確立、医療材料に関する預託

型SPDの運用等により、適正な診療報酬請

求事務の推進に努める。

医業未収金については、引き続きクレジット

カード払いの運用等の促進に取り組むととも

に、医師、看護師、ケースワーカー等と連携し

て未収金発生の防止に努める。

余裕資金については、安全性を重視した上

で、適切な運用に努める。

l~般官理 賀 t退職 手 当を陳く月

755,143千 円

【一般管理費(退職手当を除く)】

平成21年度に比し、119%の 節減

④建築コストの適正化

○少額随意契約の改修・修繕等に係る調達に当たつては、複数業者から見積提示をさせ、積算資料等の金額を元に価格交渉を行い、効率的なコ

スト節減を図った。

随意契約分 実績 376件、削減額 10,716千 円

⑤収入の確保

ア 診療報酬の上位基準の取得等

○中央病院

平成24年点数改正に伴い、新設の施設基準を取得した

感染防止対策加算・感染防止対策地域連携加算、患者サポート体制カロ算、データ提出カロ算 2、

外来緩和ケアカロ算、移植後患者指導管理料、外来リハビリテーション診療lil,外来放漿燎照射治療料、がん治療連携管理料、大腸 CT撮影カロ算、

腹腔鏡下肝切除術、腹腔鏡下膵体尾部腫瘍切除術、輸血適正使用カロ算、内視鏡手術用施設機器加算、体外照射呼吸性移動対策加算、定位放

射線治療呼吸移動対策加算、保険医療機関間の連携による病理診断、病理診断カロ算、患者サポート体制カロ算、移植後患者指導管理料

また、人員配置等により新たに施設を満たし、取得した施設基準は以下となる。

125年度 新規取得】

小児医療入院管理料4、 小児医療入院管理料5、 病棟薬剤業務加算、ニコチン依存症管理料、人口乳房及び組織拡張器辱L房用)

【25年度 止級更新】

疾患別リハビリテーション料 Ⅲ→Ⅱ

O東病院

以下の施設基準を新規に取得、または上位取得しれ

・平成 2551付 医師事務作業補助体制加算 (75:1)

・平成 25.51付 患者サポート体制充実加算

・平成 2591付 病棟薬剤業務実施カロ算

・平成 2611付 医師事務作業補助体制加算(50:1)上位取得

0東病院は、以下の先進医療の承認を受けた。

・平成 2551付 食道がんの根治的治療がなされた後の難治性の良性食道狭窄に対する生分解性ステント留置術

・平成 2581付 経皮的乳がんラジオ波焼灼療法 早期乳がん

・平成 2581付 インターフェロンα皮下投与及びジドブジン経口投与の併用療法

イ 病院運営状況の改善

○病床稼働率(平成26年 3月 まで)

・中央病院は、平成24年度 896%から平成25年度905%へと、09%上昇した。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

東病院は、平成24年度 896%から平成25年度 945%へと 49%上 昇した。

○手術件数(平成26年 3月 まで)

・中央病院は、全身麻酔を伴う複雑な手術の件数が平成24年度 4,688件から平成25年度 4,804件へと約 25%上昇した
。東病院は、全身麻酔を伴う複雑な手術の件数が 平成24年度 2,762件から平成25年度 2,836件へと約 2.7%上昇した。

ウ 適正な診療報酬請求事務の推進

○中央病院では、入院計算担当を病棟内に配置、現場と連携を密にし、請求漏れ防止を図つた。

また、新電子カルテ導入に伴い、請求漏れにならないようなオーダー作りを各WGにおいて検討した。

○査定・減点通知を受けた場合の再審査請求の適否と対応を診療報酬委員会で検討した結果、中央病院。東病院ともに再審査復活額が増カロし

た。

1中 央病院 1

平成24年度 4,456,811円

平成25年度 6,967,440円

【東病院】(平成26年 3月 分ま0
平成24年度 1,934,005円

平成25年度 2,975,801円

○審査減への対応について診療報酬委員会で検討を行つたが、手術や移植関連の高額査定があり、中央病院・東病院ともに審査減が増カロした。

【中央病院】※高額な審査減については、全医師のメール送信し、周知徹底を図つた

平成24年度 33,112,488円

平成25年度 33,621,134円

【東病院】(平成26年 3月 決定分まで)

平成24年度 17,771,676円

平成25年度 36,541,003円

○返戻、過隕返戻は翌月に再請求を行うことで早期の収益化を実現した

工 医業未収金の新規発生の防止と回収

○ 平成25年度、医薬未収金比率(平成25年 4月 ～平成26年 1月 末診療に係る平成26年 3月 末時点での未収金比率)は 005%であつた。

前年度と比較すると001%減少した。要因としては文書、電話、面談等による督促業務を強化した結果により減少した 特に、外国人等の多額 (何

百万単位)な未収に至っている患者から回収した案件等が影響している。 (築地 005%、 柏 0.06%)

:医業未収金比率1

005%(対 21年度 0.07ポイント縮減)

オ 資金運用

○ 安全性を重視した運用を行い、定期預金で 3,640千 円、有価証券

"l息

で 34,262千 円の計 37,902千 円の財務収入(受取利息)を得た。

2電 子化の推進
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

2電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電

子化を費用対効果を勘案しつつ推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたつては職員の利便性に配慮しつ

つ、情報セキュリティの向上に努めること。

2.電子化の推進

(1)電子化の推進による業務の効率化

業務の効率化を図るために職員に対する通

報等の文書の電子化を、費用対効果を勧案

しつつ取り組むよう努めるとともに、情報セキュ

リティの向上を図る。

(2)財務会計システム導入による月次決算の

実施

企業会計原則に基づく独立行政法人会計

基準への移行に伴い財務会計システムを導

入し、月次決算を行い、財務状況を把握する

とともに経営改善に努める。

イヒの推進

(1)電子化の推進による業務の効率化

業務の効率化を図るため、費用対効果を勘

案しつつ、職員に対する通報等の文書の電

子化を推進するとともに、情報セキュリティの

向上を図る。

電子カルテシステム等の情報システムに係

る経費節減を図る観点から、引き続き、外部

のシステム系コンサルタントの専門家の協力

を得て、運用・保守に係る仕様書等の見直し

を行う。

(2)財務会計システム導入による月次決算の

実施

企業会計原則に基づく独立行政法人会計

基準を遵守した財務会計システムの円滑な実

施を図り、月次決算により財務状況を的確に

把握し、経営改善に努める。

電 子

(1)電子化の推進による業務の効率化

○業務の効率化を図るため、費用対効果を勘案しつつ就業管理システムを平成26年 1月 1日 から稼働。また情報セキュリティとしてもユーザーごと

にパスワードを設定した。

○電子カルテ更新の入札を行い経費節減を図つた、東は 25年 5月 から稼働、中央は 26年 1月 から稼働。また情報システムに係る経費削減を図る

観点から引き続き外部のシステム系コンサルタントの専門家の協力を得て、運用・保守に係る仕様書等の見直しを行った。

(2)財務会計システム導入による月次決算の実施

①財務会計システムの円滑な実施

○会計業務の円滑な実施を確保するため、財務会計システムによる運用を行うとともに、

票情報の充実、伝票操作履歴の追カロなどに必要なプログラム改修を行つた。

更なる業務の効率化を行うために、伝票検索の簡素化、伝

○振替伝票及び証拠書類等のイメージ化及びファイリングシステム導入により、振春伝票及び関連資料の検索の迅自 ヒ及び振替伝票等の情報共

有化による業務の効率化を図つた。

②月次決算による財務状況の把握と経営改善

○企業会計原lllの会計処理の下、月次決算を行い、各セグメントごとに問題点を抽出し財務状況を把握するとともに、経営改善に努めた

O診療科別の経営データをとりまとめ、各診療科の経営努力の評価に活用するなど、経営管理の徹底により病院経営の改善に努めた。
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評価の視点
    |

【評価項目11効率化による収支改善、電子化の推進】

自己評定

(総合的な評定 )

・給与水準の適正化のため、下記の取り組みを行つた。

・中央病院と東病院における地域手当格差について、法人運営の一体化を推進してガバナン

スの更なる向上を図るため「医療研究連携カロ算」を増額。

・東京都の最低賃金の引き上げに伴い簡易的な業務を行う非常勤職員給与規程を改正(平成

25年 10月 )

・非常勤職員単価について、新たにがん専門修練薬剤師を導入するにあたり単価を設定。ま

た、医学物理士や事務助手等有資格者に対して単価を見直し(平成26年 3月 、施行は平成2

6年4月 )

・人事システム改革に伴い、医師・研究員の役職任期制導入の給与表の改正として新たな基本

年俸表について制定(平成26年 3月 )

・預託型 SPDの運用継続により、医療材料の開達について23年度調達価格に比して24年度よりも107

ポイントのコスト削減ができた

【平成24年度分 23年度比 387%自 1減  △約 66,387千 円】

【平成25年度分 23年度比 494%削減 △約 90,257千 円】

・医薬品・試薬等については、6ナショナルセンター及び国立病院機構との共同入札(2年契約の2年目

の価格交渉)を実施し、事務の効率化と経費飾減を図つた。

【医薬品】平成 24・ 25年度分 8,906契約品目のうち当センター分 1,211品 目

【試案

' 4,651品

目のうち当センター分492品 目

・複写機については、電子複写機による複写サービスの供給(包括契約)方式を導入し、平成25年 7月

より開始した。(続―メーカーによるスケールメリット、最新機種による低電力消費等のコスト削減が図られ

た。)

・電子カルテ更新の入札を行い経費節減を図つた。東は25年 5月 から稼働、中央は26年 1月 から稼

働。また情報システムに係る経費肖1減を図る観点から引き続き外部のシステム系コンサルタントの専門家

の協力を得て、運用・保守に係る仕様書等の見直しを行つt

評 定

【中期計画】5年間を累計した損益計算において、経常収支率が 100%以上

【平成 25年度計画】経常収支率 100%以上

。経常収支率は98%となり、平成 25年度計画(100%以上)の 日標は達成しなかったものの、平成22年

度からの4年間累計では 1019%となり、中期計画達成に向けて進展した

【中期計画】

中期目標期間最終年度において一般管理費(退職手当を除く)を平成21年度比15%以上節減

・一般管理費(退職手当を除く)は平成21年度比に比しH9%の相減となり、中期計画目標(最終年度に

平成21年度比 15%以上削減)の達成に向けて進展した。

【中期計画】平成21年度に比した医業未収金比率の縮減 ・医薬未収金比率は00"となり、平成21年度に比して007ポイント縮減し、中期計画目標 (平成21年

度に比した縮減)の達成にむけて着実に進展した

評 価の視点]

・当期総利益(又は当期総損失)の発生要因が明らかにされているか。また、当期総利益(又は当

期総損失)の発生要因の分析を行つた上で、当該要因が法人の業務運営に問題等があることに

よるものかを検証し、業務運営に問題等があることが判明した場合には当該問題等を踏まえた評

価が行われているか。(政・独委評価の視点)

実績 :○

当期の 195億 円の損失について24年度と比較し下記の主な増減により要因を分析している。

O収益は全体で、対24年度 150億 円の増

(主な内訳)

・入院診療収益対24年度 89億円増(患者数が 1日 あたり築地地区で対24年度 36人増、柏地区で
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185人増、平均単価が築地地区で 1,677円 増、柏地区で 735円 増)

・外来診療収益対24年度 109億円増 (患者数が1日 あたり築地地区で対24年度 412人増、柏地区で

1118人増、平均単価が築地地区で493円増、柏地区で 1,641円増)

・運営費交付金対24年度 7億円減

・研究収益対24年度 11億円増

○費用は全体で、対24年度 34.5億円増

(主な内訳)

・給与費 対24年度 56億円増

・医薬品費 対 24年度 60億円増

・診療材料費 対24年度 22億円増

・委託費 対24年度 11.8億円増 (特に、柏地区の外部委託検査費用で 3.3億円増、25年度特別要因

としての電子カルテ更新及び診療棟移転費用で22億円増など)

・修繕費 対24年度 1.4億円増(入退出管理システム器機設置工事等)

・電気、ガス料 対24年度 17億円増(料金の値上げによる)

・減価償却費 対24年度 13億円増(病院情報システムのリースよるリース資産の増など)

・臨時損失 対24年度 49億円増 (予研センターの減損損失計上で45億円となっている)

当期は、電子カルテ更新や診療棟竣工による移転費用といつた特別な費用が発生し、また、電子力′レテ

移行にて患者数制限をかけたことからの回復が遅れたことによる医業収益の減といったことや、臨時損

失の計上が多かつた となど25年度限りの特311要 因により損失が生じている。

・繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画どおり進んでいるか(政・独委評価の視点) ・該当なし

・当該年度に交付された運営費交付金の当該年度における未執行率が高い場合において、運営

費交付金が未執行となっている理由が明らかにされている力、(政・独委評価の視点)

実績:○

・運営費交付金について、平成25年度の執行率は983%となっている。

・平成24年度の未執行分(11,573千円)については、25年度中に全額執行した。

・平成25年度の運営費交付金の残額(12.533千円)については、

①退職手当について、計画に対し退職者が少なかつたこと等による次年度繰越額(10,897千円)

②がん研究開発費について、研究課題の未了や計画変更等による次年度繰越額 (1,632千円)

である。

・法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼

性確保の観点から、必要な見直しが行われているか。(政・独委評価の視点)

実績:○

・福利厚生費について、法定福rll費 の他lま必要最小限の支出にとどめており、レクリエーション関連に

ついては平成16年度以降、現在も経費の支出をおこなつていない。

・法定外福利費の支出は、適切であるか。(厚 労省 rlEI委評価の視点) 実績 :○

・法定外福利 費については、事業運営上不可欠なものに限定岐 出を行つている。(健診・検査費、慶

弔費 )
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・事業費における冗費を点検し、その削減を図つているか。(厚労省評価委評価の視点) 実績 :○

・一般消耗品(事務用品等)の調達に当たっては、少額随意契約の単価契約から、より競争性のある一

般競争入札を実施し、コスト削減を図つた。

・調達担当者へのコスト意識の徹底の継続と無駄のりF除を図るため、物品等の請求理由についての確

認を徹底した。

・複写機については、電子複写機による複写サービスの供給(包括契約)方式を導入し、平成25年 7月

より開始した。

・上記のような取組を行つたが、次の特殊要因によリー般管理費が増加したため削減率が低減(平成 25

年度実績:11錨)した 平成26年度は目標が達成される見込み。

・就業管理システムのBR発 (022億円)

・管理棟入退室管理システムの開発(013億円)

・入退室管理システムの設置工事(063億円)

・給与水準等については、民間の従業員の給与等を踏まえ、業務の内容・実績に応じたものとな

るよう見直しを行っている力、

実績:O

人事院勧告等を踏まえ、適宜見直しを行つている。

平成25年度 給与制度の適正化について

○基本給月額及び賞与の引き下げ[H2451、 H2491]

・国の人事院勧告を踏まえ、基本給月額 (平均 023%)の 引き下げを行った (H2451)

・特例法に基づく国の給与11減を踏まえ基本給月額 (977°/0)、 役職手当(10%)、

業績手当(977%)の引き下げを引き続き行つた。(平成26年 3月 31日 まで)

○地域手当の引き上げ[H254.1]

・中央病院と東病院における地域手当格差について、法人運営の一体化を推進して

ガパナンスの更なる向上を図るため東病院の地域手当の9%引き上げを行った。

・国家公務員と比べて給与水準り高い法人について、以下のような観点から厳格なチェックが行

われている力、

・給与水準の高い理由及び講する措置(法人の設定する目標水準冷 む)についての法人の

説明が、国民に対して納得の得られるものとなつているか。

・法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる水準となつている力、 (政・独委評価の視点)

実績:○

ガイドライン作成等により適宜チェックを行つている。

・障する措置について

平成25年度をもつて終了した給与特例の対象が、国家公務員は全職種であつたのに対し、当センター

は幹部職員を中心とした職種に限定していたため、平成26年度における対国家公務員指数は、現状で

推移した場合、前年度を下回ることが見込まれるが、当法人の事業運営、民間医療機関の給与及び国

家公務員の給与等を総合的に考慮した上で、効率化できる部分については引き続き削減を進めるととも

に、適切な給与水準の確保について検|・fを行い、平成26年度 (平成27年度公表)までに対国家公務

員指数が地域・学歴勘案で平成25年度以下となるよう努力していく。

・給与水準が適正に設定されているか(特に、給与水準が対国家公務員指数 100を上回る場合

にはその適切性を厳格に検証し、給与水準を設定しているか)。 (厚労省評価委評価の視点)

実績:○

・給与水準が対国家公務員指数 100を 上回つているが、これは国の初任給調整手当と同旨の医師手当

について、支給額が国よりも高い額を支給していること、地域手当(築地キャンパス18%、 柏キャンパス

15%)が 高いこと、また、調査対象のうち、管理聰員に対して支給する役職手当の支給対象者が多いこ

となどがあり、良質な医療・研究を効率的に提供していくため、医師、看護師等を確保するために給与

水準は適切であると言える。
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・国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切である力、 (厚労省評価委評価の視点) 実績:○

・専門性の高い看護師の確保と既に勤務している看護師のスキルアップを目的とした専門看護手当な

ど、適切である。

・医薬品、医療材料等の購入方法、契約単価の見直しにより、材料費率の抑制に努めている力ヽ 実績:○

・預託型SPDの運用継続により、医療材料の調達について23年度調達価格に比して24年度よりも107

ポイントのコスト削減ができ亀

【平成24年度分 23年度比 387%削減 △約 66,387千 円】

【平成25年度分 23年度比 494%削減 △約 90,257千 円】

・医薬品・試薬等については、6ナショナルセンター及び国立病院機構との共同入札(2年契約の2年 目

の価格交渉)を実施し、事務の効率化と経費節減を図つた。

【医薬品】平成 24・ 25年度分 8,906契約品日のうち当センター分 1,211品 目

【試薬】 4,651品 目のうち当センター分492品 目

・一般管理費(退職手当を除く。)について、中期計画に掲げている目標の達成に向けて取り組

み、着実に進展している力、

実績:○

・一般消耗品(事務用品等)の調達に当たっては、少額随意契約の単価契約から、より競争性のある一

般競争入オLを実施し、コスト肖」減を図つた。

・調達担当者へのコスト意識の徹底の継続と無駄の排除を図るため、物品等の請求理由についての確

認を徹底した

。複写機については、電子複写機による複写サービスの供給(包括契約)方式を導入し、平成25年 7月

より開始した。

・上記の取り組みにより、一般管理費は平成21年度に比し、119%の 節減となった。

・建築単価の見直し等を進め、コスト削減を図り、投資の効率化を図つているか。 実績:○

・少額随意契約の改修・修繕等に係る調達に当たつては、複数業者から見積提示をさせ、積算資料等の

金額を元に価格交渉を行い、効率的なコスト節減を図った (随意契約分376件、削減額 10,716千円)

・医薬未収金の新規発生の防止に取り組むとともに、定期的な督促業務を行うなど、中期計画に

掲げる目標の達成に向けて取り組み、また、院内のレセプト点検体制の薇立等により適正な診療

報酬請求事務の推進に努めているか。

実績:○

・医業未収金の回収率の向上を図るため、文書、電話、面談等による督促業務を強化した。

【医薬未収金比率】005%(対 21年度 007ポイント縮減)

・貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。回収計画が策定されていな

い場合、その理由の妥当性についての検証が行われているか。(政・独委評価の視点)

実績:〇

・平成25年度についは、引き続き医業未収金の新規発生防止の取り組みを重点的に実施し、クレジット

・回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価に際し、1)貸倒懸念債権・破産

更生債権等の金額やその貸付金等残高に占める割合が増カロしている場合、1)計画と実績に差

がある場合の要因分析を行つている力、(政・独委評価の視点)

カードの利用促進等を促し、新たな医業未収金の発生縮減効果が得られたところであり、その成果を検

証しつつ、今後、医業未収金の具体的な回収計画を策定して、更なる医薬未収金の縮減に取り組むこと

としている。

・なお、貸付金は計上されていない。

・回収状況等を踏まえ改修計画の見直しの必要性等の検討が行われているか。(政・独委評価の

視点)
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・文書の電子化を、費用体効果を勘案しつつ取り組むよう努めるとともに、情報セキュリティの向上

を図つているか。

実績:○

・業務の効率化を図るため、費用対効果を勘案しつつ就業管理システムを平成26年 1月 1日 から稼働。

また情報セキュリティとしてもユーザーごとにパスワードを設定した。

・電子カルテ更新の入札を行い経費節減を図つた。東は25年 5月 から稼働、中央は26年 1月 から稼

働。また情報システムに係る経費削減を図る観点から引き続き外部のシステム系コンサルタントの専門家

の協力を得て、運用・保守に係る仕様書等の見直しを行つた。

・財務会計システムを導入し、月次決算を行い、財務状況を把握するとともに経営改善に努めて

いるか。

実績:O
。会計業務の円滑な実施を確保するため、財務会計システムによる運用を行うとともに、更なる業務の効

率化を行うために、伝票検索の簡素化、伝票情報の充実、伝票操作履歴の追カロなどに必要なプログラ

ム改修を行つた。

・振替伝票及び証拠書類等のイメージ化及びファイリングシステム導入により、振替伝票及び関連資料

の検索の迅速化及び振替伝票等の情報共有化による業務の効率化を図つた。

・企業会計原則の会計処理の下、月次決算を行い、セグメントごとに問題点を抽出し財務状況を把握す

るとともに、経営改善に努めた

・診療科別の経営データをとりまとめ、各診療科の経営努力の評価に活用するなど、経営管理の徹底に

より病院経営の改善に努めた。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

3法令遵守等内部統制の適切な構築

法令遵守 (コンプライアンス)等内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則として一般競争

入札等によるものとし、競争性及び透明性が

十分確保さM方 法により実施するとともに、

随意契約の適正イとを図ること。

3法令遵守等内部続制の適切な構築

法令遵守(コ ンプライアンス)等の内部統制

のため、内部監査等の組織を構築する。

契約業務については、原則として一般競争

入札等によるものとし、競争性、公正性、透明

性を確保し、適正に契約業務を遂行するとと

もに、随意契約については、従前の「随意契

約見直し計画Jを踏まえた適正化を図り、その

取組状況を公表する。

3.法令遵守等内部統制の適切な構築

(1)内部統制の強化

法令遵守 (コンプライアンス)等の内部統制

のため、センター各部門の問題事項の抽出及

び業務改善に向けた提案を推進し、更なる無

駄の削減及び業務効率の向上を図るととも

に、内部監査(現場実査)において新たな重

点監査項目を設定して、ハイリスクとなる事項

への集中的な監査を実施して、職員の意融

改革やガパナンスの一層の強化を図る。

研究費の経理に関して、研究費不正使用防

止計画を実施し、定期的に経過モニタリング

を実施する。

取引業者に対する当センターの債権及び債

務残高調査を確認して、研究費の不正使用

防止策を一層強化する。

自己評価チェックリストによる自己評価を継

続して行い、内部監査において改善状況をモ

ニタリングすることにより、更なるガパナンスの

強化を図る。

(2)適切な契約の確保

契約業務については、原則として一般競争

入札等によるものとし、競争性、公正性、透明

性を確保し、適正に契約業務を遂行する。随

意契約については、従前の随意契約見直し

計画を踏まえた適正化を図り、その取組状況

を公表する。契約監視委員会を開催し、契約

状況の監視強化を図る。

3法令遵守等内部統制の適切な構築

(1)内部統制の強化

○監査室において、監事及び外部監査人と連携しながら、ガバナンス及び法令遵守等の内部統制のため、業務効率化、経営管理等多角的な視点

による内部監査を16件実施し、センター各部門の業務改善及び業務効率の向上を図つた。

特に25年度は、内部監査(現場実査)において新たな重点監査項目を設定して、ハイリスクとなる事項への集中的な監査を実施して、職員の意識

改革やガバナンスの一層の強化を図つた。

O研究費の経理に関して、研究費不正使用防止計画を実施し、年4回の適正経理管理室会議による定期的な経過モニタリングを行つて、研究費

の適正使用に向けた改善を実施した

O取引業者に対し、当センターの債権及び債務残高調査を実施して、研究費の不正使用防止策を一層強化した

○自己評価チェックリストによる自己評価を継続して行い、各担当に不適工事項を認識させて自主的な業務改善につなげるとともに、効率的な内部

監査を実施する為の資料として活用できることとした。

06ナショナルセンターの監事連絡会議を開催して、情報共有及び監査水準の向上に努めた。

○公的研究費等の適正執行に向けた体制整備を行った

1)電子入本Lシステムの導入による研究者発注の廃止

平成26年 4月 から電子入札システムの運用開始のための準備を行い、研究費による100万円未満の物品(1日 平均約 100品 目)の購入につ

いても研究者発注を廃上した。

2)研究費使用ルールの周知徹底のための年間を通じた研修会、説明会の実施

平成25年度は、研究費執行マニュアルの継続的な見直しを行うとともに、研究費の適正執行に関する説明会を4回開催するなど、研究費の適

正執行に向けた周知の徹底を図つた。

3)内 部監査、事務部門による検収の強化、コンプライアンス教育の徹底等

前述のとおり内部監査の強化を図る共に、取引業者に対する誓約書の徴収等の対応を開始した。また、コンプライアンス教育の受講義務化、

特殊な役務の検収、重点的なリスクアプローチ監査の実施等、平成26年 2月 18日 改正の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン(実施基準)Jの早期実施に向けた対応を開始している。

(2)適切な契約の確保

○監事及び外部有祓者で構成される契約監視委員会により、当センターの各契約に関する適法性、適正性、効率性など幅広い視点から内容を確

認するとともに、必要な指導を実施した。(年4回実施し内容報告をホームベージで公表している)

○一般競争入札等の調達手続きの競争性、公正性、透明性等を確保するため、公認会計士等外部有敵者1名 を含んで構成される契約審査委員

会の審査を経るなど適正な契約業務を遂行した。【平成24年度 契約審査件数 172件】【平成25年度 契約審査件数 149件 】

○契約審査委員会において、調達事案に係る必要性・妥当性の審査などを踏まえ、やむを得ないと判断される事案のみ随意契約とし、随意契約の

適正化を図るとともに、その取り組み状況をホームページ上で公表した。
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評価の視点
    |

【評価項目12 法令遵守など内部統制の適切な構築】

自己評定
 I  A  I

(総合的な評定)

・監査室において、監事及び外部監査人と連携しながら、ガバナンス及び法令遵守等の内部統

制のため、業務効率化,経営管理等多角的な視点による内部監査を16件実施し、センター各

部門の業務改善及び業務効率の向上を図った。特に25年度は、内部監査 (現場実査)において

新たな重点監査項目を設定して、ハイリスクとなる事項への集中的な監査を実施して、職員の

意識改革やガパナンスの一層の強化を図つた。また、自己評価チェックリストによる自己評価

を継続して行い、各担当に不適工事項を13確 させて自主的な業務改善につなげるとともに、効

率的な内部監査を実施する為の資料として活用できることとした。

・公的研究費等の適正執行に向けた体制整備を行つた。

1)電子入札システムの導入による研究者発注の廃止

2)研究費使用ルールの周知徹底のための年間を通じた研修会、説明会の実施

3)内部監杢、事務部門による検収の強化、コンプライアンス教育の徹底等

・研究費の経理に関して、研究費不正使用防止計画を実施し、年4回の適正経理管理室会議によ

る定期的な経過モニタリングを行つて、研究費の適正使用に向けた改善を実施した。また、取引

業者に対し、当センターの債権及び債務残高調査を実施して、研究費の不正使用防止策を一層強

化した。

・監事及び外部有餞者で構成される契約監視委員会により、当センターの各契約に関する適法性、

適正性、効率性など幅広い視点から内容を確認するとともに、必要な指導を実施した。(年 4回

実施し内容報告をホームページで公表している)

・一般競争入札等の日違手続きの競争性、公正性、透明性等を確保するため、公認会計士等外部

有織者 1名 を含んで構成される契約審査委員会の審査を経るなど適正な契約業務を遂行した。

・契約審査委員会において、調達事案に係る必要性・妥当性の審査などを踏まえ、やむを得ない

と判断される事業のみ随意契約とし、随意契約の適正化を図るとともに、その取り組み状況をホ

ームベージ上で公表した。

・6ナショナルセンターの監事連絡会議を開催して、情報共有及び監査水準の向上に努めた。

評 定

[評価の視点 ]

・ 内部統制 (業務の有効性、効率性 、法令等の遵守、資産の保全、財務報告等の信頼性 )

に係 る取組 についての評価が行われているか。 (政・独委評価 の視点)

実績 :O
l 業務の有効性、効率性について

・職員の意識改革として理事長は、平成26年 1月 の年頭挨拶において、新生NCCの実現 。発展

に向けて「革新への挑戦と変革～Novol,Challongo and Chango～ 」を掲げ、1国立がん研究セ

ンターが目指すもの 2.「新生 NCC」 力ζ重点的に取り組む課題を明確に示し、ベストプラクティ

スからその先へ進化の一端を担っていただきたいと伝えた。

・具体的な行動として、

①効率的な業務運営を実施するための組織改革として、早期・探索臨床研究センター、企画

戦略局、アピアランス支援センター、希少がんセンターを設置するとともに、がん対策情

報センターや研究所、がん予防・検診研究センターに新たな部、グループ、部門を設置し

て組織体制を強化拡充した。

②職員の企画・立案・実施・評価能力のスキルアップを目的としたSD研修を年8回開催する

とともに、NCC universityを 頻回に開催して、職員の能力向上による業務の効率化を推進

した。

③電子カルテシステムの更新や、就業管理システムの新規導入、研究倫理審査システムの新

規導入等、電子化による業務の有効性、効率性の向上を推進した。

④その他、預託在庫型SPDの推進や、複写サービスの供給方式の導入による経費節減により、

効率性の向上を推進した。

以上により、平成 25年度においては、更に業務の有効性、効率性の向上に努めた。
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2 法令等の連守について

・理事長と理事長を補佐する組織により、各部門が当センターの各種規程に基づいた業務を実行

している事が確露され、その上で当センターの使命及び理念に基づいた目的の達成に障害となる

リスク評価を行い、医療安全、安全衛生、ハラスメント防止、設備の危害防止、災害対策等に関

して、問題の抽出、IEl握 、分析、業務改革、職員の処分及びその公表を適正に実施した。特に、

研究倫理セミナーや、危機管理広報セミナーなどのコンプライアンス強化やリスクマネジメント

強化に必要な研修会も随時実施した。

・研究費を適正に管理する体制として「適正経理管理室」を組織に合わせて再編成し、研究費不

正使用防止計画のPDCAを 実施させて、様々な角度から不正使用防上方策を推進した。

・契約監視委員会等により定期的に契約状況を点検して、随意契約、一者応札・―者応募の見直

し改善を図つた。

3 資産の保全について
・コジネレーションシステムの導入

平成 24年度に整備した常用発電機の運転管理を行い、夏季における使用電力のピークカット
を行ない、消費電力の大幅な飾減を図つた。

・診療棟新築工事

平成 23年より開始した診療棟の工事は順調に進み、平成 25年 12月 に竣工した。引き続き 1

階部分の改修工事を行い、こちらも平成 26年度末に竣工し、がん予防・検診研究センターの

検診が無事に開始された。
・電子カルテ用サーパー室設置工事

平成 25年度末の電子カルテシステム更新に伴い、病院棟 7階カルテ保管室を電子カルテ用サ
ーパー室に改修する工事を行つた。工事は順調に進み、平成25年度末に竣工した。

・東病院外来棟の増築工事

外来患者数の急増に伴う診療エリアの確保策として、外来棟増築工事を計画し、施工業

者の選定、周辺地域への調整、工事実施と順調に進捗してきた。(平成26年 7月 に無事に竣工

することができた。)

・新総合棟新築工事

平成 25年 9月 に工事入札を行い施工業者である清水建設(株 )と 契約を締結した。基本設計・

実施設計の調整及び予防検診棟解体の準備も順調に進んでいる。
・研究棟老朽化に伴う補修工事

現在老朽化が著しい研究棟から、研究部門を平成 29年 に新総合棟へ移転するまでの間、重要
な研究資料の安全確保が要求される為、破損配管等の適切な修繕工事を随時に対応し実施し

た。
・コンピュータヘのサパイパー攻撃に対する対策として、ウイルスソフトの更新、ファイ
アオールの強化、標準的攻撃メールヘの対応手順書による職唄への周知徹底等の対策を

強イヒして、重要な研究資産の保全確保を実施した。

4 財務報告等の信頼性について

。監事及び外部監査人による独法会計基準に基づく月次決算等監視活動が実施され、監事、監査

室による現場視察や聞き取り調査等の非財務情報とともに、理事会への適切な報告と承認が行わ

れ、法人としての財務報告の信頼性を確保している。

以上の取り組みによリガパナンスを一層強化したことにより、組織全体で業務の有効性・効率性

が十分発揮され、業務改善が進むとともに、職員の意識改革が進み、不正発生の防止が図られて

いる。
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・関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直しを図つているか。(厚労省

評価委評価の視点)※ 独立行政法人会計基準上の関連公益法人に限らず、すでに批

判をされていたり、国民から疑念を抱かれる可能性のある業務委託等について、①当

該業務委託等の必要性、②独立行政法人自ら行わず他者に行わせる必要性、③①及び

②の必要があるとして、他者との契約についてその競争性を高める方策等を検討し、

見直しを図っているか等

実績 :〇

・補助金の交付及び出資等は行つていない。

・がん集学的治療多施設共同臨床試験支援業務契約 (特殊非営利活動法人がん臨床研究機構)に

関しては、契約監視委員会での指摘を受け、24年度中に下記の事項の見直しを図つた。

イ)支援センター長のNPO法人役員兼務による利益相反関係を解消した。

口)契約内容の見直しによる、業務委託料の見直しを図った。

25年度においても、引き続き適切な対応を実施している。

・契約業務については、原則として一般競争入札等によるものとし、適正に契約業務を

遂行するとともに、随意契約については、従前の「随意契約見直し計画」を踏まえた適

正化を図り、その取組状況を公表しているか。

実績 :○

・一般競争入オL等の調達手続きの競争性、公正性、透明性等を確保するため、公認会計士等外部

有臓者 1名 を含んで構成される契約審査委員会の審査を経るなど適正な契約業務を遂行した。

【平成25年度  契約審査件数 149件 】

・契約審査委員会において、調達事案に係る必要性・妥当性の審査などを踏まえ、やむを得ない

と判断される事案のみ随意契約とし、随意契約の適正化を図るとともに、その取り組み状況をホ

ームページ上で公表した。

・契約方式等、契約に係る規種類について、整備内容や運用の適切性等、必要な評価が

行われている力、 (政・独委評価の視点)

実績 :0
・総合評価 落札方式及び公募型企画競争においては、説明会を実施 し、入札 日まで規程通 りの 日

数を確保す るとともに、選定基準及び配 点の事前公開並びに選定結果について公表 している。

・契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執行等の適切性等、必要な

評価が行われている力、 (政・独委評価の視点)

実績 :○

・外部委員を交えた契約審査委員会を必要の都度開催し、

・予定価格が 1,000万 円以上の競争契約

・予定価格が500万円以上の随意契約

。その他理事長等が必要と認めた契約

について契約の適切性等を審査する体制としている。

・契約監視委員会において、契約審査委員会での審査内容を精査し、かつその審査情報を直近の

契約審査委員会にフイー ドパックを行い、迅速に業務に反映できる体制とした。

・個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必要な検証・評価が行われ

ているか。(政・独委評価の視点)

実績 :○

・監事及び外部有醸者で構成される契約監視委員会において、平成平成25年度随意契約件数 130

件、1者応札件数31件 について、検証・評価を行つた。

・契約監視委員会からは、検証・評価を踏まえ、以下のような指摘があり、事務局である監査室

から関係部署に周知した。

①随意契約理由の厳格化・統一化や、当社でしか対応出来ない場合の業者側証明の取得を励行さ

せた。

②一者応札の改善策として、入札条件設定の改善等を指導し改善を図つた。

③契約の適切性を確認して、契約審査委員会での審議方法や内部連携の在り方、コンプライアン

ス体制等を含めて改善を図つた。
・契約監視委員会の審査案件以外については、外部委員を交えた契約審査委員会を必要の都度開

催し、

・予定価格が 1,000万 円以上の競争契約
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・予定価格が500万円以上の随意契約

・その他理事長等が必要と認めた契約

について、契約の適切性等を審査した。

。「随意奥約等見直し計画Jの実施・進拶状況や目標達成に向けた具体的取組状況につ

いて、必要な評価が行われているか。(政・独委評価の視点)

実績 :○

・監事及び外部有餓者で構成される契約監視委員会により、当センターの各契約に関する適法性、

適正性、効率性など幅広い視点から内容を確認するとともに、必要な指導を実施した。(年 4回

実施し内容報告をホームページで公表している)

・契約の締結に当たつて、透明性・競争性等が確保されているか。(厚労省評価委評価の

視点)

実績 :○

・監事及び外部有臓者で構成される契約監視委員会において、平成25年度随意契約件数 130件、

1者応札件数 31件について、検証・評価を行つた。

・契約監視委員会からは、検証・評価を踏まえ、必要な指摘及び指導を行い、事務局である監査

室から関係部署に周知するとともに、改善に取り組んだ。

・契約監視委員会での見直し・点検は適切に行われたか (その後のフォローアップを含

む)。 (厚労省評価委評価の視点)

実績 :O
・監事及び外部有織者で構成される契約監視委員会において、平成25年度随意契約件数 130件、

1者応札件数31件について、検証・評価を行つた。

①契約監視委員会において、契約審査委員会での審査内容を精査し、かつその審査情報を直近の

契約審査委員会にフイー ドバックを行い、迅速に業務に反映できる体制とした。

②随意契約理由の厳格化・統一化や、当社でしか対応出来ない場合の業者側証明の取得状況を再

度確認してフォローアップを行った。

③―者応オLの改善策として、入ホL条件設定の改善等を指導し改善を図つた。また、フォローアッ

プ票による再確露も実施した。

④契約の適切性を確認して、契約審査委員会での審議方法や内部連携の在り方、コンプライアン

ス体制等を含めて改善を指導し、改善後のフォローアップを行つた。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

1 自己収入の増加に関する事項

がんに対する医療政策を章引していく拠点

としての役割を果たすため、運営費交付金以

外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2資 直および負債の管理に関する事項

第4財務内容の改善に関する事項

「第3業務運営の効率化に関する事項」

で定めた事項に配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を実施すること

により、中期目標の期間における期首に対す

る期末の財務内容の改善を図ること。

センターの機能の維持、向上を図りつつ、投

資を計画的に行い、固定負債(長期借入金の

残高)を償選確実性が確保できる範囲とし、

運営上、中・長期的に適正なものとなるよう努

めること。

1 自己収入の増カロに関する事項

民間企業等からの資金の受け入れ体制を構

築し、寄附や受託研究の受け入れ等、外部資

金の獲得を行う。

2資産および負債の管理に関する事項

第3予算、収支計画及び資金計画

1.自 己収入の増カロに関する事項 「第2業
務の効率化に関する日標を達成するために

取るべき措置」で定めた計画を確実に実施

し、財務内容の改善を図る。

センターの機能の維持・向上を図りつつ、投

資を計画的に行い、中・長期的な固定負債

(長期借入金の残高)を償還確実性が確保で

きる範囲とし、運営上適切なものとなるよう努

める。

そのため、大型医療機器等の投資に当たつ

ては、原則、償選確実性を確保する。

(1)予  算 lll紙 2

(2)収 支計画 月J紙 3

(3)資 金計画 月」紙4

第4短期借入金の限度額

1限度額 3,400百万円

2想定される理由

(1)運営費交付金の受入遅延等による資金

不足への対応

2資産および負債の管理に関する事項

第3予 算、収支計画及び資金計画

1 自己収入の増加に関する事項

わが国のがん医療のイノベーションにつなが

る独創的、革新的又は実用的な研 究を当セ

ンターが中核となつて推進するため、研究寄

附金や受託研究費の受入れ、外部の競争的

研究資金への応募など、外部研究資金の獲

得を積極的に行う。

セ″ ―の機能の維持・向上を図りつつ、投

資を計画的に行い、平成25年度の長期借入

金の予定枠を4,085百 万円とする。

(1)予  算 別紙2

(2)収 支計画 月J紙 3

(3)資 金計画 男り紙4

第4短期借入金の限度額

1限度額 3,400百万円

2想定される理由

(1)運営費交付金の受入i■延等による資金

第3予算、収支計画及び資金計画

1 自己収入の増カロに関する事項

(1)外部資金の獲得

○国等の競争的研究費に対する積極的な申請を促し、総額 3,610,769千円の研究費を受け入れた

・文部科学省科学研究費(347,195千円)

。厚生労働科学研究費(21060,123千 円)

・科学技術振興機構受託研究費(465,474千円)

・新エネルギー・産業技術総合開発機構受託研究費(101,929千円)

。医薬基盤研究所受託研究費(547,934千円)

・その他受託研究費(治験を除く)(3,400千円)

・その他研究費(84,714千 円)

○民間企業からの治験及び共同研究に係る外部資金の額は下記のとおりである。

・治験  2,555,278千円
。共同研究 285,066千 円

○寄附受入規程に沿つて、ホームページヘの掲載、ポスター等の掲示、振込用紙の設置、広報等を継続し、民間等からの寄附受入を継続した結

果下記のとおりである。今年度は前年度と比較して50周 年記念事業寄附金(協賛金)が無くなつたが、大口の寄付(30,000千円)があつたため前年

度の金額を上回つている状況である。

25年度実績:合計 51,105千 円  (24年度実績 :合計 39,918千 円)

・一般寄附金:企業 2件、個人69件

2資 産および負 債の管理に関する事項

(1)長期借入金

○長期借入金は、昨年度の繰り越し分 2,284百 万円と当年度分

【長期借入金1(目 標:4,085百万円)

3,824百万 円

1,540百万円の借入により3,824百万円となった。

第4短 期借入金の限度額

I短期借入金】(目 標 :3,400百万円 )

0百万円
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

(2)業績手当(ポーナス)の支給等、資金繰り

資金の出費への対応

(3)予 定外の退職者の発生に伴う退職手当

の支給等、偶発的な出費増への対応

第5重要な財産を処分し、又は担保に供し

ようとする時はその計画

なし

第6剰余金の使途

決算において剰余を生した場合は、将来の

投資 (建物等の整備・修繕、医療機器等の購

入等)及び借入金の債還に充てる。

不足への対応

(2)業 績手当(ポーナス)の支給等、資金繰り

資金の出費への対応

(3)予定外の退職者の発生に伴う退職手当

の支給等、偶発的な出費増への対応

第5重要な財産を処分し、又は担保に供し

ようとする時はその計画

なし

第6剰 余金の使途

決算において剰余を生じた場合は、将来の

投資(建物等の整備・修繕、医療機器等の購

入等)及び借入金の償還に充てる。

第5重要な財産を処分し、又は担保に供しようとする時はその計画

○重要な財産の処分又は担保供与はなし。

第6剰余金の使途

○剰余金が発生した場合は、積立金とする。
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評価の視点

【評価項目13自 己収入の増カロに関する事項、試算及び負債の管理に関する事項、施設・設備

整備に関する計画、短期借入金の限度額、重要な財産を処分し、又は担保に供しようとする時は

その計画、剰余金の使途】

自己評定

(総合的な評定)

・寄Iff受 入規程に沿つて、ホームページヘの掲載、ポスター等の掲示、振込用紙の設置、広報等を

継続し、民間等からの寄附受入を継続した結果下記のとおりである。今年度は前年度と比較して 50

周年記念事業書附金 (協賛金)が無くなったが、大口の寄付(30,000千 円)があつたため前年度の金

額を上回つている状況である。

25年度実績:合計 51,105千 円  (24年度実績:合計 39,918千 円)

(一般寄附金:企業 2件、個人69件 )

・民間企業からの治験及び共同研究に係る外部資金の額は下記のとおりである。

・治験  2,555,278千円(24年度実績:2370,132千 円)

・共同研究 285,066千 円(24年度実績:248,421千 円)

評 定

[数値目標]

【平成25年度計画】長期借入金 4,085百万円以内 ・長期借入金は、3,824百万円であり、平成25年度計画目標(4,085百万円以内)を達成した。

【平成25年度計画】短期借入金 3,400百万円以内 ・平成25年度の短期借入金はなかった

[評価の視点]

・民間企業等からの資金の受け入れ体制を構築し、書附や受話研究の受け入れ等、

獲得を行つているか。

外部資金の

実績:○

・寄附受入規程に沿って、ホームページヘの掲載、ポメター等の掲示、振込用紙の設置、広報等を

継続し、民間等からの寄附受入を継続した結果下記のとおりである。今年度は前年度と比較して50

周年記念事業書附金 (協賛金)が無くなったが、大国の寄付(30,000千 円)があつたため前年度の金

額を上回つている状況である。

25年度実績:合計 51,105千 FI (24年 度実績:合計 39,913千 円)

(一般寄附金:企業 2件、個人69件 )

・民間企業からの治験及び共同研究に係る外部資金の額は下記のとおりである。

・治験  2,555,278千円(24年度実績:2370,132千 円)

・共同研究 285,066千 円(24年度実績:248,421千 円)

・国等の競争的研究費に対する積極的な申請を促し、総額 3,610,769千円の研究費を受け入れた
。文部科学省科学研究費(347,195千円)

・厚生労働科学研究費(2,060,123千 円)

・科学技術振興機格受託研究費(465,474千円)

・新エネルギー・産業技術総合開発II「受託研究費(101,929千円)

・医薬基盤研究所受託研究費(547,934千円)

・その他受託研究費(治験を除く)(3,400千円)

・その他研究費(84,714千 円)

・センターの機能の維持・向上を図りつつ、投資を計画的に行い、固定負債 (長期借入金の残高)

償還確実性が確保できる範囲とし、運営上道切なものとなりよう努めている力、

実績 :○

・競争性の確保及び価格交渉により123百万円の削減を図り、残りの137百万円は整備の進捗状況

などから翌年度操越とした
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。大型医療機器等の投資に当たつては、原則、償還確実性を確保している力、 実績:○

。大型医療機器等の投資に当たっては、個別の機器ごとに償還確実性の検証を行つている。

・資金の運用であつて、時価又は為替相場の変動等の影響を受ける可能性があるものについて、

次の事項が明らかにされているか。(1については、事前に明らかにされている力、 )

i 資金運用の実績

n 資金運用の基本的方針 (具体的な投

資行動の意志決定主体、運用に係る主務大臣、法人、運用委託間の責任分担の考え方等 )、 資

産構成、運用実績を評価するための基準(以下「運用方針等Jという。)(政・独委評価の視点)

実績 :○

・安全性を重視した運用を行い、定期預金で 3,640千 円、有価証券利息で 34,262千 円の

計 37,902千 円の財務収入 (受取利息)を得た。

・賃金の性格、運用方針等の設定主体及び規程内容を踏まえて、法人の責任について十分に分

析しているか。(政・独委評価の視点 )

実績:○

・時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金の運用はない。

・安全性を重視した運用を行い、定期預金で 3,640千円、有価証券利息で 34,262千 円の計 37,902

千円の財務収入(受取利息)を得た。

・短期借入金について、借入理由や借入額等の状況は適切なものと認められる力、 実績 :○

・短期借入金はなかつた

・固定資産等の活用状況等について評価が行われているか。活用状況等が不十分な場合は、そ

の原因の妥当性や有効活用又は処分等の法人の取組についての評価が行われているか。(政・

独委評価の視点)

実績:○

・固定資産等については、自らの業務運営に有効活用するほか、横浜市鶴見区に有する宿舎を厚

労労働省に貸与している。

・利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から実

施さ妨 ことが必要な業務を遂行するという法人の性格に照らし過大な利益となつていないかに

ついて評価が行われている力、(政・独委評価の視点)

実績:○

・剰余金が発生した場合は積立金とする。
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中期目標 中期計画 25年度 。年度計画 25年度の業務の実績

第5その他業務運営に関する重要事項

1施設・設備整備に関する事項

施設・設備整備については、センターの機

能の維持、向上の他、費用対効果及び財務

状況を総合的に勘案して計画的な整備に努

めること。

2人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、

職員の意欲向上及び能力開発に努めるととも

に、人事評価を適切に行うシステムを構築す

ること。

また、年功序列を排し、能力・実績本位の人

材登用などの確立に努め、さらに、優秀な人

材を持続的に確保するため、女性の働きやす

い環境の整備及び非公務員型独立行政法人

の特性を活かした人材交流の促進等を推進

すること。

第7その他主務省令で定める業務運営に関

する事項

1施設・設備整備に関する計画

中期目標の期間中に整備する施設・設備整

備については、別紙5のとおりとする。

2人事システムの最適化

職員が業務で発揮した能力、適性、実績等

を評価し、職員の給与に反映させるとともに、

業務遂行意欲の向上を図る業績評価制度を

導入する。当該制度の適切な運用を行うこと

により優秀な人材の定着を図り、人事制度ヘ

活用することにより、センター全体の能率的運

営につなげる。

非公務員型組織の特性を活かした人材交

流の促進など、優秀な人材を持続的に確保

する観点から人材の適切な流動性を有した組

織を構築するため、国、国立病院機構等独立

行政法人、国立大学法人、民間等と円滑な人

事交流を行う体制を構築する。

女性の働きやすい環境を整備するとともに、

医師の本来の役割が発揮できるよう、医師と

その他医療従事者との役割分担を見直し、職

員にとつて魅力的で働きやすい職場環境の

整備に努める。

第7その他主務省令で定める業務運営に関

する事項

1施設・設備整備に関する計画

長期借入金等を活用して、経営状況を画案

しつつ必要な整備を行う。

2人 事システムの最適化

業績評価制度の適切な運用と定着化を進

め、職員が業務で発揮した能力、適性、実績

等を職員の給与に反映させ、業務遂行意欲

の向上を図る。

優秀な人材を持続的に確保する観点から、

人材の適切な流動性を有した組織を構築す

るため、引き続き、国、独立行政法人、国立大

学法人、民間企業等と円滑な人事交流を実

施する。

子育て中の職員が働き続けら泌 環境を整

備する観点から、院内保育所について、夜間

や休日の対応、緊急時のオンコール対応等、

多様な保育ニーズに柔軟に対応できる体制

を維持する。

医師とその他医療従事者との役割分担を見

直し、医師等にかかる業務の負担軽減策を図

るなど、職員にとつて魅力的で働きやすい職

場環境の整備に努める。

障害者の法定雇用率の確保に向け、障害

者雇用を推進する。

第7その他主務省令で定める業務運営に関する事項

1施設・設備整備に関する計画

○施設利用者側の実態等の検証等を踏まえ、効率性・利便性等を十分反映させ、無理・無駄のない設計を行い、診療棟の整備工事を行つた。

○(仮称)新総合棟の基本格想に当たっては、センター全体の敷地利用計画を踏まえ、適正な整備地の選定を行い、効率性・利便性等を十分反映

させ、無理・無駄のない設計・建築を開始した

○エネルギー(電気・都市ガス)供給の複数イヒを図り、緊急時対応及びピークカット対策として、ガスコージェネレーションシステムの導入工事を行い

運用開始した

2人事システムの最適化

(1)業績評価制度の適切な運用と定着化

○評価者に対して、業績評価の研修を実施し、業績評価制度の適切な運用を図つた

○業績評価の評価基準の改正や配分点数の見直しを行つた

○業績評価の結果を踏まえて、C・ D評価の事務職員6名に対して、統括事務部長、人事部長より面談を実施した また特に評価の悪い者について

は、プレゼンテーション研修を実施する予定である。(平成 26年 2月 )

(2)国立大学法人等との人事交流

○優秀な人材を持続的に確保する観点から、PMDAとの人事交流を実施するため研究員 1名 を派遣した。また、平成25年 7月 から薬剤師を派遣

した

○優秀な人材を持続的に確保する観点から、国、国立大学法人等との人事交流を実施するとともに、在籍出向制度により国立大学法人等から1名

を採用している。(金沢大学 1名 )。

(3)職場環境の整備

○当センターで働く女性職員や乳幼児のいる職員が、キャリアを中断することなく安心して業務を行えるよう「夜間・休日保育の導入J、
「オンコール

体制の導入J「一時保育の導入」を継続して行っている。

○健康診断について、従来職員が行っていた業務を全面見直しを図ることとし、柔軟な対応を彿 ため全面委託化することにより、職員のニーズに

対応し受診口を増やすなどの対策を行い、受診率が 100%と 改善された

○職員の心理的な負担を把握するための、メンタルチェックを導入し実施した (平成25年 12月 )

○勤務管理簿について、就業管理システムを導入し電子化を図つた (平成 26年 1月 )
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中期 目標 中期計画 25年度。年度計画 25年度の業務の実績

3人 事に関する方針

(1)方 針

良質な医療を効率的に提供していくため、

医師、看餞師等の医療従事者については、

医療を取り巻く状況の変化に応して柔軟に対

応するとともに、経営に十分配慮する。

特に、医師・看護師不足に対する確保対策

を引き続き推進するとともに離職防止や復職

支援の対策を酵じる。

また、幹部聴員など専門的な技術を有する

者については、公募を基本とし、優秀な人材

の確保に努める。

3人 事に関する方針

(1)方針

良質な医療を効率的に提供していくため、

医師、看護師等の医療従事者については、

医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対

応するとともに、経営に十分配慮する。

医師・看護師不足に対する確保対策を引き

続き推進するとともに、やりがいの向上など、

離職防止や復職支援の対策に取り組む。

幹部職員など専門的な技術を有する者につ

いては、公募を行うとともに、引き続き国立病

院機構や大学法人、民間企業等との人事交

流を行い、優秀な人材の確保に努める。

○メンタル等長期病気体暇から復職する手続きについて、復職プログラム等を用いた業務の統一化を図つた。(平成25年 12月 )

(4)医師とその他医療従事者との役割分担の見直し

〇中央病院において病棟クラークを2名 増員 (全体で 17名雇用)し、入院案内や患者へのオリエンテーション業務にかかる看餞師の負担を軽減し

た。また、新たに内視鏡センター開設に伴い外来クラーク2名増員(外来6名、通院治療センター2名 、内視鏡室3名 、CT室 1名 )を配置し、医師、

看護師の負担を軽減した。

○中央病院において、DPcコーディング担当3名 、病名入力代行4名 を増員し医師の業務軽減を図った。(26年 1月 )

○東病院において病棟クラークを2名増員(全体で 11名 雇用)し 、新たに外来クラークを5名増員(全体で 19名 雇用)し、医師、看護師の負担を軽

減した。

(5)障がい者の雇用促進

○障がい者雇用の新たな取り組みとして、平成 25年 4月 に新たに3名 の知的障がい者を雇用した

・集地キャンパスにおいては、病棟の補助業務として3名を雇用

○平成 25年度の障がい者雇用率は、医師・看護師の退職等により未達成となった為、平成 26年 4月 に向け、新たに7名 (築地5名 、柏2名 )の

知的障がい者の雇用を計画採用し、法定雇用率 241%となり達成した。

○障がぃ者の雇用促進に役立つ知識等を習得するため、ジョブコーチ等5名が障害者職業生活相談員講習を修了した。

○築地地区においては、姜護学校から知的障がい者のインターシップの受入を行つた(11施設14名 )

3人事に関する方針

(1)方針

①良質な医療を効率的に提供していくための医療従事者の確保

○理事長自らが業務内容や業務量の実態を精査した上で、人員が不足している部門には適任者を採用した

〇独立行政法人化以降、任期付き常勤制度の活用等により、常勤職員を53名 増員し、計 309名 となつた。

②医師・看護師不足に対する確保対策

○看護師確保対策として、以下の取り組みを行つた。
.募集活動として、病棟でのシャドウ研修を含む病院見学会を開催した。

・業者主催の合同就職会への参カロとそれに合わせて、各大学、専門学校への募集訪間を行なつた。

・看護師の卒業校への訪間、大学での就職説明会へ参加した。
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中期 目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

3そ の他の事項

中期目標に基づきセンターのミッションを理

解し、ミッションを実現するために必要なアク

ションプランとして中期計画を立て、具体的な

行動に移すことができるように努めること。

(2)指標

センターの平成22年度期首における職員数

を1,342人 とするものの、医師、看護師等の医

療従事者は、医療ニーズに適切に対応する

ために、変動が見込ま褐 ものであり、中期目

標の期間においては、安全で良質な医療の

提供に支障が生ツトいよう道正な人員配置に

努める。

特に、技能職については、外部委託の推進

に努める。

(参考)中期目標の期間中の人件費総額見込

み 531697百万円

4そ の他の事項

センターのミッションを理解し、ミッションを実

現するために必要なアクションプランを立て、

具体的な行動に移すことができるように努め

る。

(2)指標

医師、看護師等の医療従事者については、

安全で良質な医療の提供に支障が生じない

よう適正な人員配置に努める。

技能職については、引き続き、外部委託の

推進に努める。

4そ の他の事項

職員がセンターのミッションを理解し、ミッシヨ

ンを実現するために立てた本計画に基づき、

具体的な行動に移すことができるよう努める。

センターの問題点や改善策について、引き

看護部ホームページを改修し、看護部の紹介、活動の広報に努めアクセス数を増やした。

東病院と合同による看護師確保対策プロジェクト会議を開催した。

看護師長会・副看護師長会による看護師確保対策及び離職防止に関するワーキンググループを立ち上げ検討した

仕事に迷いが生している者・退職希望者への面接を行い、離職防止に努めた。

③公募を基本とした優秀な人材の確保

○厚生労働省やNHOからの人事交流を行い、厚生労働省から幹部職員を採用した
。理事長特任補佐

○公募を行い、幹部職員としてがんサパイパーシップ支援研究部長、がん政策科学研究部長を採用した また、診療科長等について新たな任期制

を導入した

○センター内の優秀な人材を築地・柏間で人事交流を行い活性化を図つた

④ガバナンスの観点等による雇用等切り替えの推進

0引き続き派遣職員から直接雇用(非常勤職員)に切替を推進しガバナンスを図つているところである。

○任期付き常勤職員について、雇用経過後 3年を超えた職員について評価を行い、評価の良い職員については順次更新後に無期化へ切り替え

を行つた

(2)指標

①安全で良質な医療の提供に支障が生じない適正な人員配置

○理事長自らが業務内容や業務量の実態を精査した上で、人員が不足している部門には、迅速に外部から適任者を採用した。

○引き続き3人夜勤二交替制病棟等からの外来への支援体制を図り、人材の有効活用を行つた

②技能職の外部委託の推進

○東病院の技能職員 1名 (主任調理師)が定年退職したため、後補充はせず委託化の拡大を行つた。

4その他の事項

(1)ア クションプランの作成

○センターのミッション及び厚生労働大臣により示された中期目標を達成するため実行すべき事項を定めた中期計画のアクションプランである年度

計画について、平成25年度においても、これが確実に実施さ

“

よう進捗管理を行つた
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中期目標 中期計画 25年度・年度計画 25年度の業務の実績

また、アクションプランやセンターの成果に

ついて、一般の国民が理解しやすい方法、内

容で情報開示を行うように努めること。

ミッションの確認、現状の把握、問題点の洗

い出し、改善策の立案、翌年度の年度計画の

作成等に資するため、定期的に職員の意見

を開くよう、努めること。

また、アクションプランやセンターの成果に

ついて、一般の国民が理解しやすい方法、内

容で情報開示をホームページ等で行うように

努める。

ミッションの確認や現状の把握、問題点の洗

い出し、改善策の立案、翌年度の年度計画の

作成等に資するよう、職員の意見をセンター

内メール・システム等にて聴取を行うよう努め

る。

続き職員の意見の聴取に努め、改善策の立

案及び次年度の年度計画の策定等に反映さ

せる。

アクションプランやセンターの成果について

は、一般の国民が理解しやすい方法、内容で

ホームページや記者会見などを通じて積極的

に情報開示する。

(2)ホ ームページ等による情報開示

○ホームページを通して、病院の治療成績、先進医療の提供状況、治験の実施状況などに加え、研究成果や新たな取り組みの発表などを行い、

情報公開を推進した ホームページPv(ページビュー)の大幅な増カロにつながった(平成 24年 131万 PV/月 →平成 25年 165万 PV/月 、同期間

による比較)。

○広報企画室を事務部門から理事長直轄の企画戦略局に移管、当センターの取り組みを横断的に俯嗽しつつ、各部署や職員から提案された企

画を収集しホームページ、年報、記者会見、イベントなどによつてメディアはじめ幅広い関係者に紹介する体制整備を行つた。

○広報企画室が対外的な照会や取材申込に対する―元的な窓口機能を担うとともに、記者会見・説明会の開催やメディア関係者との意見交換会、

がん対策情報センター「メデ′́ア・セミナー」などを通じ、センターの活動について積極的な情報提供に努めた。

○がん患者の暮らしのアイデア展(550名 参加)、 がん医療フォーラム「がんと共生できる社会づくりJ(500名 参加)、 子供向け手術体験セミナーなど

の一般向けイベントを開催し、当センターの取り組みを紹介するとともに、ホームページでも記録動画を配信した

〇年報、Annud Ropo■ など、当センターの業績集を作成し、大学、研究機関、拠点病院をはじめ関係各所に提供、幅広く当センターの診療や研究

活動の紹介を行った。

○透明性のある法人運営の観点から、ホームページで理事会の議事録を公開するとともに、不祥事業も隠さず公表することで、隠蔽のない業務方

針を浸透させた。

○国民の生活に大きな影響を及ばしている放射線量に関する情報について、ホームページを通じて積極的に発信した。

○がん征圧に向けて挑戦し続ける医療関係者や研究者の活動の記録を紹介する資料コーナーを病院棟に設置し、内視鏡やデジタル

展示を行つた。

線装置の

○当センターをより身近に感じてもらうと共に、がん患者、がん患者家族をはじめ一般の方に役立つ情報を提供し、また、がん患者さんの QOLの向

上につながる情報を発信する広報誌「hbわ o(日 々歩)Jを創刊し、年度内に 2回発行し、中央病院と東病院の受診患者、近隣医療機関をはじめ 1

万冊を配布した

(3)報道関係者への対応、記者会見の開催

○がんに関する最新の知見や研究成果、科学的根拠に基づく診断・治療法について広く国民に情報提供を行うために、プレスリリース・記者会見を

開催した(平成25年度プレスリノース25回、うち会見 11回 )。

○特に反響の大きかったプレスリリースは以下の通り。

・世界規模のグノムと診療情報の大規模データ共有に向けた協定を締結(6月 6日 )

・中央病院にfア ピアランス支援センター」を新設(7月 31日 )

・子どもが自発的にがんについて学べる学習教材 学習まんが「がんのひみつ」を制作(11月 15日 )

・日本発の分子イメージング技術を導入した創薬研究システムの実用化 (12月 18日 )

アスピリンによる大腸がんの化学予防、国内初の成果(2月 13日 )
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中期 目標 中期計画 25年度。年度計画 25年度の業務の実績

040件/月 以上のメディアからの取材申込みに対応し、公平に可能限りの取材対応を行い、国民に対する正しいがん情報の発信に務めた。

○研究費の不適性使用や個人情報を含む USBメモリ紛失などの危機発生時に、当センターとして説明責任を果たした上で、信頼回復に向けた方

針説明、お詫びと適切な対応を行うべく、ホームページや記者説明会などで発信を行つた。また、全職員向けに危機管理広報セミナーを開催し、危

機発生時の広報体制の強化を進めた。

(4)職員からの意見聴取

○目安箱による自由な投書によつて、現場からの声に適切に対応した。

026年度の年度計画を作成するため、10月 ～12月 にかけて各部門のヒアリングを実施し、運営状況、問題点、日標及び人員・医療機器等に係る

要望等を幹部が徴収するとともに、意見交換を実施した。

○危機管理広報に関するアンケート調査を実施し、職員より意見を聴取、またその意見を踏まえた危機管理広報セミナーを実施し危機管理意識の

向上を図つた
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評価の視点
  |

【評価項目14人事システムの最適化、人事に関する方針、その他の事項】

自己評定

(総合的な評定)

・施設利用者側の実簡等の検証等を踏まえ、効率性・利便性等を十分反映させ、無理・無駄のない設計

を行い、診療棟の整備工事を行つた

・(仮称)新総合棟の基本構想に当たっては、センター全体の敷地利用計画を踏まえ、適正な整備地の

選定を行い、効率性・利便性等を十分反映させ、無理・無駄のない設計・建築を開始した
・入院案内や患者へのオリエンテーション業務にかかる看鰤 の負担軽減や新内視鏡センター開設に

伴い、クラークを増員した。

・平成25年度の障がい者雇用率は、医師・看護師の退職等により未達成となつた為、平成 26年 4月 に

向け、新たに7名 (築地 5名 、柏 2名 )の知的障がい者の雇用を計画採用し、法定雇用率 241%となり

達成した。

・公募を行い、幹部職員としてがんサパイパーシップ支援研究部長、がん政策科学研究部長を採用し

た。また、診療科長等について新たな任期制を導入した。
・がんに関する最新の知見や研究成果、科学的根拠に基づく診断・治療法について広く国民に情報提

供を行うために、プレスリリース・記者会見を開催した(平成 25年度プレスリリース25回 、うち会見 11回 )。

特に反響の大きかったプレスリリースは以下の通り。

・世界規模のゲノムと診療情報の大規模データ共有に向けた協定を締結(6月 6日 )

・中央病院に「アピアランス支援センター」を新設 (7月 31日 )

・子どもが自発的にがんについて学べる学習教材 学習まんが「がんのひみつ」を制作(11月 15日 )

・日本発の分子イメージング技術を導入した創薬研究システムの実用化(12月 18日 )

・アスピリンによる大腸がんの化学予防、国内初の成果 (2月 13日 )

評 定

」

[評価の視点]

・中期計画に掲げる施設・設備整備について、計画的に進展しているか。

実績 :○

・中期計画に掲げる日標の達成に必要とする施設・設備整備については、当初計画の再検証を踏まえ

て、真に必要な整備内容に特化し、無駄のない整備を行つた。

・職員が業務で発揮した能力、適性、実績等を評価し、職員の給与に反映させるとともに、業務遂行

意欲の向上を図る業績評価制度を導入するとともに:適切な運用を行うことにより優秀な人材の定着

を図り、人事制度へ活用することにより、センター全体の能率的運営につなげているか。

実績 :○

・評価者に対して、業績評価の研修を実施し、業績評価制度の適切な運用を図つた。

・業績評価の評価基準の改正や配分点数の見直しを図つた。

・業績評価の結果を踏まえて、C・ D評価の事務職員 6名 に対して、統括事務部長、人事部長より面談を

実施した。まtあ、特に評価の悪い者については、プレゼンテーション研修を実施する予定である。

・人材の適切な流動性を有した組織を構築するため、日、国立病院機構等独立行政法人、国立大学

法人、民間等と円滑な人事交流を彿 体制を構築しているか。

実績 :○

・優秀な人事を持続的に確保する観点から、国、国立大学法人等との人事交流を実施するとともに、在

籍出向制度により国立大学法人等から1名を採用している。(金沢大学 1名 )また、PMDAと の人事交流

を実施するため、研究員 1名 及び薬剤師を派遣した。

・女性の働きやすい環境を整備するとともに、医師の本来の役割が発揮できるよう、医師とその他医

療従事者との役割分担を見直し、職員にとつて魅力的で働きやすい職場環境の整備に努めている

か。

実績 :○

・健康診断について、従来職員が行つていた業務の全面見直しを図ることとし、柔軟な対応を行うため全

面委託化することにより、職員のニーズに対応し受診 日を増やすなどの対策を行い、受診率が 100%に

改善された。

・職員の心理的な負担を把握するためのメンタルチェックを導入し実施した。(平成 25年 12月 )
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・医師、看護師等の医療従事者については、医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応し、経

営に十分配慮しているか。

実績 :〇

・中央病院において病棟クラークを2名増員(全体で 17名 雇用)し 、入院案内や患者へのオリエンテー

ション業務にかかる看護師の負担を軽減した。また、新たに内視鏡センター開設に伴い、外来クラーク2

名増員(外来6名 、通院治療センター2名 、内視鏡室3名、CT室 1名 )を配置した また、東病院にお

いて病棟クラークを2名増員 (全体でH名雇用)し 、新たに外来クラークを5名増員 (全体で 19名雇用)

し、医師、看護師の負担を軽減した

・幹部職員など専門的な技術を有する者については、公募を基本とし、優秀な人材の確保に努めて

いるか。

実績 :○

・厚生労働省や NHOからの人事交流を行い、厚生労働省から幹部職員を採用した。

・理事長特任補佐

・公募を行い、幹部職員としてがんサパイパーシップ支援研究部長、がん政策科学研究部長を採用し

た また、診療科長等について新たな任期制を導入した

・医療ニーズに適切に対応するために、安全で良質な医療の提供に支障が生じないよう道正な人員

配置に努めているか。

実績 :○

。理事長自らが業務内容や業務量の実態を精査したうえで、人員が不足している部門には、迅遮に外部

から適任者を採用した

・引き続き3人夜勤二交代制病棟等から外来への支援体制を図り、人材の有効活用を図った。

・技能職については、外部委

“

の推進に努めているか。 実績 :○

。東病院の技鮨職員 1名 (主任調理師)が定年退職したため、後補充はせず委能化の拡大を図つた

・センターのミッションを理解し、ミッションを実現するために必要なアクションプランを立て、具体的な

行動に移すことができるように努めている力、

実績:0

・センターのミッシヨン及び厚生労働大臣により示された中期目標を達成するため実行うべき事項を定め

た中期計画のアクションプランである年度計画について、平成25年度においても、これが確実に実施さ

妨 よう進拶管理を行った。

・アクションプランやセンターの成果について、国民が理解しやすい方法、内容で情報開示を行うよう

努めているか。

実績iO
・ホームページを通して、病院の治療成績、先進医療の提供状況、治験の実施状況などにカロえ、研究成

果や新たな取り組みの発表などを行い、情報公開を推進した。ホームベージPv(ページピュー)の大幅

な増加につながった(平成24年 131万 PV/月 →平成25年 165万 PV/月 、同期間による比較)。

・広報企画室を事務部門から理事長直轄の企画戦略局に移管、当センターの取り組みを横断的に俯厳

しつつ、各部署や職員から提案された企画を収集しホームベージ、年報、記者会見、イベントなどによっ

てメディアはじめ幅広い関係者に紹介する体制整備を行つた。

・広報企画室が対外的な照会や取材申込に対する一元的な窓口機能を担うとともに、記者会見・説明会

の開催やメディア関係者との意見交換会、がん対策情報センター「メディア・セミナー」などを通じ、センタ

ーの活動について積極的な情報提供に努めた

・がんに関する最新の知見や研究成果、科学的根拠に基づく診断・治療法について広く国民に情報提

供を行うために、プレスリリース・記者会見を開催した(平成25年度プレスリリース25回 、うち会見11回 )。

・当センターをより身近に感じヽ らうとともに、がん患者、がん患者家族をはじめ一般の方に役立つ情報

を発信する広報誌「Hbho(日 々歩)Jを創刊し、年度内に2回発行し、中央病院と東病院の受診患者、近

燐医療機関をはじめ1万冊を配布した。
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・ミッションの薇53や現状の把握、問題点の洗い出し、改善策の立案、翌年度の年度計画の作成等

に資するよう、職戯の意見を聴取するよう努めているか。

実績:O

・目安箱による自由な投書によつて、現場からの声に適切に対応した
。26年度の年度計画を作成するため、10月 ～12月 にかけて各部門のヒアリングを実施し、運営状況、問

題点、日標及び人員・医療機器等に係る要望等を聴取するとともに、意見交換を実施した。

・法人の業務改善のための具体的なイニシアティプを把握・分析し、評価しているか。(政 。独委評価

の視点)

実績 :○

・全職員を対象とした業績評価制度を継続し、業務改善に取り組む職員を人事上評価するようにした。
・評価者に対して、業績評価の研修を実施し、業績評価制度の適切な運用を図つた。

・業績評価の評価基準の改正や配分点数の見直しを行つた。

・業務改善の取組を適切に購じている力、(業務改善の取組 :国民からの苦情・指摘についての分

析・対応、国民が疑念を抱くことのない開かれた法人運営、目安箱等職員からの提案を受け付ける

ための仕組みの構築、改善に取り組む職員を人事上評価しているか等)(厚労省評価委評価の視

点)

実績 :○

・平成25年 3月 行ったに平成24年度の患者満足度調査結果を、従来より有用に活用するため、集計結

果について施設としての評価をカロえたものを内部サーバーに掲載して職員への周知を図つた。

・透明性のある法人運営の観点から、ホームページで理事会の議事録を公開するとともに、不祥事案も

隠さず公表することで、隠ぺいの無い業務方針を浸透させた
。目安箱による自由な投書を受け付け、現場からの声に適切に対応した。

・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小さく継続する必要性の乏しい事

務・事業がないか等の検証を行い、その結果に基づき、見直しを図つている力、(厚労省評価委評価

の視点)

実績 :○

・独立行政法人国立がん研究センター燿問会議を開催し、センターの設置目的に照らして業務全般に

ついて広くかつ高い見地から意見を求めた。【平成26年 3月 6日 】

・患者家族からの「利用者の声J、 職員からの「目安箱」等を通して寄せられた意見を委員会等で検証し、

必要な取り組みを迅速かつ効果的に実施するなど、事務・事業を弾力的に見直している。
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